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「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申（案）に対する意見及びそれに対する考え方（案） 

 

１．総論的な意見 

意   見 考 え 方 

意見１－１ 固定中心の政策手段を見直しつつ、情報通信市場全体を俯瞰した議論をしなが

ら、事業活動を原則自由とする政策が必要。今後の競争政策の立案に当たっては、市場環

境や競争環境の変化をしっかりと踏まえ、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や

禁止行為規制を見直し、IP・ブロードバンドへの規制は最小限のものに留めるといった政策

転換を図るべき。 

考え方１－１ 

ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方について（総論） 

■ 情報通信市場は、技術革新やビジネスモデルの変化が構造的かつグローバルに生じてい

ます。例えば、全世界において、固定のユーザ数はほぼ横ばいの状況が続く一方で、モバイ

ルは年平均で約２５％の成長を続け、既に５０億を超える規模までユーザ数が拡大していま

す。また、日本国内においては、固定だけでなくモバイルのブロードバンド化が進展し、ユー

ザは多種多様なブロードバンドアクセスの中から自由に選択しており、過去１０年間で、モバ

イルは１０万から１．２億に、固定は４００万から０．３億にユーザ数が増加しています。 

加えて、サービス競争が電気通信事業者のネットワークサービスからインターネット上の

コンテンツ・アプリケーションサービスへ移行しています。こうした通信をアプリケーションとし

て提供するプロバイダは、海外からも日本国内におけるサービス提供を行っています。ま

た、日本国内においても、従来の電気通信事業者以外、すなわち端末やコンテンツ・アプリ

ケーションを提供するハード・ソフトベンダーが自在に通信サービス（電話、メール等）を提供

しています。 

こうした固定とモバイルのブロードバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化と

いった市場環境・競争環境の構造的変化により、ユーザの選択肢が国内の通信事業者だけ

でなく、海外のプロバイダが提供する通信サービスまで非常に多様化し、ユーザはその多様

なサービスを個々の必要に応じて自由自在に使いこなしています。 

 

このように市場環境は構造的に変化しておりますが、これまでの約半年間の「ブロードバ

ンド普及促進のための競争政策委員会」および「電話網移行円滑化委員会」においては、ブ

ロードバンドの普及促進を目的としながら、ＮＴＴ東西のＮＧＮのオープン化等を中心として議

論されており、現実の市場やユーザの動向と、固定中心の政策手段との間にミスマッチが

生じています。 

■ 答申（案）は、ブロードバンド普及促進の観点から、市場環境の変

化等を踏まえつつ、PSTN から IP 網への円滑な移行を実現するた

めの方策や、事業者間競争を活性化するための方策に関し、広範

な政策課題について検討を行ったものである。 

具体的には、「ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り

方」として、NGN のオープン化という固定通信分野の課題のみなら

ず、モバイル市場の競争促進や線路敷設基盤の開放等の課題に

ついても検討を行っているとともに、モバイル分野について、ネット

ワークレイヤーのみならず、プラットフォーム・端末レイヤーについ

ても検討の対象としている。 

また、電気通信市場における公正競争環境の担保による事業者

間競争の活性化は、料金の低廉化やサービスの多様化等を通じ、

利用者の利便を向上させるものであり、指定電気通信設備制度（禁

止行為規制を含む。）や NTT 等に係る累次の公正競争要件を中心

とする競争ルールは、そのために重要な役割を果たしてきたところ

である。 

今後とも、市場環境の変化等に対応した競争ルールの不断の見

直しを行うことにより、公正競争環境を整備していくことが必要であ

る。 

資料８－２ 
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両委員会における議論の目的は、ブロードバンドの普及促進であることから、検討の対象

としては、電気通信事業者のネットワークのみならずコンテンツ・アプリケーションサービス

や行政サービス・医療・教育等のＩＣＴ利活用までを含めた、情報通信市場全体を俯瞰した議

論がなされるべきと考えます。 

また、電気通信事業者のネットワークについて、電話時代の競争ルールを前提として、Ｉ

Ｐ・ブロードバンド時代においてもそれを踏襲することを基本に議論が行われました。しか

し、情報通信市場が電話からＩＰ・ブロードバンドへと大きくパラダイムシフトする中で、過去

の延長線上で今後の競争政策を議論することでは有効な政策手段は生み出せないと考え

ます。 

さらに、ＮＴＴ東西のネットワークに限って見た場合、ケイ・オプティコムやＪ：ＣＯＭ等の設

備構築事業者との設備競争が既に進展しています。加えて、光ファイバ接続料が低廉化し

たことによって、ＫＤＤＩが首都圏を中心とする設備競争への参入だけでなく、ＮＴＴ東西から

光ファイバを借りて光サービスを全国展開する等、市場競争は十分に活性化しています。し

たがって、これまでの競争ルールとは不連続となる光ファイバの分岐単位接続料の設定等

は必要ないと考えます。 

 

なお、本来のブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方については、原則自由

なマーケットにおいてこそ、コンテンツ・アプリケーションサービス等を含めた様々なビジネス

モデルがイノベーションによって創造され、ユーザ利便が向上すると考えられることから、情

報通信市場におけるすべての事業者が継続的な投資インセンティブを維持してブロードバン

ドの普及促進を行えるよう、事業活動を原則自由とする政策が必要であると考えます。 

（NTT 持株） 

 

ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方について（総論） 

■ ・情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、モバイル化、ブロードバンド化が大

きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグローバル化が急激に進むなど、大きなパラダ

イム変化が進展しています。 

例えば、固定市場においては、１２年前、ＤＳＬ事業者が最大１．５Ｍｂｐｓのインターネット

接続サービスを開始しましたが、その後、当社や電力系事業者、ＣＡＴＶ事業者との間で熾

烈な設備競争を展開し、今では、ＫＤＤＩ殿も含め、最大１００Ｍｂｐｓを超える超高速ブロード

バンドサービスが主流となる等、我が国のブロードバンド環境（エリアカバー、利用、速度、

料金）は世界最高水準となっています。 

また、モバイル市場においても、過去１０年間で、最大３８４Ｋｂｐｓ（当初）の通信が可能な

３Ｇユーザ数は１０万から１．２億へと拡大し、固定に比べて４倍ものユーザが、既に、インタ

ーネットへアクセスできる環境にあります。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化されるとともに、

スマートフォンの爆発的な普及拡大に伴い、モバイルにおいても超高速ブロードバンド化が
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急速に進展してきており、固定市場とモバイル市場の垣根はなくなってきています。 

加えて、従来の電気通信事業者以外、すなわち端末やコンテンツ・アプリケーションを提

供する国内外のハード・ソフトベンダーが自在に通信サービス（電話、メール等）を提供して

おり、こうした通信をアプリケーションとして提供するプロバイダは、海外からも日本国内にお

けるサービス提供を行っています。 

 

 ・このように、固定とモバイルのブロードバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル

化といった市場環境・競争環境のパラダイムシフトにより、ユーザの選択肢が国内の通信事

業者だけでなく、海外のプロバイダが提供する通信サービスまで非常に多様化し、ユーザは

その多様なサービスを個々の必要に応じて自由自在に使いこなしており、サービスを提供す

る通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、アプリケーションも音声通信しかなかった電話時代と

は大きく状況が異なっています。 

このような状況にありながら、わが国のＩＰ・ブロードバンド市場においては、当社をはじめ

とするＮＴＴグループに対して、依然として、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や

禁止行為規制といった非対称規制が課されていますが、こうした規制は、ユーザの利便性を

損ねるとともに、更なるＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大、ひいてはＩＣＴ利活用の促進

や日本の国際競争力の向上に障害となると考えます。 

 

 ・しかしながら、今回の答申案にはこうした市場環境や競争環境の変化は踏まえられてお

らず、答申案に至る検討においても、依然として固定とモバイルを分けた議論がなされ、ま

た、モバイルに比べて既に小さくなった市場の固定に対して、電話時代の競争ルールを踏襲

した考え方を基本に検討されており、現実の市場やユーザ動向と、固定中心の政策手段と

の間にミスマッチが生じています。本答申案のタイトルにあるとおり、「ブロードバンド普及促

進」を図るためには、通信事業者のネットワークのみならずＩＣＴ利活用やコンテンツ・アプリ

ケーションサービスまで含めて、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、

当社も含めた全てのプレイヤーが他のプレイヤーと自由にコラボレーション等を可能とする

等により、新たなビジネスの創出を促し、多様で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を

整備するといった視点で検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマ

ーケットにおいてこそ、競争を通じてイノベーションが起こり、新たなサービスが創造され、ユ

ーザ利便が向上すると考えます。 

したがって、過去の延長線で今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環

境の変化をしっかりと踏まえ、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規

制を見直し、ＩＰ・ブロードバンドへの規制は最小限のものに留めるといった政策転換を図っ

ていただきたいと考えます。 

（NTT 西日本） 
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ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方について（総論） 

■ ・情報通信市場は、技術のイノベーションが非常に早く、モバイル化、ブロードバンド化が大

きく進展し、同時にサービスやプレイヤーのグローバル化が急激に進むなど、大きなパラダ

イム変化が進展しています。 

例えば、固定市場においては、１２年前、ＤＳＬ事業者が最大１．５Ｍｂｐｓのインターネット

接続サービスを開始しましたが、その後、当社や電力系事業者、ＣＡＴＶ事業者との間で熾

烈な設備競争を展開し、今では、ＫＤＤＩ殿も含め、最大１００Ｍｂｐｓを超える超高速ブロード

バンドサービスが主流となる等、我が国のブロードバンド環境（エリアカバー、利用、速度、

料金）は世界最高水準となっています。 

また、モバイル市場においても、過去１０年間で、最大３８４Ｋｂｐｓ（当初）の通信が可能な

３Ｇユーザ数は１０万から１．２億へと拡大し、固定に比べて４倍ものユーザが、既に、インタ

ーネットへアクセスできる環境にあります。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化されるとともに、

スマートフォンの爆発的な普及拡大に伴い、モバイルにおいても超高速ブロードバンド化が

急速に進展してきており、固定市場とモバイル市場の垣根はなくなってきています。 

加えて、従来の電気通信事業者以外、すなわち端末やコンテンツ・アプリケーションを提

供する国内外のハード・ソフトベンダーが自在に通信サービス（電話、メール等）を提供して

おり、こうした通信をアプリケーションとして提供するプロバイダは、海外からも日本国内にお

けるサービス提供を行っています。 

 

 ・このように、固定とモバイルのブロードバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル

化といった市場環境・競争環境のパラダイムシフトにより、ユーザの選択肢が国内の通信事

業者だけでなく、海外のプロバイダが提供する通信サービスまで非常に多様化し、ユーザは

その多様なサービスを個々の必要に応じて自由自在に使いこなしており、サービスを提供す

る通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、アプリケーションも音声通信しかなかった電話時代と

は大きく状況が異なっています。 

このような状況にありながら、わが国のＩＰ・ブロードバンド市場においては、当社をはじめ

とするＮＴＴグループに対して、依然として、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や

禁止行為規制といった非対称規制が課されていますが、こうした規制は、ユーザの利便性を

損ねるとともに、更なるＩＰ・ブロードバンドサービスの普及拡大、ひいてはＩＣＴ利活用の促進

や日本の国際競争力の向上に障害となると考えます。 

 

 ・しかしながら、今回の答申案にはこうした市場環境や競争環境の変化は踏まえられてお

らず、答申案に至る検討においても、依然として固定とモバイルを分けた議論がなされ、ま

た、モバイルに比べて既に小さくなった市場の固定に対して、電話時代の競争ルールを踏襲

した考え方を基本に検討されており、現実の市場やユーザ動向と、固定中心の政策手段と

の間にミスマッチが生じています。本答申案のタイトルにあるとおり、「ブロードバンド普及促
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進」を図るためには、通信事業者のネットワークのみならずＩＣＴ利活用やコンテンツ・アプリ

ケーションサービスまで含めて、情報通信市場全体を俯瞰した議論がなされるべきであり、

当社も含めた全てのプレイヤーが他のプレイヤーと自由にコラボレーション等を可能とする

等により、新たなビジネスの創出を促し、多様で低廉なサービスを迅速に提供できる環境を

整備するといった視点で検討を進めることが重要であると考えます。こうした、原則自由なマ

ーケットにおいてこそ、競争を通じてイノベーションが起こり、新たなサービスが創造され、ユ

ーザ利便が向上すると考えます。 

したがって、過去の延長線で今後の競争政策を決定するのではなく、市場環境や競争環

境の変化をしっかりと踏まえ、電話時代を前提とした指定電気通信設備規制や禁止行為規

制を見直し、ＩＰ・ブロードバンドへの規制は最小限のものに留めるといった政策転換を図っ

ていただきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見１－２ 電話網から IP 網への計画的な移行に関しては、NTT 東西の概括的展望をベース

にした議論にとどまり、真に移行を促進する内容となっていない。また、ブロードバンド市場

における競争環境整備については、基本的な視座の整理にとどまり、具体的な政策策定に

至っていない。 

考え方１－２ 

■ 我が国の「光の道」構想は、「グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース」

（以下、「タスクフォース」という。）で取りまとめられた『「光の道」構想実現に向けて 取りまと

め』にも示されているとおり、日本経済の活性化と、豊かな国民生活の実現を目指したICT利

活用社会の基盤を構築するものです。「電気通信事業政策部会」並びに「ブロードバンド普

及促進のための競争政策委員会」及び「電話網移行円滑化委員会」は、昨年12月に公表さ

れた『「光の道」構想に関する基本方針について』（以下、『「光の道」基本方針』という。）及び

『「光の道」構想実現に向けた工程表』に示された内容の具体化と着実な推進のため、審議

等を積み重ねてきたものと認識しています。その意味では、前述の社会基盤たるブロードバ

ンド網の普及促進のため、PSTN・メタル回線のIP網・光回線への円滑な移行の実現やブロ

ードバンド市場における事業者間競争の活性化に必要な取組み等に軸足を置き、総合的な

政策の推進が図られるべきと考えます。 

そうした観点に基づき答申案を俯瞰した場合、IP 網への移行時における二重コスト回避

の必要性や、東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話会社殿（以下、「NTT 東西

殿」という。）の NGN（以下、「NTT-NGN」という。） が現状の PSTN の主要な移行先であると

の認識のもと、NTT-NGN のオープン化によるサービス競争の必要性が謳われる等、重要な

視座が含まれているものと考えます。その一方で、電話網から IP 網への計画的な移行に関

しては、NTT 東西殿が公表した概括的展望をベースにした議論にとどまり、アクセス網を含

め、真に移行を促進する内容とはなっていない点や「光の道」構想の着実な推進に不可欠な

NTT 東西殿の機能分離等の取り組みや各種検証制度の枠組みに関しては、十分な議論が

なされないまま、総務省殿内部での検討や法令整備が先行した点等は課題として存在して

■ NTT 東西の概括的展望については、答申（案）に示したとおり、移

行スケジュールの妥当性や維持・廃止されるサービスの分類の妥

当性について、様々な観点を踏まえつつ検討を行ったものであり、

また、今後の環境変化等を踏まえ、NTT 東西において継続的な検

証や見直しを行うとともに、電話網移行円滑化委員会としても、2012

年以降、適切なタイミングでフォローアップを行っていくこととしてい

る。 

したがって、御指摘のような「概括的展望」をベースにした議論に

とどまっているものではなく、上記のとおり、移行スケジュールやサ

ービス分類の妥当性について特定の予断をもって検討しているもの

ではない。 

 

また、答申（案）に示したとおり、本答申（案）は、PSTN から IP 網

への円滑な移行の在り方及びブロードバンド普及促進のための競

争政策の在り方に関し、在るべき方向性について検討を行ったもの

であり、そのうち競争政策に関する個別論点に係る検討結果は第

Ⅱ編「ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方につい

て」に示したとおりであるが、今後、総務省及び関係する審議会等

において、具体的なルールの見直し等に向けて速やかな対応を行

っていくことが適当である。 
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いるものと認識しています。また、ブロードバンド市場における競争環境整備についても、

NTT-NGN のアンバンドルの在り方等の基本的視座の整理にとどまり、具体的な政策策定

には至っておらず、寧ろ当該市場に比して競争の進展しているモバイル市場における競争

の枠組み見直しの方向性が具体的に示されていることは上記答申案の背景等からして、バ

ランスを欠く側面がある点も否めません。 

以上のような課題については、今後、最終的な答申のとりまとめ及び今後の各種制度整

備・フォローアップを実施する上で、十分に考慮いただくことを強く希望します。 

 

世界的な潮流でもある超高速ブロードバンド基盤の整備を推進し、世界最高水準のブロ

ードバンド環境の構築を推進することが日本再生のための喫緊の課題であることを改めて

認識の上、「光の道」構想を具現化する政策立案・ルール整備を政府・業界一体となり推進し

ていくことが肝要であると考えます。 

 

以上を踏まえ、次頁より、本答申案の各項目に対する弊社共意見を詳述します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見１－３ 設備競争を損なわないよう留意しながら、サービス競争をバランス良く組み合わせ

て競争政策を進めていくことが必要。電話網から IP 網への円滑な移行の実現に当たり、

NTT 東西からのより具体的な情報開示が不可欠。 

考え方１－３ 

＜はじめに＞ 

我が国の産業発展の基盤となるブロードバンドの更なる普及促進のため、情報通信審議会

において政策の方向性について答申案が取りまとめられたことは、大変有意義であると考えま

す。 

ブロードバンド普及促進にあたっては、災害に備えた事業者ダイバーシティを確保し、競争を

通じた技術革新や新しいサービスの成果が国民にもたらされるよう、これまで機能してきた設

備競争を損なわないよう留意しながら、サービス競争をバランスよく組み合せて競争政策を進

めていく必要があります。 

そのためには、ＦＴＴＨの更なる普及に向けて、線路敷設基盤の更なる開放を進めて設備競

争を促進すると共に、ＮＴＴ東・西が保有するボトルネック設備の利用において、ＮＴＴ東・西の

利用部門と競争事業者との間の同等性を確保し、多様な選択肢の中からユーザがサービスを

選べる環境を整えることが重要です。また、モバイル市場においても、これまでの設備競争に

よって国民にもたらされてきたサービスの革新性・利便性を維持しながら、ＭＮＯとＭＶＮＯの双

方で市場を活性化させていくことが、国民利便の向上につながると考えます。 

さらに、公正競争を確保する観点では、固定系・モバイルの両市場において圧倒的なドミナ

ントであるＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモを中心としたＮＴＴグループが連携した場合、結果として競争

が成り立たなくなり、国民にとってサービスや料金の選択肢が狭まるといった利便の低下をま

ねくおそれがあることにも留意が必要です。 

■  答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用い

てサービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争

促進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業

者間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者を含め

たサービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討するこ

とが常に必要となる。 

PSTN から IP 網への移行に際し設備競争への影響等に配慮す

る必要性については、今後の参考とさせていただきたい。 

今後、競争政策等の実効性を確保するために PDCA サイクルを

回すことの重要性については、答申（案）に示したとおり、環境変化

等を踏まえ、NTT 東西において継続的な検証や見直しを行うととも

に、電話網移行円滑化委員会及びブロードバンド普及促進のため

の競争政策委員会としても、2012 年以降、適切なタイミングでフォロ

ーアップを行っていくこととしている。 

また、NTT 東西からの情報開示については、可能な限り早い段

階から、積極的移行を促進するための方策を講じた上で具体的な

移行計画を示すことにより、代替サービス等に自主的に移行する環

境に対する利用者や事業者の予見性・透明性を確保していくことが
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電話網からＩＰ網への円滑な移行の実現にあたっては、上記のような設備ベースでの競争を

通じて産まれる多様な選択肢の中から国民が主体的にサービスを選ぶことにより効率的に移

行を進めることを前提とすべきであり、その上で電話網に残るユーザを保護するため、各サー

ビスの利用実態を把握し、個々の課題を明確化して解消を図っていくことで、国民全体の負担

を最小化すべきです。 

そのためには、ドミナントであるＮＴＴ東・西からのより具体的な情報開示が不可欠であり、今

後、ＮＴＴ東・西はどの機能をいつまでにＩＰ網に移行し、ＰＳＴＮやメタル回線を廃止する計画な

のかをより明確にし、全てのユーザが円滑にＩＰ網に移行できるよう、計画の妥当性を関係者間

で議論すべきです。 

また、国民が主体的にＩＰ網へ移行することを後押しするため、０AB－ＪＩＰ電話におけるロケ

ーションポータビリティを速やかに実現することも必要です。 

 

なお、これらの競争政策の実効性を確保するためには、政策に基づいて講じられた措置の

実施状況について検証し、問題がある場合は改善させるというＰＤＣＡサイクルを回すことが重

要であり、今回創設される「公正競争レビュー制度」等を通じて、ＮＴＴ東・西による機能分離の

実施状況やＮＴＴグループの排他的連携により競争が阻害されていないかを、本審議会にお

いて十分チェックしていただきたいと思います。 

（KDDI） 

求められる。 

 

意見１－４ 各課題について具体的な指標を示していただきたい。 考え方１－４ 

【総論】 

■ 各課題については、「考え方」において方向性や必要性を示して結んでいます、実現

方法や時期についての具体的な指標を示して頂きたいと考えます。 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

■ 答申（案）に示したとおり、本答申（案）は、PSTN から IP 網への円

滑な移行の在り方及びブロードバンド普及促進のための競争政策

の在り方に関し、在るべき方向性について検討を行ったものであ

り、個別課題についてできる限り具体的な対応策を示したところで

あるが、今後、総務省及び関係する審議会等において、具体的な

ルールの見直し等に向けて速やかな対応を行っていくことが適当で

ある。 

 

 



 

8 

２．「第Ⅰ編 電話網からＩＰ網への円滑な移行の在り方について」に対する意見 

総論 

意   見 考 え 方 

意見２－１ PSTN から IP 網への移行に伴う課題について、NTT 東西は計画の詳細を公表し、

全ての事業者と協議を行うべき。また、利用者、接続事業者が追加負担を行うことなくサービ

スを継続する環境を実現すべき。 

考え方２－１ 

■ ＰＳＴＮからＩＰ網への移行は国民生活に相当の影響を与える事項です。このため、特定事

業者のみではなく、関係する全事業者並びに監督官庁が参加し協議実施することが業界の

信頼を保つ方法と考えます。 

このため、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴うさまざまな課題を検討するため、まずはＮＴＴ東

西より具体的な移行に関する計画の詳細情報を公表し、全ての事業者と協議を行ない実施

する必要があると考えます。特にお客様に多大な影響を及ぼすアクセス回線に係わる移行

スケジュールは未だ公開されていないため、早々の開示が必須と考えます。 

また、お客様、接続事業者が追加負担を行うことなくサービスを継続できる環境を実現す

べきです。 

（ジェイコムグループ） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、NTT 東西が全ての事業者と協議を行うべきとの点について

は、答申（案）に示したとおり、協議を弾力的に実施する等により、

可能な限り多くの関係者が参画できる環境を整えていくことが望ま

しい。 

また、答申（案）に示したとおり、移行計画の早期の公表や公正

競争環境の整備等を通じて、利用者や接続事業者等の関係者が過

度の追加的負担なく、コア網の移行に対応できるようにすることが

必要である。 

意見２－２ IP 網への移行後においても、PSTN が有する基本的役割である競争基盤の提供

を継続すべき。NGN にも電話会社を選択するという競争環境を移行期前に整備すべき。 

考え方２－２ 

■【各論】 

ＰＳＴＮが有する基本的な役割として、② 競争基盤の提供（NTT 東西のネットワークとの接

続等を通じ、競争事業者やコンテンツ配信事業者による多様なサービスの提供を可能とす

るとともに、料金の低廉化やネットワークの利活用を促進するための基盤を提供すること）が

あります。 

この機能は、IP網へ移行しても、継続すべき役割です。 

本報告書は、各施策の実施時期を「移行期」又は「移行後」においていますが、電話網から 

IP網への移行は現在進行形です。下表のとおり、競争条件が整備された電話網のマイライ

ンから、未整備のNTT東西のひかり電話に移行していることが読み取れます。 

現在、ＮＧＮの利用者はひかり電話の選択しかできません、NGN にも電話会社を選択すると

いう競争環境を移行期前（～2020 年）に整備するべきと考えます。 

   表：マイライン登録件数とＮＴＴ東西殿ひかり電話サービス数 

 NGN開始時 2011/3 増 

■ IP 網への移行後も競争基盤を提供すべきとの点については、答

申（案）に示したとおり、「継続性」の観点から、PSTN 上で競争的サ

ービスを提供してきた事業者に対し、サービス競争の促進の観点か

ら必要と考えられる範囲で、NGN 上においても公正競争環境を確

保していくことが求められており、御指摘の趣旨は含まれていると考

える。 

 

NGN にも電話会社を選択するという競争環境を移行期前に整備

するべきとの御意見については、答申（案）に示したとおり、NGN に

おいて提供される 0AB-JIP 電話については距離に依存しない料金

体系となっているなど PSTN とは異なる競争環境となっており、ま

た、今後 IP 網同士の直接接続に向けて事業者間の検討が進めら

れているところであり、まずは、ユーザニーズや NGN における電話
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（2008/3） 

マイライン登録

件数 

（県間登録） 

3,398万 2,695万 ▲703万 

NTT東西ひかり

電話サービス(チ

ャネル数) 

東 307万 

西 266万 

計 573 

東 645万 

西 549万 

計1,194万 

＋338万 

＋283万 

＋62万 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

サービスの実現に向けたオープン化等の状況を踏まえた上で、IP

網への移行期の競争環境整備の在り方を検討することが適当であ

る。 

 

意見２－３ マイグレーションによる PSTN の移行先は必ずしも NGN に限定されず、携帯電話

も含めた各事業者の競争と利用者の選択により決まるものとなる。よって、各事業者が自ら

構築した IP 網で顧客獲得を行う競争へ構造が変化しており、電話時代の競争ルールを

NGN に持ち込む必要はない。 

考え方２－３ 

■  （１）ＰＳＴＮマイグレーションについて 

  ＰＳＴＮマイグレーションについては、２０１０年１１月にＮＴＴ東西が概括的展望を公表し、

概ね１０年後の２０２０年からコアネットワークのＩＰ網への移行を開始し、２０２５年頃に完了

する考え方をお示ししました。 

マイグレーションによるＰＳＴＮの移行先は、ＮＴＴのＮＧＮに限られるものではなく、移行先

となるＩＰ網は、携帯電話も含めた各事業者との競争とお客様の選択の結果として決まるも

のと考えております。また、ＩＰ網は、電話交換機に比べて安価なルータやサーバにより、既

に各事業者が自由に構築し運用しており、ＮＧＮはそうした多様なＩＰ網の一つに過ぎず、必

ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となるわけではないと認識しております。 

電話サービスそのものについても、以前は、ＮＴＴの固定電話サービスと、ＮＴＴのＰＳＴＮ

を利用する中継事業者との料金競争が中心でしたが、現在では、携帯電話は１．２億ユー

ザまで拡大しており、また、電話サービスはブロードバンドサービスのアプリケーションの一

つとして、各事業者は自ら構築したＩＰ網の上でサービスを提供しています。加えて、独自の

ネットワークすら持たず、インターネット上で多様な電話サービスを提供するアプリケーション

プロバイダも存在しています。 

このように現在の競争は、ＮＴＴのＮＧＮに依存することなく、各事業者が自ら構築したＩＰ

網でお客様を獲得するサービス・料金競争へと構造が大きく変化しており、電話サービスを

提供するためにＮＴＴの電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なることか

ら、電話時代の競争ルールを、ＮＧＮに持ち込む必要はないと考えます。 

（NTT 持株） 

■ （１）ＰＳＴＮマイグレーションについて 

・ ＰＳＴＮマイグレーションについては、２０１０年１１月にＮＴＴ東西にて概括的展望を公表し、概

ね１０年後の２０２０年からコアネットワークのＩＰ網への移行を開始し、２０２５年頃に完了す

■ 答申（案）に示したとおり、NGN は①第一種指定電気通信設備（以

下「一種指定設備」という。）に指定され、他事業者の事業運営及び

利用者へのサービス提供に不可欠な設備として位置づけられてい

るほか、②NTT 東西が PSTN から IP 網への移行を責任を持って進

めていくとしているなかで、PSTN 上で提供されてきた基本サービス

の継続的提供を担保する基盤となることが想定されている。このよ

うに、NGN が、多様なサービスを効率的かつ安定的に提供すること

のできる基幹的なコア網としての役割を期待されていることを踏ま

え、IP 網への円滑な移行を実現する観点から、今後、NGN が

PSTN の基本的役割の多くを受け継いでいくとの考えに立つことが

適当である。 
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る考え方を示しました。 

・ マイグレーションによるＰＳＴＮの移行先は、当社のＮＧＮに限られるものではなく、移行先と

なるＩＰ網は、携帯電話も含めた各事業者との競争とお客様の選択の結果として決まるものと

考えています。また、ＩＰ網は、電話交換機に比べて安価なルータやサーバにより、既に各事

業者は自由に構築しサービスを提供しており、ＮＧＮはそうした多様なＩＰ網の一つに過ぎず、

必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となるわけではありません。 

・ 電話サービスについても、以前はＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワ

ークであったため、それを利用してサービスを提供することを前提とした競争ルールとなって

おり、競争は料金競争が中心でした。しかし現在は、携帯電話は１．２億ユーザまで拡大し、

固定電話サービス自体が減少の一途をたどり、その電話サービスもブロードバンドサービス

のアプリケーションの１つとして、各事業者は自ら構築したＩＰ網の上でサービスを提供してい

ます。さらに、独自のネットワークすら持たず、インターネット上で多様な電話サービスを提供

するアプリケーションプロバイダも存在しています。 

・ このように、現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様

を獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを提供するため

に当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

当社としては、ＩＰ網同士の接続を実現するために必要な機能の追加やＩＰ-ＰＯＩの増設に

対応していく考えですが、上位レイヤを含めたエンドエンドのサービス競争へと市場構造が

転換したオールＩＰ化時代においては、通信レイヤに閉じたマイラインやＧＣ接続等の電話時

代の競争ルールは、必要性が乏しいと考えられるため、ＮＧＮに持ち込むべきではないと考

えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ （１）ＰＳＴＮマイグレーションについて 

・ ＰＳＴＮマイグレーションについては、２０１０年１１月にＮＴＴ東西にて概括的展望を公表し、概

ね１０年後の２０２０年からコアネットワークのＩＰ網への移行を開始し、２０２５年頃に完了す

る考え方を示しました。 

・ マイグレーションによるＰＳＴＮの移行先は、当社のＮＧＮに限られるものではなく、移行先と

なるＩＰ網は、携帯電話も含めた各事業者との競争とお客様の選択の結果として決まるものと

考えています。また、ＩＰ網は、電話交換機に比べて安価なルータやサーバにより、既に各事

業者は自由に構築しサービスを提供しており、ＮＧＮはそうした多様なＩＰ網の一つに過ぎず、

必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となるわけではありません。 

・ 電話サービスについても、以前はＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワ

ークであったため、それを利用してサービスを提供することを前提とした競争ルールとなって

おり、競争は料金競争が中心でした。しかし現在は、携帯電話は１．２億ユーザまで拡大し、
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固定電話サービス自体が減少の一途をたどり、その電話サービスもブロードバンドサービス

のアプリケーションの１つとして、各事業者は自ら構築したＩＰ網の上でサービスを提供してい

ます。さらに、独自のネットワークすら持たず、インターネット上で多様な電話サービスを提供

するアプリケーションプロバイダも存在しています。 

・ このように、現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様

を獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを提供するため

に当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

当社としては、ＩＰ網同士の接続を実現するために必要な機能の追加やＩＰ-ＰＯＩの増設に

対応していく考えですが、上位レイヤを含めたエンドエンドのサービス競争へと市場構造が

転換したオールＩＰ化時代においては、通信レイヤに閉じたマイラインやＧＣ接続等の電話時

代の競争ルールは、必要性が乏しいと考えられるため、ＮＧＮに持ち込むべきではないと考

えます。 

（NTT 東日本） 

意見２－４ 現在の固定通信市場は、競争状況、競争環境が整っていることから、設備事業

者、NTT 東西、接続事業者の３者間の公平性を担保する必要がある。よって、PSTN から IP

網への移行に際して、接続事業者のみならず、移行先である IP 網上で現に設備競争を行っ

ている設備事業者への影響にも十分に配慮すべき。 

考え方２－４ 

■  弊社は、 事業者間競争を「設備競争」と「サービス競争」の両面から促進することが重要

であり、なかでも「設備競争」が、そのベースであると考えております。 

固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であり、

現に、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アクセス

系事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイル事

業者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準の妥

当性検証等が行われております。 

すなわち、現在は、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、競争事業者自らの創意工夫

や事業戦略により、独自に構築もしくはＮＴＴ東西殿から借りることで、ＩＰ網やアクセス回線

等を様々な形で組合せて、様々なサービスを提供できる状況にあり、既に競争条件・競争環

境は整っております。 

このように、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展

している固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業

者」、「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。 

その点、「「光の道」構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競

争のバランスの観点から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術

革新や新サービスの迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設

備競争への影響等に十分に留意することが適当である」とされております。 

   そのため、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に際しても、ＰＳＴＮ上でサービスを提供してきた接続

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者を含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

   PSTN から IP 網への移行に際し設備事業者への影響等に配慮

する必要性については、今後の参考とさせていただきたい。 
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事業者のみならず、移行先であるＩＰ網上等で現に設備競争を行っている設備事業者への影

響等にも十分配慮頂くことが必要であります。特に、ＰＳＴＮ上でサービスを提供してきた接

続事業者に偏った施策をとることは、設備事業者による設備競争を否定し、公正競争環境を

大きく損なうおそれがあります。 

以上の考えを踏まえ、電話網からＩＰ網への円滑な移行の在り方について、その他の観点

を含め、意見させて頂きます。 

（ケイ・オプティコム） 
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第１章 はじめに 

意   見 考 え 方 

意見２－５ 「概括的展望」ベースで結論を得るのではなく、コア網とアクセス回線に係る二重コ

ストが最終的に消費者負担となることを勘案し、可能な限り早期の移行を志向すべき。 

考え方２－５ 

■  政府方針として示されている「光の道」構想の実現に向け、電話網から IP 網への円滑な

移行の在り方について、これまで検討が重ねられてきました。本検討は、NTT 東西殿が公表

した「概括的展望」を前提として行われてきたものと認識していますが、当該計画において

は、コア網の移行完了時期を 2025 年頃とし、アクセス回線の移行に至っては具体的な期限

等が一切明示されていません。すなわち、「概括的展望」ベースで得られた結論は、コア網

及びアクセス回線に係る二重コストが今後最低でも 10 年以上発生することを容認すること

を意味しています。これら二重コストが最終的に消費者負担となることを踏まえれば、社会経

済性・効率性の観点でみすみす看過すべきものでなく、可能な限り早期の移行を官民一体

で志向していく視座を常に持ち続けていくことが重要であると考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 「概括的展望」ベースで得られた結論であるとの御指摘について

は、考え方１－２に同じ。  

可能なかぎり早期の移行を志向していく視座が必要という点につ

いては、答申（案）に示したとおり、円滑な移行を早期に実現する観

点から、NTT 東西による更なる情報開示を含め、関係者が必要な

対策を前倒しで行っていくことが望ましい。 

なお、NTT 東西による移行スケジュールについては、答申（案）に

示したとおり、交換機や付加機能を提供するための機器の装置寿

命等のハード面に基づき、移行に要する周知や関係事業者との協

議の必要性といったソフト面にも配慮した上で、柔軟な対応が可能

となるよう設定したものとして、一定の妥当性が認められるが、今後

の技術動向や市場環境の変化等を踏まえつつ、計画について継続

的な検証を行うとともに、必要に応じて見直しを行っていくことが適

当である。 
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第２章 総論（ネットワークの在り方等） 

１ コア網のＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴う今後のネットワークの在り方 （１） 今後のネットワークの在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－６ NTT-NGN に基幹的なコア網としての役割が期待されていることを踏まえ、マイグ

レーション後において、競争環境の後退を招かないような政策を実現すべき。 

考え方２－６ 

■  答申案で述べられているとおり、NTT-NGN に対しては｢多様なサービスを効率的かつ安

定的に提供することが可能な基幹的なコア網としての役割が期待されている」ことを踏まえ、

マイグレーション後において、競争環境の後退を招かないような政策の実現が求められてい

ます。具体的には、移行先である NTT-NGN において、GC 接続類似機能や通信プラットフォ

ーム機能のアンバンドル、端末設備の開放等、公正競争上、必要なルール整備について

は、総務省殿の審議会等の場で速やかに実施の結論を出して頂き、NTT-NGN における公

正競争環境整備を推進して頂くことを希望します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ NGNに期待される役割については、答申（案）に賛成の御意見とし

て承る。 

NGNにおける競争ルールに関する御意見については、答申（案）

に示したとおり、今後のネットワークの発展等を踏まえつつ、NGNに

おける競争環境の整備を図っていくことが重要であり、今後の参考

とさせていただきたい。 

 

意見２－７ コア網の円滑的な移行に際しては、NGN が PSTN の基本的な役割を受け継ぐべ

き。少なくとも「基本的サービス」、「競争基盤」及び「ハブ機能」については、移行先の NGN

でも PSTN と同様に提供可能とすることを原則として関係者で課題に取り組むべき。 

考え方２－７ 

■ コア網の円滑的な移行に際しては、基本的にＮＧＮがＰＳＴＮの基本的役割を受け継ぐこと

が必要とする答申(案)の考え方に賛同します。 

   電話網移行円滑化委員会にて一部委員から意見されたように、コア網の移行にあたって

最も重要な視点は、現状のＰＳＴＮ利用者が不利益や不便を被ることを回避することに置くこ

とと考えます。 

   従って、これまでＰＳＴＮが担ってきた役割である国民生活に必要不可欠な基幹網を承継

するにあたっては、少なくとも「基本サービス」、「競争基盤」、及び「ハブ機能」については、

利用者利便性確保の観点から、移行先のＮＧＮでも同等に提供可能とすることを原則とし

て、関係者が諸課題に取り組むべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

    

意見２－８ マイグレーションにより PSTN の移行先は必ずしも NGN に限定されず、携帯電話

も含めた各事業者の競争と利用者の選択により決まるものとなる。よって、各事業者が自由

に IP 網の持つ発展性・柔軟性を活用して魅力的なサービスを提供するという観点から検討

を行うべき。 

考え方２－８ 

■ 冒頭申し上げたとおり、ＰＳＴＮマイグレーションについては、２０１０年１１月にＮＴＴ東西に

て概括的展望を公表し、概ね１０年後の２０２０年からコアネットワークのＩＰ網への移行を開

始し、２０２５年頃に完了する考え方を示しました。 

■ 考え方２－３に同じ。 
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・ マイグレーションによるＰＳＴＮの移行先は、当社のＮＧＮに限られるものではなく、移行先と

なるＩＰ網は、携帯電話も含めた各事業者との競争とお客様の選択の結果として決まるものと

考えています。また、ＩＰ網は、電話交換機に比べて安価なルータやサーバにより、既に各事

業者は自由に構築しサービスを提供しており、ＮＧＮはそうした多様なＩＰ網の一つに過ぎず、

必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となるわけではありません。 

・ 電話サービスについても、以前はＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワ

ークであったため、競争は、当社の固定電話サービスとＮＴＴのＰＳＴＮを利用する中継事業

者との料金競争が中心でした。しかし現在は、携帯電話は１．２億ユーザまで拡大し、固定電

話サービス自体が減少の一途をたどり、その電話サービスもブロードバンドサービスのアプ

リケーションの１つとして、各事業者は自ら構築したＩＰ網の上でサービスを提供しています。

さらに、独自のネットワークすら持たず、インターネット上で多様な電話サービスを提供するア

プリケーションプロバイダも存在しています。 

・ このように現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様を

獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを提供するために

当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

したがって、「NTT 東西の NGN は、多様なサービスを効率的かつ安定的に提供することが

可能な基幹的なコア網としての役割が期待」「今後、NGN が PSTN の基本的役割の多くを受

け継いでいくとの考えに立つことが必要」といった電話時代の考え方を最優先して検討を進

めることは適切ではないと考えます。各事業者が自らＩＰ網を構築するオールＩＰ化時代にお

いて、各事業者が自由に IP 網の持つ発展性・柔軟性を活用して、魅力的なサービスを提供

できるように、真に必要となる機能はどのようなものか、また、誰が主体となって、どのように

実現することが最適なのかといったことについて、検討すべきであって、当社としてもこれか

ら関係事業者間でよく話し合って進めていくとともに、お客様にご迷惑をおかけしないよう、

必要な検討を行っていく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 冒頭申し上げたとおり、ＰＳＴＮマイグレーションについては、２０１０年１１月にＮＴＴ東西に

て概括的展望を公表し、概ね１０年後の２０２０年からコアネットワークのＩＰ網への移行を開

始し、２０２５年頃に完了する考え方を示しました。 

・ マイグレーションによるＰＳＴＮの移行先は、当社のＮＧＮに限られるものではなく、移行先と

なるＩＰ網は、携帯電話も含めた各事業者との競争とお客様の選択の結果として決まるものと

考えています。また、ＩＰ網は、電話交換機に比べて安価なルータやサーバにより、既に各事

業者は自由に構築しサービスを提供しており、ＮＧＮはそうした多様なＩＰ網の一つに過ぎず、

必ずしもＰＳＴＮの移行先の基幹的なコア網となるわけではありません。 

・ 電話サービスについても、以前はＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワ
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ークであったため、競争は、当社の固定電話サービスとＮＴＴのＰＳＴＮを利用する中継事業

者との料金競争が中心でした。しかし現在は、携帯電話は１．２億ユーザまで拡大し、固定電

話サービス自体が減少の一途をたどり、その電話サービスもブロードバンドサービスのアプ

リケーションの１つとして、各事業者は自ら構築したＩＰ網の上でサービスを提供しています。

さらに、独自のネットワークすら持たず、インターネット上で多様な電話サービスを提供するア

プリケーションプロバイダも存在しています。 

・ このように現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様を

獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを提供するために

当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

したがって、「NTT 東西の NGN は、多様なサービスを効率的かつ安定的に提供することが

可能な基幹的なコア網としての役割が期待」「今後、NGN が PSTN の基本的役割の多くを受

け継いでいくとの考えに立つことが必要」といった電話時代の考え方を最優先して検討を進

めることは適切ではないと考えます。各事業者が自らＩＰ網を構築するオールＩＰ化時代にお

いて、各事業者が自由にＩＰ網の持つ発展性・柔軟性を活用して、魅力的なサービスを提供

できるように、真に必要となる機能はどのようなものか、また、誰が主体となって、どのように

実現することが最適なのかといったことについて、検討すべきであって、当社としてもこれか

ら関係事業者間でよく話し合って進めていくとともに、お客様にご迷惑をおかけしないよう、

必要な検討を行っていく考えです。 

（NTT 東日本） 

 

１ コア網のＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴う今後のネットワークの在り方 （２） 検討の基本的視座 

意   見 考 え 方 

意見２－９ PSTN から IP 網への円滑な移行に当たり、「継続性」、「予見性・透明性」、「発展

性・柔軟性」の三点を基本的視座とすることについては一定の合理性がある。特に電話網に

て実現されていた競争環境を後退させないための具体的な方策が講じられるべき。 

考え方２－９ 

■  電話網からIP網への円滑な移行を検討するに当たり、「継続性」、「予見性・透明性」、「発

展性・柔軟性」の三点を基本的視座とすることについては一定の合理性があるものと考えま

す。特に「継続性」の観点において、NTT-NGNが基幹的コア網として、競争基盤の役割を担

うものであることを踏まえ、電話網にて実現されていた競争環境が後退することのないよう、

具体的な方策が講じられるべきと考えます。                               

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

  

 

意見２－１０ 「継続性」、「予見性・透明性」、「発展性・柔軟性」の観点は、今後のフォローアッ

プにおいて、本答申に示された取組の実施状況の評価基準等として活用すべき。 

考え方２－１０ 

■ ３つの基本的視座を関係者が共有し、コア網移行における課題解決に際して参照するとの

答申(案)の考え方に賛同します。 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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   「継続性」、「予見性・透明性」、「発展性・柔軟性」の観点は、移行において「利用者利便性

の確保」及び「ＮＧＮへの移行メリットの向上」を果たす上で必要な観点を網羅していると考え

られるため、引き続き本委員会の基本的視座として据え置き、例えば、今後のフォローアップ

にて、本答申にて示されたタスクの実施状況の評価基準等に活用すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

意見２－１１ PSTNからIP網への円滑な移行に向けて、「経済合理性」の観点も基本的視座の

一つとすべき。 

考え方２－１１ 

■  答申案では、３つの基本的視座が挙げられておりますが、ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移

行を促すためには、その対応に係るコストを極小化し、利用者及び通信事業者の負担を可

能な限り抑えることが重要であることから、「経済合理性」の観点も基本的視座の一つとして

付け加えることが望ましいと考えます。 

（NTT西日本） 

 

■ 答申案では、３つの基本的視座が挙げられておりますが、ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移

行を促すためには、その対応に係るコストを極小化し、利用者及び通信事業者の負担を可

能な限り抑えることが重要であることから、「経済合理性」の観点も基本的視座の一つとして

付け加えることが望ましいと考えます。 

（NTT東日本） 

■ 円滑な移行のために関係者の負担を可能な限り抑えることが重

要である点については、御指摘のとおりである。 

なお、答申（案）に掲げた３つの基本的視座において、「継続性」

に関してコスト面に配慮すべきこと、「予見性・透明性」に関して最終

的な移行段階での混乱といった社会的コストの回避等を通じて移行

の円滑化を図るべきこと、「発展性・柔軟性」に関して低廉かつ高度

なサービスが提供可能な競争環境の整備により移行の円滑化を図

るべきこと、がそれぞれ示され、意は尽くされているところであり、

「経済合理性」の観点を改めて掲げる積極的な理由はないものと考

える。 

 

意見２－１２ 固定通信市場おいては、「設備事業者による設備競争」と「NTT 東西による設備

開放」の両方が進展している。よって、PSTN から IP 網への移行に際しても、接続事業者へ

の配慮に加え、設備事業者への影響等についても十分に配慮すべき。 

考え方２－１２ 

■  固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であ

り、現に、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アク

セス系事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイ

ル事業者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準

の妥当性検証等が行われております。 

このように、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展

している固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業

者」、「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。 

その点、「「光の道」構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競

争のバランスの観点から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術

革新や新サービスの迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設

備競争への影響等に十分に留意することが適当である」とされております。 

以上から、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に際しても、ＰＳＴＮ上でサービスを提供してきた接続

事業者への配慮に加え、移行先であるＩＰ網上等で現に設備競争を行っている設備事業者

への影響等にも十分配慮頂くことが必要であります。特に、ＰＳＴＮ上でサービスを提供して

■ 考え方２－４に同じ 
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きた接続事業者に偏った施策をとることは、設備事業者による設備競争を否定し、公正競争

環境を大きく損なうおそれがありますので、検討の基本的視座に、「設備競争への影響等に

十分に留意」との視点を追加頂くことを要望いたします。 

（ケイ・オプティコム） 

 

１ コア網のＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴う今後のネットワークの在り方 （３）その他の関連ネットワークの移行が与える影響 

意   見 考 え 方 

意見２－１３ NTT 東西はメタル回線の巻き取りスケジュールを早期に明確化すべき。 考え方２－１３ 

■  現在、NTT 東西殿は、メタル回線の「巻き取りの年限が長い」ことを前提として、移行スケ

ジュールすら明確にしていない状況にあります。しかしながら、第 1 章に対する弊社共意見

でも述べたとおり、コア網だけでなくアクセス回線においても二重コストの問題が現に発生し

ており、また、アクセス回線の移行スケジュールは接続事業者の事業運営にも多大な影響を

及ぼします。従って、NTT 東西殿は、メタル回線の効率的な巻き取り方策の検討を行うと共

にメタル回線の巻き取りスケジュールを早期に明確化することが必要と考えます。なお、NTT

東西殿による自主的対応がなされない場合には、総務省殿から当該情報の開示に係る要

請を行うことも検討すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ アクセス回線の移行スケジュールを早期に明確化する必要性に

ついては、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

NTT 東西による自主的対応がなされない場合の対応について

は、今後のフォローアップ等における参考とさせていただきたい。 

意見２－１４ アクセス網の移行スケジュールについて、関係者が可能な限り早期に共有する

ための時間軸(時期)の設定を追記すべき。 

考え方２－１４ 

■ ①アクセス回線の移行に係るスケジュール 

  アクセス網の移行スケジュールについては、関係者が可能な限り早期に共有するための

時間軸（時期）の設定を追記すべきと考えます。 

 当社としては、コア網からＩＰ網への移行に伴い競争市場の縮退を強く懸念しますので、物

理的なメタルアクセス網の撤廃といった観点だけではなく市場に応じた経済的効用を勘案し

たスケジュールの明確化が必要と考えます。 

  なお、電話網移行円滑化委員会では、一部委員及び事務局より「アクセス網移行につい

ては、今後の技術革新や環境変化の動向を捉えながら本委員会のフォローアップの場で検

討したい。」と述べられております。当社としてもこのご意見に賛同であり、まずはＮＴＴ東西

殿に現時点における計画を提示頂き、これを基に電話網移行円滑化委員会や事業者間協

議の場にて、ＮＴＴ東西殿、接続事業者及び総務省殿にて代替サービスの提供や利用者通

知等について課題解決の議論を進めるべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

 

 

 

■ アクセス回線の移行スケジュールを早期に明確化する必要性に

ついては、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

経済的効用を勘案したスケジュールの明確化については、今後

の参考とさせていただきたい。 

なお、答申（案）に示したとおり、2012 年以降も電話網移行円滑

化委員会を存置した上で、将来新たに課題等が生じた場合には、

適時適切に検討を行うことが適当である。 
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意見２－１５ 2020 年代初頭においても 1,000 万から 2,000 万回線程度のメタル回線が残り、

光回線と並存することが見込まれることから、すべてのアクセス回線が光化される前提での

議論は不要である。 

考え方２－１５ 

■（２）アクセス回線のメタルから光への移行について 

アクセス回線のメタルから光へのマイグレーションについては、ＮＴＴとして、サービスの創

造やＩＣＴの利活用等を促進することにより需要を喚起し、光の普及を進めていく考えです。し

かしながら、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向を踏まえると、ＰＳＴＮ

マイグレーションを実施する２０２０年代初頭においては、１，０００万から２，０００万回線程度

が残り、光とメタルが並存することが現時点では見込まれます。 

また、諸外国におけるＰＳＴＮマイグレーションの動向を見ても、アクセス回線はメタルと光

が並存しているのが現状です。したがって、当面はドライカッパを利用したブロードバンドサ

ービスの提供や、メタルを利用した固定電話相当の電話のみサービスのご利用は可能であ

り、すべてのアクセス回線が光化される前提での議論は不要であると考えます。 

なお、すべてのアクセス回線を光化することは採算性の観点から実質的に困難であり、今

後の光エリア拡大は自治体主導のＩＲＵ方式が中心になると考えます。 

（NTT 持株） 

 

■ （２）アクセス回線のメタルから光への移行について 

・ 冒頭申し上げたとおり、アクセス回線については、引き続きサービスの創造やＩＣＴの利活用

等を促進することにより需要を喚起し、メタルアクセスから光アクセスへのマイグレーションを

進め、光アクセスの普及を進めていく考えですが、これまでのメタル電話の減少傾向やユー

ザニーズの動向を踏まえると、ＰＳＴＮマイグレーションを開始する２０２０年代初頭において

は、未だ１，０００万回線から２，０００万回線程度残ることが現時点では見込まれます。 

 

これらのメタルアクセスについて、膨大なコストをかけて光への強制移行を図るよりも、ＰＳＴ

Ｎマイグレーション時においては、メタル回線上でＩＰ技術を使った音声通信を提供することが

現実的と考えます。諸外国におけるＰＳＴＮマイグレーションの動向を見ても、アクセス回線

はメタルと光が並存しているのが現状です。 

 

したがって、ＰＳＴＮマイグレーション時においても、当面、接続事業者は当社のメタル回線を

利用したＤＳＬサービスの提供は可能であり、現時点ですべてが光化されることを前提とした

議論は不必要と考えます。  

（NTT 西日本） 

 

■ （２）アクセス回線のメタルから光への移行について 

■ 答申（案）に示したとおり、アクセス回線については、全体的な方

向性として加入光ファイバへの移行が進展していくことを前提とした

上で、移行の円滑化を図る観点から、関係者が可能な限り早期に

当該移行のスケジュールを共有することが必要としているところで

あり、今後、NTT 東西から適時適切に情報提供が行われることが

適当である。 
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・ アクセス回線については、引き続きサービスの創造やＩＣＴの利活用等を促進することにより

需要を喚起し、メタルアクセスから光アクセスへのマイグレーションを進め、光アクセスの普

及を進めていく考えですが、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向を踏ま

えると、ＰＳＴＮマイグレーションを開始する２０２０年代初頭においては、未だ１，０００万回線

から２，０００万回線程度残ることが現時点では見込まれます。 

これらのメタルアクセスについて、膨大なコストをかけて光への強制移行を図るよりも、ＰＳＴ

Ｎマイグレーション時においては、メタル回線上でＩＰ技術を使った音声通信を提供することが

現実的と考えます。諸外国におけるＰＳＴＮマイグレーションの動向を見ても、アクセス回線

はメタルと光が並存しているのが現状です。 

したがって、ＰＳＴＮマイグレーション時においても、当面、接続事業者は当社のメタル回線を

利用したＤＳＬサービスの提供は可能であり、現時点ですべてが光化されることを前提とした

議論は不必要と考えます。  

（NTT 東日本） 

意見２－１６ 固定ブロードバンド市場に限定せず、モバイル市場を含めたブロードバンド市場

全体の競争環境の検証を行った上で、NGN のオープン化の在り方についても検討すること

が必要。 

考え方２－１６ 

■ ②モバイル通信の普及が IP 網への移行に与える影響 

・ 冒頭申し上げたとおり、モバイル市場においても、過去１０年間で、最大３８４Ｋｂｐｓ（当初）の

通信が可能な３Ｇユーザ数は１０万から１．２億へと拡大し、固定に比べて４倍ものユーザ

が、既に、インターネットへアクセスできる環境にあります。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化

されるとともに、スマートフォンの爆発的な普及拡大に伴い、モバイルにおいても超高速ブロ

ードバンド化が急速に進展してきており、固定市場とモバイル市場の垣根はなくなってきてい

ます。 

・ 上記を踏まえ、今後は、固定ブロードバンド市場に限定せず、モバイル市場を含めたブロー

ドバンド市場全体の競争環境の検証を行った上で、ＮＧＮのオープン化の在り方についても

検討することが必要と考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ ②モバイル通信の普及が IP 網への移行に与える影響 

・ 冒頭申し上げたとおり、モバイル市場においても、過去１０年間で、最大３８４Ｋｂｐｓ（当初）の

通信が可能な３Ｇユーザ数は１０万から１．２億へと拡大し、固定に比べて４倍ものユーザ

が、既に、インターネットへアクセスできる環境にあります。さらに、ＷｉＭＡＸやＬＴＥが商用化

されるとともに、スマートフォンの爆発的な普及拡大に伴い、モバイルにおいても超高速ブロ

■ モバイル市場が固定市場における競争環境等に与える影響につ

いては、答申（案）に示したとおり、今後、間断なく、精緻に分析して

いくことが必要であり、御指摘の趣旨は含まれているものと考える。 
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ードバンド化が急速に進展してきており、固定市場とモバイル市場の垣根はなくなってきてい

ます。 

・ 上記を踏まえ、今後は、固定ブロードバンド市場に限定せず、モバイル市場を含めたブロー

ドバンド市場全体の競争環境の検証を行った上で、ＮＧＮのオープン化の在り方についても

検討することが必要と考えます。 

（NTT 東日本） 

 

意見２－１７ IP 網への移行及び競争環境を的確に把握する上で、固定ブロードバンドとモバ

イルブロードバンドの代替性や相互補完性について継続的な分析を行うべき。 

考え方２－１７ 

■ ②モバイル通信の普及がＩＰ網への移行に与える影響 

  モバイル通信の普及は重要な観点と考えますが、電話網移行円滑化委員会では大きく取

り上げて議論は行われなかったものと認識しております。答申（案）で固定ブロードバンドとモ

バイルブロードバンドの代替性や相互補完性について継続的な分析を行うこととした点は、Ｉ

Ｐ網移行だけでなく競争環境を的確に把握する上で必要なことであり賛同します。 

  具体的には、ＬＴＥなどの高速モバイルブロードバンドの普及は、固定ブロードバンドと同

等の通信速度が実現できる点などを踏まえると、固定ブロードバンドサービスの利用動向に

影響を与える可能性があり、モバイルと固定を相補補完的に利用する形態や相互のサービ

スが完全に代替性をもって利用される場合など固定市場と移動体市場を跨いて利用されて

いく将来を見据えた分析が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方２－１６に同じ。 

意見２－１８ ケーブルテレビ事業者は、IP 網へのマイグレーションに際し音声サービスを含む

家庭へのブロードバンドアクセス網整備に積極的に貢献していく所存であり、ケーブルテレビ

事業者への適切な配慮を希望する。 

考え方２－１８ 

■  「光の道」構想に関する基本方針の中で、基盤整備に際しては、ケーブルテレビ事業者が

敷設するＨＦＣ（Hybrid Fiber-Coaxial）が一定の代替的な役割を有する手段としてその有効

活用が図られることとされています。 

ケーブルテレビ事業者は不採算地域を含めて IP 電話サービスを展開しておりますが、Ｐ

ＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションに際して、音声（IP プライマリ電話）サービスの提供を含

め、家庭へのブロードバンドアクセス網を整備して必需サービスを提供する事業者の一つと

して、引き続き積極的に貢献していく所存ですので、今後のアクセス網のマイグレーションや

ユニバーサルサービス等のご検討に際し、ケーブルテレビ事業者への適切な配慮をお願い

いたします。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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２ ＮＴＴ東西の「概括的展望」  

意   見 考  え 方 

意見２－１９ PSTN から IP 網への短期間での移行を目指すべきであり、そのために現状の

PSTN の加入者が IP 網への移行を魅力に感じるような新たなサービスを提供すべき。 

考え方２－１９ 

■  答申(案)にも書かれているように、総論としては「PSTN と NGN を同時に維持・運用する

ことに伴う二重コスト負担を回避する等の観点から、移行開始を前倒しし、短期間での移行

を目指すべき」に賛成です。 

   そのためには現状の PSTN の加入者が IP 網への移行を魅力に感じるような新たなサー

ビスの提供が必要です。NTT 東西自身が PSTN 加入者の移行先となる NGN 上に新たな魅

力あるサービスを提供するとともに、NGN の通信プラットフォームのオープン化などの施策

によって、さまざまなプレーヤーが多種多様なサービスを簡単に提供できる環境が実現され

ることを望みます。 

■ 答申(案)に書かれているように NTT 東西は、「可能な限り早い段階から、積極的移行を促

進するための方策を講じた上で具体的な移行計画を示す」ことが必要であり、これによって

「代替サービス等に自主的に移行する環境に対する利用者や事業者の予見性・透明性を確

保していくこと」が求められると考えます。NTT 東西による積極的な情報提供を望みます。 

（テレコムサービス協会） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、答申（案）に示したとおり、移行の円滑化を図る観点から

は、可能な限り早い段階から、積極的移行を促進するための方策を

講じた上で具体的な移行計画を示すことで、代替サービス等に自主

的に移行できる環境に対する利用者や事業者の予見性・透明性を

確保していくとともに、通信プラットフォームのオープン化等の公正

競争環境の整備を通じ、ブロードバンドの普及促進を図っていくこと

が適当である。 

 

意見２－２０ 具体的な移行に関する計画を公表するとともに、アクセス回線の移行計画を早

期に開示すべき。 

考え方２－２０ 

■  ＮＴＴ東・西の「概括的展望」（２０１０年１１月公表）では、２０２０年頃からＰＳＴＮからＩＰ網

への移行を開始する、という移行の方向性が示されたに過ぎません。 

    ＩＰ網へ円滑且つ積極的に移行できるようにするとともに、ユーザや事業者の予見性・透

明性を確保しながら移行に伴うさまざま課題を検討するためにも、まずはＮＴＴ東・西からより

具体的な移行に関する計画（サービス毎の廃止時期や移行先サービス等の詳細な情報な

ど）を公表する必要があると考えます。 

  また、アクセス回線に係る移行スケジュールについては全く公表されておりません。答申

案においても言及されているとおり、アクセス回線の移行計画が示されなければ、ドライカッ

パ等の接続料水準について予見性が確保されないことから、事業者にとっては予測不可能

なコスト増を招き、最終的にはユーザ料金の上昇につながるといった懸念があるため、ＮＴＴ

東・西は早期に情報を開示すべきです。 

（KDDI） 

■ 具体的な移行に関する計画の公表の必要性については、考え方

２－１９に同じ。 

   アクセス回線に関する早期の情報開示の必要性については、答

申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見２－２1 今後とも移行計画の詳細が決定次第公表するとともに、計画自体を見直す場合

には内容を速やかに公表し、利用者や事業者の予見性・透明性を確保していくことにより円

滑なマイグレーションを推進していく。 

考え方２－２１ 

■ 当社は、昨年１１月に概括的展望を公表し、 ■ 考え方２－１９に同じ。 
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①ＩＰ系サービスへの需要のシフト及びＰＳＴＮ交換機の寿命等を勘案し、概ね１０年後の２

０２０年頃から、ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションを開始し、２０２５年頃に完了 

②ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションにあたり、一部提供を終了するサービスがある。

概ね１０年前の現時点においてその内容を公表し、お客様への十分な周知期間を取っ

た上で、お客様対応を実施 

③現在ＰＳＴＮ交換機を介して接続しているＩＰ電話のＩＰ網同士の接続の実現等に向け、

多数の関係事業者間で意識合わせを行なう 

 ことについて、お示しいたしました。 

・ 当社としては、今後とも、移行計画の詳細が決定次第、公表するとともに、計画自体を見直

すような場合には、見直し内容を速やかに公表し、お客様や事業者の予見性・透明性を確保

していくことにより、円滑なマイグレーションを推進していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社は、昨年１１月に概括的展望を公表し、 

①ＩＰ系サービスへの需要のシフト及びＰＳＴＮ交換機の寿命等を勘案し、概ね１０年後の２

０２０年頃から、ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションを開始し、２０２５年頃に完了 

②ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションにあたり、一部提供を終了するサービスがある。

概ね１０年前の現時点においてその内容を公表し、お客様への十分な周知期間を取っ

た上で、お客様対応を実施 

③現在ＰＳＴＮ交換機を介して接続しているＩＰ電話のＩＰ網同士の接続の実現等に向け、

多数の関係事業者間で意識合わせを行なう 

  ことについて、お示しいたしました。 

・ 当社としては、今後とも、移行計画の詳細が決定次第、公表するとともに、計画自体を見直

すような場合には、見直し内容を速やかに公表し、お客様や事業者の予見性・透明性を確保

していくことにより、円滑なマイグレーションを推進していく考えです。 

（NTT 東日本） 

    

意見２－２２ 現在の NTT 東西の計画を確定的なものとすべきではなく、アクセス回線も含め、

効率的に巻き取る方策を新たに計画に組み入れることで移行の早期化を図るべき。その

際、総務省が主導的な役割を担っていくべき。 

考え方２－２２ 

■  第 1 章に対する弊社共意見でも述べたとおり、NTT 東西殿は「概括的展望」において、コ

ア網の移行完了時期を 2025 年頃と想定し、アクセス網に至っては移行スケジュールすら明

確にしていません。答申案において指摘されているコア網については勿論のこと、アクセス

回線においても二重コストが現に発生していることを踏まえ、現在の NTT 東西殿の計画を

確定的なものとすべきではなく、アクセス回線も含め、効率的に巻き取る方策を新たに計画

に組み入れることで、移行の早期化を図るべきと考えます。 

   なお、移行の早期化については、事業者の取組みにのみ任せるのではなく、総務省殿が

■ 考え方２－５に同じ。 

総務省の担う役割については、答申（案）に示したとおり、主務官

庁である総務省が、NTT 東西と関係事業者間の協議に参画するこ

とにより協議の進展を注視するとともに、今後のフォローアップにお

いて行われる環境変化の注視や課題の検討等を踏まえ、必要に応

じ、適切な対応を講じていくことが必要である。  
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主導的役割を担って頂くことも必要と考えます。具体的には、最終的な期限を含む詳細な移

行スケジュールや IP 化・光化によるサービスの高度化といった移行メリットのみならず、二

重コスト等タイムリーに移行しないことによるデメリットや装置寿命等による機器変更が不可

避な点等についても、官民一体となり効果的な周知活動等を行うことで、社会全体の移行を

促していくべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見２－２３ コア網の移行は、概括的展望ありきで進めるのではなく、可能な限り早期に「積

極的移行」を促進できるように、関係事業者間や委員会において継続的な措置を進めるべ

き。また、経済的効用にも考慮したメタルアクセス網の展望についても、速やかに示すべき。 

考え方２－２３ 

■ コア網の移行においては、ＮＴＴ東西殿の概括的展望ありきで進めるのではなく、可能な限

り早期に「積極的移行」が促進できるように、関係事業者間や委員会において継続的な措置

を進めるべきと考えます。 

  また、ＮＴＴ東西殿は、物理的な撤廃だけでなく経済的効用へも考慮したメタルアクセス網

の展望についても、速やかに示すべきと考えます。 

  なお、この「積極的移行」の促進における現状の課題の 1 つは、ＮＧＮのオープン化が十

分でないためサービス競争が進展していないことであり、ＰＳＴＮ利用者にとって低廉で魅力

あるサービスの創出が難しい状況にあることが挙げられます。そのため、本答申(案)におい

ても考え方が示されている「光/ＮＧＮのアンバンドル」、「伝送機能のオープン化」、及び「通

信プラットフォーム機能のオープン化」等については、新規参入を促進させるツールとして改

めて位置付け、サービス競争を主体とした市場の活性化を目指すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 概括的展望ありきで移行を進めるべきではないとの指摘について

は、考え方１－２に同じ。 

経済的効用を考慮したメタルアクセス網の展望については、今後

の参考とさせていただきたい。 

なお、答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを

用いてサービスを提供することを特性とする電気通信分野において

競争促進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する

事業者間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者も

含めたサービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討す

ることが常に必要となる。 

NGNのオープン化等を通じた競争環境の整備については、第Ⅰ

編第４章 ２.NGNにおける競争環境整備及び第Ⅱ編第２章の考え

方を参照。 

 

３ 関係者による合意形成 

意   見 考 え 方 

意見２－２４ 事業者間の協議においては主務官庁である総務省が引き続きオブザーバ参加

することが重要。 

考え方２－２４ 

■  事業者間の協議においては、大規模事業者の意見が優先される傾向があります。公正な

協議を実施するためには、主務官庁である総務省殿が引き続きオブザーバ参加することが

重要と考えますので、報告書案に賛同いたします。 

（東北インテリジェント通信） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見２－２５ NTT 東西が行う関係事業者間の意識合わせを行う場にて検討を進めるべき。ま

た、携帯電話事業者等を含めた全関係事業者の参加、及びオブザーバーとしての総務省の

参加が必要。 

考え方２－２５ 

■  答申案に賛同いたします。 ■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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まずは、ＮＴＴ東西殿が設けている関係事業者間の意識合わせを行う場にて検討を進める 

ことが適当と考えます。 

また、当該関係事業者間の意識合わせを行う場の運営については、固定電話事業者だけ

の問題ではないため、携帯電話事業者等を含めた関係する全事業者の参加は勿論のこと、

引き続きオブザーバでの総務省殿の参加も必要と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

 

意見２－２６ NTT 東西が設ける事業者間協議においては、議論すべきテーマや課題に応じ

て、適宜参加者や開催頻度・開催場所等を見直すべき。また、行政と民間の間で有機的な

議論推進のサイクルを確立することが必要。 

考え方２－２６ 

■  現在、NTT 東西殿が関係者の合意形成の場として設けている事業者間協議の場（以下、

「意識合わせの場」という。）については、議論すべきテーマや課題等に応じて、適宜参加者

や開催頻度・開催場所等を見直す必要があると考えます。具体的には、現状「意識合わせ

の場」に参加していない ISP 事業者や地方の DSL 事業者への積極的参加の呼びかけや、

東京以外の地域での弾力的な開催等を実施する等、柔軟な会議運営を図るべきと考えま

す。 

また、「意識合わせの場」の設置目的はそもそも技術面・運用面の諸条件の合意形成にあ

ることから、事業者間協議が難航した場合や政策的課題が生じた場合には、「電話網移行

円滑化委員会」が当該議題を取り扱うこととする等、行政と民間の間で有機的な議論推進の

サイクルを確立することも必要であると考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 柔軟な会議運営を通じて、可能な限り多くの関係者が参画できる

環境づくりの必要性については、答申（案）に賛成の御意見として承

る。 

行政と民間の間の有機的な議論推進の必要性については、考え

方２－２２のとおりであり、今後の参考とさせていただきたい。 

 

意見２－２７ NTT 東西と接続事業者間の協議においては、NTT 東西と接続事業者間のみの

調整では解決が難しい課題も含まれるため、総務省の政策的なサポートが必要。 

考え方２－２７ 

■  現在、ＮＴＴ東西殿と接続事業者間の協議においては、コア網の接続における課題を中心

に議論が成されているところです。 

   この検討においては、技術面での世界的な標準動向との調和を図り先走りすることでの

デメリットを生じさせないよう留意すること、並びにコア網に加えアクセス網についても移行に

おける課題として取り上げて議論することが必要と考えます。 

   なお、協議の論点には「国際標準化動向との調和」や「緊急通報期間との接続」といった、

ＮＴＴ東西殿と接続事業者間のみの調整では解決が難しい課題も含まれるため、これらの点

については総務省殿の政策的なサポートも必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 関係事業者間の協議に対する総務省の政策的なサポートの必要

性については、考え方２－２２に同じ。 
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第３章 利用者対応 

１ 円滑な移行に向けた取組 

意   見 考 え 方 

意見２－２８ 円滑な移行を可能にするために、NTT 東西による移行情報の公開や代替サービ

ス等の提示、個別協議を通じた課題解決等がタイムリーに実施されることが必要。 

考え方２－２８ 

■  弊社は、ＮＴＴ東西による移行情報の公開や代替サービス等の提示、個別協議を通じた

課題解決等がタイムリーに実施されることによって、円滑化な移行が可能となると考えてお

り、その趣旨に沿った「（３）考え方」の内容に賛同します。 

（綜合警備保障） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見２－２９ 利用者の負担なく IP 網への円滑な移行を実現するために、官民が連携して、効

果的で計画的な移行スケジュールを策定・周知することに加え、公正競争の促進により、低

廉かつ多様で魅力的なサービスが市場に登場する環境を整備し、利用者の能動的移行を

加速化することが重要。 

考え方２－２９ 

■ 利用者視点において最も重要な視点は、如何に利用者の負担なく円滑な移行を実現する

かという点に尽きると考えます。その意味では、第 2 章 3『NTT 東西の「概括的展望」』に対

する弊社共意見でも述べたような効果的な周知活動等を通じて、多様な利用者層（経済的・

環境的要因で移行が困難な利用者を含む）に対して、IP 化・光化による移行メリットや移行が

遅延することによるデメリット等を訴求していくことが必要と考えます。そのためにも、官民が

連携して、効果的で計画的な移行スケジュールを策定することに加え、公正競争の促進によ

り、レガシー網よりも低廉かつ多様で魅力的なサービスが市場に登場する環境を整備し、利

用者の能動的移行を加速化することが重要と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見２－３０ 当社は、利用者対応において、利用者の利用動向を踏まえ必要に応じて代替サ

ービスの手案・開発を行うとともに、十分な周知期間を取ることにより、利用者に迷惑をかけな

い形で責任をもって移行を進めていく。 

考え方２－３０ 

■ （３）利用者対応について 

・ 概括的展望において、ＰＳＴＮマイグレーションの背景・目的、維持・廃止されるサービスや現

時点で見通せる移行のスケジュールをお示ししましたが、当社としては、円滑な移行を図っ

ていくために、お客様対応にあたっては、お客様の利用動向を踏まえ、必要に応じて代替サ

ービスの提案・開発を行うとともに、十分な周知期間を取ることにより、極力お客様にご迷惑

をおかけしないように責任をもって進めて行く考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 答申（案）に示したとおり、移行の円滑化を図る観点から、移行後

も維持されるサービスや代替サービスが低廉でより良いものである

よう努めることが求められるとともに、移行に必要な情報が提供され

ることが必要である。 
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■ （３）利用者対応について 

・ 概括的展望において、ＰＳＴＮマイグレーションの背景・目的、維持・廃止されるサービスや現

時点で見通せる移行のスケジュールをお示ししましたが、当社としては、円滑な移行を図っ

ていくために、お客様対応にあたっては、お客様の利用動向を踏まえ、必要に応じて代替サ

ービスの提案・開発を行うとともに、十分な周知期間を取ることにより、極力お客様にご迷惑

をおかけしないように責任をもって進めて行く考えです。 

（NTT 東日本） 

意見２－３１ 円滑な移行のためには、行政としての関与もしくは役割について明確化すべき。 考え方２－３１ 

■ 円滑な移行のためには、行政としての関与もしくは役割についても明確にしておくことが必

要と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方２－２２に同じ。 

 

２ 維持・廃止されるサービスの分類の妥当性 

意   見 考 え 方 

意見２－３２ NTT 東西が提示しているサービスの維持・廃止の分類について検証を実施し、

利用者や事業者に予期しない影響を及ぼすことが明らかになった場合はただちに区分を見

直すべき。また当該分類の基となる考え方を利用者が入手しやすい形で公表すべき。 

考え方２－３２ 

■  現在、NTT 東西殿が提示しているサービスの維持・廃止の分類は、想定需要や装置の物

理的寿命等を勘案して行われていますが、利用者含め、社会全体で十分にコンセンサスが

得られているものではありません。このため、サービスの分類について、今後継続的に検証

を実施し、利用者や事業者に予期しない影響を及ぼすことが明らかとなった場合は、直ちに

区分の見直しを行うべきと考えます。 

また、特に情報弱者の利用者等が不利益を被ることのないよう、NTT 東西殿はサービス

の維持・廃止の分類の基となる考え方について、利用者が入手しやすい形で公表すべきと

考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 維持・廃止されるサービスの分類の検証については、答申（案）に

賛成の御意見として承る。 

分類の基となる考え方については、答申（案）に示したとおり、可

能な限り公表していくことが必要であるが、御指摘のとおり、情報弱

者である利用者等が不利益を被ることがないようにする必要性の観

点を含め、趣旨をより明確化する観点から、答申（案）の内容を以下

のとおり修正する。 

 

 P21 

（略）ＮＴＴ東西は、分類の基となる考え方について、引き続き、可

能な限り、利用者が入手しやすい形で公表していくことが求められ

る。（下線部が追記部分） 

意見２－３３ 当社は、現時点では、サービスの維持・廃止の分類の見直しは考えていない。今

後サービスの終了や、新規販売停止にあたっては、具体的な利用実態等を踏まえて、終了

する背景となる考え方等について、利用者の理解を得られるよう丁寧に説明していく。 

考え方２－３３ 

■  ＰＳＴＮで提供している基本的なサービス、具体的には既にひかり電話で提供済みのサー

ビスや今後も一定の需要が見込めるサービスについては、ＰＳＴＮマイグレーション後も継続

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、維持・廃止されるサービスの分類については、答申（案）に
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して提供する予定です。 

・ 廃止予定のサービスのうち、ＩＮＳネットは、４００万回線以上残っておりますが、これは、ＩＰ網

での提供が困難であるため、ＰＳＴＮマイグレーションに合わせて廃止するものです。それ以

外のサービスについては、基本的に需要の減少が見込まれるものであるため、マイグレーシ

ョンを契機に提供を終了していくこととしたものです。 

・ また、需要の減少が見込まれるものの中で、交換機の寿命より前に個別のサービスを提供

するために必要な装置の寿命が到来するサービスについては、逐次提供を終了することとし

ております。 

・ 当社としては、上記の考え方に基づき、お客様への対応を実施していく考えであり、現時点

では上記の分類の見直しは考えておりません。 

・ いずれにしても、当社としては、今後サービスの終了や新規販売停止にあたっては、先般、ヒ

アリングで申し上げたように、具体的な利用実態等を踏まえて、終了する背景となる考え方

等について、お客様のご理解を得られるように丁寧にご説明していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■  ＰＳＴＮで提供している基本的なサービス、具体的には既にひかり電話で提供済みのサー

ビスや今後も一定の需要が見込めるサービスについては、ＰＳＴＮマイグレーション後も継続

して提供する予定です。 

・ 廃止予定のサービスのうち、ＩＮＳネットは、４００万回線以上残っておりますが、これは、ＩＰ網

での提供が困難であるため、ＰＳＴＮマイグレーションに合わせて廃止するものです。それ以

外のサービスについては、基本的に需要の減少が見込まれるものであるため、マイグレーシ

ョンを契機に提供を終了していくこととしたものです。 

・ また、需要の減少が見込まれるものの中で、交換機の寿命より前に個別のサービスを提供

するために必要な装置の寿命が到来するサービスについては、逐次提供を終了することとし

ております。 

・ 当社としては、上記の考え方に基づき、お客様への対応を実施していく考えであり、現時点

では上記の分類の見直しは考えておりません。 

・ いずれにしても、当社としては、今後サービスの終了や新規販売停止にあたっては、先般、ヒ

アリングで申し上げたように、具体的な利用実態等を踏まえて、終了する背景となる考え方

等について、お客様のご理解を得られるように丁寧にご説明していく考えです。 

（NTT 東日本） 

示したとおり、各サービスの社会的役割や利用実態等を定点的に

把握することにより検証を続けていくことが必要である。 
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３ 各サービスに係る課題 

意   見 考 え 方 

意見２－３４ 公正競争環境の確保の観点から、移行促進を行うなかで NTT 東西の加入電話

での独占性が継承されていくことも排除することが重要。 

考え方２－３４ 

■  ＰＳＴＮで提供しているサービスの取扱いに関して、ＮＴＴ東西殿が利用者に対する周知や

移行サポートを行う際に、加入電話利用者へのフレッツ光サービスの案内等、現在禁止され

ている行為が付随的に実施される可能性があります。 

利用者保護の観点から、利用者への十分な周知と、移行にあたってのきめ細かなサポー

トは必要でありますが、同時に公正競争環境の確保の観点から、移行促進を行うなかでＮＴ

Ｔ東西殿の加入電話での独占性が継承されていくことも排除することが重要と考えます。 

そのため、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行にあたっての周知や移行サポートに際しても、現行Ｎ

ＴＴ東西殿に課せられている営業面でのファイアウォールの確保に係る措置が遵守されるよ

う、改めて徹底するとともに、違反行為がないいかどうか厳しく監視することが必要と考えま

す。 

（ケイ・オプティコム） 

■ コア網の移行については、公正競争環境の確保に留意しつつ行

われることが適当であり、御意見は今後の参考とさせていただきた

い。 

 

３ 各サービスに係る課題 （１）移行後も維持されるサービスに係る課題 

意   見 考 え 方 

意見２－３５ 当社は、円滑な移行を図る観点から、IP 網への移行後も維持されるサービス

が、その主要な提供条件に照らし、利用者に利用しやすいものにするように努めるとともに、

移行計画の具体化に際し、当該提供条件を可能な限り分かりやすい形で提示していく。ま

た、公衆電話について、継続にあたっての課題を含め、今後の在り方を検討していく。 

考え方２－３５ 

■  当社としては、円滑な移行を図る観点から、 ＩＰ網への移行後も維持されるサービスが、

その主要な提供条件に照らし、利用者に利用しやすいものにするように努めるとともに、移

行計画の具体化に際し、当該提供条件を可能な限り分かりやすい形で提示していく考えで

す。 

例えば、参考で例示されている公衆電話については、基本的なサービスとして、マイグレ

ーション後においても継続して提供していく考えですが、ＩＰ網では、現行ＰＳＴＮと同じ硬貨収

納信号を送出することが困難であり、マイグレーション後のアクセス回線が光回線の場合に

は、局給電はできないといった課題があるため、このようなことも含めて、今後の在り方を検

討していきたいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社としては、円滑な移行を図る観点から、 ＩＰ網への移行後も維持されるサービスが、そ

の主要な提供条件に照らし、利用者に利用しやすいものにするように努めるとともに、移行

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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計画の具体化に際し、当該提供条件を可能な限り分かりやすい形で提示していく考えです。 

例えば、参考で例示されている公衆電話については、基本的なサービスとして、マイグレ

ーション後においても継続して提供していく考えですが、ＩＰ網では、現行ＰＳＴＮと同じ硬貨収

納信号を送出することが困難であり、マイグレーション後のアクセス回線が光回線の場合に

は、局給電はできないといった課題があるため、このようなことも含めて、今後の在り方を検

討していきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見２－３６ NTT 東西は、ブロードバンドサービスにバンドル化されていない 0AB-JIP 電話

サービスを提供し、利用者が継続して加入電話相当のサービスを利用できるようにすべき。

また、接続事業者が NTT 東西と同時期に 0AB-JIP 電話等のサービスを提供可能とするよ

うな競争環境を実現すべき。停電時の局給電について検討を深めるべき。 

考え方２－３６ 

■  移行後も維持されるサービスは、特に国民生活に不可欠で需要の大きいものが多いた

め、料金や品質等も含め、代替となるサービスを速やかに提供すべきと考えます。他方、

「加入電話または加入電話に相当する光 IP 電話」は、移行の促進等に配慮し、ユニバーサ

ルサービスとして位置付けられているにも係らず、NTT 東西殿の 0AB-JIP 電話サービス

は、基本的にブロードバンドサービスとバンドル化されており、加入電話の基本料相当での

利用ができないことから、加入電話の代替サービスとなり得ていません。このため、NTT 東

西殿はバンドルされていない 0AB-JIP 電話サービスを提供し、利用者が継続して加入電話

相当のサービスを利用できるようにすべきと考えます。 

   また、利用者利益や移行円滑化の観点からは、上記と併せ、接続事業者が 0AB-JIP 電

話を初めとする移行後も維持されるべきサービスを、最低限 NTT 東西殿と同時期に提供可

能とするような競争環境を実現し、より低廉かつ多様なサービスを利用者が選択可能とする

ことが必要と考えます。 

■ （参考） 停電時の局給電 

   停電時の局給電については、災害対策の重要性に鑑みて、短期的には通信端末におけ

るバッテリーの搭載の取り組み等を中心に推進することが考えられます。また、中長期的に

は、光ファイバ給電の開発やソーラーパネルの活用等、抜本的な解決方法の実現に向けて

検討を深めるべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 加入電話等の IP 網への移行後も提供を継続するサービスについ 

て、答申（案）に示したとおり、代替サービスの提供条件によっては、

既存のサービスを代替する上で必要のない契約を求められる場合

もあることから NTT 東西は、移行の円滑化の観点から、その主要な

提供条件に照らし、利用者が利用しやすいものにするように努める

とともに、移行計画の具体化に際し、当該提供条件を可能な限り分

かりやすい形で提示することが必要である。 

NGN において接続事業者が 0AB-JIP 電話を提供できる環境を

整備することが必要という御意見については、NGN のオープン化を

検討する際の参考とさせていただきたい。 

また、停電時の局給電に関する論点については、「大規模災害等

緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会」において検

討が行われているところであるが、今後の参考とさせていただきた

い。 

 

３ 各サービスに係る課題 （２）廃止されるサービスに係る課題 

意   見 考 え 方 

意見２－３７ 廃止されるサービスに関しては、積極的な移行を促す対策とともに、明確なサー

ビス廃止時期の決定を早い段階で行うべき。 

考え方２－３７ 

■  ISDN サービスの廃止に伴う代替サービスを利用するための設置・工事等の負担は止む ■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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を得ないと考えますが、廃止サービスの移行が積極的に実施されないと、そのサービスを使

ってサービス提供をしている事業者は長期間において両サービス設備を維持する必要が生

じ、両サービスのサービス料の負担も大きいです。 

   このため、廃止サービスに関しては、積極的な移行を促す対策とともに、明確なサービス

廃止時期の決定を早い段階で行っていただきたいと考えます。（サービス廃止時期の前倒し

ではなく、時期の決定の前倒しです） 

（テレコムサービス協会） 

 

意見２－３８ 廃止されるサービスの代替サービスについては、競争事業者も含めた競争環境

下で多様なサービスが選択可能となる環境を整備していくべき。また、NTT 東西は、維持・

廃止されるサービスの分類の基となる考え方について公表すべき。 

考え方２－３８ 

■  廃止されるサービスの代替サービスについては、答申案にあるとおり、競争事業者も含

めた競争環境下で多様なサービスが選択可能となる環境を整備していくことが基本と考えま

す。なお、サービス廃止による利用者への影響を踏まえれば、第 3 章 2 「維持・廃止される

サービスの分類の妥当性」に対する弊社共意見で述べたとおり、ＮＴＴ東西殿はサービスの

維持・廃止の分類と分類の基となる考え方について公表した上で、利用者含め、社会全体の

コンセンサスを得ることを最優先とすべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見２－３９ ユーザ側のコスト、ネットワーク側のコストを合わせた国民全体のコストを最小に

するという考え方が重要であり、NTT 東西は、個々のサービスについての終了時期、代替サ

ービスの内容（料金や利用条件）等の具体的な情報を早期に分かりやすい形で開示すべ

き。また、基本的な付加機能サービスを接続事業者も利用している場合に、接続事業者が

追加的負担なくこれらのサービスを継続して提供できる環境を確保すべき。 

考え方２－３９ 

■ ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移行を進めるためには、ユーザ側のコスト、ネットワーク側のコ

ストを合わせた国民全体のコストを最小にするという考え方が重要です。 

   また、利用者保護の観点から、まずは個人、法人、公的機関等におけるサービス毎の利

用実態を把握し、個々の課題を明確にする必要があります。その上で、移行に伴って必要と

なる措置の周知や、代替サービス・端末等に関する情報開示をユーザに対して可能な限り

早期に、広範に行うことでＩＰ網への積極的な移行を推進し、ＩＰ網への移行に伴うコスト負担

の影響を最小限に留めることが前提になると考えます。 

   ＰＳＴＮサービスの移行時期や代替サービスの有無等については、ＮＴＴ東・西の計画に左

右されることから、ユーザが不利益を被ることのないよう、ＮＴＴ東・西は、個々のサービスに

ついての終了時期、代替サービスの内容（料金や利用条件）等の具体的な情報を、早期に、

且つわかり易い形で開示すべきです。 

   また、ＰＳＴＮ上では、ＮＴＴ東・西のみならず、接続事業者も同種の基本的な付加機能サ

ービス（例えば、フリーフォン（０１２０／０８００）、アクセスコール（０５７０）といった 着課金サ

ービスなど）を提供し、多くのユーザにご利用いただいていることにも留意が必要です。ＰＳＴ

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、利用者への対応の在り方については、答申（案）に示したと

おり、IP 網への移行に伴い既存のサービスが廃止される場合、代

替サービスが適切な形で提供され、少しでも多くの利用者が積極的

に移行することが移行全体の円滑化につながるため、代替サービ

スの開発・提供や情報開示を通じて、利用者の選択を増やしていく

ことが有効である。 

また、PSTN 上で競争的サービスを提供してきた接続事業者への

対応については、答申（案）に示したとおり、多様なサービスが提供

されうる環境を整備する観点から、公正競争環境を確保していくこと

が必要であり、今後の参考とさせていただきたい。 



 

32 

ＮからＩＰ網への移行時ないし移行後において、接続事業者が追加的負担を行うことなく、こ

れらのサービスを継続して提供できる環境を確保すべきと考えます。 

（KDDI） 

意見２－４０ NGN の一層のオープン化等を通じ、代替サービスとして多様な主体によって多

様なサービスが提供される環境を整備していくことが必要。 

考え方２－４０ 

■  ＮＧＮの一層のオープン化等を通じ、代替サービスとして多様な主体によって多様なサー

ビスが提供される環境を整備していくことが必要とする答申（案）の考え方に賛同します。 

   ＮＧＮのオープン化を進めることでサービス競争や料金競争が促進され、利用者にとって

は利便性向上や現状よりも低廉な料金でのサービス選択が可能となり、その結果、利用者

の積極的な移行に繋がると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見２－４１ 当社は、利用者に迷惑がかからないようできる限り代替サービスを提供するが、

利用者の工夫や他のサービスで同等の効用が得られることも考慮し、代替サービス提案に

あたって利用者に丁寧に対応する。 

考え方２－４１ 

■ 当社としては、お客様にご迷惑がかからないよう、できる限り代替サービスを提供していく

考えですが、お客様の使い方の工夫や他サービスで同等の効用が得られる場合もあるた

め、代替サービスの提案にあたっては、こうしたことを含め、お客様に丁寧に対応していく考

えです。 
（NTT 西日本） 

 

■ 当社としては、お客様にご迷惑がかからないよう、できる限り代替サービスを提供していく

考えですが、お客様の使い方の工夫や他サービスで同等の効用が得られる場合もあるた

め、代替サービスの提案にあたっては、こうしたことを含め、お客様に丁寧に対応していく考

えです。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方２－３９に同じ。 

 

３ 各サービスに係る課題 （３）その他の課題（光回線の契約関連） 

意   見 考 え 方 

意見２－４２ 当社は、代替サービスの移行に際し、新たな光回線の契約が必要な場合には利

用者のニーズを踏まえつつ、必要に応じて代替サービスの提案・開発を行うとともに、責任を

もって利用者対応を実施する。また、雑居ビルやペンシルビル等に対して、当社のメタル回

線を利用した DSL サービスで対応することも可能。 

考え方２－４２ 

■ 代替サービスへの移行に際し、新たに光回線の契約が必要となる場合についても、当社と

しては、お客様のニーズを踏まえつつ、必要に応じてＩＰベースでの代替サービスの提案・開

発を行うとともに、責任をもってお客様対応を実施していくことで、円滑な移行に取り組んで

■  移行に際し、新たに光回線の契約が必要となる場合の対応につ

いては、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

雑居ビル等に対してメタル回線を利用した DSL サービスで対応
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いく考えです。 

・ また、雑居ビルやペンシルビル等の光化には、構内配線にメタルを使用するＶＤＳＬ方式と、

お客様の居室まで光配線を敷設する光配線方式の２つの方法があります。当社としては、光

ならではのサービス（テレビ視聴等）を利用可能な光配線方式を推進しており、多くのお客様

にご利用いただいているところです。 

また、当社としては、例えば外壁配線が建物美観を損ねないような施工方法の工夫や、当社

の光サービスの使い勝手や魅力を向上することにより、集合住宅や雑居ビルに光サービス

を導入するメリットを高め、住民や管理組合等の方々にご理解いただけるよう取り組んでいく

考えです。 

なお、メタルアクセスについては、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向

を踏まえると、ＰＳＴＮマイグレーションを実施する２０２０年代初頭においては、未だ１，０００

万回線から２，０００万回線程度残ることが現時点では見込まれます。したがって、当面、雑

居ビルやペンシルビル等に対して、当社のメタル回線を利用したＤＳＬサービスで対応するこ

とも可能であると考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 代替サービスへの移行に際し、新たに光回線の契約が必要となる場合についても、当社と

しては、お客様のニーズを踏まえつつ、必要に応じてＩＰベースでの代替サービスの提案・開

発を行うとともに、責任をもってお客様対応を実施していくことで、円滑な移行に取り組んで

いく考えです。 

・ また、雑居ビルやペンシルビル等の光化には、構内配線にメタルを使用するＶＤＳＬ方式と、

お客様の居室まで光配線を敷設する光配線方式の２つの方法があります。当社としては、光

ならではのサービス（テレビ視聴等）を利用可能な光配線方式を推進しており、多くのお客様

にご利用いただいているところです。 

また、当社としては、例えば外壁配線が建物美観を損ねないような施工方法の工夫や、当社

の光サービスの使い勝手や魅力を向上することにより、集合住宅や雑居ビルに光サービス

を導入するメリットを高め、住民や管理組合等の方々にご理解いただけるよう取り組んでいく

考えです。 

なお、メタルアクセスについては、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向

を踏まえると、ＰＳＴＮマイグレーションを実施する２０２０年代初頭においては、未だ１，０００

万回線から２，０００万回線程度残ることが現時点では見込まれます。したがって、当面、雑

居ビルやペンシルビル等に対して、当社のメタル回線を利用したＤＳＬサービスで対応するこ

とも可能であると考えます。 

（NTT 東日本） 

することも可能であるとの考えについては、今後の参考とさせてい

ただきたい。 
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意見２－４３ メタル回線の早期マイグレーションによる二重コストの最小化や過渡期的なサー

ビス提供方式による追加コストの発生を抑制する観点から、原則として、NTT-NGN へ収容

するアクセス回線は光回線に限定すべき。対策困難物件については、答申（案）にある利用

者周知に加え、外壁配線等の工夫により課題解消に努めるべき。 

考え方２－４３ 

■  現在、NTT 東西殿は、メタル回線を IP ネットワークへ収容する方式を検討していますが、

メタル回線の早期マイグレーションによる二重コストの最小化や過渡期的なサービス提供方

式による追加コストの発生を抑制する観点から、原則として、NTT-NGN へ収容するアクセス

回線は光回線に限定すべきと考えます。なお、光回線の引き込みが困難とされる雑居ビル

やペンシルビル等に関しては、答申案にある効果的な利用者周知に加え、外壁配線等の代

替手段や建物美観を損ねない施工方法の工夫等を実施することにより、光化に向けた課題

解消に努めるべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

意見２－４４ 利用者周知において、公正な競争環境を担保する観点から、NTT 東西だけでな

く代替サービスを提供する可能性のある競争事業者等を含めた対応を検討すべき。 

考え方２－４４ 

■  代替サービスの利用に際し、新たに光回線の契約が必要となる場合の利用者負担につ

いては、ＮＴＴ東西殿において、利用者周知や訪問工事の弾力化等の方策を講じることが有

効とする答申（案）の考え方に概ね賛同しますが、利用者周知に関し以下の点に留意すべき

と考えます。 

   ＮＴＴ東西殿だけでなく、他事業者を含めた競争環境下で多様なサービスが選択可能とな

ることが望ましいとする考え方に基づき、利用者周知はＮＴＴ東西殿だけでなく代替サービス

を提供する可能性のある競争事業者等を含めた対応を検討すべきと考えます。 

   代替サービスの利用に際し新たな光アクセス回線の契約が必要となる場合、ＮＴＴ東西殿

の周知する内容によってはＮＴＴ東西殿が提供する光アクセスサービスの契約の必然性を説

明する等、利用者の選択肢を限定的にしてミスリードする可能性があるため、競争事業者が

提供する代替サービスや光アクセス回線が選択肢として存在する場合の公正な競争環境の

観点も留意されるべき重要な課題と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 代替サービスが競争環境下で選択可能となる環境を整備する必 

要性については、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

利用者周知の在り方についての御意見は今後の参考とさせて 

いただきたい。 
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第４章 事業者対応 

意   見 考 え 方 

意見２－４５ PSTN から IP 網への移行に当たり、適切な事業者対応措置を早期に実現すべ

き。 

考え方２－４５ 

■ 第４章  事業者対応 

  １ PSTN における競争環境の維持 P.25 

今後、PSTN が IP 網に移行し、IP 網で代替的な機能が提供されない場合又は代替的な

機能の提供条件によっては、接続事業者の事業運営やその提供するサービスの利用者に

大きな影響を与える だけでなく、電気通信市場全体の競争環境にも大きな影響を与えるこ

とになるため、適切な事業者対応措置を講じることが重要となる。 

 

上記の記述は、接続事業者にとって非常に重要な事項です、前述のとおり適切な事業者

対応措置が早期に実現することを要望します。 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見２－４６ PSTN マイグレーションにおける相互接続に関する課題については、まずは事業

者間での自主的な議論・検討に委ねるべき。 

考え方２－４６ 

■ （４）事業者対応について 

・ ＰＳＴＮマイグレーションにおける相互接続に関する課題については、既にＮＴＴ東西と関係事

業者との意識合わせの場を設けて、具体的な議論・検討を行っております。 

今から１５年前（１９９５年頃）に、現在の光ブロードバンドの普及やスマートフォンの拡大を

見通すことができなかったことと同様に、現時点で、ＰＳＴＮマイグレーションが完了する約１

５年後の技術動向・市場動向を見通すことは困難であり、早急に結論を出すことはできず、

またすべきではありません。まずは、事業者間での自主的な議論・検討に委ねるべきと考え

ます。 

（NTT 西日本） 

 

■ （４）事業者対応について 

・ ＰＳＴＮマイグレーションにおける相互接続に関する課題については、既にＮＴＴ東西と関係事

業者との意識合わせの場を設けて、具体的な議論・検討を行っております。 

今から１５年前（１９９５年頃）に、現在の光ブロードバンドの普及やスマートフォンの拡大を

見通すことができなかったことと同様に、現時点で、ＰＳＴＮマイグレーションが完了する約１

５年後の技術動向・市場動向を見通すことは困難であり、早急に結論を出すことはできず、

またすべきではありません。まずは、事業者間での自主的な議論・検討に委ねるべきと考え

ます。 

■ 答申（案）に示したとおり、今後、PSTN が IP 網に移行し、IP 網で

代替的な機能が提供されない場合又は代替的な機能の提供条件

によっては、接続事業者の事業運営やその提供するサービスの利

用者に大きな影響を与えるだけでなく、電気通信市場全体の競争

環境にも大きな影響を与えることになるため、適切な事業者対応措

置を講じることが重要となる。 

 総務省及び関係事業者等においては、本答申の内容を踏まえた

所要の措置・取組を行うことが必要であり、移行の進展の度合い、

利用環境及び競争環境の変化等に照らし、新たな課題が生じた場

合には、適時適切に答申の整理を見直し、必要な検討を行うことが

適当である。 
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（NTT 東日本） 

 

１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （１）コア網のＩＰ網への移行に対応したコロケーションルールの在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－４７ PSTN から IP 網への円滑な移行に対応するため、既存のコロケーションルール

の見直しを検討することが必要とする考え方に賛同。スペース、電力等を確保できない事例

も発生しているため、平成 24 年度適用となるようにルールを見直す必要がある。 

考え方２－４７ 

■ ＰＳＴＮからＩＰ網への円滑な移行に対応するため、効率的なコロケーションを行う観点か

ら、既存のコロケーションルールの見直しを検討することが必要とする答申（案）の考え方に

賛同します。 

なお、既にＰＳＴＮからＩＰ網への移行は進展しており、スペース、電力等を確保できない事

例も発生しているため、設備撤去等を促進するためにも早期にコロケーションルールを検証

し、平成２４年度適用となるように見直す必要があると考えます。各項目についての当社の

考え方は、以下のとおりです。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

  コロケーションスペースに長期間空きがない場合の対応について

は、答申（案）に示したとおり、まずは総務省において、NTT 局舎の

うちどの程度が長期間 D ランクのままとなっているか、どういった地

域で D ランクの局舎が多いかといった点について具体的に把握す

ることが必要である。 

 

１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （１）コア網のＩＰ網への移行に対応したコロケーションルールの在り方  

ア コロケーション設備の減設に対応したコスト算定方法（電気料算定）の見直し 

意   見 考 え 方 

意見２－４８ コロケーション設備に係る電気料の扱いを柔軟化することが適当との考え方に賛

同。コロケーション設備の部分的な設備撤去を可能とし、実利用に応じた電気料を契約値と

する運用をルール化することが必要。 

考え方２－４８ 

■ ア コロケーション設備の減設に対応したコスト算定方法（電気料算定）の見直し 

コロケーション装置に係る電気料の扱い（「申込電力」の考え方）を柔軟化することが適当

とする答申（案）の考え方に賛同します。 

具体的には、コロケーション設備の減設にあたり、物理的な措置をかけることなく、第三者

となるメーカー等の仕様書（パッケージ単位の電力使用量等を明記）を提示することにより、

パッケージ単位等の部分的な設備撤去を可能とし、実利用に応じた電気料を契約値とする

運用をルール化する必要があると考えます。 

なお、接続約款及びコロケーションに関する契約書においては、設備の用途や種別を問

わず、同一の規定が適用されるため、「申込電力の考え方」についても、コロケーションする

設備は同一の運用ルールの適用を原則とすべきと考えます。 

   また、実際に利用する電力料金についても、メータの設置を行なわずとも、最大仕様電力

値まで使用することは考えられないため、メーカーもしくは接続事業者等が予め計測したデ

ータで計算する等、合理的な範囲での負担ルール化の検討を行う必要があると考えます。 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

コロケーション装置に係る電気料の扱いを柔軟化する具体的な

方法については、今後の検討に当たっての参考とさせていただきた

い。 
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（イー・アクセス） 

 

■ 電気料については、コロケーション設備の仕様に基づく最大消費電力ではなく、実際の使

用電力に応じて算定することが適当と考えます。しかしながら、電気量を計測するメータを各

設備に設置した場合、接続事業者において多額の追加コストが発生することが想定されるた

め、機器数や機器内の利用ポート数等の設備構成から、実際に使用可能な電力量を算定

し、当該電力量に見合った料金を電気料とする等のルールを新たに整備すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見２－４９ 使用電力値や最大消費電力値ではない、他事業者の自己申告値に基づく電気

料の負担は、客観性、公平性、適正性を確保できないことから、適当でない。 

考え方２－４９ 

■ 電気料については、客観性、公平性、適正性を確保する観点から、自前で電力計を設置い

ただいた場合は実際の使用電力に応じた電気料をご負担いただき、電力計を設置していな

い場合は仕様書に記載されている最大消費電力に応じた電気料をご負担いただいていると

ころです。 

・ したがって、使用電力値や最大消費電力値でもない、他事業者の自己申告値に基づく電気

料の負担は、客観性、公平性、適正性を確保できないことから、適当でないと考えます。 

・ 当社としては、電気料の算定について、他事業者から具体的な要望があれば、お伺いしな

がら検討していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 電気料については、客観性、公平性、適正性を確保する観点から、自前で電力計を設置い

ただいた場合は実際の使用電力に応じた電気料をご負担いただき、電力計を設置していな

い場合は仕様書に記載されている最大消費電力に応じた電気料をご負担いただいていると

ころです。 

・ したがって、使用電力値や最大消費電力値でもない、他事業者の自己申告値に基づく電気

料の負担は、客観性、公平性、適正性を確保できないことから、適当でないと考えます。 

・ 当社としては、ヒューマンエラーの発生により電力供給許容量を超える電流が流れ設備の重

大事故につながるおそれがあることから、これを防止するため措置として、「使用しないスロ

ットに物理的な措置を加えて使えなくすることを条件に減設した設備に基づく電気料を算定

するという方法」をご提案しているところです。 

（NTT 東日本） 

■ 答申（案）に示したとおり、接続事業者には様々な事業規模の者

が存在するという点を踏まえると、全ての事業者において自らコスト

をかけてメータを設置し使用電力量を実測することが可能とは必ず

しも言えない。また、使用しないスロットに物理的な措置を加えて使

えなくすることを条件に減設した設備に基づく電気料を算定するとい

う方法についても、設備の価値を不可逆的に減じるという点と柔軟

性の観点から必ずしも適当であるとは言えない。 

なお、電気料の算定に当たって、客観性、公平性、適正性の観点

から検討を行うことが必要である点は御指摘のとおりであり、NTT

東西においては、例えば、実際の使用電力を踏まえた接続事業者

からの書面手続きに応じて電気料を計算する等、電気料の扱いを

柔軟化する方法について検討を行い、具体的な考え方について総

務省に報告することが適当である。 
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１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （１）コア網のＩＰ網への移行に対応したコロケーションルールの在り方  

イ コロケーション設備の撤去に伴うルール（「６ヶ月前ルール」）の見直し 

意   見 考 え 方 

意見２－５０ コロケーション設備の撤去に伴うルール（「6 ヶ月ルール」）を見直した上で、必要

な取組を行うことが適当とする考え方に賛同。「転用に要する平均的な期間」を短縮すべき。 

考え方２－５０ 

■ イ コロケーション設備の撤去に伴うルール（「６ヶ月前ルール」）の見直し 

「６ヶ月前ルール」の妥当性の検証を行うことなどにより設備撤去に係るルールを見直した

上で、必要な取組みを行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

上記に要望したような部分的な設備撤去は電力のみのリソース返却となり、スペースを含

めた設備撤去とは転用にかかるサイクルが異なるため、スペース、電力等のリソース及び工

事概要に応じた転用期間の検証が必要であると考えます。 

なお、ＮＴＴ東西殿は、二重のコスト負担とならないように、「転用に要する平均的な期間

６．４ヶ月」を可能な限り短縮する必要があると考えます。 

また、妥当性を検証するにあたっては、２００７年度の特別調査による実績サンプルでは、

調査期間、調査件数等の調査内容について、情報開示がなく不透明であったこと、また、接

続事業者が支払う違約金（「ＰＯＩ設置キャンセル」「６ヶ月前ルール」）に関する根拠となる期

間であることを鑑み、適正性及び透明性を確保する観点から、転用に要する期間に係る実

態に関するデータは開示し、妥当性を判断する必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 現在、接続事業者は、コロケーション設備の撤去完了日の 6 ヶ月前までに申し入れを行う

必要があります。今後、IP 網への移行において大規模な設備入替が発生することを踏まえ

ると、接続事業者による時宜を得た柔軟な撤去を可能とするため、6 ヶ月という期間を短縮

すべきと考えます。具体的には、実際に撤去に要する期間が 3 ヶ月程度であり、その後、光

用コロケーション設備を設置することで、以降、二重負担が生じることを踏まえれば、現状の

6 ヶ月を 3 ヶ月程度に短縮化し、接続事業者の移行インセンティブを確保すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

 

■ ＜コロケーション設備の撤去に伴うルールの見直しについて＞ 

コロケーション利用事業者がＮＴＴ局舎に設置したコロケーション設備を撤去する際、申入

れから解約までに６ヶ月間の利用料を要する運用となっていますが、コロケーション利用事

業者は６ヶ月以内に設備撤去を行った後も利用料の支払いを余儀なくされているところで

す。ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を円滑に進め、且つ加速させるためにも、現行の６ヶ月ルール

を見直し、利用期間分のみの費用負担とすべきと考えます。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

答申（案）に示したとおり、まずは、転用に要する期間に係る実態

に関するデータを収集して「6 ヶ月ルール」の妥当性の検証を行うこ

とが必要であり、これを踏まえて設備撤去に係るルールを見直すこ

とが適当である。 

なお、転用に要する期間に係る実態に関するデータは開示すべ

きとの御意見については、転用の実態は様々であることから、転用

に要する期間に関する全てのデータを開示することは必ずしも適当

であるとは言えない。ただし妥当性を判断するために必要な情報に

ついては開示されることが適当である。 
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意見２－５１ コロケーション設備の撤去に伴うルールについては、転用に要する平均的な期

間も含め、他事業者のコロケーションの利用実態を改めて把握するとともに、他事業者の具

体的な要望を聞きながら検討していく。 

考え方２－５１ 

■ コロケーション設備の撤去に伴うルールについては、転用に要する平均的な期間も含め、

他事業者のコロケーションの利用実態をあらためて把握するとともに、他事業者の具体的な

ご要望をお伺いしながら、検討していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ コロケーション設備の撤去に伴うルールについては、転用に要する平均的な期間も含め、

他事業者のコロケーションの利用実態をあらためて把握するとともに、他事業者の具体的な

ご要望をお伺いしながら、検討していく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方２－５０に同じ。 

NTT 東西においては、転用に要する期間に係る実態に関するデ

ータを整理するとともに、当該データと合わせて、見直しに関する具

体的な考え方について総務省に報告することが適当である。 

 

１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （１）コア網のＩＰ網への移行に対応したコロケーションルールの在り方  

ウ コロケーションスペースに空きがない場合の増設の義務化、申込み手続きの簡素化、リードタイムの短縮化 

意   見 考 え 方 

意見２－５２ D ランク（利用不可）となっている収容局ビルについては、適切なタイミングで

NTT 東西における直近数ヵ月の設備計画の開示がなされるべき。また、「空きスペース」だ

けではなく、「電力」「空調」「中継ダークファイバ」「IDF」等が確保できない場合も、円滑なマイ

グレーションができなくなる懸念があることに留意が必要。 

考え方２－５２ 

■ ＜コロケーションスペースに長期間空きがない場合の対応について＞ 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴い、サービス自体も新しいものに置き換わることが予想され

ることから、移行期においては新旧のサービスが併存することが想定されます。そのため、

新旧のサービス双方の設備を、競争事業者分も含めて設置可能なスペース、電力、空調、

中継ダークファイバ等をＮＴＴビル内に確保することが必要です。 

しかしながら、収容局ビルによっては、コロケーション用の空きスペースが確保できない等

の理由によって、競争事業者が長期間に渡って設備を利用できない問題が生じています。こ

れを改善するため、答申案にもあるとおり、Ｄランク（利用不可）となっている収容局ビルにつ

いては、競争事業者が一定期間内に利用可能となる仕組みの導入や予見性確保のため適

切なタイミングでＮＴＴ東・西における直近数ヵ月の設備計画の開示がなされるべきです。 

なお、「ＮＴＴ局舎にコロケーションを行うためのスペースがないとの理由により接続事業者

が自らの設備を設置できない場合（中略）結果として光サービスなどへの円滑な移行に影響

が生じる可能性があることは否定できない」との記述がありますが、「空きスペース」がないと

の理由だけではなく、「電力」「空調」「中継ダークファイバ」「ＩＤＦ」等が確保できない場合も光

サービスの展開が遅れ、円滑なマイグレーションができなくなる懸念があることに留意が必

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

   なお、「電力」「空調」「中継ダークファイバ」「ＩＤＦ」等が確保できな

い場合も光サービスの展開が遅れ、円滑なマイグレーションができ

なくなる懸念があるとの御意見については、今後の参考とさせてい

ただきたい。 
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要です。 

（KDDI） 

意見２－５３ 答申（案）の考え方に賛同。6 ヶ月～1 年先の設備計画を示すこと、並びに設備

情報の更新期間の短縮化など検討する等の課題がある。コロケーションスペースだけでな

く、電力容量 D ランクについても、対策を講じる必要がある。 

考え方２－５３ 

■ ウ コロケーションスペースに空きがない場合の増設の義務化、申込み手続の簡素化、リ

ードタイムの短縮化 

ＮＴＴ東西殿と接続事業者において、コロケーション手続の同等性が確保されているか、Ｄ

ランク（空きなし）の状況、申込手続、リードタイム等の観点から、実態を把握する答申（案）

の考え方に賛同します。 

各項目の検討にあたっては、当社の意見も併せて検証頂くことを要望します。 

 

①コロケーションスペースに長期間空きがない場合の対応 

②コロケーションに係る申込手続の簡素化 

■情報開示の必要性 

現在のＮＴＴ東西殿の運営方法では、ウェブサイトを通じた事後的な情報開示しか、接続

事業者は設備状況を把握することが出来ません。マイグレーションの計画策定を行う観点で

も予見性が重要になることから、６ヶ月～１年先の設備計画（ＮＴＴ東西殿だけでなく接続事

業者を含む）を示すこと、並びに設備情報の更新期間の短縮化など検討する課題がまだま

だあると考えます。 

 

■電力容量の空きがない場合の対応 

ＮＴＴ東西殿の局舎内にコロケーションするにあたっては、コロケーションスペースだけでな

く、電力も必要不可欠なリソースとなります。円滑な移行促進の観点から、コロケーションス

ペースや電力の入替え需要に対応する手続きの簡素化に加えて、電力容量Ｄランク（空きな

し）においても、対策を講じる必要があると考えます。 

具体的には、電力容量Ｄランクにて電力が確保できない場合、既存設備の電力の一部を

暫定利用可能とすることも検討に値すると考えます。なお、恣意的な運用による公正性が損

なわれないように、利用可能な電力値の割合や期間の限度設定などの補完ルールの検討

も併せて必要と考えます。 

また、Ｃランクの場合でも、申込電力値によってはＰＯＩ調査設置回答がＮＧとなるケースが

あり、公開情報のＣランクは更に詳細な内訳の開示が必要と考えます。具体的には、ＰＯＩ調

査設置回答において、「申込電力値に対して○○Ａ空きなし」等の回答内容を記載するな

ど、Ｃランクでも確保できなかった理由を明確に接続事業者へ通知すべきと考えます。 

 

＜参考：電力容量の枯渇状況（Ｈ２３．１０月末時点）＞ 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

情報開示の必要性に係る御意見及び電力容量の空きがない場

合の対応に係る御意見については、今後の参考とさせていただき

たい。 
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 Ｃランク Ｄランク 

ＮＴＴ東 受電２８％、発電３％ 受電０．１％、発電０．

１％ 

ＮＴＴ西 受電２７％、発電３％ 受電１％、発電０．３％ 

 

＜参考：電力容量の空き情報＞ 

Ａ ７２ｋVA以上の空容量 

Ｂ ～７２ｋVA未満の空き容量 

Ｃ ～２４ｋVA未満の空き容量 

Ｄ 空き容量なし 

（イー・アクセス） 

意見２－５４ 申込手続きの簡素化について、一つの設備の入替を行う場合、契約の廃止・新

規申込みと 2 件の申請が必要であるが、新たに「変更」の区分を設ける等により、設備入替

を 1 件の申請とする等の運用変更が必要。 

考え方２－５４ 

■ 現在、一つの設備の入替を行う場合、契約の廃止・新規申込みと 2 件の申請が必要となり

ます。今後、IP 網への移行に係る大規模な設備入れ替えが発生することを踏まえると、NTT

東西殿・接続事業者双方の運用負荷を軽減するため、申込み手続の簡素化が必要と考えま

す。具体的には、手続き上、新たに「変更」の区分を設ける等により、設備入替を 1 件の申請

とする等の運用変更が必要と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、コロケーションに係る申込手続きの簡素

化に関しては、装置の入替えにより既存のコロケーションスペース、

条件と異なる利用を行う場合には、現在の接続約款においては契

約の廃止・新規申込として違約金が発生するという点について、必

要な検討を行うことが適当である。 

具体的な運用の方法に係る御意見については、今後の参考とさ

せていただきたい。 

意見２－５５ リードタイムの短縮化に関する現状把握について、NTT 東西と接続事業者にお

いて、申込システムに関連した運用の同等性が確保されているかといった手続きの実態に

ついても検証が必要。 

考え方２－５５ 

■ ③リードタイムの短縮化 

■コロケーション設備設置の申込に係る同等性の確保を検証 

リードタイムの短縮化に関する現状把握にあたっては、ＮＴＴ東西殿と接続事業者におい

て、申込システムに関連した運用の同等性が確保されているか、手続きの実態についても

検証が必要と考えます。 

具体的には、リソースが枯渇している局舎においては、コロケーション業務支援システム

によるＰＯＩ調査設置申込の受理順がリソース確保の可否を大きく左右しますが、ＮＴＴ東西

殿は接続事業者とは別のコロケーション業務支援システムを利用している可能性もあり、申

込の受理順がどのように反映されているのか明確ではありません。 

ＮＴＴ東西殿と接続事業者が利用している各種申込受付システムが異なる場合、ＮＴＴ東西

殿と接続事業者間において、同等性が確保されているか検証することが必要と考えます。 

■ 答申（案）に示したとおり、まずは接続約款に規定されている設備

設置申込を受けて工事に着手した日から完了するまでに期間につ

いての運用状況と、設備設置申込から申込受理までの段階で課題

が現に生じていないか等の点について現状を把握することが適当

である。 

頂いた御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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（イー・アクセス） 

意見２－５６ 当社は、コロケーションスペースに係るリソース管理や情報開示を適切に実施し

ている。リードタイムに関する要望については、他事業者から具体的に提示されれば協議す

る。 

考え方２－５６ 

■ 当社は、コロケーションスペースに空きが無いビルにおいて、交換機等の当社設備の更改

等により空きが発生した場合は、速やかに情報を更新する等リソース管理や情報開示を適

切に実施しております。 

また、コロケーションスペースの増設計画を行う際は、決定後速やかに当社ホームページ

に自主的に、増設予定時期の情報を開示しており、今後も引き続き実施していく考えです。 

 

・ コロケーションに係る手続については、接続約款第９５条の４において、当社がＰＯＩ調査回

答を行った日から他事業者の自前工事の着手が可能となる日までの期間として、 

① 局内ケーブル工事のみの場合は、２週間以内 

② 他事業者のご要望に基づき、二重床の設置又は改修を行う場合は、１ヵ月半以内 

③ 上記①、②以外の場合は、１ヶ月以内 

と規定しており、当社は当該規定を遵守し運用しております。 

・ なお、リードタイムに関するご要望については、他事業者から具体的に提示いただき、協議

させていただく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社は、コロケーションスペースに空きが無いビルにおいて、交換機等の当社設備の更改

等により空きが発生した場合は、速やかに情報を更新する等リソース管理や情報開示を適

切に実施しております。 

また、コロケーションスペースの増設計画を行う際は、決定後速やかに当社ホームページ

に自主的に、増設予定時期の情報を開示しており、今後も引き続き実施していく考えです。 

・ コロケーションに係る手続については、接続約款第９５条の４において、当社がＰＯＩ調査回

答を行った日から他事業者の自前工事の着手が可能となる日までの期間として、 

① 局内ケーブル工事のみの場合は、２週間以内 

② 他事業者のご要望に基づき、二重床の設置又は改修を行う場合は、１ヵ月半以内 

③ 上記①、②以外の場合は、１ヶ月以内 

と規定しており、当社は当該規定を遵守し運用しております。 

・ なお、リードタイムに関するご要望については、他事業者から具体的に提示いただき、協議

させていただく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方２－５５に同じ。 

NTT 東西においては、D ランク局舎の割合、当該 D ランク局舎が

D ランクである期間等について総務省に報告することが適当であ

る。 
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１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （２）マイラインの在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－５７ 移行先の NGN においても、マイラインに相当する事業者間の競争環境は必要。 考え方２－５７ 

■ （２）マイラインの在り方 P.32 
マイラインサービスを提供する接続事業者からは、「PSTN において実現されているマイ

ライン等の競争サービスにつき、利用者視点における利便性の観点から、相互接続上の技
術的課題を踏まえ、NGN 上における実現性を講ずるべきである」旨の意見が示されており、
NGN における 0AB-JIP 電話サービス実現のため、帯域制御機能のアンバンドルの実現が
求められている。また、「NGN のオープン化が図られないことで、PSTN で促進されてきた
競争政策の成果であるマイライン等のサービスが IP 網への移行の名目下で NTT 東西に
巻き取られるといった独占化を助長することは絶対に避けるべきである」旨の意見も示され
ている。 

上記は、弊社意見そのものです。 

尚、報告書では、マイライン数の減少から縮減サービスであるためか、NGN での同機能

の実現には踏み込まずに、「まずはユーザニーズや NGN における電話サービスの実現に

向けたオープン化等の状況を踏まえた上で、IP 網への移行期の競争環境整備の在り方を

検討することが適当である。」としています。 このマイライン数の減少は、アクセス回線をメ

タルからひかりへ切り替えた結果、マイライン制度の適用外となるひかり電話へ移行してい

るものです（前述の表のとおり）。 

移行先のＮＧＮにおいても電話サービスを継続する利用者であり、その移行先においても

事業者間の競争環境は必要と考えます。 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

■ 答申（案）に示したとおり、NGN において提供される 0AB-JIP 電話

については距離に依存しない料金体系となっているなど PSTN とは

異なる競争環境となっている。また、今後 IP 網同士の直接接続に

向けて事業者間の検討が進められているところであり、まずは、ユ

ーザニーズや NGN における電話サービスの実現に向けたオープン

化等の状況を踏まえた上で、IP 網への移行期の競争環境整備の

在り方を検討することが適当である。 

意見２－５８ IP 網への移行後においても中継電話市場相当の競争環境を維持すべき。 考え方２－５８ 

■ 約 3000 万に及ぶ中継電話サービスの利用者への影響を踏まえると、IP 網への移行後に

おいても中継電話市場相当の競争環境を維持すべきと考えます。 

なお、中継電話市場自体が縮小傾向という指摘もありますが、これは NTT 東西殿の

0AB-JIP 電話サービスにおいて中継電話サービスが提供されていない状態のまま、NTT-

NGN への移行が進展していることが要因であり、市場自体のニーズが縮小してわけではな

く、寧ろ、光 IP 電話を含む固定電話市場において NTT 東西殿の独占化が進行している結

果と捉えるべきと考えます。また、答申案において、「マイライン」及び「マイラインプラス」の

提供料金について、料金改定がないことを例示として用い、競争環境を評価しています。し

かしながら、中継電話サービスの主要コストである NTT 東西殿の接続料が高止まりしてい

たことが本事象の主な理由であり、表面的に提供料金に変化が見られないことのみをもっ

て、競争環境の評価を行うことは適切でないと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 考え方２－５７に同じ。 
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意見２－５９ IP・ブロードバンド時代にマイラインを導入する意義は乏しいものと考えている

が、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者から意見を聞いた上で検討していく。 

考え方２－５９ 

■ マイラインは、アクセス設備が当社の固定電話しかなく、他事業者が当社の固定電話と接

続して中継電話サービスを提供していた時代に、中継電話サービスの競争を促進する観点

から導入されたものであると認識しております。 

・ しかしながら、ブロードバンド市場では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、ＷｉＭＡＸ等の高速無線アクセ

スなど、多様なアクセス手段が存在しており、他事業者は、ＮＧＮ等当社のＩＰネットワークに

全く依存することなく、ＩＰ電話を含めたブロードバンドサービスを提供し、お客様を獲得できる

競争に変容してきており、マイラインの契約者数自体、減少しています。 

・ 加えて、固定の中継電話サービスは、通話料金が距離段階別に設定されていることを前提

に成り立ってきましたが、現在、３分８円の全国一律料金のＩＰ電話の普及とＰＳＴＮ固定電話

の利用の減少等、市場環境が大幅に変化しております。 

・ したがって、ＩＰ・ブロードバンド時代にマイラインを導入する意義は乏しいものと考えておりま

すが、いずれにしても、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよく

お伺いしたうえで検討していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ マイラインは、アクセス設備が当社の固定電話しかなく、他事業者が当社の固定電話と接

続して中継電話サービスを提供していた時代に、中継電話サービスの競争を促進する観点

から導入されたものであると認識しております。 

・ しかしながら、ブロードバンド市場では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、ＷｉＭＡＸ等の高速無線アクセ

スなど、多様なアクセス手段が存在しており、他事業者は、ＮＧＮ等当社のＩＰネットワークに

全く依存することなく、ＩＰ電話を含めたブロードバンドサービスを提供し、お客様を獲得できる

競争に変容してきており、マイラインの契約者数自体、減少しています。 

・ 加えて、固定の中継電話サービスは、通話料金が距離段階別に設定されていることを前提

に成り立ってきましたが、現在、３分８円の全国一律料金のＩＰ電話の普及とＰＳＴＮ固定電話

の利用の減少等、市場環境が大幅に変化しております。 

・ したがって、ＩＰ・ブロードバンド時代にマイラインを導入する意義は乏しいものと考えておりま

すが、いずれにしても、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよく

お伺いしたうえで検討していく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方２－５７に同じ。 
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１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （３）メタル回線コストの在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－６０ 接続料が上昇し続けた場合には、結果としてレガシー系サービスのユーザの利

便性を損なうおそれがあることから、接続料水準の上昇を抑制する手段を講じるべき。 

考え方２－６０ 

■ ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴って今後もメタルから光等への移行が進み、メタル回線のユ

ーザ数、芯線利用率は減少傾向が続いていくものと思われます。一方、メタル回線にかかる

コストについては、ＮＴＴ東・西もコスト削減努力を行っていると理解していますが、宅地開発

等における新規敷設等による投資があるため需要減少に見合うコスト削減が実現しておら

ず、今後も接続料が上昇していくことが容易に想定できます。 

レガシー系設備については実績原価に基づいて接続料が算定されるため、ＮＴＴ東・西は

接続料収入による接続事業者からのコスト回収が保証されており、たとえ接続料が上昇して

もＮＴＴ東・西自身の経営上の負担が増す訳ではありません。しかしながら、接続料が上昇し

続けた場合にはユーザ料金の値上げやサービスの撤退につながり、結果としてレガシー系

サービスのユーザの利便性を損なうおそれがあることから、接続料水準の上昇を抑制する

手段を講じるべきです。 

具体的な抑制の方法としては、例えば、ドライカッパ接続料については、未利用のメタル

回線コストを算定上控除するなどの対応を、移行が完了するまでの間の暫定的な抑制措置

として講じることが考えられます。ただし、単純にレガシー系接続料とＩＰ系サービスの接続料

を加重平均して一本化するといった方法は、事実上ＩＰ系サービスの接続料に必要以上にコ

ストが上乗せされることになり、かえってＩＰ網への円滑な移行を妨げる可能性があるため、

適当ではないと考えます。ＩＰ網への移行促進のため、ＩＰ系サービスの接続料のコスト増加

要因を排しつつ、レガシー系サービスの接続料の値上げも抑止する手段を検討することが

重要です。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、移行期におけるメタル回線の接続料算

定の在り方について、ユニバーサルサービス制度との関係にも配

意しながら、①未利用芯線コストの扱い、②メタルの耐用年数、③

施設保全費のメタル回線と光ファイバ回線の配賦方法といったコス

トの検証を行い、更なる適正化に向けた検討を行っていくことが必

要である。 

実績原価方式は、実際に発生する費用と需要に基づき接続料を

算定することを基本とする接続料算定方法であるところ、メタル回線

に係るコストについては情報通信行政・郵政行政審議会答申（平成

22 年 3 月 29 日）において、「NTT 東西自身がコストの太宗を負担

するとしても、接続事業者からコスト削減インセンティブについての

懸念が依然示されている状況を踏まえると、コスト削減インセンティ

ブに係る課題が解消されたとまで言えないことから、NTT 東西にお

いては、トラヒック・回線数の減少に応じ、一層のコスト削減効果が

出るように努めることが適当」とされている。 

接続料水準の上昇を抑制する手段に係る御意見については、今

後の参考とさせていただきたい。 

 

意見２－６１ 実績原価方式ではメタル回線の接続料が無制限に上昇する可能性もあるため、

プライスキャップなどの政策が必須。 

考え方２－６１ 

■ 「メタル回線の接続料金」の上昇は、既存網によるサービスに大きな影響が予想されます。 

「実績原価方式」では、無制限に料金が上昇する可能性もあるため、答申にあるようプラ

イスキャップなどの政策は必須であると考えます。 

（テレコムサービス協会） 

■ 考え方２－６０に同じ。 

なお、答申（案）におけるプライスキャップに係る記述は、接続事

業者の意見を記載したものであり、当審議会の考え方は考え方２－

６０のとおりである。 

意見２－６２ メタル回線の接続料算定の在り方について、ユニバーサルサービス制度との関

係にも配意しながら、コストの検証を行い、更なる適正化に向けた検討を行っていくことが適

当とする答申（案）の考え方に賛同。コストの検証のため NTT 東西の報告事項は全て開示

すべき。具体的なコスト検証に当たっては当社の考え方を踏まえ検討すべき。 

考え方２－６２ 

■ 移行期におけるメタル回線の接続料算定のあり方について、ユニバーサルサービス制度と ■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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の関係にも配意しながら、コストの検証を行い、更なる適正化に向けた検討を行っていくこと

が適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

検討にあたっては、適正性及び透明性を確保する観点から、平成２３年３月２９日付の情

報通信行政・郵政行政審議会の答申書において、ＮＴＴ東西殿に対して要請された報告事項

は、全て一般に開示すべきと考えます。 

なお、メタル回線の経過年数別構成やコスト削減の取組みのように過去数回に渡り一般

開示している情報や算定根拠となる配賦比率、算定方法の情報もあることから、経営情報に

係るため開示できないとの理由が乱用されることにならないよう、留意する必要があると考

えます。 

 

＜答申書の抜粋＞ 

（３）ＮＴＴ東西に対し、以下の点について、平成 23 年度接続料の再計算報告時までに総務

省に報告することを要請すること（考え方５）。 

①平成 22 年度に実施したコスト削減の取り組み及び平成 23 年度に計画しているコスト削

減の取り組み 

②平成 22 年度末時点におけるメタル回線の経過年数別構成及びメタル回線の残価率 

③平成 22 年度のメタル回線と光回線に係る費用の配賦に用いた比率を算出するために用

いた芯線長、架空ケーブル長、管路ケーブル長及び算定方法 

④平成 22 年度のメタル回線に係る施設保全費のうち、以下の各費用及び費用配賦に用い

たドライバ 

(1)電柱、土木設備に係る費用、(2)ケーブル保守に係る費用、(3)その他 

（４）ＮＴＴ東西に対し、以下の点について、平成 23 年度接続料の再計算報告時までに総務

省に報告することを要請すること（考え方７） 

～略～ 

③下部区間におけるメタル回線の利用状況（東西各 10 件程度のサンプル調査） 

④平成 22 年度におけるメタル回線の撤去実績 

 

各項目についての当社の考え方は、以下のとおりです。 

①未利用芯線コストの扱い 

ＮＴＴ東西殿が示した概括的展望によるＩＰ網への移行の進展に伴い、未利用芯線の「未

利用」は、ドライカッパサービスに提供可能な状態である「在庫」という概念から、全国あまね

く提供することが義務付けられているユニバーサルサービスを維持するための「残置」という

意味合いに変化していると考えられるため、移行期における未利用芯線コストの扱いは見直

す必要があると考えます。 

平成１２年のＡＤＳＬサービス開始当初（加入電話ピーク時）においても、メタルの芯線使用

率が約６割、ＩＰ網移行に伴う需要減少傾向にある現在に至っては、約４割の使用率しかない

経営情報に係るため開示できないとの理由が乱用されるべきで

ないとの御意見については、今後の参考とさせていただきたい。な

お、当該報告事項については、総務省への提出を目的としたもので

あり、総務省においては、当該報告事項を基に適切な検証を行うこ

とが適当である。 

具体的なコスト検証に係る御意見については、今後の参考とさせ

ていただきたい。 
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状況を踏まえ、未利用４割は過去に遡っても電話サービスに利用されておらず、今後もＩＰ網

移行によって利用される可能性がないことから、未利用芯線コストのうち一定割合はドライカ

ッパ接続料原価から控除されるべきものと考えます。 

 

②メタルの耐用年数 

現行のメタルの法定耐用年数１３年については、平成２３年３月２９日付の情報通信行政・

郵政行政審議会の答申書の要請事項に、「平成２２年度末時点におけるメタル回線の経過

年数別構成及びメタル回線の残価率」の報告があることから、透明性を確保したうえで検証

を行い、土木設備と同様に利用実態に即した耐用年数の見直しを早期に行うべきと考えま

す。 

なお、ＬＲＩＣ接続料において、接続料規則の一部改正（平成２４年度の接続料算定に用い

る入力値更新）が諮問され、架空メタルケーブル（２５．５年→２６．３年）、地下メタルケーブ

ル（３４．６年→３５．４年）の経済的耐用年数が延長される可能性があることも考慮する必要

があると考えます。 

ＮＴＴ東西殿は「平成１９年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等

の報告」において、投資抑制に伴いメタルの老朽化が加速し、法定耐用年数＋数年経過し

たメタルの故障件数確率の大幅な上昇により、増大な施設保全コストが必要と報告しており

ます。 

一方で、耐用年数を見直さない理由として、老朽化に伴い一定程度の撤去・更改により、

使用年数が単純に延びていくわけではないとの考えも示しております。 

しかしながら、「平成２２年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の

報告」において、メタル投資額は、平成２１年度に５００億円、平成２２年度に４００億円と縮小

傾向であり、今後も引き続き経営効率化の取組み強化及びＩＰ網への移行促進することを鑑

みれば、メタルの使用年数は必然的に延びていくものと思われます。 

また、耐用年数の見直しに時間を要したり、もしくは見直さずに利用し続ける場合、耐用年

数と乖離した施設保全コストを接続事業者が負担することとなるため、現行の法定耐用年数

１３年以上を経過したメタルにかかる施設保全コストは原価から控除するなどの措置を講じ

る必要があると考えます。 

 
＜東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の平成１９年度における基礎的電気通信役務

の提供に係る経営効率化等の報告についてより抜粋＞ 
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＜東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の平成２２年度における基礎的電気通信

役務の提供に係る経営効率化等の報告についてより抜粋＞ 
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 ③施設保全費のメタル回線と光ファイバ回線の配賦方法 

施設保全費の配賦方法については、平成２３年３月２９日付の情報通信行政・郵政行政審

議会の答申書の要請事項に、「平成２２年度のメタル回線と光回線に係る費用の配賦に用

いた比率を算出するために用いた芯線長、架空ケーブル長、管路ケーブル長及び算定方

法」、「平成２２年度のメタル回線に係る施設保全費のうち、以下の各費用及び費用配賦に

用いたドライバ」の報告があることから、透明性を確保したうえで、経済的効用の低下も勘案

して、移行期における費用配賦が適正かどうか検証することが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

意見２－６３ 未利用芯線コストの扱いの見直し、利用実態に即したメタル回線の耐用年数の

見直し及びメタル回線と光回線の適正な配賦について、当社が示した具体的内容を早急に

検討すべき。また、抜本的に接続料の低減化を図るため、プライスキャップの導入等算定方

式自体の見直しについても併せて検討すべき。 

考え方２－６３ 

■ 光サービス市場の開放が不十分なまま、レガシー系サービス接続料の値上げがなされた

場合、接続事業者は光サービス市場への移行もままならず、コスト高なレガシー市場に留ま

らざるを得ません。このことは、接続事業者の事業展開を困難とし、競争環境の大幅な後退

を招くことが容易に想定されます。従って、こうした状況を回避するためも、まずはメタル回線

コストの在り方として、未利用芯線コストの扱いの見直し、利用実態に即したメタル回線の耐

■ 考え方２－６０に同じ。 
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用年数の見直し及びメタル回線と光回線の適正な配賦について、下記内容を早急に検討す

べきと考えます。また、抜本的に接続料の低減化を図るため、欧州同様に政策的にプライス

キャップ等を導入する等、算定方式自体の見直しについても併せて検討すべきと考えます。 

 

①利用芯線コストの扱い 

メタル回線については、芯線利用率が、NTT 東日本殿：43.1%、NTT 西日本殿：46.0%(平成

20 年度実績)となっており、全体の 6 割が未利用の状態で残置されています。この結果、メタ

ル回線に係る費用を負担している接続事業者やドライカッパ回線利用者は過度な負担を強

いられている状況にあります。こうした状況を早期に解消するために下記のような未利用回

線に係る設備を接続料算定コストから除外することにより、費用負担の適正化を図るべきと

考えます。 

＜接続料算定より除外する等の見直しが必要な設備例＞ 

– 接続事業者のコロケーションがない局舎のメタル回線設備 

– RSBM（事業者がコロケーションできない RT）とπシステムの下部のメタル回線設備 

 

②メタル回線の耐用年数 

土木設備の管路、とう道については、期間損益の適正化を図るため、平成 20 年度以前は

耐用年数を 27 年としていたものが利用実態に基づき平成 21 年度から 50 年に見直されて

います。しかしながら、NTT 東西殿より利用実態の情報が公開されていないため、土木設備

を含め各設備の耐用年数が適正に設定されているのか接続事業者からは確認することが

できません。NTT 東西殿は各設備について利用実態の情報公開を行うと共に、法定耐用年

数と経済的耐用年数に乖離があるものについては、利用実態に基づき耐用年数を早期に見

直すべきと考えます。 

 

③メタル回線と光回線の適正な配賦 

メタル回線と光回線の配賦率については、その妥当性を十分に検証できるよう NTT 東西

殿は市内線路保全費等の費用の配賦比率の算出に用いられたメタルと光ファイバそれぞれ

の総芯線長、架空ケーブル長、管路ケーブル長等を加入者系とそれ以外のものに分けて情

報開示すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 
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意見２－６４ PSTN マイグレーション後もメタル回線は一定程度残るものと想定。コスト削減努

力は常に行っていくが、メタル回線は需要減が激しく、今後接続料が上昇していくことが想

定。メタル回線を利用する接続事業者は、当社と同様、利用に応じて負担すべき。また、仮

に接続料の上昇を意図的に抑制した場合、当社に負担となるだけでなく、円滑な IP 網への

マイグレーションの阻害にも繋がりかねないことを懸念。具体的なコスト検証に当たっては当

社の考え方を踏まえ検討すべき。 

考え方２－６４ 

■ 冒頭申し上げたとおり、ＰＳＴＮマイグレーション時もメタル回線は一定程度残るものと考え

ます。 

・ その際、メタル回線コストの大半は、当社の利用部門が負担していることから、当然コスト削

減努力は常に行っていくものです。 

・ しかしながら、その努力を前提としても、メタル回線については需要減が激しく、今後接続料

が上昇していくことが想定されますが、当社のメタル回線を利用する他事業者には、当社同

様、利用に応じてご負担していただかざるを得ないと考えます。 

・ 仮に接続料の上昇を意図的に抑制した場合、当社に負担を強いるだけでなく、円滑なＩＰ網

へのマイグレーションを阻害することにも繋がりかねないことから、そのような政策には反対

です。 

・ また、仮にメタル回線コストを検証し、見直しを行う場合においても、実際に発生した設備コ

ストを適正にご負担いただくことが大原則であり、単に接続料の算定手法のみを見直すので

はなく、実際の財務会計とセットで見直しを行うことが大前提であると考えます。 

・ 各検討項目に関する当社の考え方は以下のとおりです。 

 

＜①未利用芯線の扱い＞ 

・ メタルケーブルについては、ケーブル単位で固定資産管理を行っており、需要減に連動して

芯線単位で撤去・除却することは困難です。 

・ また、接続料は、実際に発生している設備コストを当社の利用部門も含め設備を使っている

事業者にご負担いただくものであり、未利用分についてもコストが発生している以上、使って

いる回線数に応じて、当社の利用部門と他事業者でご負担していただかざるを得ないと考え

ます。 

 

＜②メタルケーブルの耐用年数見直し＞ 

・ 当社の財務会計上の耐用年数は、設備ごとの使用実態や使用可能期間を考慮し決定して

おり、会計監査上も妥当なものとして認められています。 

・ 仮に見直しを行うとした場合でも、その使用可能期間を推計するための調査や会計士等へ

の対応等が必要となり、容易に出来るものではありません。 

・ また、仮に耐用年数を見直す場合においても、実際に発生している設備コストを適正に回収

するという観点から、単に接続料のみ見直すのではなく、実際の財務会計とセットで見直しを

■ メタル回線コストの検証については考え方２－６０に同じ。 

マイグレーション時もメタル回線は一定程度残るという点について

は、答申（案）に示したとおり、メタル回線の今後の位置づけやアク

セス回線の移行スケジュールが必ずしも明らかでないため、接続事

業者にとって予見性が高まらない状況であることから、アクセス回

線の加入光ファイバ回線への移行については、関係者が一定のス

ケジュールを可能な限り早期に共有した上で、移行の円滑化に向け

て様々な方策について検討していくことが適当である。 

2020 年代初頭において一定程度のメタル回線が残る場合におい

ても、メタル回線がどの程度残存するか、そのメタル回線がどのよう

に利用されると見込まれるかといった点について、より具体化され

ることが望ましい。 

なお、具体的なコスト検証に係る御意見については、今後の参考

とさせていただきたい。 
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行うことが大前提であると考えます。 

 

＜③施設保全費のメタル回線と光ファイバ回線の配賦方法＞ 

・ メタルと光の配賦方法については、これまでの研究会や審議会の議論を踏まえて行ってい

るものであり、妥当なものと考えます。 

・ 今後、検証を行っていくこと自体を否定するものではありませんが、メタル接続料低廉化の

ために光の配賦率を高めた場合、光ファイバの接続料が上昇するという課題もあり、総合的

な検討が必要であると考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 冒頭申し上げたとおり、ＰＳＴＮマイグレーション時もメタル回線は一定程度残るものと考え

ます。 

・ その際、メタル回線コストの大半は、当社の利用部門が負担していることから、当然コスト削

減努力は常に行っていくものです。 

・ しかしながら、その努力を前提としても、メタル回線については需要減が激しく、今後接続料

が上昇していくことが想定されますが、当社のメタル回線を利用する他事業者には、当社同

様、利用に応じてご負担していただかざるを得ないと考えます。 

・ 仮に接続料の上昇を意図的に抑制した場合、当社に負担を強いるだけでなく、円滑なＩＰ網

へのマイグレーションを阻害することにも繋がりかねないことから、そのような政策には反対

です。 

・ また、仮にメタル回線コストを検証し、見直しを行う場合においても、実際に発生した設備コ

ストを適正にご負担いただくことが大原則であり、単に接続料の算定手法のみを見直すので

はなく、実際の財務会計とセットで見直しを行うことが大前提であると考えます。 

・ 各検討項目に関する当社の考え方は以下のとおりです。 

 

＜①未利用芯線の扱い＞ 

・ メタルケーブルについては、ケーブル単位で固定資産管理を行っており、需要減に連動して

芯線単位で撤去・除却することは困難です。 

・ また、接続料は、実際に発生している設備コストを当社の利用部門も含め設備を使っている

事業者にご負担いただくものであり、未利用分についてもコストが発生している以上、使って

いる回線数に応じて、当社の利用部門と他事業者でご負担していただかざるを得ないと考え

ます。 

 

＜②メタルケーブルの耐用年数見直し＞ 

・ 当社の財務会計上の耐用年数は、設備ごとの使用実態や使用可能期間を考慮し決定して

おり、会計監査上も妥当なものとして認められています。 
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・ 仮に見直しを行うとした場合でも、その使用可能期間を推計するための調査や会計士等へ

の対応等が必要となり、容易に出来るものではありません。 

・ また、仮に耐用年数を見直す場合においても、実際に発生している設備コストを適正に回収

するという観点から、単に接続料のみ見直すのではなく、実際の財務会計とセットで見直しを

行うことが大前提であると考えます。 

 

＜③施設保全費のメタル回線と光ファイバ回線の配賦方法＞ 

・ メタルと光の配賦方法については、これまでの研究会や審議会の議論を踏まえて行ってい

るものであり、妥当なものと考えます。 

・ 今後、検証を行っていくこと自体を否定するものではありませんが、メタル接続料低廉化の

ために光の配賦率を高めた場合、光ファイバの接続料が上昇するという課題もあり、総合的

な検討が必要であると考えます。 

（NTT 東日本） 

 

１ ＰＳＴＮにおける競争環境の維持 （４）メタル回線の撤去に係るいわゆる「４年前ルール」の在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－６５ アクセス回線に係る移行スケジュールについて早期に計画が開示されるべき。

NTT 東西は、PSTN において提供されている個々のサービスの終了時期、代替サービスの

内容等の具体的な情報を、早期に、且つわかり易い形で開示すべき。 

考え方２－６５ 

■ 先述のとおり、アクセス回線に係る移行スケジュールについては、ＮＴＴ東・西の「概括的展

望」（２０１０年１１月公表）では全く公表されていないため、競争事業者の予見性を高めてユ

ーザの利便を損なわないためにも、早期に計画が開示されるべきです。 

ＮＴＴ東・西が、メタル回線の撤去にかかる情報をより迅速に接続事業者に開示するため

には、答申案にもあるとおり、まずＮＴＴ東・西がメタル回線とＰＳＴＮで提供しているサービス

を、ＩＰ網への移行に伴っていつどのような「代替サービス」へと移行させるのかを明らかにす

ることが先決です。そのため、ＮＴＴ東・西は、個々のサービスについての終了時期、代替サ

ービスの内容（料金や利用条件）等の具体的な情報を、早期に、且つわかり易い形で開示す

べきです。 

（KDDI） 

■ アクセス回線に係る移行スケジュールを早期に明確化する必要性

については、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

また、答申（案）に示したとおり、「代替サービス」の提供可能時期

等について、今後の移行の進展を見据えた所要の明確化を図るこ

とが適当である。 

NTT 東西は個々のサービスについての終了時期、代替サービス

の内容（料金や利用条件）等の具体的な情報を早期に、且つわかり

易い形で開示すべきとの御意見については、今後の検討の参考と

させていただきたい。 

意見２－６６ 「代替サービス」の提供可能時期、「代替サービス」が提供可能な状態にある場

合におけるメタル回線の撤去情報提供時期について、予見性・透明性を高める観点から、4

年前の通知となるメタル回線の撤去情報の提供とセットで、「代替サービス」を提示すべき。 

考え方２－６６ 

■ 「代替サービス」の提供可能時期、「代替サービス」が提供可能な状態にある場合における

メタル回線の撤去情報提供時期については、予見性・透明性を高める観点から、４年前の通

知となる撤去情報の提供とセットで、「代替サービス」を提示すべきと考えます。 

■ 「代替サービス」の提供可能時期等については、考え方２－６５に

同じ。 

4 年前の段階で、撤去情報の提供とセットで、「代替サービス」を
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なお、物理的なメタルアクセス網の撤廃といった観点だけではなく、市場に応じた経済的

効用を勘案した各要素の見直しが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

提示すべきとの御意見については今後の検討の参考とさせていた

だきたい。 

意見２－６７ NTT 東西は、接続事業者が予見性を確保できるよう、「代替サービス」の内容に

ついて、早期に提示すべき。メタル回線撤去に係る基本的方針や撤去基準についても、事前

に公表されるべき。また、情報提供に当たっては、ＮＴＴ東西利用部門と接続事業者との同等

性の確保が必要。 

考え方２－６７ 

■ メタル回線を利用してサービスを提供する接続事業者にとって、メタル回線の撤去情報は

勿論のこと、「代替サービス」の内容についても、今後の事業計画を立てるうえで非常に重要

な情報となります。従って、NTT 東西殿は、接続事業者が予見性を確保できるよう、「代替サ

ービス」の内容について、早期に提示すべきと考えます。また、接続事業者の予見性確保の

観点からは、NTT 東西殿によるメタル回線撤去に係る基本的方針や撤去基準（地域毎の撤

去の優先度や撤去規模等を含む）についても、事前に公表されるべきと考えます。 

なお、メタル回線の撤去情報や「代替サービス」の内容について NTT 東西殿の利用部門

が接続事業者よりも先行して情報を得ることや、メタル回線撤去の利用者周知等と併せて

NTT 東西殿の NGN サービス等の営業行為が行われることについては、NTT 東西殿の利用

部門と接続事業者との同等性確保の観点で、その一切が禁止されなければならないものと

考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 「代替サービス」の提供可能時期等については、考え方２－６５に

同じ。 

NTT 東西は「代替サービス」の内容について早期に提示すべき、

また、メタル回線撤去に係る基本的方針や撤去基準についても事

前に公表すべきとの御意見については、今後の参考とさせていただ

きたい。 

 

意見２－６８ 2020 年代初頭においても、1,000 万回線から 2,000 万回線程度のメタル回線が

残ることが現時点では見込まれるため、現時点ですべてが光化されることを前提とした議論

は不必要。4 年前ルールを遵守するが、このルールにかかわらず、アクセスのマイグレーシ

ョンについて決定した段階で、必要な情報を速やかに接続事業者に説明する。 

考え方２－６８ 

■ アクセス回線については、引き続きサービスの創造やＩＣＴの利活用等を促進することによ

り需要を喚起し、メタルアクセスから光アクセスへのマイグレーションを進め、光アクセスの普

及を進めていく考えですが、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向を踏

まえると、ＰＳＴＮマイグレーションを実施する２０２０年代初頭においては、１，０００万回線か

ら２，０００万回線程度が残ることが現時点では見込まれます。 

これらのメタルアクセスについて、膨大なコストをかけて光への強制移行を図るよりも、ＰＳ

ＴＮマイグレーション時においては、メタル回線上でＩＰ技術を使った音声通信を提供すること

が現実的と考えます。諸外国におけるＰＳＴＮマイグレーションの動向を見ても、アクセス回

線はメタルと光が並存しているのが現状です。 

したがって、ＰＳＴＮマイグレーション時においても、当面、接続事業者は当社のメタル回線

を利用したＤＳＬサービスの提供は可能であり、現時点ですべてが光化されることを前提とし

た議論は不必要であると考えます。  

・ なお、当社としては、メタル回線を撤去する場合、撤去開始の４年前に協定事業者へ通知す

■ 答申（案）に示したとおり、アクセス回線の加入光ファイバ回線へ

の移行については、関係者が一定のスケジュールを可能な限り早

期に共有した上で、移行の円滑化に向けて様々な方策について検

討していくことが適当である。 

2020 年代初頭において一定程度のメタル回線が残る場合におい

ても、メタル回線がどの程度残存するか、そのメタル回線がどのよう

に利用されると見込まれるかといった点について、より具体化され

ることが望ましい。 

また、4 年前ルールについては、答申（案）に示したとおり、「代替

サービス」の提供可能時期等について、今後の移行の進展を見据

えた所要の明確化を図ることが適当である。 
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るルールを遵守し、遅くともメタル撤去開始の４年前までには具体的な実施時期等をお知ら

せする考えですが、このルールにかかわらず、アクセスのマイグレーションについて決定し

た段階で、必要な情報を速やかに接続事業者にご説明させていただく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ アクセス回線については、引き続きサービスの創造やＩＣＴの利活用等を促進することによ

り需要を喚起し、メタルアクセスから光アクセスへのマイグレーションを進め、光アクセスの普

及を進めていく考えですが、これまでのメタル電話の減少傾向やユーザニーズの動向を踏

まえると、ＰＳＴＮマイグレーションを実施する２０２０年代初頭においては、１，０００万回線か

ら２，０００万回線程度が残ることが現時点では見込まれます。 

これらのメタルアクセスについて、膨大なコストをかけて光への強制移行を図るよりも、ＰＳ

ＴＮマイグレーション時においては、メタル回線上でＩＰ技術を使った音声通信を提供すること

が現実的と考えます。諸外国におけるＰＳＴＮマイグレーションの動向を見ても、アクセス回

線はメタルと光が並存しているのが現状です。 

したがって、ＰＳＴＮマイグレーション時においても、当面、接続事業者は当社のメタル回線

を利用したＤＳＬサービスの提供は可能であり、現時点ですべてが光化されることを前提とし

た議論は不必要であると考えます。  

・ なお、当社としては、メタル回線を撤去する場合、撤去開始の４年前に協定事業者へ通知す

るルールを遵守し、遅くともメタル撤去開始の４年前までには具体的な実施時期等をお知ら

せする考えですが、このルールにかかわらず、アクセスのマイグレーションについて決定し

た段階で、必要な情報を速やかに接続事業者にご説明させていただく考えです。 

（NTT 東日本） 

 

２ ＮＧＮにおける競争環境の整備 

意   見 考 え 方 

意見２－６９ 一種指定設備である NGN の各機能への接続料規制は引き続き必要であり、設

備競争を後退させないよう配慮しながら、競争事業者が必要なタイミング、適切なコストで機

能を利用できるようにすべき。アクセス回線について、分岐単位接続料等の導入は安易に実

施すべきではない。まずは配線区域内世帯数の適正化等公正競争環境の整備が必要。 

考え方２－６９ 

■ ＮＧＮについては、公正競争を促進する観点から、現在進展している設備競争を後退させ

ないよう配慮しながら、競争事業者が必要なタイミング、適切なコストで機能を利用できるよ

うにすべきです。また、一種指定設備であるＮＧＮ上で提供される、ＩＰ電話をはじめとする各

種機能に対する接続料規制は引き続き必要です。 

 

アクセス回線における競争については、弊社は８分岐単位料金で自社専用のＯＳＵを利

■ NGN については、情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係

る接続ルールの在り方について」（平成 20 年 3 月 27 日）（以下

「NGN 答申」という。）等に基づき、一種指定設備に指定されたもの

であり、当該指定の妥当性については、市場実態を踏まえて毎年度

検証することとされているところ、競争セーフガード制度の運用に関

する意見及びその考え方（2010 年度）においても、「引き続き第一
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用した「ギガ得プラン」サービスを提供しております。自社専用のＯＳＵを利用することによ

り、通信速度の向上を実現するなどサービスの差別化を図っていることに加え、エリア拡大

とともに設備の利用効率を高めてユーザあたりのコストを下げ、８分岐単位の利用で競争が

可能となるよう企業努力を重ねています。その結果、現在ＦＴＴＨ市場においては、弊社シェ

アが漸増するとともに市場全体の加入者数も増加して競争が促進されてきているところであ

り、現在進展している設備競争を後退させないよう配慮すべきと考えます。 

その点、現行のアンバンドル機能に加えて、「分岐単位当たりの接続料に係るメニュー」等

を導入すると、自ら投資リスクを負って設備投資を行ってきた事業者との間の公平な競争環

境を損なうことになるため、安易に実施すべきではありません。先ずは、現行のアンバンドル

機能において、競争事業者が円滑にＦＴＴＨサービスの提供を図れるように、配線区域内世

帯数の適正化、加入光ファイバの展開エリア情報や光配線区画情報の正確かつ迅速な公

開ルール等、公正に競争できる環境を整備することが先決と考えます。 

（KDDI） 

種指定電気通信設備に指定することが必要と考えられる」とされて

おり、現在、これに基づき必要な規制が課されている。 

なお、アクセス回線における競争に係る御意見については、答申

（案）に示したとおり、現在分岐単位接続料の設定の是非に係る検

討が進められている情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）

において、FTTH 市場における競争を一層促進し、ブロードバンドの

普及促進を図るため、御意見に示された内容も参考としつつ、技術

面・経済面を含む多角的な観点から検討を行うことが適当である。 

 

 

意見２－７０ 本項目に係る意見については第Ⅱ編第 2 章に対する意見に記載。 考え方２－７０ 

■ 本項目につきましては、第Ⅱ編第 2 章「NGN のオープン化によるサービス競争の促進.」に

対する弊社共意見において後述します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 第Ⅱ編第 2 章の考え方を参照。 

 

 

２ ＮＧＮにおける競争環境の整備 （１）ＰＳＴＮとＮＧＮにおける公正競争環境の在り方 

意   見 考 え 方 

意見２－７１ 「現在の電話事業者」以外の電気通信事業者が容易に NGN を使った通信事業

に参入できるような新しい接続ルールが必要。 

考え方２－７１ 

■ 「現在の接続ルール」は、電話事業者間の競争だけを意識したルールになっているが、

NGN 時代では電話以外の多様なサービスの出現が予想されるため、これまでとは異なった

接続ルールが必要です。 

新しい接続ルールについては「現在の電話事業者」以外の電気通信事業者が、容易に

NGN を使った通信事業に参入できるルールが必要です。 

（テレコムサービス協会） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

意見２－７２ PSTN・メタル回線中心の時代と異なり、現在は、競争事業者自らの創意工夫や

事業戦略により、独自に構築または NTT 東西から借りることで、IP 網やアクセス回線等を組

み合わせて様々なサービスを提供できる状況にあり、既に競争条件・競争環境は整ってい

る。また、「設備事業者」、「NTT 東西」、「接続事業者」の 3 者間の公平性担保が重要であ

り、GC 接続類似機能のアンバンドルやファイバシェアリング等は実施すべきでない。 

考え方２－７２ 

■ 固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であり、

現に、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アクセス

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促
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系事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイル事

業者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準の妥

当性検証等が行われております。 

以上のように、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、現在は、競争事業者自らの創意

工夫や事業戦略により、独自に構築もしくはＮＴＴ東西殿から借りることで、ＩＰ網やアクセス

回線等を様々な形で組合せて、様々なサービスを提供できる状況にあり、既に競争条件・競

争環境は整っております。 

そのため、ＧＣ接続類似機能のアンバンドルや光のファイバシェアリング等、アクセス回線

がアンバンドルされていないＮＴＴ東西殿のメタル回線しか存在せず、また電話サービス中心

であった時代の施策を検討する必要はないと考えます。  

また、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展してい

る固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業者」、

「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。 

その点、「「光の道」構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競

争のバランスの観点から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術

革新や新サービスの迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設

備競争への影響等に十分に留意することが適当である」とされております。 

この観点を踏まえると、ＧＣ接続類似機能のアンバンドルや光のファイバシェアリング等

は、接続事業者だけを優位にするものであり、設備競争を否定し、公正競争環境を大きく損

なうものであるため、尚更実施すべきではありません。 

（ケイ・オプティコム） 

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者も含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

アクセス回線における競争に係る御意見については、考え方２－

６９に同じ。 

 

 

意見２－７３ NGN は一種指定設備であり、アンバンドル化・オープン化についての接続事業

者からの要望については、事業者間で協議の上早期且つ低廉に実現できる方法で対応され

ることを期待。 

考え方２－７３ 

■ ２ NGN における競争環境の整備 
 （１）PSTN と NGN における公正競争環境の在り方 P.42 

NTT 東西の NGN は、他社直収電話や FTTH サービス又は携帯電話等など多様なネット
ワークの一つに過ぎない。  
３）通信プラットフォーム機能のオープン化  P.45 
③通信プラットフォーム機能については、現在他事業者から具体的な接続要望がないが、 

具体的要望があった場合は、事業者間での協議の上できるだけ早期かつ低廉に実現で
きる方法で対応していく。 

上記は NTT 東西の見解です。前者について、ＮＧＮは第１種指定電気通信設備であり、

電話網の受け皿になるネットワークであり、他事業者のネットワークと同等でありません。 

ＮＧＮのアンバンドル化・オープン化についての接続事業者からの要望は、後者の見解の

とおりに対応して頂けることを期待します。 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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（フュージョン・コミュニケーションズ） 

意見２－７４ 現在の競争は、電話サービスを提供するために当社の電話網を借りることが前

提であった時代とは構造が全く異なるため、電話時代の競争ルールを継続することを最優先

するといった視点に立つのではなく、規制は最小限とし、イノベーションや新たなサービスの

創造を阻害するようなことのないような政策としていくことが重要。 

考え方２－７４ 

■ 冒頭申し上げたとおり、現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩ

Ｐ網でお客様を獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを

提供するために当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

・ したがって、多種多様なサービスの提供を通じた利便性の向上を図るためには、「ブロード

バンドの普及促進のためには、PSTN 又はメタル回線において確保されていた公正競争環

境の後退を極力招かない点や、事業者の積極的な IP 網への移行が妨げられないことが重

要」といった電話時代の競争ルールを継続することを最優先するといった視点に立つのでは

なく、規制は最小限とし、イノベーションや新たなサービスの創造を阻害するようなことのな

いような政策としていくことが重要と考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 冒頭申し上げたとおり、現在の競争は、当社のＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩ

Ｐ網でお客様を獲得するサービス・料金競争へ構造が大きく変化しており、電話サービスを

提供するために当社の電話網を借りることが前提であった時代とは構造が全く異なります。 

・ したがって、多種多様なサービスの提供を通じた利便性の向上を図るためには、「ブロード

バンドの普及促進のためには、PSTN 又はメタル回線において確保されていた公正競争環

境の後退を極力招かない点や、事業者の積極的な IP 網への移行が妨げられないことが重

要」といった電話時代の競争ルールを継続することを最優先するといった視点に立つのでは

なく、規制は最小限とし、イノベーションや新たなサービスの創造を阻害するようなことのな

いような政策としていくことが重要と考えます。 

（NTT 東日本） 

■ NGN については、NGN 答申等に基づき一種指定設備に指定され

た設備であり、当該指定の妥当性については、市場実態を踏まえて

毎年度検証することとされているところ、競争セーフガード制度の運

用に関する意見及びその考え方（2010 年度）においても、「引き続き

第一種指定電気通信設備に指定することが必要と考えられる」とさ

れており、現在、これに基づき必要な規制が課されている。 

答申（案）に示したとおり、ブロードバンドの普及促進のために

は、PSTN 又はメタル回線において確保されていた公正競争環境の

後退を極力招かない点や、事業者の積極的な IP 網への移行が妨

げられないことが重要であるという点に加え、NGN ならではの多種

多様なサービスの提供を通じたユーザ利便の向上が図られること

が重要である点から、NGN 又は光ファイバにおいても実質的な公

正競争環境を確保する必要があると考えられる。 

 

 

意見２－７５ 情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にて建設的な議論が行われ、か

つ何らかの解決策が見出せるよう、答申（案）においては、本年度中の結論を導き出すとす

る記載を追記することを強く要望。光のファイバシェアリングが、最も優先して検討されるべき

接続形態。 

考え方２－７５ 

■ 第２編第２章３（３）と同様な意見。 

  

ＦＴＴＨ市場においても、公正な競争環境を構築させる前提にたてば、ＮＧＮのオープン

化および光ファイバの分岐単位接続料の実現についての検討は、実質的には今回が最

後の機会と考えます。現状のままではＰＳＴＮの移行が進むに従って、ＦＴＴＨ市場はＮＴＴ

■ 答申（案）に示したとおり、接続事業者から示されている提案につ

いては、いずれも加入光ファイバ接続料における分岐単位接続料

の設定との関連で示されたものであることから、現在分岐単位接続

料の設定の適否に係る検討が進められている情報通信行政・郵政

行政審議会（接続委員会）において、FTTH 市場における競争を一

層促進し、ブロードバンドの普及促進を図るため、意見に示された
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東西殿の独占化が更に進み、サービス競争が促進されないばかりか固定ブロードバンド

市場全体の縮小に繋がることが懸念されます。 

従って、情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にて建設的な議論が行われ、

かつ何らかの解決策が見出せるよう、各委員会及び電気通信事業部会でも確りと方向

付けて頂くこと、及び答申（案）については本年度中の結論を導き出すとする記載を追記

していただくことを強く要望します。 

 

当社が「②光のファイバシェアリング」を提案している理由は以下の４点になり、最も優

先して検討されるべき接続形態と考えます。 

・ ＡＤＳＬサービス同様、１本の光ファイバ上で電話サービスとインターネットサービスを

それぞれ別の事業者が提供可能な形態を実現するものであり、ＩＰ電話はＮＴＴ東西殿

に継続提供して頂くことが可能かつインターネットサービスは小中規模事業者であって

も新規参入が可能である（ＡＤＳＬ事業者にとっても後継サービスになり、代替サービ

スの位置付け） 

・ 接続事業者のコアＮＷに価格競争力があり、料金の低廉化を促進する可能性から、

より利用者メリットの高い市場として拡大が図られる 

・ 上位レイヤーの事業者からもアクセスの選択性が高まる 

・ 装置置換や新たな技術開発等が不要で、実現までの期間が最も短いことが想定され

る 

 

ＰＳＴＮから光ＩＰへのマイグレ－ションの本格的な進展の中で、当社のようなインター

ネットに特化した事業者が、ＦＴＴＨ市場においても継続的な事業展開が可能となるよう、

ＰＳＴＮのアクセス回線におけるサービス競争環境をＮＧＮにおいても実現して頂くことを

強く要望します。 

（イー・アクセス意見 第２編第２章３（３））

 

（イー・アクセス） 

内容も参考としつつ、技術面・経済面を含む多角的な観点から検討

を行うことが適当である。 

 

 

 

２ ＮＧＮにおける競争環境の整備 （２）ＮＧＮにおける伝送機能のオープン化 

意   見 考 え 方 

意見２－７６ 中継局接続方式は他事業者の負担が大きいため、最終的に当該接続機能を利

用したサービスの利用者の負担にもつながる懸念がある。 

考え方２－７６ 

■ 現在、想定されている中継局接続方式は他事業者の負担が大きく、また、接続料も定額制

となっていて、これまでの従量制に比べて、割高になることが想定されます。最終的にはそ

れら他事業者のサービスを利用する利用者（我々を含みます）の負担にもつながる懸念が

■ 答申（案）に示したとおり、現在の中継局接続機能は料金面（定額

制）で NGN における IGS 接続機能や PSTN における GC・IC 接続

機能と異なっており、この点が IP 網同士の直接接続の実現への課
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あり、他事業者とともに、それら回線サービスを利用してサービス提供している事業者も含め

た公平なサービス競争に支障を来たす懸念があります。 

（テレコムサービス協会） 

題となっている可能性がある。 

この点も踏まえ、答申（案）に示したとおり、NTT 東西の NGN と接

続事業者の IP 網の直接的な相互接続性を確保し、接続事業者の

ネットワークの IP 網への積極的な移行を促す観点から、中継局接

続機能の一層のオープン化を図ることが必要と考えられる。 

意見２－７７ 中継局接続の新たな設定単位の導入等については、これまで接続事業者から

具体的な要望は受けていない。具体的な要望があれば、答申（案）に記載された課題も含

め、設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進めていく。また、中

継局接続の POI 新設については、意識合わせの場において事業者から意見をよく聞いた上

で検討していく。 

考え方２－７７ 

■ 現在の中継局接続の設定単位等（１０Ｇメニューの設定等）については、ＮＧＮのフィールド

トライアルなどの場で、接続事業者のご意見もよく伺った上で対応してきたものであり、これ

までのところ、他の設定単位等の導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。ま

た、「次世代ネットワークに関する接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）

でも、ポート単位の定額制接続料が妥当との考えが示されているところです。 

・ 加えて、これまでのところ、中継局接続機能の利用はＮＴＴ東西間接続でしか実績がないも

のであり、その利用形態については、今後のＩＰ網同士の接続の進展に伴い、様々なご要望

が上がってくる中で検討を深めてゆくべきものと考えます。 

・ 既に関係事業者間の意識合わせの場にて、ＩＰ網の直接接続について関係事業者間で議論

を進めているところであり、具体的なご要望があれば、答申案に記載された課題も含め、中

継局接続機能の設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進めてい

く考えです。 

 

・ 現在、当社との中継局接続のＰＯＩは２ビルとしていますが、これ以外のビルでのＰＯＩ新設に

ついては、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いしたう

えで検討していく考えです。 

・ なおその検討に際しては、 

① ＰＯＩ新設には各ＰＯＩビルで事業者間接続用のゲートウェイルータ（ＧＷＲ）の新設が必要

となること、 

② 当該ＰＯＩビルに設置するルータに接続トラヒックが集中すること、 

から、関係事業者のご意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効率的なネ

ットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場所をＰＯＩの新設場所としていきた

いと考えております。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在の中継局接続の設定単位等（１０Ｇメニューの設定等）については、ＮＧＮのフィールド

■ 答申（案）に示したとおり、現在中継局接続機能を利用する接続事

業者は存在しないが、今後 PSTN から IP 網への移行が進展する

と、NTT 東西と他事業者の IP 網同士の直接接続が増加すると想定

されること、大規模災害対応のためにパケット通信ネットワークを整

備する必要性からも、接続事業者が NTT 東西の NGN と中継局接

続機能を利用して IP 網の直接接続を行う必要性が増加すると想定

されることから、これらの点を踏まえ、NGN の中継局接続機能の一

層のオープン化を図ることが必要である。 

また、答申（案）に示したとおり、多種多様な事業者が様々な形態

で接続を行い、創意工夫を活かしたサービスを提供するためには、

接続が容易な箇所に相互接続点が設置されることが望ましい。今

後他事業者のネットワークの IP 網への積極的な移行を促す観点か

ら、IGS 接続に係る POI との関係やコストに留意しつつ、中継局接

続機能に係る POI を予め増設することが必要である。 

 



 

61 

トライアルなどの場で、接続事業者のご意見もよく伺った上で対応してきたものであり、これ

までのところ、他の設定単位等の導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。ま

た、「次世代ネットワークに関する接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）

でも、ポート単位の定額制接続料が妥当との考えが示されているところです。 

・ 加えて、これまでのところ、中継局接続機能の利用はＮＴＴ東西間接続でしか実績がないも

のであり、その利用形態については、今後のＩＰ網同士の接続の進展に伴い、様々なご要望

が上がってくる中で検討を深めてゆくべきものと考えます。 

・ 既に関係事業者間の意識合わせの場にて、ＩＰ網の直接接続について関係事業者間で議論

を進めているところであり、具体的なご要望があれば、答申案に記載された課題も含め、中

継局接続機能の設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進めてい

く考えです。 

 

・ 現在、当社との中継局接続のＰＯＩは２ビルとしていますが、これ以外のビルでのＰＯＩ新設に

ついては、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いしたう

えで検討していく考えです。 

・ なおその検討に際しては、 

① ＰＯＩ新設には各ＰＯＩビルで事業者間接続用のゲートウェイルータ（ＧＷＲ）の新設が必要

となること、 

② 当該ＰＯＩビルに設置するルータに接続トラヒックが集中すること、 

から、関係事業者のご意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効率的なネ

ットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場所をＰＯＩの新設場所としていきた

いと考えております。 

（NTT 東日本） 

意見２－７８ 現在の中継局接続機能の更なるオープン化を適当とする答申（案）の方向性に

賛同。答申（案）に示された中継局接続に係る POI を増設すべきとする方向性に賛同。 

考え方２－７８ 

■ 第２編第２章１（１）（２）と同様な意見。 

 

 現在の中継局接続機能の更なるオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、インターフ

ェースの多様化）を図るために必要な措置をとることが適当とする答申（案）の考え方に

賛同します。 

（イー・アクセス意見 第２編第２章１（１））

 

 ＩＧＳ接続に係るＰＯＩとの関係やコストに留意しつつ、中継局接続機能に係るＰＯＩを予

め増設することが必要とする答申（案）の考え方に賛同します。 

 地域系事業者だけでなく自前コア網を有する接続事業者にとっても、自網を最大限活

用した伝送とすることは経済合理性があるため、ＰＯＩの接続箇所が増設されることが望

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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ましいと考えます。 

（イー・アクセス意見 第２編第２章１（２））

 

（イー・アクセス） 

 

２ ＮＧＮにおける競争環境の整備 （３）通信プラットフォーム機能のオープン化 
意   見 考 え 方 

意見２－７９ 通信プラットフォームのオープン化について、NTT 東西が主導してオープン化可

能なインタフェースを公開することが必要。 

考え方２－７９ 

■ 通信プラットフォームのオープン化については、NTT 東西が主導してオープン化可能なイ

ンタフェースを公開することが必要と考えます。 

  詳細は、第Ⅱ編 第２章 ４（２）通信プラットフォーム機能のオープン化（SNI のオープン化）

の意見を参照。 

（テレコムサービス協会） 

■ 答申（案）に示したとおり、多様な事業者による創意工夫を活かし

たサービスの提供を通じてブロードバンドの普及促進を図るという

観点からは、発展性の視点を重視し、NGN における SNI に係る通

信プラットフォーム機能の一定のオープン化（内容・手法）の検討を

進めることが適当である。 

意見２－８０ プラットフォーム機能については、他事業者から具体的な接続要望もない。まず

は要望事業者が要望を具体化することが必要。事業者から具体的な要望をいただき、事業

者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応していくといっ

た進め方が現実的。 

考え方２－８０ 

■ インターネット上では既に、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、ご要望される事業者が、どのようなサービスを提

供するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内

容を具体化していただくことが必要であると考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先

制御機能」等のアンバンドル化をご要望されても、どのような機能をどのように提供すればよ

いかもわからず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的なご要望をいただ

き、事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応してい

くといった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的なご要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機

■ 答申（案）に示したとおり、NGN の通信プラットフォーム機能、とり

わけ SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化の進め方

については、事業者間で見解が異なっているものである。 

この点、SNI におけるプラットフォーム機能については、多様な事

業者による創意工夫を活かしたサービスの提供を通じてブロードバ

ンドの普及促進を図るという観点から、NGN における機能に係るア

ンバンドルの考え方も踏まえつつ、一定のオープン化（内容・手法）

の検討を進めることが適当である。 

また、NNI におけるプラットフォーム機能については、ブロードバ

ンド普及促進に向けて様々な事業者による多様なコンテンツ・アプリ

ケーションサービス等の柔軟な提供を可能とすることが必要になる

ことに鑑み、IP 網同士の直接接続が現に検討される中、PSTN にお

いて具備・アンバンドルされている機能を参考に、一定のオープン

化を検討することが適当である。 
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能といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業

者と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提

供に努めていく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ インターネット上では既に、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、ご要望される事業者が、どのようなサービスを提

供するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内

容を具体化していただくことが必要であると考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先

制御機能」等のアンバンドル化をご要望されても、どのような機能をどのように提供すればよ

いかもわからず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的なご要望をいただ

き、事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応してい

くといった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的なご要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機

能といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業

者と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提

供に努めていく考えです。 

（NTT 東日本） 

意見２－８１ 需要サイドの喚起をする目的でも、NNI 及び SNI のオープン化を進めるための検

討を行うことは適切。 

考え方２－８１ 

■ 第２編第２章４（１）（２）と同様な意見。 

 

需要サイドの喚起をする目的でも、ＮＮＩのオープン化を進めるための検討を行うこと

は適切であると考えます。 

（イー・アクセス意見 第２編第２章４（１））

 

需要サイドの喚起をする目的でも、ＳＮＩのオープン化を進めるための検討を行うこと

は適切であると考えます。 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 



 

64 

（イー・アクセス意見 第２編第２章４（２））

 

（イー・アクセス） 

 

２ ＮＧＮにおける競争環境の整備 （４）ＮＧＮの段階的発展に対応したアンバンドルの考え方 

意   見 考 え 方 

意見２－８２ アンバンドルの考え方の柱に、「設備競争への影響等に十分に留意」を追加すべ

き。答申（案）にある既存の３つのアンバンドルの考え方を柔軟化するかのような措置は、設

備競争への影響が懸念されることから、不適切であり、少なくとも現行の考え方を堅持すべ

き。 

考え方２－８２ 

■ 固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であり、

現に、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アクセス

系事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイル事

業者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準の妥

当性検証等が行われております。 

このように、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展

している固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業

者」、「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。 

その点、「「光の道」構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競

争のバランスの観点から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術

革新や新サービスの迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設

備競争への影響等に十分に留意することが適当である」とされております。 

そのため、アンバンドルの考え方の柱に、「設備競争への影響等に十分に留意」を追加す

べきであります。具体的には、「設備競争とのバランスを考慮した適度なアンバンドル」や「地

域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の設備事業者の投資インセンティブを阻害すること

のないような、適正に設備コスト等を反映した接続料設定」が必要です。 

一方、本答申案にある既存の３つのアンバンドルの考え方を柔軟化するかのような措置

は、設備競争への影響が懸念されることから、不適切であり、少なくとも現行の考え方を堅

持すべきと考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者も含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

今般の答申（案）においては、「NGN の段階的発展に対応したア

ンバンドルの考え方」を整理したものであり、一種指定設備に係るア

ンバンドルの考え方そのものについては何ら変更するものではな

い。また、「設備競争とサービス競争のバランス」といった高次の判

断要素については、アンバンドルの各考え方を個別具体的な機能

へ当てはめる際の前提として考慮されるべきものである。 

 

 

意見２－８３ 「具体的な要望があること」 について、要望内容の具体化が必要。「技術的に可

能であること」について、理論的には開発等により機能提供は技術的に可能である場合で

も、その国際標準化されていない技術によるものであれば、そのような開発を伴うアンバンド

ルは実施すべきでない。「過度に経済的な負担がないことに留意」について、アンバンドルの

実現に必要となる開発コスト等についても、実際にかかったコストに基づき、原則として要望

考え方２－８３ 
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事業者から速やかに回収すべきもの。アンバンドルの要否については、個々の機能につい

て、その必要性や市場環境等を総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべき。 

■ アンバンドルについて、三つの要件の考え方を整理されていますが、それぞれについて、

以下の観点が必要と考えます。 

 

①「具体的な要望があること」 について、冒頭申し上げたとおり、まずは、ご要望される事業

者が、どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういった接続形態でどのよう

な機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化していただくことが必要と考えます。 

②「技術的に可能であること」について、理論的には開発等を行うことによって機能提供その

ものは技術的に可能である場合でも、その機能・装置自体が国際標準化されていない技

術によるものであれば、当社のＮＧＮの「ガラパゴス化」を招くこととなるため、少なくともそ

のような開発を伴うアンバンドルは実施すべきでないと考えます。 

③「過度に経済的な負担がないことに留意」については、アンバンドルの実現に必要となる

開発コスト等についても、実際にかかったコストに基づき、原則として要望事業者から速や

かに回収すべきものであると考えます。 

・ いずれにしても、アンバンドルの要否については、個々の機能について、その必要性や市場

環境等を総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべきものと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ アンバンドルについて、三つの要件の考え方を整理されていますが、それぞれについて、

以下の観点が必要と考えます。 

 

①「具体的な要望があること」 について、冒頭申し上げたとおり、まずは、ご要望される事業

者が、どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういった接続形態でどのよう

な機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化していただくことが必要と考えます。 

②「技術的に可能であること」について、理論的には開発等を行うことによって機能提供その

ものは技術的に可能である場合でも、その機能・装置自体が国際標準化されていない技

術によるものであれば、当社のＮＧＮの「ガラパゴス化」を招くこととなるため、少なくともそ

のような開発を伴うアンバンドルは実施すべきでないと考えます。 

③「過度に経済的な負担がないことに留意」については、アンバンドルの実現に必要となる

開発コスト等についても、実際にかかったコストに基づき、原則として要望事業者から速や

かに回収すべきものであると考えます。 

・ いずれにしても、アンバンドルの要否については、個々の機能について、その必要性や市場

環境等を総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべきものと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

■ 答申（案）に示したとおり、NGN の商用サービス開始後３年が経過

し、「構築・普及期」から「発展期」に移行している現状にあって、競

争事業者から様々な利用ニーズは示されたものの、新たな機能の

アンバンドルは行われていないことを背景とし、NGN における公正

競争環境を整備し、ブロードバンドの普及促進を図る観点から、今

後必要となる機能の取扱いに関し、NGN の段階的発展に応じたア

ンバンドルの考え方を整理しているものである。 

以上を踏まえ、NGN のオープン化の検討がなされることにより、

NGN における公正競争環境が整備されることが期待される。  

なお、答申（案）においても、マイグレーションの進展に適切に対

応し、競争環境を一層整備する観点から、その他にも考慮すべき適

切な要素があれば時宜に応じた追加・見直しを行っていくことが望

ましいとしており、頂いた御意見については、今後の参考とさせてい

ただきたい。 

また、アンバンドルの要否について、今後必要となるものと想定さ

れる機能はネットワークの段階的発展に応じて多種多様なものとな

ると考えられることから、今般整理された考え方の個々の機能への

当てはめは、これまでどおり、個別具体的に行うことが適当である。 
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意見２－８４ アンバンドルに係る判断基準をあらためて議論したのは有意義なことであり、こ

の判断基準が概念的整理に留まらず、分岐単位接続料の設定及び接続事業者から提案さ

れている NGN のオープン化に関する実現に繋がることを期待。 

考え方２－８４ 

■ 第２編第２章５と同様な意見。 

  

アンバンドルに係る判断基準をあらためて議論したのは大変有意義なことであり、この

判断基準が概念的整理に留まらず、分岐単位接続料の設定及び接続事業者から提案さ

れているＮＧＮのオープン化に関する実現に繋がることを強く期待します。 

それぞれの要件に対し示された判断基準について、当社の提案する「ファイバシェアリン

グ」の実現に向けた見解は以下の通りです。 

 

① 具体的な要望があること 

 当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、ＰＳＴＮではアンバンドルされている

機能であり、オープン化されることで利用者料金の低廉化を実現することが可能であり、

その結果、ＮＧＮの利活用やブロードバンドの普及促進につながると考えるため、この判

断基準に基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要

望します。 

 

② 技術的に可能であること 

 当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、一般的なネットワーク設備であれば

具備されているＶＬＡＮ機能を利用して実現する接続形態であり、仮に現時点で実装してい

ない場合でも設備更改等により対応可能であるため、この判断基準に基づきＮＴＴ東西殿

には実現に向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要望します。 

 

③ 過度に経済的な負担がないことに留意 

  当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、既存技術の活用で実現可能なため

実現にかかるコストは相対的に小さいものと考えますが、仮にコストの絶対額が大きい場

合でも将来原価方式など合理的な接続料設定によりＮＴＴ東西殿と接続事業者双方にとっ

て過度な経済的負担には当たらないため、この判断基準に基づきＮＴＴ東西殿には実現に

向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要望します。 

（イー・アクセス意見 第２編第２章５）

 

（イー・アクセス） 

■ 今般の答申（案）においては、創意工夫で新たなサービスを生み

出すことが期待されている NGN の特性や、PSTN からのマイグレー

ションの動向も踏まえ、NGN における公正競争環境を整備し、ブロ

ードバンドの普及促進を図る観点から、今後必要となる機能の取扱

いに関し、NGN の段階的発展に対応したアンバンドルの考え方を

整理したところである。 

今後必要となるものと想定される機能はネットワークの段階的発

展に応じて多種多様なものとなると考えられることから、今般整理さ

れた考え方の個々の機能への当てはめは、これまでどおり、個別

具体的に行うことが適当である。 

なお、NGN と NTT 東西の加入光ファイバは一体として構築され

連携して機能するため、加入光ファイバのオープン化は NGN のオ

ープン化の在り方と密接に関係している。このため、御意見に示さ

れた提案を含む分岐単位接続料設定の適否に関する検討に当たっ

ては、本答申（案）で整理した NGN の段階的発展に応じたアンバン

ドルに係る考え方も踏まえつつ、多角的な観点から検討を行うこと

が適当である。 

 

   

 

３ コア網のＩＰ網への移行に対応したハブ機能の在り方（緊急通報を含む） （１）ハブ機能の在り方等 
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意   見 考 え 方 

意見２－８５ ハブ機能の実現に向けた事業者間精算の仕組み等について、早期に検討に着

手することが適当とする答申（案）に賛同。 

考え方２－８５ 

■ 事業者間の相互接続を円滑に実施するためには、ハブ機能の提供は必須と考えます。 

よって「当該機能の実現に向けた事業者間精算の仕組み等について、早期に検討に着手

することが適当」とする報告書案に賛同いたします。 

（東北インテリジェント通信） 

 

■ ＜該当箇所＞ 

本項全体 

 

＜意見＞ 

本項の考え方に賛同いたします。 

   ＰＳＴＮにおけるいわゆるハブ機能につきましては、本年６月１０日に行われました事業者

ヒアリングにおいても述べさせていただいたとおり、その在り方によっては電話事業者間の

相互接続の形態が大きく変化することにより、地方の中小規模事業者の事業継続にも関わ

る影響が生じることになります。 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に対応したハブ機能の在り方については、本答申にまとめられ

た考え方に沿った協議・検討を進めていただきますようお願いいたします。 

（STNet） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見２－８６ IP 網によるハブ機能は必須。NTT 東西が指導的な立場でハブ機能の構築を行

うべき。 

考え方２－８６ 

■ NTT 東西が HUB 機能を提供すべきかどうかは別として、IP 網による HUB 機能は必須で

す。NTT 東西が指導的な立場で、HUB 機能の構築を行い、それに接続することにより既存

の電話事業者以外の事業者でも NGN サービスに新規参入が可能な環境を整備すべきで

す。 

現状のように全ての通信事業者同士が個別に接続協定を締結する方法は、新規に電気

通信番号指定を受けた事業者の通信事業への新規参入を阻むものです。 

（テレコムサービス協会） 

■ 答申（案）に示したとおり、各事業者の IP 網への移行を促進する

観点からも、IP 網におけるハブ機能の必要性自体は肯定されるも

のと考えられる。他方、IP 網においてハブ機能を実現する場合、事

業者間精算の仕組み等の検討が必要であることから、まずは、事

業者間協議の場等も活用し、具体的な実現方法等について早期に

検討に着手することが適当である。 

IP 網への移行後のハブ機能について NTT 東西が指導的な立場

でハブ機能の構築を行うべきとの御意見については、今後の検討

の参考とさせていただきたい。 

なお、事業者間の接続協定の締結は、当該事業者間の接続に必

要な一般的な手続きであり、それ自体が事業者の新規参入を阻む

ことを意図するものではないと考える。 
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意見２－８７ 答申（案）に従い、ハブ機能については、IP 網への移行後においても、NTT 東西

が提供を担うことを原則として、必要な課題の検討が行われることが適切。 

考え方２－８７ 

■ 答申（案）に従い、ハブ機能については、公正競争環境を維持するため、ＩＰ網への移行後

においても、ＮＴＴ東西殿が提供を担って頂くことを原則として、必要な課題の検討が行われ

ることが適切と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ IP 網への移行後のハブ機能について NTT 東西が担うべきとの御

意見については、今後の検討の参考とさせていただきたい。 

 

意見２－８８ ハブ機能をどの事業者が提供するか、どこに POI を設けるべきか等について

は、事業者間で十分議論を行った上で決定すべき。 

考え方２－８８ 

■ ＮＴＴ東・西のＮＧＮにおいてハブ機能を持つべきか、どこにＰＯＩを設けるべきか等について

は、現在関係事業者間で行われているＰＳＴＮのマイグレーションに係る意識合わせの場に

おいて、各事業者のニーズや技術・制度面の課題を踏まえて議論する必要があると考えま

す。 

（KDDI） 

 

■ ハブ機能については、多数の事業者との接続が必要となるコスト等を踏まえると、IP 網へ

の移行後においても、提供されるべき機能と考えます。なお、どの事業者が当該機能を提供

するかについては、事業者間で十分議論を行ったうえで決定すべきであり、公正競争への影

響については慎重な検討が必要と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、IP 網におけるハブ機能の実現に向け、

意識合わせの場を含む事業者間協議の場を活用し、早期に検討に

着手することが適当である。 

 

 

意見２－８９ IP 網同士の接続となった際にハブ機能をどのように実現するのか、誰が主体と

なって提供するのか等について、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からの

意見を聞いた上で検討する。県間を跨る中継接続機能については、あくまでビジネスベース

での競争に委ねるべき。 

考え方２－８９ 

■ 現在、各事業者は、ＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワークであるこ

とを前提にＰＳＴＮをハブ機能として利用していますが、マイグレーションにより、ＮＴＴのＰＳＴ

Ｎ自体がなくなるため、ハブ機能を用いて接続している事業者のお客様に対して、どのように

接続性を確保していくかが課題となります。 

・ こうした問題に対しては、ＩＰ網同士の接続となった際に、既に各事業者が独自にＩＰ網を構築

できるといった環境が整っていることを踏まえ、ハブ機能をどのように実現するのか、誰が主

体となって提供するのか等について、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者か

らご意見をよくお伺いしたうえで検討していく考えです。 

・ なお、ＮＴＴ東西のＩＧＳは、多事業者間の接続を中継するハブとしての機能は提供していま

すが、答申案に記載されているような県間を跨る中継接続は、当社では行っておらず、当社

以外の県間業務を営む複数の事業者が競争的に行っており、またその利用にあたって当社

のＩＧＳを経由する必要は必ずしもありません。 

■ 考え方２－８６に同じ。 

なお、県間を跨る中継接続については、地域系事業者は、現状、

自らの伝送路を用意するか、中継系事業者と接続することにより、

遠隔地の NTT 東西の IGS への接続を実現しているところ、NGN の

中継局への接続の実現に当たり、相互接続点が東京・大阪等に限

られることから、当該地点までの専用線の調達等による追加的負担

が必要となるとの懸念が示されているもの。 

答申（案）に示したとおり、NGN の中継局接続機能に係る相互接

続点について予め増設することが必要であり、その際には、IGS 接

続機能に係る POI との関係やコストに留意することが適当である。 
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・ また、答申案では、ＩＰ網への移行時には、ＮＴＴ東西の中継局接続において、県間を跨る中

継接続機能の提供も行うことを期待されているようですが、上述のとおり県間を跨る中継接

続機能は競争環境下で複数の事業者が提供している現状を踏まえ、提供主体がどの事業

者であっても、義務的な提供を求めるのではなく、あくまでビジネスベースでの競争に委ねる

ことが望ましいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在、各事業者は、ＮＴＴのＰＳＴＮが電話時代につくられた唯一のコアネットワークであるこ

とを前提にＰＳＴＮをハブ機能として利用していますが、マイグレーションにより、ＮＴＴのＰＳＴ

Ｎ自体がなくなるため、ハブ機能を用いて接続している事業者のお客様に対して、どのように

接続性を確保していくかが課題となります。 

・ こうした問題に対しては、ＩＰ網同士の接続となった際に、既に各事業者が独自にＩＰ網を構築

できるといった環境が整っていることを踏まえ、ハブ機能をどのように実現するのか、誰が主

体となって提供するのか等について、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者か

らご意見をよくお伺いしたうえで検討していく考えです。 

・ なお、ＮＴＴ東西のＩＧＳは、多事業者間の接続を中継するハブとしての機能は提供していま

すが、答申案に記載されているような県間を跨る中継接続は、当社では行っておらず、当社

以外の県間業務を営む複数の事業者が競争的に行っており、またその利用にあたって当社

のＩＧＳを経由する必要は必ずしもありません。 

・ また、答申案では、ＩＰ網への移行時には、ＮＴＴ東西の中継局接続において、県間を跨る中

継接続機能の提供も行うことを期待されているようですが、上述のとおり県間を跨る中継接

続機能は競争環境下で複数の事業者が提供している現状を踏まえ、提供主体がどの事業

者であっても、義務的な提供を求めるのではなく、あくまでビジネスベースでの競争に委ねる

ことが望ましいと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

３ コア網のＩＰ網への移行に対応したハブ機能の在り方（緊急通報を含む） （２）緊急通報の扱い 

意   見 考 え 方 

意見２－９０ IP 網への移行に対応した緊急通報の在り方については、十分な時間をかけて本

答申の考え方に沿った検討を進めるべき。 

考え方２－９０ 

■ ＜該当箇所＞ 

本項全体 

 

＜意見＞ 

本項の考え方に賛同いたします。 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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ＩＰ網への移行に対応した緊急通報の在り方につきましては、ハブ機能の中でも特に事業

者の事業継続性に係る課題であるとともに、自治体や緊急通報受理機関における緊急通報

の扱いにも影響を与えるものでもありますので、十分な時間をかけて本答申の考え方に沿っ

た検討を進めていただきますようお願いいたします。 

（STNet） 

意見２－９１ NTT 東西による ISDN のマイグレーションにおいては、緊急通報用 ISDN の代替

手段について考慮されるべき。 

考え方２－９１ 

■ ＮＴＴ東・西によるＩＳＤＮのマイグレーションにおいては、緊急通報用ＩＳＤＮの代替手段につ

いて考慮されるべきものと考えています。緊急機関の設備にも影響することが予想されるた

め、ＮＴＴ東・西はできる限り早期かつ具体的な構想を明らかにする必要があると考えます。 

（KDDI） 

■ 当審議会におけるヒアリング等において、NTT 東西より、現在

ISDN を利用している緊急通報受付回線について、緊急通報受理機

関に対し、設備の更改時期に合わせて説明していくとの考え方が示

されているところである。 

この点も踏まえ、答申（案）に示したとおり、IP 網への移行に対応

した緊急通報の在り方については、継続性・予見性の視座を重視

し、移行の進展に応じ、関係事業者、自治体、緊急通報受理機関の

ニーズや懸念を踏まえつつ、引き続き検討を進めることが適当であ

る。 

意見２－９２ 緊急通報については、IP 網への移行後においても、NTT 東西が提供を担うこと

を原則として、必要な課題の検討が行われるべき。 

考え方２－９２ 

■ 緊急通報については、緊急通報受理機関や事業者の経済効率性の高い設備構築を実現

させるメリットを重視して、ＩＰ網への移行後においても、ＮＴＴ東西殿が提供を担って頂くこと

を原則として、必要な課題の検討が行われることが適切と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方２－９１に同じ。 

 

意見２－９３ IP 網への移行後の緊急通報の在り方については、行政がイニシアチブを取り、

検討会等を速やかに設置することにより、検討を加速化・具体化していくことが不可欠。 

考え方２－９３ 

■ IP 網への移行後の緊急通報の在り方については、警察・消防等の緊急通報機関、指令台

等のベンダー、通信事業者等多数の関係者の調整が必要となります。緊急通報が国民の安

心・安全のため必要不可欠な重要なサービスであることを踏まえれば、行政がイニシアチブ

を取り、検討会等を速やかに設置することにより、検討を加速化・具体化していくことが不可

欠であると考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 考え方２－９１に同じ。 

答申（案）に示したとおり、主務官庁である総務省は、NTT 東西と

関係事業者間の協議に参画することにより協議の進展を注視する

とともに、今後のフォローアップにおいて行われる環境変化の注視

や課題の検討等を踏まえ、必要に応じ、適切な対応を講じていくこと

が必要である。 

意見２－９４ 緊急通報受理用回線については、ひかり電話を利用することにより代替可能と

考えているが、受付台のインターフェースの光対応が必要となるため、今後、警察・消防機関

の設備の更改時期に合わせてひかり電話対応機器を導入していただくよう説明していく。意

識合わせの場において、事業者から意見を聞いた上で検討するとともに、緊急通報受理機

関、自治体等との間においても意見をよく聞いて対応していく。 

考え方２－９４ 
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■ 現在ＩＳＤＮを利用している緊急通報受理用回線については、ひかり電話を利用することに

より基本的には代替可能と考えているが、警察・消防等の受付台のインターフェースの光対

応が必要となるため、今後、警察・消防機関の設備の更改時期に合わせて、ひかり電話対

応機器を導入していただくようご説明していく考えです。 

・ また、現行のひかり電話は、緊急通報受理用回線において提供している保留、呼び返し機

能に対応していないので、今後、警察・消防等からのご要望を伺いながら、検討していきた

いと考えています。 

・ 例えば、携帯電話では、送出されている発信側のＩＤにより受付台から呼び返す方法で対応

していることについても参考にして、今後、警察、消防等と対応していく考えです。 

・ いずれにしても、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺

いしたうえで検討するとともに、緊急通報受理機関、自治体等との間においてもご意見をよく

お伺いし対応していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在ＩＳＤＮを利用している緊急通報受理用回線については、ひかり電話を利用することに

より基本的には代替可能と考えているが、警察・消防等の受付台のインターフェースの光対

応が必要となるため、今後、警察・消防機関の設備の更改時期に合わせて、ひかり電話対

応機器を導入していただくようご説明していく考えです。 

・ また、現行のひかり電話は、緊急通報受理用回線において提供している保留、呼び返し機

能に対応していないので、今後、警察・消防等からのご要望を伺いながら、検討していきた

いと考えています。 

・ 例えば、携帯電話では、送出されている発信側のＩＤにより受付台から呼び返す方法で対応

していることについても参考にして、今後、警察、消防等と対応していく考えです。 

・ いずれにしても、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺

いしたうえで検討するとともに、緊急通報受理機関、自治体等との間においてもご意見をよく

お伺いし対応していく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 答申（案）に示したとおり、IP 網への移行に対応した緊急通報の在

り方については、継続性・予見性の視座を重視し、移行の進展に応

じ、意識合わせの場を含め、関係事業者、自治体、緊急通報受理

機関のニーズや懸念を踏まえつつ、引き続き検討を進めることが適

当である。 

 

 

４ コア網のＩＰ網への移行を踏まえた番号ポータビリティの扱い 

意   見 考 え 方 

意見２－９５ まずは接続事業者が NTT 東西の NGN 上において 0AB-JIP 電話を提供できる

環境を整備することを優先すべき。この前提で番号ポータビリティの検討を行う場合、まずは

NTT 東西から競争事業者への番号ポータビリティから検討すべき。 

考え方２－９５ 

■ 0AB-JIP 電話については、現状、NTT-NGN の機能等を活用した接続事業者によるサービ

ス提供がなされておらず、十分に競争が進んでいないサービス領域です。その意味では、ま

■ NGN において接続事業者が 0AB-JIP 電話を提供できる環境を整

備することが必要という御意見については、NGN のオープン化を検
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ずは接続事業者が NTT-NGN 上において 0AB-JIP 電話を提供できる環境を整備することを

優先すべきと考えます。 

また、上記の前提で番号ポータビリティの検討を行う場合、当面の当該電話市場におけ

る NTT 東西殿と接続事業者の競争状況（現状でも NTT 東西殿のシェアが 7 割程度を占め

る）や PSTN において実現してきた競争環境（片方向での番号ポータビリティ）継続の側面を

重視し、まずは NTT 東西殿から競争事業者への番号ポータビリティから検討すべきと考え

ます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

討する際の参考とさせていただきたい。 

答申（案）に示したとおり、PSTN において実現していた番号ポー

タビリティについては、基本サービスの継続性の観点からは、今後

も引き続き維持されることが求められるとともに、これまで NTT 東

西から競争事業者への番号ポータビリティが義務付けられてきたこ

とを踏まえると、PSTN から IP 網への移行にあたって、NTT 東西の

0AB-JIP 電話の契約者数のシェアが 70％弱を占める状況に照ら

し、可能な限り早期に、0AB-JIP 電話において NTT 東西と競争事

業者間の番号ポータビリティを実現することが求められる。 

また、利用者利便の観点からは、ＮＴＴ東西の利用者だけでなく、

競争事業者の利用者が他事業者へ番号ポータビリティを利用して

移転可能とすることも求められる。 

意見２－９６ 双方向で利用できる番号ポータビリティ機能の実現を図ることは、あるべき方向

性。ただし、その実現に当たっては、すべての固定電話事業者による実現が重要であり、ま

ずは関係するすべての事業者による合意形成が必要。 

考え方２－９６ 

■ 今後、双方向で利用できる番号ポータビリティ機能の実現を図っていくことは、あるべき方

向性と考えております。  

ただし、その実現にあたっては、一部事業者だけで行うのではなく、全ての固定電話事業

者による実現が、公正競争環境や利用者利便性の確保の観点から重要と考えますので、実

現時期を含めて、まずは関係する全ての事業者による合意形成が必要と考えます。  

また、検討にあたっては、中立的な第三者機関にて電話番号の管理や運用等を行うこと

を基本に、考えられる実現方法について、コスト面・運用面等を比較検討し、最適な方法を選

択するといったアプローチで進めることが適当と考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 答申（案）に示したとおり、0AB-JIP 電話市場における競争環境の

進展を踏まえつつ、事業者間のＩＰ網の直接接続の実現とともに、利

用者利便の向上を図る観点から、競争事業者の利用者が他事業者

へ番号ポータビリティを利用して移転可能とするために、競争事業

者間相互の番号ポータビリティの実現が求められる。 

なお、上記に係る 0AB-JIP 電話の番号ポタービリティの実現にあ

たっては、コスト面・運用面等を考慮して、その実現方法について検

討を行っていくことが望ましい。 

意見２－９７ 今後、各事業者が IP 網に移行する際に、番号ポータビリティは利用者ニーズに

対応して「双方向」で利用可能とすることが必要。 

考え方２－９７ 

■ ＰＳＴＮの番号ポータビリティについては、現在、ＮＴＴ東西から他事業者等へ片方向の移行

しか実現できておらず、他事業者が取得した電話番号を利用しているお客様はＮＴＴ東西を

含めた別の事業者に移ることができないなど、お客様の利便性を損なう面があること、及び

新たに番号ポータビリティを実現するための環境を整えることから、今後、各事業者がＩＰ網

に移行する際に、お客様ニーズに対応して、「双方向」で利用できるようにしていくことが必要

と考えます。 

 なお、ＩＰ網における事業者間相互の番号ポータビリティについては、関係事業者間の意識

合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いしたうえで検討していく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 考え方２－９６に同じ。 
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■ ＰＳＴＮの番号ポータビリティについては、現在、ＮＴＴ東西から他事業者等へ片方向の移行

しか実現できておらず、他事業者が取得した電話番号を利用しているお客様はＮＴＴ東西を

含めた別の事業者に移ることができないなど、お客様の利便性を損なう面があること、及び

新たに番号ポータビリティを実現するための環境を整えることから、今後、各事業者がＩＰ網

に移行する際に、お客様ニーズに対応して、「双方向」で利用できるようにしていくことが必要

と考えます。 

 なお、ＩＰ網における事業者間相互の番号ポータビリティについては、関係事業者間の意識

合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いしたうえで検討していく考えです。 

（NTT 東日本） 

意見２－９８ NTT 東西は、現在の番号ポータビリティの運用ルールである収容局制限を即座

に撤廃し、番号区画単位まで広げ、ロケーションポータビリティの拡大を直ちに実現すべき。 

考え方２－９８ 

■ 現行のＮＴＴ東・西の加入電話については、番号ポータビリティ制度によって、同一番号の

ままで、ＮＴＴ東・西や競争事業者が提供するＩＰ電話等に移行することが可能となっていま

す。 

しかしながら、同一番号で移転が可能な範囲については、ＮＴＴ東・西が定める運用ルー

ル（「一般加入電話・ＩＳＤＮ番号ポータビリティ業務仕様書」）において「一般番号ポータビリテ

ィ対象番号は、ＮＴＴ地域会社の加入電話等において同一番号による設置場所変更が可能

な範囲内に限り使用可能とする。」との規定があり、電気通信番号規則上は同一番号区画

内であれば移転可能であるにも関わらず、ＮＴＴ東・西収容局の範囲内に限定されている状

況です。 

 一方、ユーザ視点から見るとＮＴＴ東・西収容局の範囲を跨って引っ越す場合でも同じ０ＡＢ

～Ｊ番号を使い続けたいというニーズは高いと思われ、当社へもそうした要望が寄せられる

ケースがあります。また、ＩＰ電話ではＮＴＴ東・西の収容局による制約を受けないようにするこ

とは、技術的には極めて容易と考えられます。 

従って、現行の番号ポータビリティにおいては、現在のＮＴＴ東・西の収容局に限定されて

いる制約を解消して同一番号区画内を同一番号で自由に移転できるようにすれば、ＮＴＴ東・

西のひかり電話を含むＩＰ電話全体の魅力が高まり、ＩＰ網への移行を促進する効果があると

考えます。 

また、この制約を解消することにより将来双方向ポータビリティが実現した場合にも利用者

利便の向上に資することができると考えます。 

これらの点を踏まえ、ＮＴＴ東・西は現在の番号ポータビリティの運用ルールである収容局

制限を即座に撤廃し、番号区画単位まで拡げ、ロケーションポータビリティの拡大を直ちに実

現すべきです。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、ロケーションポータビリティについては、

ＮＴＴ東西の利用者が同一番号を持ち運べる範囲を収容局単位とし

てきた運用が、番号区画単位で運用を行う競争事業者と比べて競

争上優位との指摘がある。PSTNからIP電話への移行を促進し、利

用者利便の向上を図るためには、可能な限り早期に、NTT東西の

利用者が番号を持ち運べる地域を、現在の収容局単位から、例え

ば競争事業者と同等の番号区画単位まで拡げるなど、ロケーション

ポータビリティの拡大を図ることが求められる。 

意見２－９９ 同一番号を持ち運べる範囲を収容局単位から番号区画単位等に広げることは利

用者利便向上の観点から望ましく、NTT 東西による運用ルール等の見直しを行うべき。 

考え方２－９９ 
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■ なお、同一番号を持ち運べる範囲を収容局単位から番号区画単位等に広げることについ

ては、利用者利便向上の観点から望ましく、NTT 東西殿による運用ルール等の見直しを行う

べきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 考え方２－９８に同じ。 

意見２－１００ 同じ 0AB-J 番号を利用するサービスでありながら、サービスによって同一番号

で移転できるエリアが異なることについて、多くの課題があることから、IP 網同士の直接接

続の実現に合わせて双方向の番号ポータビリティを導入する際に当社はまとめて検討を行

う。 

考え方２－１００ 

■ 現在、番号ポータビリティは、当社の加入電話から他事業者への片方向のポータビリティし

か実現していないため、当社の加入電話に戻る際に同一番号を利用できるよう、当該電話

番号を管理するＧＣ交換機配下の収容区域内の移転に限定することで、事業者間で合意

し、運用しています。 

 ひかり電話のネイティブ番号についても、技術的には同一ＳＩＰサーバに収容されている範

囲内の移転であれば同一番号での移転は可能でありますが、上述の合意に基づき、加入電

話の場合と同様、同一の収容区域内での移転に制限しているところです。 

 当社加入電話やひかり電話、あるいは他社０ＡＢ～Ｊ電話といった同じ０ＡＢ～Ｊ番号を利

用するサービスでありながら、サービスによって同一番号で移転できるエリアが異なること

は、お客様にとってわかりづらいものであることに加え、同じ番号を加入電話で利用する場

合には収容区域内の移転に限定され、他社０ＡＢ～Ｊ電話で利用する場合には収容区域を

超えて移転できるということは、お客様の理解が得られ難いこと、また、収容区域外に移転さ

れたお客様が他事業者から当社加入電話に戻る際には同一番号での利用ができないこと

はお客様にご迷惑をおかけすること、こうしたことを解決するためにはＧＣ交換機等の改修

が必要となること等、現状の仕組みにおいて、ご指摘の件を実現するためには多くの課題が

あります。 

 こうした課題については、全体でまとめて解決されるべきものであることから、ご指摘の件

も含め、今後、ＩＰ網同士の直接接続の実現にあわせて、双方向の番号ポータビリティを導入

する際に、まとめて検討を行う考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在、番号ポータビリティは、当社の加入電話から他事業者への片方向のポータビリティし

か実現していないため、当社の加入電話に戻る際に同一番号を利用できるよう、当該電話

番号を管理するＧＣ交換機配下の収容区域内の移転に限定することで、事業者間で合意

し、運用しています。 

 ひかり電話のネイティブ番号についても、技術的には同一ＳＩＰサーバに収容されている範

囲内の移転であれば同一番号での移転は可能でありますが、上述の合意に基づき、加入電

話の場合と同様、同一の収容区域内での移転に制限しているところです。 

■ 考え方２－９８に同じ。 

また、その際に、NTT 東西の加入電話等の移転可能な地域を収

容区域内から収容区域外まで拡大するためには、番号の管理を

NTT 東西の GC 交換機配下の収容区域内としてきた現状の仕組を

改め、GC 交換機等の改修が必要となるとの指摘がなされている

が、これらは、今後、NTT 東西が PSTN から IP 網への移行を進め

るにあたり、耐用年数等を含め GC 交換機等をどのように改修・交

換等を行っていくかという課題である。 

NTT 東西から収容区域外にある競争事業者に移転した利用者

が、再び NTT 東西に同一の番号により戻ることを可能とするなど、Ｉ

Ｐ網への移行にあたっては、より柔軟な番号ポータビリティの運用

が競争事業者からも求められており、関係事業者間において速や

かにこれらの課題の実現方法について検討を行い、可能な限り早

期に、ロケーションポータビリテイの拡大を図ることが求められる。 
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 当社加入電話やひかり電話、あるいは他社０ＡＢ～Ｊ電話といった同じ０ＡＢ～Ｊ番号を利

用するサービスでありながら、サービスによって同一番号で移転できるエリアが異なること

は、お客様にとってわかりづらいものであることに加え、同じ番号を加入電話で利用する場

合には収容区域内の移転に限定され、他社０ＡＢ～Ｊ電話で利用する場合には収容区域を

超えて移転できるということは、お客様の理解が得られ難いこと、また、収容区域外に移転さ

れたお客様が他事業者から当社加入電話に戻る際には同一番号での利用ができないこと

はお客様にご迷惑をおかけすること、こうしたことを解決するためにはＧＣ交換機等の改修

が必要となること等、現状の仕組みにおいて、ご指摘の件を実現するためには多くの課題が

あります。 

 こうした課題については、全体でまとめて解決されるべきものであることから、ご指摘の件

も含め、今後、ＩＰ網同士の直接接続の実現にあわせて、双方向の番号ポータビリティを導入

する際に、まとめて検討を行う考えです。 

（NTT 東日本） 
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第５章 本検討のフォローアップについて 

意   見 考 え 方 

意見２－１０１ 今後も電話網移行円滑化委員会を継続して設置し、状況を注視すべき。 考え方２－１０１ 

■  ＰＳＴＮの移行完了までは、今後１０年以上の期間があることから、フォローアップは重要

と考えます。 

   よって「電話網移行円滑化委員会を継続して設置し、状況を注視していく」とする報告書案

に賛同いたします。 

（東北インテリジェント通信） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見２－１０２ 今後も「電話網移行円滑化委員会」で予定している定期的なフォローアップを通

じ、移行情報の共有化や課題解決の促進が図り、利用者の利便性を考慮した対応が実現さ

せるべき。 

考え方２－１０２ 

■  本答申において、移行のための課題や対応の考え方が整理されたと理解します。今後、

貴審議会に存置される「電話網移行円滑化委員会」で予定している定期的なフォローアップ

を通じ、移行情報の共有化や課題解決の促進が図られ、利用者の利便性を考慮した対応が

実現されることを強く要望します。 

（綜合警備保障） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見２－１０３ 当社としては、半年程度の期間では状況は大きく変わらないため、ある程度の

課題が整理された段階で関係事業者との協議状況や利用者対応状況等について報告した

い。 

考え方２－１０３ 

■  当社としては、今後、円滑な移行に向けて、真摯に対応していきたいと考えており、利用者

に対しては、適宜その詳細をご説明していくとともに、他事業者の方々のコアネットワークのＩ

Ｐ化の計画をよくお聞きして、他事業者とよく話し合って進めていきたいと考えています。 

その過程に関する委員会のフォローアップについては、当社としても必要に応じて、委員会

に対して、関係事業者との協議状況やお客様対応状況等について報告する考えですが、半

年程度の期間では大きく状況が変わるものではないと考えられるため、ある程度課題が整

理された段階で当社から報告することとしたいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社としては、今後、円滑な移行に向けて、真摯に対応していきたいと考えており、利用者

に対しては、適宜その詳細をご説明していくとともに、他事業者の方々のコアネットワークのＩ

Ｐ化の計画をよくお聞きして、他事業者とよく話し合って進めていきたいと考えています。 

・ その過程に関する委員会のフォローアップについては、当社としても必要に応じて、委員会

に対して、関係事業者との協議状況やお客様対応状況等について報告する考えですが、半

■ 答申（案）に示したとおり、今後のフォローアップは、移行に向けた

各種取組の進展状況、利用実態及び市場環境の変化等について、

多角的に把握・検証するためのものであり、いたずらに間隔をあけ

ることなく、ある程度定期的に行っていくことにより、機動的に検討を

行いうるようにすることが適当であり、半年ごとという例示には一定

の合理性が認められると考える。 
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年程度の期間では大きく状況が変わるものではないと考えられるため、ある程度課題が整

理された段階で当社から報告することとしたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見２－１０４ 次年度以降の「電話網移行円滑化委員会」においては、継続的検討課題を中

心に議論を行うと共に、NTT 東西が設置する関係事業者間での協議と有機的に連携のう

え、各種課題の早期解決を図っていくべき。 

考え方２－１０４ 

■  政府の「光の道」構想にとって不可欠なコア網及びアクセス回線の円滑な移行を遅滞なく

実現するためには、下記に挙げる項目に代表されるように、行政がイニシアチブをとって取り

組むべき事項が数多く存在するものと考えます。 

 

・ 更なる移行の加速化に向けた追加的施策 

・ 移行先の IP 網等における競争環境整備 

・ その他課題（移行に対応した緊急通報の在り方等）の整理 

 

次年度以降の「電話網移行円滑化委員会」においては、こうした継続的検討課題を中心

に議論を行うと共に、前述の NTT 東西殿による「意識合わせの場」等民間の取り組みと有

機的に連携のうえ、各種課題の早期解決を図っていくべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

 

意見２－１０５ 本検討のフォローアップについては、示された措置のスケジュール（実施すべき

時期）を明確化し、優先順位をつけたうえで、各々の課題に合った適切なタイミングで検証す

べき。 

考え方２－１０５ 

■  本検討のフォローアップについては、本報告書の課題が多岐に渡るため、示された措置

のスケジュール（実施すべき時期）を明確化し、優先順位をつけたうえで、各々の課題に合っ

た適切なタイミングで検証することが必要と考えます。 

   また、接続料、コロケーションルールの在り方等に関しては、接続委員会との連携が必要

不可欠と考えますので、報告書にて示された措置が適切に行われているかどうか注視して、

連携した検証が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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３．「第Ⅱ編 ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について」に対する意見 

総論 

意   見 考 え 方 

意見３－１ 設備競争とサービス競争の両面から競争を促進することが重要。設備競争がベー

スであるが、モバイル市場においては設備競争に加え、MVNO による競争が重要。 

考え方３－１ 

ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について 

■ 固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であり、

現にＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アクセス系

事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイル事業

者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準の妥当

性検証等が行われております。 

このように、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展

している固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業

者」、「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。その点、「「光の道」

構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競争のバランスの観点

から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術革新や新サービスの

迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設備競争への影響等に

十分に留意することが適当である」とされております。 

一方、携帯電話等のモバイル市場では、少数の周波数割当て事業者しか設備競争を行

えないのが現状です。また、有限希少な周波数は、国民の共有財産であることから、可能な

限り、広く多くの者で利用することが求められます。  

以上から、本来ブロードバンドの普及促進に向けては、事業者間競争を「設備競争」と「サ

ービス競争」の両面から促進することが重要であり、なかでも「設備競争」が、そのベースで

ありますが、有限希少な周波数の利用が前提となるモバイル市場においては、「設備競争」

に加え、「ＭＶＮＯによる競争」が重要と考えております。 

加えて、モバイル市場においては、国の有限希少な電波を利用するという点において、設

備のボトルネック性が存在し、また顧客規模が固定通信の各市場を凌ぐ規模に成長してい

る等、大手モバイル事業者は既に大きな市場支配力を保持しております。 

そのため、モバイル市場においても、設備のボトルネック性やそれに基づく市場支配力を

認定するとともに、少なくとも上位３社のモバイル事業者に対して、厳正な規制（接続規制・

行為規制等）を導入することが必要であります。 

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者を含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

有限希少な周波数を利用するモバイル市場において、市場の活

性化のためには、周波数の割当てを受けない MVNO の参入を促進

し、公正競争を確保することは重要である。 
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情報通信市場全体では、ＮＴＴグループ、更には資本関係のあるモバイル事業者を有する

「企業グループ」のグループドミナンスが、既に進展しております。このグループドミナンスの

問題は、情報通信市場全体の独占化や寡占化を招くものであり、競争政策を検討するうえ

で非常に重要な問題であるため、総合的な市場支配力に着目した規制の導入も含め、グル

ープドミナンスに対する厳正かつ包括的な規制制度の導入に向け早急に検討を行うととも

に、既に進行している問題に対して、現行制度でとり得る最大限の措置を直ちに講じるべき

と考えます。 

以上の考えを踏まえ、ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について、その

他の観点を含め、意見させて頂きます。 

（ケイ・オプティコム） 
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第２章 ＮＧＮのオープン化によるサービス競争の促進 

意   見 考 え 方 

意見３－２ NGN については、公正競争を促進する観点から、設備競争を後退させないよう配

慮しながら、競争事業者が必要なタイミング、適切なコストで機能を利用できるようにすべき。 

考え方３－２ 

■ 先述のとおり、ＮＧＮについては、公正競争を促進する観点から、現在進展している設備競

争を後退させないよう配慮しながら、競争事業者が必要なタイミング、適切なコストで機能を

利用できるようにすべきです。また、一種指定設備であるＮＧＮ上で提供されるＩＰ電話をはじ

めとする各種機能に対する接続料規制は引き続き必要です。 

（KDDI） 

■ NGN については、NGN 答申等に基づき、一種指定設備に指定さ

れたものであり、当該指定の妥当性については、市場実態を踏まえ

て毎年度検証することとされているところ、競争セーフガード制度の

運用に関する意見及びその考え方（2010 年度）においても、「引き

続き第一種指定電気通信設備に指定することが必要と考えられる」

とされており、現在、これに基づき必要な規制が課されている。 

意見３－３ 当社の NGN だけをアクセスと一体であることを理由に一種指定設備としているこ

とには合理性がなく、NGN を一種指定設備と整理していることや、そのアンバンドル化の促

進を図る政策議論を行っていること自体、市場や競争の実態が的確に反映されていない。

NGN のオープン化・アンバンドルについては、一方的な規制に基づき行うのではなく、同じ IP

網同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく協議に委ねていただきたい。 

考え方３－３ 

■ ①サービス競争について 

現在のサービス競争については、冒頭の総論で述べた通り、電話時代のＮＴＴのネットワ

ーク・アンバンドルをベースにした電気通信サービスの競争から、インターネットの上で提供

されるコンテンツやアプリケーション等のサービスの競争へと既に移行しています。 

したがって、サービス競争については、ＮＴＴネットワーク設備のアンバンドルによる「設備

の貸し借り」ではなく、コンテンツやアプリケーション等によるサービス競争こそが、ブロード

バンドの普及促進につながるため、その観点に基づいた利用者利便の向上に資する競争政

策が必要であると考えます。 

 

②ＮＧＮの更なるアンバンドルについて 

音声通話サービスが中心であった電話時代は、サービスを提供する通信事業者が当初

はＮＴＴ１社しかありませんでした。しかしＩＰ・ブロードバンド時代においては、多数の事業者

が競争下でＩＰ網を自ら構築しており、また光アクセスも低廉な水準でアンバンドル提供して

いることから、「一体として設置され連携して機能している」ことをもってＮＴＴのＮＧＮだけが

指定電気通信設備とされていることには合理性がないと考えます。 

また、ＩＰ網は、委員会での議論の中で委員からのご発言にもあったように、固定でも移動

でも、各事業者が自由に構築し、既に全国展開されており、ＩＰ・ブロードバンドユーザ数は、

ＮＴＴ東西の約２，０００万に対して、他事業者合計では約１億４千万もあり、ＮＴＴ東西のシェ

アは約１／８に過ぎず、ボトルネック性はなく、市場支配的でもないと考えます。 

■ サービス競争については、答申（案）に示したとおり、上位レイヤー

市場の戦略的重要性が高まっていることも踏まえ、NGN において、

多様な事業者が、競争的なサービスや多様なコンテンツ・アプリケ

ーションサービスを柔軟に提供できる環境を整備することがこれま

で以上に重要となっているものと考える。 

   NGN と一種指定設備の関係については考え方３－２に同じ。 

NGN については、NGN 答申において、概ね 2010 年度までの構

築・普及期を念頭に接続ルールが整備されたものであり、2011 年

度以降の発展期には改めて接続ルールの見直しを検討することが

適当とされている。今般、NGN において実質的な公正競争環境が

整備されることの必要性を確認した上で、主に発展性を重視し、個

別の論点について取り組むべき方向性の整理を行ったものである。

総務省及び関係事業者等においては、本答申の内容を踏まえた所

要の対応を速やかに行うことが必要である。 
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このように市場構造は指定設備規制が導入された１９９７年以降の十数年間で全く様相が

一変しており、また、ＮＧＮが第一種指定電気通信設備とされた２００８年と比べても、モバイ

ルのブロードバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化といった市場環境・競争

環境のパラダイムシフトが大きく進んでいます。電話時代の考え方を踏襲してＮＧＮを指定電

気通信設備と整理していることや、そのアンバンドル化の促進を図る政策議論を行っている

こと自体、市場や競争の実態が的確に反映されていないと考えます。 

（NTT 持株） 

 

■ （１）ＮＧＮのオープン化・アンバンドルについて 

・ 通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、サービスも音声通信しかなかったＰＳＴＮと異なり、ＩＰ

網は、最初から多数の事業者が当社に依存することなく自ら構築しております。また光アク

セスも低廉な水準でアンバンドル提供しており、他事業者は、このアンバンドルされたアクセ

ス又は自ら構築したアクセスと、自ら構築したネットワークを組み合わせて、エンドエンドでお

客様にサービス提供しています。 

・ このように、自ら構築したネットワークと、自ら構築したアクセス又はアンバンドルされたアク

セスを組み合わせて、お客様にサービス提供しているという点では、当社のＮＧＮと他事業

者のＩＰ網には何ら違いはないことから、当社のＮＧＮだけをアクセスと一体であることを理由

に指定電気通信設備としていることには合理性がないと考えます。 

・ また、ＩＰ網は、委員会での議論の中で委員からの指摘にもあったように、固定でも移動で

も、各事業者が自由に構築し、既に全国展開されており、ＡＤＳＬを含むＩＰ・ブロードバンドユ

ーザ数は、ＮＴＴ東西の約２，０００万に対して、他事業者合計では約１億４千万もあり、ＮＴＴ

東西のシェアは約１／８に過ぎません。 

さらに、固定だけでみても、ほぼ１００％ＮＴＴの電話交換機を経由せざるをえなかった時

代の電話網とは異なり、ＩＰ網の場合、ＮＴＴ東西のＩＰ網を経由することなくブロードバンドサ

ービスを利用できるユーザは約１，６００万程度いることから、当社のＮＧＮにボトルネック性

はなく、市場支配的でもないと考えます。 

・ このように、市場構造は指定設備規制が導入された１９９７年以降の１０数年間で全く様相が

一変しており、また、ＮＧＮが指定電気通信設備とされた２００８年と比べても、移動のブロー

ドバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラ

ダイムシフトが大きく進んでいます。電話時代の考え方を踏襲してＮＧＮを指定電気通信設

備と整理していることや、そのアンバンドル化の促進を図る政策議論を行っていること自体、

市場や競争の実態が的確に反映されていないと考えます。 

・ 諸外国においても、ＮＧＮを含めＩＰ網を規制している例はありません。 

・ したがって、ＮＧＮのオープン化・アンバンドルについては、当社に対する一方的な規制に基

づき行うのではなく、同じＩＰ網同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく協議に

委ねていただきたいと考えます。 
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（NTT 西日本） 

 

■ （１）ＮＧＮのオープン化・アンバンドルについて 

・ 通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、サービスも音声通信しかなかったＰＳＴＮと異なり、ＩＰ

網は、最初から多数の事業者が当社に依存することなく自ら構築しております。また光アク

セスも低廉な水準でアンバンドル提供しており、他事業者は、このアンバンドルされたアクセ

ス又は自ら構築したアクセスと、自ら構築したネットワークを組み合わせて、エンドエンドでお

客様にサービス提供しています。 

このように、自ら構築したネットワークと、自ら構築したアクセス又はアンバンドルされたア

クセスを組み合わせて、お客様にサービス提供しているという点では、当社のＮＧＮと他事業

者のＩＰ網には何ら違いはないことから、当社のＮＧＮだけをアクセスと一体であることを理由

に指定電気通信設備としていることには合理性がないと考えます。 

・ また、ＩＰ網は、委員会での議論の中で委員からの指摘にもあったように、固定でも移動で

も、各事業者が自由に構築し、既に全国展開されており、ＡＤＳＬを含むＩＰ・ブロードバンドユ

ーザ数は、ＮＴＴ東西の約２，０００万に対して、他事業者合計では約１億４千万もあり、ＮＴＴ

東西のシェアは約１／８に過ぎません。 

さらに、固定だけでみても、ほぼ１００％ＮＴＴの電話交換機を経由せざるをえなかった時

代の電話網とは異なり、ＩＰ網の場合、ＮＴＴ東西のＩＰ網を経由することなくブロードバンドサ

ービスを利用できるユーザは約１，６００万程度いることから、当社のＮＧＮにボトルネック性

はなく、市場支配的でもないと考えます。 

・ このように、市場構造は指定設備規制が導入された１９９７年以降の１０数年間で全く様相が

一変しており、また、ＮＧＮが指定電気通信設備とされた２００８年と比べても、移動のブロー

ドバンド化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラ

ダイムシフトが大きく進んでいます。電話時代の考え方を踏襲してＮＧＮを指定電気通信設

備と整理していることや、そのアンバンドル化の促進を図る政策議論を行っていること自体、

市場や競争の実態が的確に反映されていないと考えます。 

・ 諸外国においても、ＮＧＮを含めＩＰ網を規制している例はありません。 

・ したがって、ＮＧＮのオープン化・アンバンドルについては、当社に対する一方的な規制に基

づき行うのではなく、同じＩＰ網同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく協議に

委ねていただきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－４ ブロードバンドの普及促進の実現には先ずは設備競争の活性化の促進のための

各種ルール整備の推進が必要。NGN の新たなアンバンドルについては、設備競争を損なわ

ないよう十分に留意し、行き過ぎたアンバンドル化は行わないよう慎重な検討が必要。 

考え方３－４ 

■ ブロードバンドの普及促進の実現には先ずは設備競争の活性化を促進するための各種ル

ールの整備を推進することが必要です。 

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促
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よって、サービス競争におけるＮＧＮ上の新たなアンバンドルについては自らの設備によ

る競争を損なわないよう十分に留意し、行き過ぎたアンバンドル化は行わないよう慎重な検

討が必要と考えます。 

（ジェイコムグループ） 

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者も含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

NGN の機能のアンバンドルについては考え方３－２に同じ。 

 

１ 中継局接続機能のオープン化 （１）中継局接続機能のオープン化 

意   見 考 え 方 

意見３－５ 現在の中継局接続機能の更なるオープン化を適当とする答申（案）の方向性に賛

同。 

考え方３－５ 

■ 現在の中継局接続機能の更なるオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、インターフェー

スの多様化）を図るために必要な措置をとることが適当とする答申（案）の考え方に賛同しま

す。 

（イー・アクセス） 

 

■ 今後の PSTN から IP 網へのマイグレーションの進展に当たり、NTT 東西殿と接続事業者

の IP 網同士の直接接続が増加すると想定されることから、答申案にある中継局接続機能

の更なるオープン化を適当とする方向性に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－６ 中継局接続の新たな設定単位の導入等については、これまで接続事業者から具

体的な要望は受けていない。具体的な要望があれば、答申（案）に記載された課題も含め、

設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進めていく。また、中継局

接続の POI 新設については、意識合わせの場において事業者から意見をよく聞いた上で検

討していく。なお、IP 網の接続については、市場環境や競争環境の変化を踏まえ、同じ IP 網

同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく協議に委ねるべき。 

考え方３－６ 

■ 現在の中継局接続の設定単位等（１０Ｇメニューの設定等）については、ＮＧＮのフィールド

トライアルなどの場で、接続事業者のご意見もよく伺った上で対応してきたものであり、これ

までのところ、他の設定単位等の導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。ま

た、「次世代ネットワークに関する接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）

でも、ポート単位の定額制接続料が妥当との考えが示されているところです。 

・ 加えて、これまでのところ、中継局接続機能の利用はＮＴＴ東西間接続でしか実績がないも

のであり、その利用形態については、今後のＩＰ網同士の接続の進展に伴い、様々なご要望

が上がってくる中で検討を深めていくべきものと考えます。 

・ 既に関係事業者間の意識合わせの場にて、ＩＰ網の直接接続について関係事業者間で議論

を進めているところであり、具体的なご要望があれば、答申案に記載された三点の課題も含

■ 答申（案）に示したとおり、NTT 東西の NGN と接続事業者の IP 網

の直接的な相互接続性を確保し、接続事業者のネットワークの IP

網への積極的な移行を促す観点から、現在の中継局接続機能の更

なるオープン化を図るために必要な措置をとることが適当である。 

オープン化の内容については、設定単位の細分化・柔軟化、イン

ターフェースの多様化等が考えられるが、NTT 東西においては、関

係事業者間での議論も踏まえ、その内容について検討を進めること

が適当である。 
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め、中継局接続機能の設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進

めていく考えです 。 

・ なお、「PSTN 又はメタル回線において確保されていた公正競争環境の後退を極力招かな

いことが重要」とありますが、冒頭に申し上げたとおり、ＩＰ網の接続については、電話時代の

考え方を継続することを最優先して当社ＮＧＮを一方的に規制するのではなく、市場環境や

競争環境の変化を踏まえ、同じＩＰ網同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく

協議に委ねていただきたいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在の中継局接続の設定単位等（１０Ｇメニューの設定等）については、ＮＧＮのフィールド

トライアルなどの場で、接続事業者のご意見もよく伺った上で対応してきたものであり、これ

までのところ、他の設定単位等の導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。ま

た、「次世代ネットワークに関する接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）

でも、ポート単位の定額制接続料が妥当との考えが示されているところです。 

・ 加えて、これまでのところ、中継局接続機能の利用はＮＴＴ東西間接続でしか実績がないも

のであり、その利用形態については、今後のＩＰ網同士の接続の進展に伴い、様々なご要望

が上がってくる中で検討を深めていくべきものと考えます。 

・ 既に関係事業者間の意識合わせの場にて、ＩＰ網の直接接続について関係事業者間で議論

を進めているところであり、具体的なご要望があれば、答申案に記載された三点の課題も含

め、中継局接続機能の設定単位の細分化・柔軟化やインターフェースの多様化の検討を進

めていく考えです 。 

・ なお、「PSTN 又はメタル回線において確保されていた公正競争環境の後退を極力招かな

いことが重要」とありますが、冒頭に申し上げたとおり、ＩＰ網の接続については、電話時代の

考え方を継続することを最優先して当社ＮＧＮを一方的に規制するのではなく、市場環境や

競争環境の変化を踏まえ、同じＩＰ網同士の接続として、事業者間の双務的な関係に基づく

協議に委ねていただきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

１ 中継局接続機能のオープン化 （２）中継局接続機能に係る標準的な接続箇所（ＰＯＩ）の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－７ 答申（案）に示された中継局接続に係る POI を増設すべきとする方向性に賛同。 考え方３－７ 

■ 現在弊社業務エリア内においては、ＮＴＴ東西との中継局接続の POI が存在しない状況で

すので、報告書案に賛同いたします。 

なお、弊社等の地方エリアの事業者に伝送路費用等が過度な負担にならないように及び

輻輳時の負荷分散をするためにも、最低各地方ブロックに１箇所以上の POI を予め増設す

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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ることは必須と考えます。 

（東北インテリジェント通信） 

 

■ ＩＧＳ接続に係るＰＯＩとの関係やコストに留意しつつ、中継局接続機能に係るＰＯＩを予め増

設することが必要とする答申（案）の考え方に賛同します。 

  地域系事業者だけでなく自前コア網を有する接続事業者にとっても、自網を最大限活用し

た伝送とすることは経済合理性があるため、ＰＯＩの接続箇所が増設されることが望ましいと

考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 答申案にある中継局接続に係る POI を増設すべきとする方向性に賛同します。なお、POI

の増設にあたっては、既存伝送路の活用等を含む接続事業者のコスト面やトラヒック量に留

意し、効果的な場所に順次 POI を設置していくべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－８ POI の新設については、関係事業者からの意見をよく聞いたうえで検討する。その

検討に際しては、関係事業者の意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効

率的なネットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場所を POI の新設場所とし

たい。 

考え方３－８ 

■ 現在、当社との中継局接続のＰＯＩは２ビルとしていますが、これ以外のビルでのＰＯＩ新設

については、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いし

たうえで検討していく考えです。 

・ なおその検討に際しては、 

① ＰＯＩ新設には各ＰＯＩビルで事業者間接続用のゲートウェイルータ（ＧＷＲ）の新設が必要

となること、 

② 当該ＰＯＩビルに設置するルータに接続トラヒックが集中すること、 

から、関係事業者のご意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効率的なネ

ットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場所をＰＯＩの新設場所としていきた

いと考えております。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在、当社との中継局接続のＰＯＩは２ビルとしていますが、これ以外のビルでのＰＯＩ新設

については、関係事業者間の意識合わせの場において、事業者からご意見をよくお伺いし

たうえで検討していく考えです。 

・ なおその検討に際しては、 

① ＰＯＩ新設には各ＰＯＩビルで事業者間接続用のゲートウェイルータ（ＧＷＲ）の新設が必要

となること、 

■ 答申（案）に示したとおり、多種多様な事業者が様々な形態で接続

を行い、創意工夫を活かしたサービスを提供するためには、接続が

容易な箇所に相互接続点が設置されることが望ましい。今後他事

業者のネットワークの IP 網への積極的な移行を促す観点から、IGS

接続に係る POI との関係やコストに留意しつつ、中継局接続機能に

係る POI を予め増設することが必要である。 

   POI 新設に当たっては、御指摘の点の他、上述のとおり、IGS 接

続に係る POI との関係や適切な負荷分散を図る必要がある点に留

意することが必要である。 
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② 当該ＰＯＩビルに設置するルータに接続トラヒックが集中すること、 

から、関係事業者のご意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効率的なネ

ットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場所をＰＯＩの新設場所としていきた

いと考えております。 

（NTT 東日本） 

 

２ 収容局接続機能のオープン化 

意   見 考 え 方 

意見３－９ 収容局接続機能について、接続料設定単位の多様化等の必要なオープン化や接

続事業者から示されているフレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドルを含むその

他の補完的な措置についても検討を行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同。 

考え方３－９ 

■ 収容局接続機能については、接続料設定単位の多様化等の必要なオープン化や接続事

業者から示されているフレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドルを含むその他の

補完的な措置についても検討を行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

  ＩＳＰレイヤーからみて、サービス形態の多様化が進むことは、サービス競争の促進につな

がり利用者料金の低廉化にも寄与すると考えられるため、実現に向けた検討を期待します。 

（イー・アクセス） 

 

■ 接続事業者が電話サービスやインターネット接続サービス等を提供する多様なメニューが

NTT-NGN において創出されることが重要であることから、今後、収容局接続機能のオープ

ン化やその他補完的な措置について検討を行うこととする答申案の方向性に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－１０ フレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドルについても、分岐単位接続

料制度と同様、接続事業者だけを優位にすることで、設備競争を否定し、公正競争環境を大

きく損なうおそれがあることから慎重に検討すべき。 

考え方３－１０ 

■ フレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドルについても、分岐単位接続料制度

（ＯＳＵ共用、ＧＣ接続類似機能のアンバンドル、光のファイバシェアリング、波長重畳接続機

能のアンバンドル）と同様、接続事業者だけを優位にすることで、設備競争を否定し、公正競

争環境を大きく損なうおそれがあることから慎重に検討するべきです。 

特に、現在、ＩＳＰ事業者によるＩＳＰサービスとフレッツ光のセットメニューである「○○ｗｉｔｈ

フレッツ」が販売の主流となっておりますが、この「○○ｗｉｔｈフレッツ」は、ＩＳＰ事業者がお客

様の前面に立って、フレッツ光を含めて販売・提供等されております。 

これにより、実態的に「○○ｗｉｔｈフレッツ」は、ＮＴＴ東西殿以外のＦＴＴＨ事業者やＣＡＴＶ事

業者と競合関係にありますので、フレッツ光サービスの提供に係る機能のアンバンドルを行

わずとも、既に競争環境は整備されていると考えます。 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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（ケイ・オプティコム） 

意見３－１１ NGN の収容局接続機能に地域ＩＰ網と同様の 100M メニューを設けることについ

て、具体的な要望があれば検討していく。収容局接続機能の更なるオープン化の補完的措

置として、いわゆるフレッツ光サービスの卸提供（1 ユーザ単位の接続料化）が例示されてい

るが、提供は困難であり、実施する考えはない。 

考え方３－１１ 

■ ＮＧＮの収容局接続機能の設定単位等については、これまでのところ、他の設定単位等の

導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。また、 「次世代ネットワークに関する

接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）にて、収容ルータ単位の定額制接

続料とすることが妥当との考えが示されているところです。 

・ 今後、地域ＩＰ網と同様の１００Ｍメニューを設けることについて、具体的なご要望があれば、

その提供に向けて検討していく考えです。 

・ なお、収容局接続機能の更なるオープン化の補完的措置として、いわゆるフレッツ光サービ

スの卸提供（１ユーザ単位の接続料化）が例示されておりますが、以下の理由から提供は困

難であり、実施する考えはありません。 

① 接続料化するには、特定のＩＳＰ事業者に対して接続を限定する必要があるが、ＮＧＮで

は特定のＩＳＰに限定することができない仕様となっていること。 

② 仮に、接続先を特定のＩＳＰ事業者に限定しようとすると、お客様は複数のＩＳＰを自由に

切替えて利用したり、ＩＳＰ事業者と接続せずにＮＧＮ内に閉じたサービスを利用することが

できなくなり、お客様の利便性が低下すること。 

③ そもそも、当社では個々のお客様がどのＩＳＰを選択しているか把握しておらず、ＩＳＰを特

定することができないこと。 

④ 卸役務として提供するか否かは、強制されるものではなく、当社の判断で決定されるべ

きものであること。 

（NTT 西日本） 

 

■ ＮＧＮの収容局接続機能の設定単位等については、これまでのところ、他の設定単位等の

導入に係る具体的なご要望はいただいておりません。また、 「次世代ネットワークに関する

接続料算定等の在り方について」報告書（２００８年１２月）にて、収容ルータ単位の定額制接

続料とすることが妥当との考えが示されているところです。 

・ 今後、地域ＩＰ網と同様の１００Ｍメニューを設けることについて、具体的なご要望があれば、

その提供に向けて検討していく考えです。 

・ なお、収容局接続機能の更なるオープン化の補完的措置として、いわゆるフレッツ光サービ

スの卸提供（１ユーザ単位の接続料化）が例示されておりますが、以下の理由から提供は困

難であり、実施する考えはありません。 

① 接続料化するには、特定のＩＳＰ事業者に対して接続を限定する必要があるが、ＮＧＮで

は特定のＩＳＰに限定することができない仕様となっていること。 

■ 答申（案）に示したとおり、NGN の収容局接続については、接続料

設定単位の多様化等の必要なオープン化について検討を行うこと

が適当であり、NTT 東西においては、他事業者からの要望も踏まえ

つつ検討を行うことが適当である。 

なお、NGN 答申において、「ISP 接続については、現在、NTT 

東西の接続約款上、接続料が設定されていないが、NGN の ISP 

接続について接続料が設定されると、NGN をコストに適正利潤を

加えた額で利用可能となり、当該額からは営業費用等が控除され

るので、NTT 東西と ISP 事業者が NGN と ISP 部分を「ぶつ切り」

料金でそれぞれ利用者に請求するよりも安価な料金でのサービス

提供が期待され、その結果サービス競争が促進されることとなる」と

の評価が示されており、「今後の市場環境・競争環境等を踏まえ、

技術的問題等を含め引き続き検討することが適当」と整理されてい

る。このことも踏まえ、フレッツ光サービスの提供に係る機能のアン

バンドルを含むその他の補完的な措置についても技術的な課題等

の必要な検討を行うことが適当である。 
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② 仮に、接続先を特定のＩＳＰ事業者に限定しようとすると、お客様は複数のＩＳＰを自由に

切替えて利用したり、ＩＳＰ事業者と接続せずにＮＧＮ内に閉じたサービスを利用することが

できなくなり、お客様の利便性が低下すること。 

③ そもそも、当社では個々のお客様がどのＩＳＰを選択しているか把握しておらず、ＩＳＰを特

定することができないこと。 

④ 卸役務として提供するか否かは、強制されるものではなく、当社の判断で決定されるべ

きものであること。 

（NTT 東日本） 

 

３ アクセス回線におけるサービス競争の現状 （１）アクセス回線におけるＮＴＴ東西の設備構築状況とサービス競争の関係 

意   見 考 え 方 

意見３－１２ 答申（案）に示された「インフラを設置して事業を展開する事業者間の設備競争と

インフラを利用して事業を展開する事業者も含めたサービス競争のバランスをとりながら具

体的な方策を検討することが常に必要となる」との考え方に賛同。 

考え方３－１２ 

■ ＜該当箇所＞ 

ウ 考え方 

   インフラを設置して事業を展開する事業者間の設備競争とインフラを利用して事業を展開

する事業者も含めたサービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討することが常

に必要となる。 

 

＜意見＞ 

   本項に示された考え方に賛同します。 

設備競争とサービス競争のバランスはブロードバンドサービスの普及促進と将来の通信

サービス・通信事業の健全な発展には不可欠なものであると考えます。 

（STNet） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見３－１３ NTT 東西から提供された配線ブロック情報については、事後的に配線区画が分

割／縮小されて不正確な状態になっているケースが存在するなど、NTT 東西の利用部門と

競争事業者との間で公正な競争環境が確保されていない状況。競争事業者が効率的にユ

ーザを集められるよう配線区域内のシェアド利用可能世帯数の徹底検証やルール整備が必

要。 

考え方３－１３ 

■ ＮＴＴ東・西の加入ダークファイバやシェアドアクセスを利用する形態での光ファイバの公正

競争が有効に機能するためには、１配線区画あたりのカバー世帯数が重要になりますが、Ｎ

ＴＴ東・西から提供された配線ブロック情報については、事後的に配線区画が分割・縮小され

て不正確な状態になっているケースが存在するなど、ＮＴＴ東・西の利用部門と競争事業者と

の間で公正な競争環境は確保されていない状況です。 

■ 配線ブロックの在り方については、答申（案）に示したとおり、配線

ブロックに係る設備構築状況がサービス競争の在り方に影響を及

ぼす可能性があり得るものであり、今後、公正競争環境を一層整備

する観点から、例えば、戸数が過少な配線ブロックについて設備構

築状況を精査し必要な見直しを検討することを含め、アクセス回線
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ＮＴＴ東・西が主張している１配線区域の平均世帯数（ＮＴＴ東：約５０、ＮＴＴ西：約４０）につ

いても、本来、シェアドアクセスの対象になり得ない中規模マンション（例：６階建て）や、1 つ

の配線ブロックを占める大規模マンションの世帯数が含まれるなど、適切な配線区域内世帯

数の確保がなされていない懸念があります。競争事業者が効率的にユーザを集められるよ

う配線区域内のシェアド利用可能世帯数の徹底検証やルール整備が必要と考えます。 

（KDDI） 

における競争促進の在り方について検討することが必要である。こ

の検討に資するため、NTT 東西においては、現在の配線ブロックの

世帯数や需要が疎であるエリアの分布状況などの設備構築状況に

ついて総務省に報告を行うことが適当である。  

なお、本件については、分岐単位接続料設定の適否と関連する

側面もあることから、御意見に示された内容も参考としつつ、情報通

信行政・郵政行政審議会（接続委員会）においても分岐単位接続料

設定の適否とあわせて検討することが適当である。 

意見３－１４ 今後、需要が疎なエリアにおける光配線区画については、分岐端末回線の料金

が高くなる可能性があることや開通期間が長くなることなどの留意点も踏まえつつ検討して

いく。 

考え方３－１４ 

■ 当社としても、今後、需要が疎なエリアにおける光配線区画については、下記の観点から、

検討していく考えです。 

 

（参考）既存の光配線区画よりもカバーエリアが広い配線区画を設定する場合の留意点 

 

①主端末回線の数は少なくて済むものの、局外スプリッタからお客様宅までの距離が一般

には長くなることから、分岐端末回線の料金は高くなる可能性が高いこと。 

②既存の光配線区画を跨って配線する等、既存の光ファイバケーブルを利用できない場合

は、開通納期も長くなる場合があること。 

③本格運用に向けては、システム改造が必要となること。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社としても、今後、需要が疎なエリアにおける光配線区画については、下記の観点から、

検討していく考えです。 

 

（参考）既存の光配線区画よりもカバーエリアが広い配線区画を設定する場合の留意点 

 

①主端末回線の数は少なくて済むものの、局外スプリッタからお客様宅までの距離が一般

には長くなることから、分岐端末回線の料金は高くなる可能性が高いこと。 

②既存の光配線区画を跨って配線する等、既存の光ファイバケーブルを利用できない場合

は、開通納期も長くなる場合があること。 

③本格運用に向けては、システム改造が必要となること。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方３－１３に同じ。 

 

 

 

意見３－１５ 配線ブロックの適正化は公正競争環境下でのサービス競争の促進のための根

本的な解決策にはならず、分岐単位接続料の設定が必要。 

考え方３－１５ 
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■ 配線ブロックの見直しの検討にあたっては、以下の内容を留意することが必要と考えま

す。 

配線ブロックの適正化を図ることは、接続事業者のコスト効率性を改善し、結果として１回

線当たりの接続料の低廉化を実現することは可能ですが、公正競争環境下でのサービス競

争の促進に対する解決策にはならないと考えます。 

   ＡＤＳＬサービスがＮＴＴ東西殿のシェアが相対的に抑制されたフェアな市場として成功した

背景としては、ラインシェアリングと接続料金の低廉化等といったアンバンドルルールの導入

により、ＮＴＴ東西殿が独占的な地位を有する加入電話サービスからインターネットサービス

を切り離し、別市場としての競争環境が存在したからであり、当社のようなインターネットサ

ービスに特化したビジネスモデルを有する新規参入事業者にとっても公正競争が成り立つ

環境であったことが挙げられます。その結果、多数の新規参入事業者が市場を牽引すること

で、料金競争による料金の低廉化や利用者利便性の向上、ブロードバンドサービス普及率

の向上に寄与したものと考えます。 

しかしながら、現状のＮＧＮにおける光アクセス回線の競争環境を見た場合、電話サービ

スの顧客基盤を活かし、映像などのサービスと合わせてインターネットサービスを提供する

一部の大規模事業者のみがサービス提供している状況であり、８分岐単位の光ファイバ貸

出を前提とした配線ブロックの拡大議論については、そういった既存の大手事業者にとって

の収容効率の向上を図るための議論でしか無く、当社のようなインターネットサービスに特

化したサービスを提供する接続事業者からすれば公正競争環境の観点では何ら根本的な

解決とはなりません。 

そのため、ＮＧＮのアクセス回線における競争を促進する観点においては、当社の提案す

るファイバシェアリング等、ＦＴＴＨ市場においても小中規模の事業者が新規参入可能となる

競争環境の実現が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ メタル回線を中心とする NTT 東西殿のレガシー網で競争が進展したのは、ドライカッパ等

の 1 ユーザ単位での接続料設定がなされ、競争事業者において 1 ユーザ毎のサービス提

供（1 ユーザ単位での競争）が可能となったことが極めて大きな要因です。答申案に示され

た配線ブロックの在り方（戸数が過小な配線ブロック等）に係る見直しを行った場合でも、採

算性を確保するためには依然として複数ユーザの獲得が前提であり、このことはメタル回線

を中心とするレガシー網での競争環境からの後退を意味しています。配線ブロックの見直し

は接続事業者の事業の採算性を高める可能性があることは事実ですが、地域特性により採

算性に差分が出る(高コストのルーラルエリアではそもそも獲得回線数にも限界があり採算

が取れない)等その効果は十分とは言えないため、分岐単位接続料設定の実現は必須であ

ると考えます。従って、後述するような GC 接続類似機能等の 1 ユーザ単位での光アクセス

のアンバンドルメニューを早期に実現し、公平な競争環境整備を推進することを最優先で検

■ 考え方３－１３に同じ。 
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討すべきと考えます。なお、光ファイバ市場が草創期の段階にある英国においては、BT と競

争事業者が公正かつ経済的に競争できる環境を整備するため、実現性の高いアクセスの形

態として、BT に VULA（Virtual Unbundled Local Access）の提供義務が課される等、OSU を

共用したうえでの 1 ユーザ単位でのアンバンドルメニューが用意されている状況にありま

す。今後の議論の際には、こうした諸外国における OSU 共用や 1 ユーザ単位での接続料

設定の実績も参考としつつ、検討を行って頂きたいと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－１６ 配線ブロックの見直しについては、総合的なコストが見直しの結果として削減で

きるエリアについては通常の設備構築手法として行うべきだが、費用増となるエリアに対して

まで見直しを行い、当該コストを一方的に設備事業者が負担することには反対。 

考え方３－１６ 

■ 配線ブロックの見直しは、設備の収容率を高める点では有効に働く可能性はあるものの、

実際に設備構成を見直す場合、光ファイバ敷設距離が長くなることで、工事にかかる費用が

増えたり、開通までに要する期間が長くなったりする等、利用者が不利益を被る可能性があ

る等の課題があります。 

また、実際には設備変更を行わずに、配線ブロックの見かけ上の変更を行うことは、実際

に設備構築する際にかかる費用が正しく接続料に反映されず、結果的に自ら投資する設備

事業者が、借りるだけの接続事業者に対して不利な競争条件を強いられることになります。 

そのため、配線ブロックの見直しについては、光回線、ＯＳＵ等費用を含め、総合的なコス

トが見直しの結果として削減できるエリアについては通常の設備構築手法として行うべきで

すが、費用増となるエリアに対してまで見直しをし、当該コストを一方的に設備事業者が負担

することには反対です。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 考え方３－１３に同じ。 

 

 

３ アクセス回線におけるサービス競争の現状 （２）光ファイバの展開エリア情報、配線ブロック情報の提供の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１７ エリア展開情報等の開示の在り方を見直した上で、情報開示告示の改正などの

所要の措置をとることにより、接続事業者による加入光ファイバ利用の円滑化を図ることが

必要とする答申（案）の考え方に賛同。 

考え方３－１７ 

■ エリア展開情報等の開示の在り方を見直した上で、情報開示告示の改正などの所要の措

置をとることにより、接続事業者による加入光ファイバ利用の円滑化を図ることが必要とする

答申（案）の考え方に賛同します。 

競争環境を整備する上で、ＮＴＴ東西殿の利用部門との情報の同等性を確保することは極

めて重要であり、解決すべき課題と考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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■ NTT 東西殿の各種設備情報は、接続事業者の事業展開や設備構築にとって必要不可欠

であることから、光ファイバのエリア展開状況の迅速な提供、配線区画情報の提供に係る円

滑化及び透明性向上のため、当該情報の開示の在り方等を見直すとする答申案の方向性

に賛同します。なお、開示のタイミングや内容については、公正競争環境確保の観点で、

NTT 東西殿の利用部門と接続事業者間で差異が生じることのないよう、十分に留意するこ

とが必要です。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－１８ NTT 東西に対して設備構築に係る情報や計画を開示・更新することを義務づけ

ること等により、NTT 東西の利用部門と競争事業者との間で、同時期に同内容で情報が公

開・共有されるようにすべき。 

考え方３－１８ 

■ ＮＴＴ東・西の設備部門と利用部門との間で厳格なファイアウォールを設けて着実な運用を

徹底するとともに、ＮＴＴ東・西に対してＷＥＢ等で配線区画情報等の設備構築にかかる情報

や計画を開示・更新することを義務づけること等により、ＮＴＴ東・西の利用部門と競争事業

者の間で、同時期に同内容で情報が公開・共有されるようにすべきです。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、配線ブロックに係る設備構築状況がサ

ービス競争の在り方に影響を及ぼす可能性がありうるという観点等

も踏まえ、ブロードバンド普及促進に向け、公正競争環境を一層整

備する観点から、エリア展開情報や配線ブロック情報の開示の在り

方を見直した上で、情報開示告示の改正などの所要の措置をとるこ

とにより、接続事業者による加入光ファイバ利用の円滑化を図るこ

とが必要である。以上に資するため、NTT 東西においては、開示す

べき情報を整理し、総務省に報告を行うことが適当である。 

意見３－１９ 光配線区画情報については、接続事業者と協議の上、情報提供に要する期間の

短縮を実施するとともに、定期的な情報提供等についても、接続事業者に対し提案し、実施

に向けた検討を行っているところ。今後も、引き続き、接続事業者の要望を踏まえ、情報開示

の充実化に努める。 

考え方３－１９ 

■ 現在、光の展開エリア情報については、決定後、速やかに提供開始の概ね３ヶ月前にホー

ムページで開示しております。 

・ 光配線区画情報については、接続事業者と協議の上、予め調査ビルと調査期間を指定する

ことで、定期的な光配線区画情報の提供や光配線区画自体の変動に関する情報の提供に

ついても、接続事業者に対し提案し、現在、実施に向けた検討を行っているところです。 

・ 今後も、引き続き、接続事業者のご要望を踏まえ、情報開示の充実化に努めていく考えで

す。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在、光の展開エリア情報については、決定後、速やかに提供開始の概ね３ヶ月前にホー

ムページで開示しております。 

・ 光配線区画情報については、接続事業者と協議の上、光配線区画情報の調査方法を見直

すことにより、従来、数十ビルの調査に３～４ヶ月程度要していた期間について、数百ビルの

調査で２ヶ月以内に対応可能とするとともに、予め調査ビルと調査期間を指定することで、定

■ 考え方３－１８に同じ。 
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期的な光配線区画情報の提供や光配線区画自体の変動に関する情報の提供についても、

接続事業者に対し提案し、現在、実施に向けた検討を行っているところです。 

・ 今後も、引き続き、接続事業者のご要望を踏まえ、情報開示の充実化に努めていく考えで

す。 

（NTT 東日本） 

 

３ アクセス回線におけるサービス競争の現状 （３）接続事業者から示されているサービス競争促進に関する提案 

意   見 考 え 方 

意見３－２０ 情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にて建設的な議論が行われ、か

つ何らかの解決策が見出せるよう、答申（案）においては、本年度中の結論を導き出すとす

る記載を追記することを強く要望。光のファイバシェアリングが、最も優先して検討されるべき

接続形態。 

考え方３－２０ 

■ ＦＴＴＨ市場においても、公正な競争環境を構築させる前提にたてば、ＮＧＮのオープン化お

よび光ファイバの分岐単位接続料の実現についての検討は、実質的には今回が最後の機

会と考えます。現状のままではＰＳＴＮの移行が進むに従って、ＦＴＴＨ市場はＮＴＴ東西殿の

独占化が更に進み、サービス競争が促進されないばかりか固定ブロードバンド市場全体の

縮小に繋がることが懸念されます。 

  従って、情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にて建設的な議論が行われ、かつ

何らかの解決策が見出せるよう、各委員会及び電気通信事業部会でも確りと方向付けて頂

くこと、及び答申（案）については本年度中の結論を導き出すとする記載を追記していただく

ことを強く要望します。 

 

当社が「②光のファイバシェアリング」を提案している理由は以下の４点になり、最も優先

して検討されるべき接続形態と考えます。 

・ ＡＤＳＬサービス同様、１本の光ファイバ上で電話サービスとインターネットサービスをそ

れぞれ別の事業者が提供可能な形態を実現するものであり、ＩＰ電話はＮＴＴ東西殿に

継続提供して頂くことが可能かつインターネットサービスは小中規模事業者であっても

新規参入が可能である（ＡＤＳＬ事業者にとっても後継サービスになり、代替サービスの

位置付け） 

・ 接続事業者のコアＮＷに価格競争力があり、料金の低廉化を促進する可能性から、よ

り利用者メリットの高い市場として拡大が図られる 

・ 上位レイヤーの事業者からもアクセスの選択性が高まる 

・ 装置置換や新たな技術開発等が不要で、実現までの期間が最も短いことが想定され 

  る 

 

■ 答申（案）に示したとおり、接続事業者から示されている提案につ

いては、いずれも加入光ファイバ接続料における分岐単位接続料

の設定との関連で示されたものであることから、現在分岐単位接続

料の設定の適否に係る検討が進められている情報通信行政・郵政

行政審議会（接続委員会）において、FTTH 市場における競争を一

層促進し、ブロードバンドの普及促進を図るため、御意見に示され

た内容も参考としつつ、技術面・経済面を含む多角的な観点から検

討を行うことが適当である。 
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ＰＳＴＮから光ＩＰへのマイグレ－ションの本格的な進展の中で、当社のようなインターネット

に特化した事業者が、ＦＴＴＨ市場においても継続的な事業展開が可能となるよう、ＰＳＴＮの

アクセス回線におけるサービス競争環境をＮＧＮにおいても実現して頂くことを強く要望しま

す。 

（イー・アクセス） 

意見３－２１ 分岐単位接続料やそれに類似した接続料の設定について、接続事業者が一部

の設備コストしか負担せず、NTT 東西にコストをつけ回すことや、設備を共用にすることで、

どの事業者にも技術革新に対するインセンティブが働かず、その結果、光アクセス網の進化

が停滞するといった理由から、その導入には反対。 

考え方３－２１ 

■ 今回一部の接続事業者から①GC 接続類似機能のアンバンドル、②光のファイバシェアリ

ング、③波長重畳接続機能のアンバンドルの提案がありました。 

これらの提案については、従来から議論されてきた、加入光ファイバ接続料における分岐

単位接続料の設定（ＯＳＵの共用）と同様に、以下の大きな問題が存在します。 

１． 接続事業者が一部の設備コストしか負担せず、ＮＴＴ東西にコストをつけ回すこと 

２． 設備を共用することで、どの事業者にも技術革新に対するインセンティブが働かず、そ

の結果、光アクセス網の進化が停滞すること 

既に現行の一芯単位接続料制度を活用しサービス競争を実現している事業者が存在し、

競争環境が正当に機能しているなか、分岐単位接続料制度の導入は必要ないと考えます。 

これら制度の導入により、設備競争が衰退することは、将来的市場の寡占によるユーザ

ー料金の値上がりや技術革新の遅れ等、ユーザーにとっても不利益な状況を引き起こす懸

念があります。 

公平な競争環境を歪めることは、これまで自らリスクを取って設備投資し、地域のブロード

バンド化推進に寄与してきた、設備事業者の否定に繋がるものであり、これらの制度の導入

には反対いたします。 

（東北インテリジェント通信） 

 

■ 弊社は、妥当性を欠く光ファイバ接続料の設定に繋がる制度の導入には反対いたします。 

ＯＳＵ共用による分岐単位接続料の設定に関しては、１点目の問題として、接続事業者が

一部の設備コストしか負担せず、ＮＴＴ東西殿にコストのつけ回しを行うことが挙げられます。

この問題は、接続事業者とＮＴＴ東西殿だけの間に留まらず、自らリスクを取って設備投資し

た地域アクセス系事業者・ＣＡＴＶ事業者など全ての設備事業者が、借りるだけの接続事業

者に対して極めて不利な競争を強いられることにあります。 

２点目の問題として、設備を共用することで、どの事業者にも技術革新に対するインセン

ティブが働かず、その結果、光アクセス網の進化が停滞することが挙げられます。光信号の

伝送技術は、現在のものが最終形態ではなく、今後の革新によってさらなる高機能化が期

待されます。そのような中、技術革新の阻害に繋がる政策の導入には、設備事業者として断

■ 考え方３－２０に同じ。 
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固反対する次第です。 

これらは、ＯＳＵ共用のみならず、それに類似した制度（ＧＣ接続類似機能のアンバンド

ル、光のファイバシェアリング、波長重畳接続機能のアンバンドル）のいずれを導入した場合

にも同様に発生する、解決し難い大きな問題です。 

以上の理由から、本答申案に示されている分岐単位接続料設定に繋がるいずれの諸制

度案に対しても反対いたします。 

現行の一芯単位接続料制度を活用し、ＫＤＤＩ殿は全国で「ａｕひかり」サービスを展開され

ており、現状においても、競争環境は正当に機能していることから、分岐単位接続料制度（Ｏ

ＳＵ共用、ＧＣ接続類似機能のアンバンドル、光のファイバシェアリング、波長重畳接続機能

のアンバンドル）には全く合理性が無いと考えております。また、設備更新が停滞するおそれ

がある点で、積極的には賛成しかねますが、希望する接続事業者同士でコンソーシアムを

組み、ＯＳＵを共用することでＦＴＴＨ事業に参入することは、現行の制度下でも可能です。 

このような取り組みを十分に検討しないまま、安易に制度変更を行い、公正な競争環境を

歪めることは、これまで自らリスクを取って設備投資し、地域のブロードバンド化推進に寄与

してきた、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者の努力の否定に繋がるものであり、到底許

容できるものではありません。 

加えて、一部の接続事業者は、サービスレベル維持や故障対応時のフロー等に関して、

ＮＴＴ東西殿と同じ運用ルールに則った形でＯＳＵを共用する案を希望されていますが、この

形態であれば現状のＩＳＰ事業とほぼ同じであり、既に事業参入にかかる環境は整備されて

いることから、分岐単位接続料制度（ＯＳＵ共用、ＧＣ接続類似機能のアンバンドル、光のフ

ァイバシェアリング、波長重畳接続機能のアンバンドル）は全く必要ありません。 

なお、コスト負担の在り方が公正であり、競争条件を歪めない点において、現行の一芯単

位接続料制度が最も合理的な制度であると考えております。 

（ケイ・オプティコム） 

意見３－２２ 分岐貸しという接続形態については、サービスの多様化・品質の確保や技術上

の課題があること等から、実施する考えはない。現在の光ファイバ接続料は低廉化してお

り、8 分岐に 1 ユーザの獲得でもすれば参入可能な水準であり、2～3 ユーザの獲得で

ADSL 並みのユーザ料金も実現可能。 

考え方３－２２ 

■ ③光アクセスの分岐単位接続料について 

これまでも申し上げてきました通り、分岐貸しという接続形態については、サービスの多様

化・品質の確保や技術上の課題があること等から、実施する考えはありません。また、分岐

端末回線単位の接続料についても、設備構築事業者の適切なコスト回収を妨げ、投資イン

センティブを損なうこと等、多くの問題があるため設定する考えはありません。 

電気通信事業では、固定に比べ、モバイルは圧倒的に営業利益率が高いため、一部の

他事業者はモバイルの方へ経営資源を集中し、利益率の低い固定には自ら投資等は行わ

ず、ＮＴＴ東西から安く設備を借りることに注力しています。現在の光ファイバ接続料は３千円

■ 考え方３－２０に同じ。 
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/芯・月程度まで既に低廉化していることから、８分岐に１ユーザの獲得でもすれば参入可能

な水準であり、２～３ユーザの獲得でＡＤＳＬ並みのユーザ料金も実現可能です。 

現に、ＮＴＴ東西の光ファイバを利用する接続事業者は、自ら営業リスクを取って全国的に

事業拡大しており、特に宮城県や石川県等では、当該事業者の純増シェアが大きく伸張して

います。また、関西エリアでは、設備競争事業者及びＮＴＴ西日本の光ファイバを利用する接

続事業者との競争が激化しており、ＮＴＴ西日本の純増シェアが四半期ベースで２割程度に

まで低下した県が複数存在するなど、現に有効な競争状態にあります。したがって、光サー

ビス市場に参入するか否かは接続料の水準ではなく、経営の意思の問題であると考えま

す。 

（NTT 持株） 

意見３－２３ 8 分岐単位料金で自社専用の OSU を利用したサービスを提供しており、企業努

力を重ねた結果、加入者数も増加しており、競争が促進されてきていることから、設備競争を

後退させないよう配慮すべき。「分岐単位当たりの接続料に係るメニュー」等を導入すると、

設備事業者との間の公平な競争環境を損なうことになることから、安易に実施すべきではな

い。先ずは、配線区域内世帯数の適正化、加入光ファイバの展開エリア情報や光配線区画

情報の正確かつ迅速な公開ルール等、公正に競争できる環境を整備することが先決。 

考え方３－２３ 

■ 先述のとおり、アクセス回線における競争については、弊社は８分岐単位料金で自社専用

のＯＳＵを利用した「ギガ得プラン」サービスを提供しております。自社専用のＯＳＵを利用す

ることにより、通信速度の向上を実現するなどサービスの差別化を図っていることに加え、エ

リア拡大とともに設備の利用効率を高めてユーザあたりのコストを下げ、８分岐単位の利用

で競争が可能となるよう企業努力を重ねています。その結果として、現在においてはシェア

漸増とともに市場全体の加入者数も増加しており、競争が促進されてきていることから、現

在進展している設備競争を後退させないよう配慮すべきです。 

その点、現行のアンバンドルに加えて、「分岐単位当たりの接続料に係るメニュー」やこれ

に類似するアンバンドル機能を導入すると、自ら投資リスクを負って設備投資を行ってきた

事業者との間の公平な競争環境を損なうことになることから、安易に実施すべきではありま

せん。先ずは、現行のアンバンドルにおいて、競争事業者が円滑にＦＴＴＨサービスの提供を

図れるように、配線区域内世帯数の適正化、加入光ファイバの展開エリア情報や光配線区

画情報の正確かつ迅速な公開ルール等、公正に競争できる環境を整備することが先決と考

えます。 

（KDDI） 

■ 考え方３－２０に同じ。 

 

意見３－２４ 情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）において実現に向けた検討を深

め、可及的速やかに結論を得ることが必要。OSU 共用と GC 接続類似機能の検討を先行す

ることが得策。 

考え方３－２４ 

■ 前述のとおり、レガシー網と同等の競争環境を確保するためには、1 ユーザ単位での接続

料設定がなされ、競争事業者において 1 ユーザ毎のサービス提供（1 ユーザ単位での競争）

■ 考え方３－２０に同じ。 
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が可能となることが最優先です。従って、答申案で示された GC 接続類似機能や光のファイ

バシェアリング等に従前より議論されている OSU 共用を加え、情報通信行政・郵政行政審

議会（接続委員会）において実現に向けた検討を深め、可及的速やかに結論を得ることが必

要です。なお、実現の優先順位としては、これまで同審議会等で、議論の深度化が進んでい

る OSU 共用と、既存の収容ルータにおける振り分け機能を利用することで、相対的に低廉

なコスト、短期間で実現できる可能性が高いと想定される GC 接続類似機能を先行すること

が得策と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－２５ 加入光ファイバの分岐単位接続料の検討について、情報通信行政・郵政行政審

議会（接続委員会）において検討されることが必要との方向性について賛同。分岐単位の接

続料設定については慎重な議論が尽くされることを希望。 

考え方３－２５ 

■ 加入光ファイバ接続料における分岐単位接続料の検討については、情報通信行政・郵政

行政審議会（接続委員会）で検討されている「アクセス回線における競争促進の在り方につ

いて検討することが必要」との方向性については、基本的に賛同します。 

他方で、現在既にスマートフォン・タブレット端末の急速な普及等に伴い、移動体網から固

定アクセス網への爆発的なデータトラフィックの流入（オフロード）が見込まれ、固定網の容

量拡大が不可欠かつ喫緊の課題となっている状況の中で、固定アクセス網を整備する事業

者の投資インセンティブが失われかねないような接続料の設定が行われることのないよう強

く要望します。 

中でも、分岐単位の接続料設定については、８分岐単位での接続料が設定されている現

状においても、接続事業者による創意工夫によって設備競争が進展している実態があり、そ

こで実現されたサービスの差別化がもたらすサービス競争の効果について、相応の期間を

持って見極めていくことが上述の検討に資するものと考え、慎重な議論が尽くされることを希

望いたします。 

また、現在、地域でブロードバンドサービスを提供するケーブルテレビ事業者には、従業

員１００名以下の小規模な事業者が２５０社程度（うち従業員３０名以下は約１５０社）含ま

れ、これら小規模な事業者は、条件の不利な地域でも自らリスクを取ってアクセス網の整備

に設備投資を行い、サービス提供に尽力してきた重要な存在であるところ、自ら設備を持た

ず事業を行っている事業者のみを優遇するような接続料体系が設定されれば、設備投資を

行うインセンティブが阻害され、地域のブロードバンドアクセス網の構築・維持管理や事業の

継続そのものが困難になること等も予想されますので、特にご配慮くださいますよう重ねて

要望します。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

 

■ 分岐回線単位の接続料及びその類型の検討については、現時点では課題が多いと認識

しており、その一方で現状の８分岐単位の接続料設定で競争が進展しているものと理解して

■ 考え方３－２０に同じ。 
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います。 

よって、先ずは第 4 章の線路施設基盤の開放による設備競争の活性化・サービスの差別

化を図ることにより、更なるブロードバンドの普及を目指すことを優先し、分岐回線単位の接

続料及びその類型の検討については慎重にかつ自らの設備による競争を損なわないよう十

分に留意することが必要と考えます。 

（ジェイコムグループ） 

意見３－２６ 設備競争とサービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討するとの答

申（案）の趣旨に沿った検討をお願いする。一分岐単位の加入光ファイバ利用は設備競争と

サービス競争のバランスを崩すものである。 

考え方３－２６ 

■ ＜該当箇所＞ 

イ 考え方 

   現在分岐単位接続料の設定の是非に係る検討が進められている情報通信行政・郵政行

政審議会（接続委員会）において、FTTH 市場における競争を一層促進し、ブロードバンドの

普及促進を図るため、技術面・経済面を含む多面的観点から検討を行うことが適当である。 

 

＜意見＞ 

ここで検討の場とされている接続委員会の資料においては「OSU 共用方式」を始めとして

いくつかの分岐単位接続方式について議論されていますが、これらはいずれも NTT 東西殿

が設置している設備を接続事業者がいかに利用するかの観点から取り上げられているもの

です。 

しかし、それらの方式のメリット・デメリットを考える上で、CATV 事業者や地域系通信事業

者のように自ら設備を構築している事業者はその検討の対象外になっています。仮に接続

事業者にとって何らかの「妥当な」分岐単位接続料（例えば OSU 共用方式において最初の

1 分岐の利用に対してはコストの 4/8 の負担でよいなどの参入リスク軽減措置等）が設定で

きたとしても、自ら設備を構築する設備競争事業者は最初の 1 ユーザから 8/8 のコストを自

ら負担しており、両者の間には競争条件の不公正さが常に存在します。 

したがって、そうした設備競争事業者は接続事業者に対して「不公正な競争条件」を強い

られることになりますので、将来的に事業を継続していくことが困難になり、ひいては設備競

争自体を殺してしまうことになります。 

こうしたことにならないように「設備競争とサービス競争のバランスをとりながら具体的な

方策を検討する」とした「３（１）ウ考え方」の趣旨に沿った検討をお願いいたします。 

また、接続委員会において、あたかも地域の事業者の総意であるかのように、一部の地

方ＤＳＬ事業者がＡＤＳＬ同様のビジネスモデルを実現させるべく、一分岐単位の加入光ファ

イバ利用こそが利用者の少ない地域（ルーラルエリア）での公正競争を促進する旨の発言を

していますが、これらＤＳＬ事業者と同レベルのルーラルエリアにおいても、自ら投資リスクを

負ってＣＡＴＶ事業者や地域系通信事業者が事業を営んでおります。 

■ 考え方３－２０に同じ。 
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一分岐単位の加入光ファイバ利用はこういったＣＡＴＶ事業者や地域系通信事業者がこれ

まで行ってきた投資を水泡に帰するものであり、地域における公正な競争を促進するもので

はなく、かえって設備競争とサービス競争のバランスを崩すものであると考えます。 

（STNet） 

意見３－２７ GC 接続類似機能等を含め分岐単位での貸し出し（OSU 共用）という接続形態に

ついては、サービスの進化・発展を妨げサービス競争を阻害するものであり、また、サービス

品質の確保や迅速な故障復旧等の障害となるといった極めて重大な問題があることから、

実施する考えはない。現在の光ファイバ接続料は既に低廉化しており、2～3 ユーザを獲得

すれば ADSL 並みの料金が実現可能。 

考え方３－２７ 

■ （２）アクセス回線におけるサービス競争 

①ＧＣ接続類似機能の導入について 

・ 接続事業者から提案されたＧＣ接続類似機能等については、現在、分岐単位の接続料設定

の議論と合わせて、接続委員会において議論されていますが、ＧＣ接続類似機能等を含め

分岐単位での貸し出し（ＯＳＵ共用）という接続形態については、これまで再三申し上げてき

たとおり、サービスの進化・発展を妨げサービス競争を阻害するものであり、また、サービス

品質の確保や迅速な故障復旧等の障害となるといった極めて重大な問題があることから、

当社として実施する考えはありません。 

同様の考え方に基づき、既に当社のシェアドアクセス方式を利用しているＫＤＤＩ殿は、他

の事業者とのＯＳＵ共用を否定しています。このように、当社を含め、ＯＳＵを専用して使用し

たいという事業者に対して、他の事業者とのＯＳＵ共用を強制することはできないし、すべき

ではないと考えます。 

なお、共用を希望する事業者間でＯＳＵを共用することについては、何ら否定するもので

はありません。 

・ 分岐単位の接続料を設定することは、ＯＳＵを事業者間で共用して１芯を利用している場合

であれ、ＯＳＵを専用して１芯を利用している場合であれ、１芯を専用しているにもかかわら

ず、その専用に伴うコストを負担しなくてもよい仕組みとなるため、 

①当社設備構築部門が、借りる側の営業の結果に伴って発生するリスクを負担することにな

ること、 

②自ら設備を構築して投資リスクを負いながら営業している当社以外の設備構築事業者と、

分岐端末回線単位の接続料で借りるだけのサービス提供事業者とのリスクのとり方のバ

ランスも欠くこと、 

③サービス提供事業者が１芯をより有効に使うモチベーションを削ぎ、モラルハザード的な

利用を助長し、無駄な投資が増えること、 

といった問題があると考えており、当社として実施する考えはありません。 

・ そもそも、現在の光ファイバ接続料は既に低廉化しており、２～３ユーザを獲得すればＡＤＳ

Ｌ並みの料金が実現可能です。現に、当社の光ファイバを利用するＫＤＤＩ殿は、自ら営業リ

■ 考え３－２０に同じ。 
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スクを取って全国的に事業拡大しており、「弊社は設備の利用効率を高めてユーザあたりの

コストを下げ、８分岐単位の利用で競争が可能となるよう企業努力を重ねています」とご主張

されていることからすれば、１芯あたりユーザは相当程度獲得されているものと想定されま

す。また、シェアをみても、ＫＤＤＩ殿が参入された石川県では、他事業者の純増シェアが大き

く伸張しています。したがって、光サービス市場に参入するか否かは、ＮＧＮのアンバンドル

の有無や接続料の水準ではなく、経営の意思の問題であると考えます。 

・ 加えて、前述のとおり、ＰＳＴＮマイグレーション時においてもメタルアクセスは残り、光とメタ

ルが並存すると想定され、ＤＳＬ事業者は、ＤＳＬの顧客基盤を用いて、ＫＤＤＩ殿と同様に当

社から１芯を借りてＦＴＴＨサービスを提供することや、引き続きメタルアクセスを利用してＤＳ

Ｌサービスを提供することも可能であることから、分岐単位接続料の設定等の新たなメニュ

ー提供の必要性はないものと考えます。 

 

■ ＧＣ接続類似機能や光のファイバシェアリングについては、ＯＳＵ共用と同様に、 

－ＮＴＴのコアネットワークを共用することになるため、サービス提供事業者に均一のサービ

スの提供を義務付けることになり､サービス進化､発展を妨げ､サービス競争を阻害するこ

とになること 

－新サービスの提供や品質向上のために、サービスの提供方式の変更を計画した場合、コ

アネットワークを共用する事業者間の調整と合意が必要となり、機動的なサービス提供や

運用対処に障害がでること 

－故障が発生した場合に、共用する事業者間での故障切分け、原因特定、復旧措置等の連

携が必要となり、故障復旧に時間を要する等、サービスレベルが低下すること 

といった、極めて重大な問題があることから、ＮＧＮに本機能を導入する考えはありません。 

・ また、実現にあたっては、多大なコストがかかり、低廉なユーザサービスの提供に支障をき

たすことになります。 

 

・ 波長多重接続機能については、 

－４×８分岐といった分岐方式を変更する場合、事業者間で調整が必要となること 

－故障が発生した場合に、異なる波長帯を利用する事業者との間での故障切分け、原因特

定、復旧措置等の連携が必要となり、故障復旧に時間を要する等、サービスレベルが低

下すること 

といった問題はあるものの、既存のフレッツ光が利用している波長帯とは別の波長帯を利用

することになり、また当社のコアネットワークは利用せず、当該接続を要望する事業者は自

前で構築するＩＰ網を利用して自由にサービスを提供することができるため、サービスの均一

化や新サービスの提供を阻害するといった問題は、ＯＳＵ共用やＧＣ類似接続機能、ファイ

バシェアリングと比べると少ないものと考えます。 

・ ただし、波長多重接続機能を実現するためには、現在、国際標準で決められた波長帯は全
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て使用しているため、国際標準化されていない波長帯を利用するためには、国際標準化さ

れることが先決です。 

・ 仮に標準化されていない波長帯を日本独自に利用するとしても、当該波長帯は波長幅が狭

いため、現用の波長帯との干渉を回避するために、高精度のＯＳＵ・ＯＮＵを当該接続を要

望する事業者が自ら開発し、当該事業者自ら設置する必要があります。 

・ さらに、現行の当社が設置するＷＤＭスプリッタは、接続事業者向けのポートがないため、こ

れを置き換える必要があるため、要望する事業者のコスト負担が必要です。 

（NTT 西日本） 

 

■ （２）アクセス回線におけるサービス競争 

①ＧＣ接続類似機能の導入について 

・ 接続事業者から提案されたＧＣ接続類似機能等については、現在、分岐単位の接続料設定

の議論と合わせて、接続委員会において議論されていますが、ＧＣ接続類似機能等を含め

分岐単位での貸し出し（ＯＳＵ共用）という接続形態については、これまで再三申し上げてき

たとおり、サービスの進化・発展を妨げサービス競争を阻害するものであり、また、サービス

品質の確保や迅速な故障復旧等の障害となるといった極めて重大な問題があることから、

当社として実施する考えはありません。 

同様の考え方に基づき、既に当社のシェアドアクセス方式を利用しているＫＤＤＩ殿は、他

の事業者とのＯＳＵ共用を否定しています。このように、当社を含め、ＯＳＵを専用して使用し

たいという事業者に対して、他の事業者とのＯＳＵ共用を強制することはできないし、すべき

ではないと考えます。 

なお、共用を希望する事業者間でＯＳＵを共用することについては、何ら否定するもので

はありません。 

・ 分岐単位の接続料を設定することは、ＯＳＵを事業者間で共用して１芯を利用している場合

であれ、ＯＳＵを専用して１芯を利用している場合であれ、１芯を専用しているにもかかわら

ず、その専用に伴うコストを負担しなくてもよい仕組みとなるため、 

①当社設備構築部門が、借りる側の営業の結果に伴って発生するリスクを負担することにな

ること、 

②自ら設備を構築して投資リスクを負いながら営業している当社以外の設備構築事業者と、

分岐端末回線単位の接続料で借りるだけのサービス提供事業者とのリスクのとり方のバ

ランスも欠くこと、 

③サービス提供事業者が１芯をより有効に使うモチベーションを削ぎ、モラルハザード的な

利用を助長し、無駄な投資が増えること、 

といった問題があると考えており、当社として実施する考えはありません。 

・ そもそも、現在の光ファイバ接続料は既に低廉化しており、２～３ユーザを獲得すればＡＤＳ

Ｌ並みの料金が実現可能です。現に、当社の光ファイバを利用するＫＤＤＩ殿は、自ら営業リ
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スクを取って全国的に事業拡大しており、「弊社は設備の利用効率を高めてユーザあたりの

コストを下げ、８分岐単位の利用で競争が可能となるよう企業努力を重ねています」とご主張

されていることからすれば、１芯あたりユーザは相当程度獲得されているものと想定されま

す。また、シェアをみても、ＫＤＤＩ殿が参入された宮城県では、他事業者の純増シェアが大き

く伸張しています。したがって、光サービス市場に参入するか否かは、ＮＧＮのアンバンドル

の有無や接続料の水準ではなく、経営の意思の問題であると考えます。 

・ 加えて、前述のとおり、ＰＳＴＮマイグレーション時においてもメタルアクセスは残り、光とメタ

ルが並存すると想定され、ＤＳＬ事業者は、ＤＳＬの顧客基盤を用いて、ＫＤＤＩ殿と同様に当

社から１芯を借りてＦＴＴＨサービスを提供することや、引き続きメタルアクセスを利用してＤＳ

Ｌサービスを提供することも可能であることから、分岐単位接続料の設定等の新たなメニュ

ー提供の必要性はないものと考えます。 

 

■ ＧＣ接続類似機能や光のファイバシェアリングについては、ＯＳＵ共用と同様に、 

－ＮＴＴのコアネットワークを共用することになるため、サービス提供事業者に均一のサービ

スの提供を義務付けることになり､サービス進化､発展を妨げ､サービス競争を阻害するこ

とになること 

－新サービスの提供や品質向上のために、サービスの提供方式の変更を計画した場合、コ

アネットワークを共用する事業者間の調整と合意が必要となり、機動的なサービス提供や

運用対処に障害がでること 

－故障が発生した場合に、共用する事業者間での故障切分け、原因特定、復旧措置等の連

携が必要となり、故障復旧に時間を要する等、サービスレベルが低下すること 

といった、極めて重大な問題があることから、ＮＧＮに本機能を導入する考えはありません。 

・ また、実現にあたっては、多大なコストがかかり、低廉なユーザサービスの提供に支障をき

たすことになります。 

 

・ 波長多重接続機能については、 

－４×８分岐といった分岐方式を変更する場合、事業者間で調整が必要となること 

－故障が発生した場合に、異なる波長帯を利用する事業者との間での故障切分け、原因特

定、復旧措置等の連携が必要となり、故障復旧に時間を要する等、サービスレベルが低

下すること 

といった問題はあるものの、既存のフレッツ光が利用している波長帯とは別の波長帯を利用

することになり、また当社のコアネットワークは利用せず、当該接続を要望する事業者は自

前で構築するＩＰ網を利用して自由にサービスを提供することができるため、サービスの均一

化や新サービスの提供を阻害するといった問題は、ＯＳＵ共用やＧＣ類似接続機能、ファイ

バシェアリングと比べると少ないものと考えます。 

・ ただし、波長多重接続機能を実現するためには、現在、国際標準で決められた波長帯は全
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て使用しているため、国際標準化されていない波長帯を利用するためには、国際標準化さ

れることが先決です。 

・ 仮に標準化されていない波長帯を日本独自に利用するとしても、当該波長帯は波長幅が狭

いため、現用の波長帯との干渉を回避するために、高精度のＯＳＵ・ＯＮＵを当該接続を要

望する事業者が自ら開発し、当該事業者自ら設置する必要があります。 

・ さらに、現行の当社が設置するＷＤＭスプリッタは、接続事業者向けのポートがないため、こ

れを置き換える必要があるため、要望する事業者のコスト負担が必要です。 

（NTT 東日本） 

 

３ アクセス回線におけるサービス競争の現状 （４）ＦＴＴＨサービスにおける端末設備（ＯＮＵ）の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－２８ ONU の開放について、利用者の調達価格の低廉化を期待出来ることから、技術

的課題の整理など、必要な検討を行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同。 

考え方３－２８ 

■ ＯＮＵの開放については、利用者の調達価格の低廉化を期待出来ることから、技術的課題

の整理など、必要な検討を行うことが適当とする答申（案）の考え方に賛同します。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－２９ ONU 開放を進めることで、端末の多様化等を通じ、消費者のニーズの高度化・

多様化に対応することが必要。その際、答申（案）にある技術的課題の整理等必要な検討を

速やかに行うためにも、検討の場や期間を予め定めておくことが重要。 

考え方３－２９ 

■ 答申案にあるとおり、ONU 開放を進めることで、端末の多様化（Wi-Fi 搭載、停電対応、他

の宅内機器との一体化等）等を通じ、消費者のニーズの高度化・多様化に対応することが必

要と考えます。その際、答申案にある技術的課題の整理等必要な検討を速やかに行うため

にも、検討の場や期間を予め定めておくことが重要です。具体的な検討の場については、過

去、端末設備の技術基準等の検討がなされている情報通信審議会情報通信技術分科会 IP

ネットワーク設備委員会技術検討作業班等が議論の場としては相応しいものと考えます。ま

た、検討の期間については、本答申後、速やかに検討を開始して頂き、①技術的課題の洗

い出し、②制度的課題の洗い出し、③課題の解決案の議論、④論点整理等のプロセスを経

て、半年程度で結論を得た後、必要な制度変更、技術条件の開示等を遅滞なく実施し、ONU

開放に向けた取組みを推進して頂くべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ FTTH サービスにおける ONU の開放の是非及びその在り方に関

しては、利用者による端末設備の接続の考え方、これまでの端末開

放の経緯等を踏まえ、ブロードバンドの普及を促進する観点から、

答申（案）において、技術的課題の整理など、必要な検討を行うこと

が適当としている。このためには、関係事業者から情報を得つつ必

要な検討を進めていくことが望ましいことから、まずは具体的な技術

的課題の洗い出しを行うべく、NTT 東西は、ONU と OSU が協調し

て動作することで同一芯線内に複数ユーザの通信を同時に流して

いることに関連する課題等について事業者間で共有し、課題解決に

向けた論点整理を行うことが適当である。 

意見３－３０ ONU は OSU と協調して動作しており、仮に当社以外の者がユーザに ONU を提

供した場合、当社は正常に動作する ONU が設置されたか確認できず、当該 ONU を設置し

たユーザの通信や同一芯線内の他のユーザの通信が正常に確立しないおそれや、あるユ

ーザの通信を同一芯線内の別のユーザが傍受するおそれ等の問題も生じるため、NTT 東

西が提供するサービスのための ONU は自社で提供する。 

考え方３－３０ 
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■ フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利用している、１つの芯線を最大３２ユーザで共有

するＰＯＮ方式については、当社の局舎内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが協調し

て動作しています。 

・ 具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯線内の全てのお客様に同一の下り信号を送信

し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不要な信号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信を

可能にしています。また、上りの場合は、各ＯＮＵからリクエスト信号を送出し、ＯＳＵ側から

の指示に従って各ＯＮＵからパケットを送出することで、最大３２ユーザでの通信を可能にし

ています。 

・ このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動作することで、１芯に複数ユーザのトラヒックを同時

に流しても、個々のユーザの通信を正常に機能させるといったネットワーク設備として果たす

べき機能を実現しております。 

・ 仮に、当社以外でＯＮＵを提供した場合、当社は、正常に動作するＯＮＵが設置されたか確

認することができず、例えば、当該ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内の他のユー

ザの通信が正常に確立しないおそれ、あるいは、あるユーザの通信を同一芯線内の別のユ

ーザが傍受するおそれ等の問題も生じることになります。 

・ 以上から、当社サービスのＯＮＵについては当社にて提供させていただく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ フレッツ光ネクストファミリータイプ等で利用している、１つの芯線を最大３２ユーザで共有

するＰＯＮ方式については、当社の局舎内のＯＳＵと各ユーザ宅に設置するＯＮＵが協調し

て動作しています。 

・ 具体的には、下りの場合、ＯＳＵは、同一芯線内の全てのお客様に同一の下り信号を送信

し、各ＯＮＵにおいて自分宛以外の不要な信号を廃棄することで最大３２ユーザでの通信を

可能にしています。また、上りの場合は、各ＯＮＵからリクエスト信号を送出し、ＯＳＵ側から

の指示に従って各ＯＮＵからパケットを送出することで、最大３２ユーザでの通信を可能にし

ています。 

・ このように、ＯＮＵは、ＯＳＵと協調して動作することで、１芯に複数ユーザのトラヒックを同時

に流しても、個々のユーザの通信を正常に機能させるといったネットワーク設備として果たす

べき機能を実現しております。 

・ 仮に、当社以外でＯＮＵを提供した場合、当社は、正常に動作するＯＮＵが設置されたか確

認することができず、例えば、当該ＯＮＵを設置したユーザの通信や同一芯線内の他のユー

ザの通信が正常に確立しないおそれ、あるいは、あるユーザの通信を同一芯線内の別のユ

ーザが傍受するおそれ等の問題も生じることになります。 

・ 以上から、当社サービスのＯＮＵについては当社にて提供させていただく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方３－２９に同じ。 
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４ 通信プラットフォーム機能のオープン化 

意   見 考 え 方 

意見３－３１ プラットフォーム機能については、他事業者からＮＴＴ東西への具体的な接続要

望がない。プラットフォーム機能の実現については、事業者からの具体的な要望を受けて、

事業者間でよく話し合った上で対応するといった進め方が現実的。 

考え方３－３１ 

■ （３）プラットフォーム機能のオープン化 

・ インターネット上では既に、ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、要望される事業者が、どのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、要望内容を

具体化していただくことが必要と考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先制御機能」

等のアンバンドル化を要望されても、どのような機能をどのように提供すればよいかもわか

らず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的な要望をいただき、

事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応していくと

いった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的な要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機能

といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業者

と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提供

に努めていく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ （３）プラットフォーム機能のオープン化 

・ インターネット上では既に、ＧｏｏｇｌｅやＡｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

■ 答申（案）に示したとおり、NGN の通信プラットフォーム機能、とり

わけ SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化の進め方

については、事業者間で見解が異なっているものである。 

この点、SNI におけるプラットフォーム機能については、多様な事

業者による創意工夫を活かしたサービスの提供を通じてブロードバ

ンドの普及促進を図るという観点から、NGN における機能に係るア

ンバンドルの考え方も踏まえつつ、一定のオープン化（内容・手法）

の検討を進めることが適当である。 

また、NNI におけるプラットフォーム機能については、ブロードバ

ンド普及促進に向けて様々な事業者による多様なコンテンツ・アプリ

ケーションサービス等の柔軟な提供を可能とすることが必要になる

ことに鑑み、IP 網同士の直接接続が現に検討される中、PSTN にお

いて具備・アンバンドルされている機能を参考に、一定のオープン

化を検討することが適当である。 
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・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、要望される事業者が、どのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、要望内容を

具体化していただくことが必要と考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先制御機能」

等のアンバンドル化を要望されても、どのような機能をどのように提供すればよいかもわか

らず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的な要望をいただき、

事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応していくと

いった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的な要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機能

といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業者

と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提供

に努めていく考えです。 

（NTT 東日本） 

 

４ 通信プラットフォーム機能のオープン化 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化（ＮＮＩのオープン化） 

意   見 考 え 方 

意見３－３２ 需要サイドの喚起をする目的でも、NNI のオープン化を進めるための検討を行う

ことは適切。 

考え方３－３２ 

■ 需要サイドの喚起をする目的でも、ＮＮＩのオープン化を進めるための検討を行うことは適

切であると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－３３ 通信プラットフォーム機能のオープン化について、個別機能の具備は、当該機能

を利用する事業者に限定されるものであるため、事業者同士の各論協議となる。「意識合わ

せの場」は移行期及び移行後を実現時期としているテーマが主体であり、迅速な進展を期待

することができないため適当な場ではない。行政の主導的な取り扱いによる早期整備を要

望。 

考え方３－３３ 

■ 第２編  ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について  

第２章  NGN のオープン化によるサービス競争の促進 

 ４ 通信プラットフォーム機能のオープン化 

 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化（NNI のオープン化） P.76 

NTT 東西においても、コア網の移行にあたり事業者間の IP 網間接続を円滑かつ効率的

に進めるために必要となる技術面・運用面を中心とした諸条件を関係事業者間で合わせる

ことを目的として、2011 年 6 月に接続協定事業者をはじめとする関係事業者と意識合わせ

■ 答申（案）に示したとおり、事業者間の IP 網間接続を円滑かつ効

率的に進めるために必要となる技術面・運用面を中心とした諸条件

を関係事業者間で合わせることを目的として、事業者間の意識合わ

せの場が設置されているところである。当該意識合わせの場におい

ては、インターフェースの標準化や接続形態といった諸課題につい

て幅広く検討等、今後 IP 網間接続を利用したサービスの実現に向

けて、通信プラットフォーム機能のオープン化に資する議論が行わ
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の場を設置したところである。この意識合わせの場においては、インターフェースの標準化

や接続形態といった諸課題について幅広く検討が行われており、今後 IP 網間接続を利用し

たサービスの実現に向けて、通信プラットフォーム機能のオープン化に資する議論が行われ

ることが期待される。 

ブロードバンド普及促進に向けては様々な事業者による多様なコンテンツ・アプリケーショ

ンサービス等の柔軟な提供を可能とすることが必要となることに鑑み、IP 網同士の直接接続

が現に検討される中、PSTN において具備・アンバンドルされている機能を参考に、NGN に

おけるネットワーク同士を接続するためのインターフェース（NNI）において、通信プラットフォ

ーム機能の一定のオープン化を検討することが適当である。 

 

通信プラットフォーム機能のオープン化についての議論の場を「関係事業者間での意識合

わせの場」におけるインターフェース条件として検討する。 としていますが、以下の課題が

存在します。 

 １．「関係事業者間での意識合わせの場」のテーマは、技術面・運用面を中心とした諸条件を

議論する場で、参加事業者間で共通認識とするものです。 

一方、通信プラットフォーム機能のオープ化は競争条件の整備として、総論では賛成で

きるものですが、個別機能の具備は、当該機能を利用する事業者に限定されるものであ

るため、報告書のとおり事業者同士の各論協議になります。 

 ２．この意識の合わせの場は、ＮＴＴ東西の計画による移行期及び移行後を実現時期として

いるテーマが主体です。このため接続事業者が要望する迅速な進展を期待することはで

きません。 

以上のとおり、「意識合わせの場」は、通信プラットフォーム機能のオープン化の早期実現

を求める接続事業者には適当な場ではありません。 

本件は、NGN における競争環境を実現するための喫緊の課題と位置づけ、行政の主導

的な取り扱いによる早期整備を要望します。 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

れることが期待される。 

個別の事業者間協議において NGN の NNI における通信プラット

フォーム機能の検討を行うに当たっても、その前提となるインターフ

ェースの標準化や接続形態等の検討を踏まえて行われることが適

当である。 

行政の主導的な取り扱いによる早期整備を要望するとの御意見

については、答申（案）に示したとおり、主務官庁である総務省は、

NTT 東西と関係事業者間の協議に参画することにより協議の進展

を注視するとともに、今後のフォローアップにおいて行われる環境変

化の注視や課題の検討等を踏まえ、必要に応じ、適切な対応を講じ

ていくことが必要である。 

意見３－３４ 現在、帯域制御機能や認証・課金機能といった通信プラットフォーム機能につい

ては、通信サービスと切り離した形では提供されておらず、接続事業者の多様なサービス提

供を制限していることから、当該機能のオープン化に係る検討が積極的に推進されることが

必要。「情報通信行政・郵政行政審議会接続委員会」のような専門の委員会において、整理

を図るべき。 

考え方３－３４ 

■ 現在、帯域制御機能や認証・課金機能といった通信プラットフォーム機能については、通信

サービスと切り離した形では提供されておらず、接続事業者の多様なサービス提供を制限し

ています。従って、当該機能のオープン化に係る検討が積極的に推進されることが必要と考

えます。これについては、前述の NTT 東西殿による「意識合わせの場」等、事業者間の自主

的取組みに委ねるのみではなく、接続ルールの在り方等を検討する「情報通信行政・郵政行

■ 考え方３－３１に同じ。 

なお、具体的な通信プラットフォーム機能のアンバンドルに向け

た協議が整った上で、総務省に接続約款の申請が行われた場合に

は、原則として、情報通信行政・郵政行政審議会（接続委員会）にお

いて、その適否につき検討が行われるものである。 
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政審議会接続委員会」のような専門の委員会において、整理を図るべきと考えます。なお、

検討を行う上では、通信プラットフォーム機能のアンバンドルのみならず、接続事業者からの

要望も踏まえ、当該機能相当を事業者間接続において実現する代替的方策を含む多様な

接続メニューを視野に入れるべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－３５ プラットフォーム機能については、他事業者から具体的な接続要望もない。プラッ

トフォーム機能の実現については、事業者からの具体的な要望を受けて、事業者間でよく話

し合った上で対応するといった進め方が現実的。 

考え方３－３５ 

■ インターネット上では既に、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、要望される事業者が、どのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、要望内容を

具体化していただくことが必要であると考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先制

御機能」等のアンバンドル化を要望されても、どのような機能をどのように提供すればよいか

もわからず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的な要望をいただき、

事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応していくと

いった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ 当社としては、具体的なご要望をいただければ、関係事業者による意識合わせの場でも検

討を進めていく考えです。 

・ ただし、冒頭でも申し上げたとおり、情報通信市場では、固定とモバイルのブロードバンド

化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラダイムシ

フトが進展しており、サービスを提供する通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、アプリケーシ

ョンも音声通信しかなかった電話時代とは大きく状況が異なっていることから、ＰＳＴＮで具

備・アンバンドルされている機能を前提に検討を行うことは不適切と考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ インターネット上では既に、Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｐｐｌｅ、Ａｍａｚｏｎといったグローバルプレイヤーや、

国内においても例えばモバゲー、グリーといったゲーム配信プロバイダ等をはじめとして、多

様なプレイヤーが自ら課金・認証等のプラットフォーム機能を用意して、多種多彩なコンテン

ツ・アプリケーションサービスを提供しています。 

■ 考え方３－３１に同じ。 
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・ こうした中、プラットフォーム機能については、これまで再三申し上げてきたとおり、他事業者

から具体的な接続要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、要望される事業者が、どのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、要望内容を

具体化していただくことが必要であると考えており、ただ漠然と「帯域制御機能」や「優先制

御機能」等のアンバンドル化を要望されても、どのような機能をどのように提供すればよいか

もわからず、具体的な検討を進めることはできません。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的な要望をいただき、

事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応していくと

いった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ 当社としては、具体的なご要望をいただければ、関係事業者による意識合わせの場でも検

討を進めていく考えです。 

・ ただし、冒頭でも申し上げたとおり、情報通信市場では、固定とモバイルのブロードバンド

化、プレイヤーの多様化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラダイムシ

フトが進展しており、サービスを提供する通信事業者が当初ＮＴＴ１社しかなく、アプリケーシ

ョンも音声通信しかなかった電話時代とは大きく状況が異なっていることから、ＰＳＴＮで具

備・アンバンドルされている機能を前提に検討を行うことは不適切と考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－３６ IP による NNI 接続を実現する場合の FAX 通信の在り方について何らかの指針

が示されることが必要。 

考え方３－３６ 

■ IP による NNI 接続を実現するばあいの、FAX 通信のあり方について何らかの指針が示さ

れることが必要です。 

現在の FAX の普及率とその通信網として電話網を利用していることを考慮した場合、FAX

通信の電話網から IP 網への移行は、音声通信と同様に特別なメディアとして扱われるべき

です。 

NGN において、「みなし音声」で FAX を扱った場合、どの程度の通信品質が保証されるの

かによっては、FAX 通信の IP 化に大きな影響を与える可能性がある。現在、FAX で一般的

に使われているアナログモデム信号（V29[9.6Kbps]、V17[14.4Kbps]、V34[33.6)Kbps]）につい

て、複数事業者間をまたがった通信でも保証されるのか否かについて明確にされるべきで

す。 

また、T.38 などの方式でエンド・エンドでの IP ｰ FAX 通信については、NGN からみると他

のデータ通信と同じ扱になるのかもしれないが、音声については宅内装置が標準で VoIP 

Gateway 機能を有しているように、宅内装置に Fax over IP の Gateway 機能を実装するよう

なことが簡単にできることが望まれます。 

（テレコムサービス協会） 

■ 御指摘の点については、IP 網への移行に伴う技術的な課題と考

えられ、関係事業者間の意識合わせの場等において、事業者間で

検討されることが適当である。 
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４ 通信プラットフォーム機能のオープン化 （２）通信プラットフォーム機能のオープン化（ＳＮＩのオープン化） 

意   見 考 え 方 

意見３－３７ 『多くのプレーヤーによる多種多様なサービスが提供される環境』を実現するた

めには、NTT 東西が主導して通信プラットフォームのオープン化可能なインタフェースを公開

することが必要。NGN 上でも小規模なサービスから簡単に始められるような料金体系、サー

ビス条件の拡充を望む。 

考え方３－３７ 

■ 通信プラットフォーム機能のオープン化については、まさしく答申(案)に書かれているとお

り、「NGN の SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化の進め方については、

NTT 東西が主導すべき（接続事業者）との意見と、事業者から具体的な要望を示すべき

（NTT 東西）との意見が示されており、事業者間で見解が異なっている。」状態です。 

しかし、NTT 東西が言う『事業者からの具体的な要望』とは、「具体的な使い方」、「具体的

なユーザ」、「具体的な契約数」などを指すものと思われます。単に、「こういうサービスを提

供したい」というアイデアだけを提案しても相手にしてくれないでしょう。一方、『多くのプレー

ヤーによる多種多様なサービスが提供される環境』とは、最初から大規模ユーザの利用を

想定するのではなく、小規模な利用からでも簡単にサービスが始められるような使いやすい

SNI が提供される環境を指すと考えます。そのためには、まず NTT 東西が主導して通信プ

ラットフォームのオープン化可能なインタフェースを公開することが必要です。 

なお、現在の唯一の SNI メニューである「フレッツ・キャスト」は最低でも月額 80 万円以上

のサービスです。それに対して、インターネット上では月額数千円のクラウドサービスも存在

します。NGN 上でも小規模なサービスから簡単に始められるような料金体系、サービス条件

の拡充を望みます。 

SNI を介して NGN 上でサービスを提供する場合、現在の「フレッツ･キャスト」では NTT 東

西間が接続されてないため、全国を対象としてサービスを提供する場合、NTT 東日本と

NTT 西日本それぞれとの契約が必要になります。（フレッツ・v6 オプションによる IPv6 通信

でも、同様に NTT 東西間は接続されていない。）  

このように、NTT 東西間が特定のサービスでは接続されていないことが NGN の利用を阻

んでいる一因と考えます。NTT 東西のどちらか 1 社と契約すれば、全国にシームレスに提

供できるようなサービスの提供を望みます。 

（テレコムサービス協会） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－３８ 需要サイドの喚起をする目的でも、SNI のオープン化を進めるための検討を行う

ことは適切。 

考え方３－３８ 

■ 需要サイドの喚起をする目的でも、ＳＮＩのオープン化を進めるための検討を行うことは適

切であると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 



 

111 

意見３－３９ SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化について、審議会委員会等

において整理を図るべき。 

考え方３－３９ 

■ 前項同様、映像配信機能等 SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化について

も、事業者間の自主的取組みに委ねるのみではなく、接続ルールの在り方等を検討する「情

報通信行政・郵政行政審議会接続委員会」のような専門の委員会において、整理を図るべ

きと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ NGN の SNI における通信プラットフォーム機能のオープン化につ

いては、事業者同士の接続と異なり、電気通信事業法上何らか義

務化の対象となっているものではなく、一義的には事業者の判断に

より提供の検討がなされるべきものである。 

この際、事業者間で見解が異なっているところ、地域 IP 網と NGN

におけるメニュー構成等の現状も踏まえた上で、答申（案）に示した

とおり、NGN における機能のアンバンドルの考え方も踏まえつつ、

一定のオープン化に向けた検討を進めることが適当としているも

の。 

意見３－４０ プラットフォーム機能については、他事業者から具体的な接続要望もない。プラッ

トフォーム機能の実現については、事業者からの具体的な要望を受けて、事業者間でよく話

し合った上で対応するといった進め方が現実的。 

考え方３－４０ 

■ 前述のとおり、プラットフォーム機能については、具体的な提供要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、ご要望される事業者がどのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、 ご要望内

容を具体化していただきたいと考えており、どのような機能をどのように提供すればよいかも

わからず、具体的な検討を進めることは困難です。 

・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的なご要望をいただ

き、事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応してい

くといった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的なご要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機

能といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業

者と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提

供に努めていく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ 前述のとおり、プラットフォーム機能については、具体的な提供要望もないのが実情です。 

・ 通信プラットフォーム機能を用いてお客様ニーズに即した多種多様なサービスを提供し、お

客様利便の向上を図るためには、まずは、ご要望される事業者がどのようなサービスを提供

するのか、そのためにはどういった接続形態でどのような機能が必要なのか等、 ご要望内

容を具体化していただきたいと考えており、どのような機能をどのように提供すればよいかも

わからず、具体的な検討を進めることは困難です。 

■ 考え方３－３１に同じ。 
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・ したがって、プラットフォーム機能の実現については、事業者から具体的なご要望をいただ

き、事業者間でよく話し合った上で、できる限り早期かつ低廉に実現できる方法で対応してい

くといった進め方が現実的な方法であると考えます。 

・ なお、当社では、従前より、コンテンツ・アプリケーション事業者とアライアンスを進めてきて

おり、当該事業者からの個別具体的なご要望に基づき、認証機能や課金機能、映像配信機

能といったサービスを提供しているところであり、引き続き、コンテンツ・アプリケーション事業

者と具体的なサービス提供に向けよく話し合いながら、お客様にとって使い易いサービス提

供に努めていく考えです。 

（NTT 東日本） 

 

４ 通信プラットフォーム機能のオープン化 （３）一種指定設備の機能に係る情報開示の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－４１ 情報開示告示の改正等の見直しが図られることを強く要望。 考え方３－４１ 

■ ＮＧＮのオープン化に関する議論が進展しない最大の理由は、結果としてＮＴＴ東西殿が接

続事業者との接続を十分に考慮しない状態でネットワーク構築を進めたこと、並びにＮＧＮの

設備構成及びその機能に関する情報の非対称性にあることは明確なため、情報開示告示

の改正等の見直しが図られることを強く要望します。 

この課題の解決が図られない限り、将来的にも、これまで同様のＮＴＴ東西殿と接続事業

者間の議論のループ化が繰り返される蓋然性が高いと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見３－４２ NTT-NGN のアンバンドル等の議論を加速化するためにも、情報開示告示の対

象とすべき機能・設備や開示項目を新たに追加すべき。その際は、IP 網全体に係る設備に

その対象を拡大すべき。 

考え方３－４２ 

■ 2008 年 3 月の『情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方に

ついて」』に基づき、ルータ等一部設備において、NTT 東西殿への一定の情報開示の義務

付けがなされたことについては、接続事業者の円滑なサービス提供を図る観点で非常に有

益なものでした。しかしながら、昨今の分岐単位接続の議論の例に見られるように、NTT 東

西殿の設備等に係る情報開示が不十分であるがため、NTT-NGN のアンバンドル等の議論

が円滑に進展していないといった事態が発生しています。このことは、現在の情報開示ルー

ルが不十分であることを如実に表しているものと考えます。従って、上記議論を加速化する

ためにも、情報開示告示の対象とすべき機能・設備や開示項目を新たに追加すべきと考え

ます。なお、その際は、IP 化の進展等も踏まえ、NTT-NGN 等 IP 網内の設備のみならず、IP

網全体に係る設備にその対象を拡大すべきと考えます。開示対象とすべき機能・設備の内

容及び項目について、具体的に以下に列挙します。  

 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、答申（案）に、①「機能の内容」に関する情報を事前に提供

することや②現在の情報開示告示に明記されていない SNI の条件

を開示することなどを例示しているとおり、情報開示については、

NTT 東西の一種指定設備に係る網機能の追加・変更に当たり、当

該機能による接続を実現するために接続事業者側で必要となる情

報の開示を求めるものであり、網機能の追加・変更に関係なく現在

アンバンドルされていない機能を新たに設定するための情報を求め

る趣旨のものではない。 

開示対象とすべき機能・設備の内容及び項目に係る御意見につ

いては、総務省において検討を行う際に参考とすることが適当であ

る。 
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【①開示すべき機能・設備】 

– NTT-NGN、NTT 東西殿の地域 IP 網及びひかり電話網に係る以下設備が有する機能 

・ ルータ（収容ルータ、中継ルータ、GW ルータ） 

・ イーサ装置（収容イーサ装置、中継イーサ装置、GW イーサ装置） 

・ SIP サーバ 

・ 集約スイッチ 

・ メディアゲートウェイ 

・ メディアコンバータ 

・ OLT/OSU 

・ スプリッタ 

・ ONU 

・ ひかり電話ルータ 

– 上記設備以外の装置が有するルーティング機能（振り分け機能等） 

– 上記設備以外の装置が有する QoS 機能（優先制御機能・帯域確保機能等） 

– 上記設備以外の装置が有するセッション制御機能 

 

 【②開示すべき項目】 

– 機器の機種名・型番 

– 機器のメーカ名 

– 機器に採用されているファームのバージョン 

– 機器に具備されているインタフェースの種類及び数 

– 機器に具備されている機能の詳細 

（例えば、ルータ等に関しては、振り分け機能（VLAN 機能、ソースアドレスルーティング機能

等）、QoS 機能（ポリシング・シェーピング等）、公平制御機能等の具体的内容） 

– 機器が処理するトラヒック量 

（収容人数、パケット量（優先/ベストエフォート等種別毎）等） 

– 機器の導入台数（GC 局単位レベル等） 

– ネットワークにおける当該機器及び周辺機器の構成の詳細 

 

なお、①の対象機能・設備の見直しが行われる際には、追加される機能・設備に対して、

情報開示告示に規定される全ての開示項目の開示を実施させることが必要です。また、②

の開示項目の見直しが行われる際には、情報開示告示に規定される全ての対象機能・設備

に関し、追加される開示項目の開示を実施させることが必要です。 

また、情報開示告示に示される情報開示のタイミング（現行ルールでは 90 日前まで）につ

いては、より早期化して頂くことを併せて要望します。具体的には、接続事業者が NTT 東西

殿と同時期に同等サービスを提供可能とすることや NTT 東西殿の機能具備等に併せた自

総務省においては、上記答申（案）や事業者間の具体的な意見を

踏まえつつ、情報開示告示の見直しを含む、情報開示の在り方に

ついて検討を行い、所要の手続きを行うことが適当である。 

また、情報開示の時期に係る御意見については、NGN 答申にお

いて、「網機能提供計画は、競争事業者が新機能を活用したサービ

ス提供を行うための提供期間を設けるためのものというよりは、接

続を前提としないネットワーク構築等がなされると円滑な接続が妨

げられるため、そのチェックの観点から設けられたもの」であるが、

「ルータ等は接続を前提として開発されたものが殆どである」ことか

ら、情報開示告示に基づき合理的時期に必要な情報が提供される

ことが適当とされたものであり、現状では 90 日前と設定されている

ところ。 

総務省においては、情報開示告示の見直しの検討に当たり、必

要に応じて情報提供時期についても検討を行うことが適当である。 
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網の対応等を行うことに必要な期間を考慮し、6 ヶ月前までに各種情報が開示されるべきと

考えます。その意味では、ルータ等に関して、改めて網機能提供計画の対象とし、情報開示

の一層の早期化等、開示レベルの向上を図ることについても検討すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－４３ 答申（案）において示された「情報開示告示を改正することも含め、情報開示の在

り方の見直しを検討すること」について賛同。NTT 東西による情報開示の時期については、

大規模な網改造等が必要となる場合は、開始される 200 日前までに開示とすべき。 

考え方３－４３ 

■ 先述のとおり、ＮＧＮについては、公正競争を促進する観点から、現在進展している設備競

争を後退させないよう配慮しながら、競争事業者が必要なタイミング、適切なコストで機能を

利用できるようにすべきです。また、一種指定設備であるＮＧＮ上で提供されるＩＰ電話をはじ

めとする各種機能に対する接続料規制は引き続き必要です。 

 なお、答申案において示された「情報開示告示を改正することも含め、情報開示の在り方の

見直しを検討すること」については、将来的に接続事業者がよりタイムリーに自網における

対応の必要性等を検討できるようになることから賛同します。 

また、ＮＴＴ東・西による情報開示の時期については、設定工事申込のみで対応できる単

純な機能追加・変更のように９０日前までの開示で問題がないケースもありますが、ＩＰｖ６方

式でのＩＳＰ接続のように大規模な網改造や追加設備の設置等が必要となる場合は、９０日

前の開示では対応が間に合わなくなることも想定されることから、網機能提供計画の届出時

期と同様、開始される２００日前までに開示することとすべきです。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

情報開示の時期に係る御意見については、考え方３－４２に同

じ。 

 

意見３－４４ IP 網における機能の追加、変更に伴うインターフェース条件の情報開示につい

ては、既に必要な情報開示は十分実施していることから、新たな措置は不要。ルータのよう

な開発のペースが早く、早期に陳腐化してしまう設備に網機能提供計画のような規制を課す

べきではない。当社だけがルータに係る情報をサービス提供に先立って開示を義務付けら

れ、サービス開始が遅れることは著しく公平性を欠き、市場等の変化に逆行するもの。 

考え方３－４４ 

■ 現在、ＩＰ網における機能の追加、変更に伴うインターフェース条件の情報開示について

は、情報開示告示に基づき、適宜適切に、インターフェース仕様、通信プロトコル、提供予定

時期等の他事業者のネットワークとの接続に必要な情報開示を実施しております。 

・ また、ＳＮＩの情報開示については、当社が新サービスを提供する際に、ＳＮＩを利用したサー

ビス概要、提供予定時期等について、報道発表等を実施し、当社ホームページで公開すると

ともに、関連する事業者の方々には説明しております。 

・ したがって、当社としては、既に必要な情報開示は十分実施していることから、新たな措置

は不要と考えます。 

・ なお、「ルータ等に関して、「接続を前提として開発されたもの」ということを一つの理由として

網機能提供計画の対象外とされたような考え方については、今後必ずしも妥当しなくなる場

合も想定される」とありますが、ルータのような開発のペースが早く、早期に陳腐化してしまう

■ 答申（案）に示したとおり、今後の IP 網同士の直接接続の進展を

踏まえ、ブロードバンドの普及を促進する観点から、網機能提供計

画の対象となる設備において届出が義務づけられている事項を参

考とし、NTT 東西の一種指定設備に係る網機能の追加・変更に当

たり、事業者の具体的な意見を踏まえつつ、情報開示告示を改正

することも含め、情報開示の在り方の見直しを検討することが適当

である。 

開示対象とすべき機能・設備の内容及び項目に係る御意見につ

いては、総務省において検討を行う際に参考とすることが適当であ

る。 

なお、一般的にルータ等の IP 系設備は開発のペースが早く、技
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設備に網機能提供計画のような規制を課すことは、多彩なサービスの迅速かつ柔軟な提供

に支障が生じ、お客様に多大なご不便をおかけすることになります。 

・ また、他事業者は、ルータ等の設備を自前設置して独自サービスを迅速に提供できる一方、

当社だけがルータにかかる情報をサービス提供に先立って開示を義務付けられ、サービス

開始が遅れることは著しく公平性を欠き、市場等の変化に逆行するものと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ 現在、ＩＰ網における機能の追加、変更に伴うインターフェース条件の情報開示について

は、情報開示告示に基づき、適宜適切に、インターフェース仕様、通信プロトコル、提供予定

時期等の他事業者のネットワークとの接続に必要な情報開示を実施しております。 

・ また、ＳＮＩの情報開示については、当社が新サービスを提供する際に、ＳＮＩを利用したサー

ビス概要、提供予定時期等について、報道発表等を実施し、当社ホームページで公開すると

ともに、関連する事業者の方々には説明しております。 

・ したがって、当社としては、既に必要な情報開示は十分実施していることから、新たな措置

は不要と考えます。 

・ なお、「ルータ等に関して、「接続を前提として開発されたもの」ということを一つの理由として

網機能提供計画の対象外とされたような考え方については、今後必ずしも妥当しなくなる場

合も想定される」とありますが、ルータのような開発のペースが早く、早期に陳腐化してしまう

設備に網機能提供計画のような規制を課すことは、多彩なサービスの迅速かつ柔軟な提供

に支障が生じ、お客様に多大なご不便をおかけすることになります。 

・ また、他事業者は、ルータ等の設備を自前設置して独自サービスを迅速に提供できる一方、

当社だけがルータにかかる情報をサービス提供に先立って開示を義務付けられ、サービス

開始が遅れることは著しく公平性を欠き、市場等の変化に逆行するものと考えます。 

（NTT 東日本） 

術が陳腐化するという側面は否定できないが、接続を前提としない

ネットワーク構築等がなされると円滑な接続が妨げられることは望

ましくなく、答申（案）にあるとおり、ルータ等が単に「接続を前提とし

て開発されたもの」ということを一つの理由として網機能提供計画の

対象外とするような考え方については、今後必ずしも妥当しなくなる

場合も想定される。 

  

 

５ ＮＧＮの段階的発展に対応したアンバンドルの考え方 

意   見 考 え 方 

意見３－４５ （答申（案）に示されている）アンバンドルの目的に沿って、NGN をアンバンドル化

するよう要望。 

考え方３－４５ 

■ ５ NGN の段階的発展に対応したアンバンドルの考え方 P．86 

上述のアンバンドルの目的・効果（「他事業者が多様な接続を実現するためのものであり、 

アンバンドル以前、すなわち他の設備・機能とバンドルされていた時よりも接続料は低減す

ることとなり、それが利用者料金の低減や多様なサービス提供に繋がれば、電気通信市場

における競争促進にも資する」）に留意しつつ、NGN のオープン化を進めることが適当であ

る。 

■ 答申（案）に賛同の御意見として承る。 
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弊社は上記を目的にＮＧＮのアンバンドル化を要望しています。 

（フュージョン・コミュニケーションズ） 

意見３－４６ アンバンドルに係る判断基準をあらためて議論したのは有意義なことであり、こ

の判断基準が概念的整理に留まらず、分岐単位接続料の設定及び接続事業者から提案さ

れている NGN のオープン化に関する実現に繋がることを期待。 

考え方３－４６ 

■ アンバンドルに係る判断基準をあらためて議論したのは大変有意義なことであり、この判

断基準が概念的整理に留まらず、分岐単位接続料の設定及び接続事業者から提案されて

いるＮＧＮのオープン化に関する実現に繋がることを強く期待します。それぞれの要件に対し

示された判断基準について、当社の提案する「ファイバシェアリング」の実現に向けた見解は

以下の通りです。 

 

① 具体的な要望があること 

  当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、ＰＳＴＮではアンバンドルされている機

能であり、オープン化されることで利用者料金の低廉化を実現することが可能であり、その

結果、ＮＧＮの利活用やブロードバンドの普及促進につながると考えるため、この判断基準

に基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要望します。 

 

② 技術的に可能であること 

  当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、一般的なネットワーク設備であれば具

備されているＶＬＡＮ機能を利用して実現する接続形態であり、仮に現時点で実装していない

場合でも設備更改等により対応可能であるため、この判断基準に基づきＮＴＴ東西殿には実

現に向けた前向きな検討を実施いただくことを強く要望します。 

 

③ 過度に経済的な負担がないことに留意 

   当社の提案する「ファイバシェアリング」に関しては、既存技術の活用で実現可能なため実

現にかかるコストは相対的に小さいものと考えますが、仮にコストの絶対額が大きい場合で

も将来原価方式など合理的な接続料設定によりＮＴＴ東西殿と接続事業者双方にとって過度

な経済的負担には当たらないため、この判断基準に基づきＮＴＴ東西殿には実現に向けた前

向きな検討を実施いただくことを強く要望します。 

（イー・アクセス） 

■ 今般の答申（案）においては、創意工夫で新たなサービスを生み

出すことが期待されている NGN の特性や、PSTN からのマイグレー

ションの動向も踏まえ、NGN における公正競争環境を整備し、ブロ

ードバンドの普及促進を図る観点から、今後必要となる機能の取扱

いに関し、NGN の段階的発展に対応したアンバンドルの考え方を

整理したところである。 

   今後必要となるものと想定される機能はネットワークの段階的発

展に応じて多種多様なものとなると考えられることから、今般整理さ

れた考え方の個々の機能への当てはめは、これまでどおり、個別

具体的に行うことが適当である。 

なお、NGN と NTT 東西の加入光ファイバは一体として構築され

連携して機能するため、加入光ファイバのオープン化は NGN のオ

ープン化の在り方と密接に関係している。このため、御意見に示さ

れた提案を含む分岐単位接続料設定の適否に関する検討に当たっ

ては、本答申（案）で整理した NGN の段階的発展に応じたアンバン

ドルに係る考え方も踏まえつつ、多角的な観点から検討を行うこと

が適当である。 

 

意見３－４７ NGN が PSTN の基本的役割の多くを受け継いでいくとの基本認識を前提とする

と、NTT がオープンなネットワーク構築に対して一貫して否定的な態度を取るという状況が続

けば、取り返しのつかないレベルで競争環境の後退を招くこととなるは必至。可及的速やか

に、PSTN と同等以上の NTT-NGN のアンバンドル化を推進し、早急に公正競争環境確保の

ための取り組みを加速化すべき。 

考え方３－４７ 
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■ ＜アンバンドルの在り方＞ 

答申案第Ⅰ編にあるとおり、NTT-NGN が「PSTN の基本的役割の多くを受け継いでいく」

との基本認識に拠って立てば、NTT-NGN のアンバンドルが PSTN と同等レベルで確保され

ないということは競争環境の後退を意味します。現に、NTT-NGN は PSTN と同等なアンバ

ンドルメニューが確保されておらず、結果として、光サービス市場においては NTT 東西殿の

独占化傾向が進んでいる状況にあります。 

元来、公社時代における独占的ネットワークであった PSTN と異なり、新規のネットワーク

たる NTT-NGN は構築当初からオープンなネットワークとして構築すべきものであったはず

です。事実、NTT-NGN は、サービス開始前から指定電気通信設備化に係る議論がなされ、

PSTN での競争政策議論を活かしたネットワーク構築が当初から可能であったにも係らず、

NTT 東西殿が、自らの NGN は指定電気通信設備の対象外という考え方に基づき閉鎖的な

ネットワーク構築を推し進めたことで、PSTN 同様の労力を要する独占ネットワークの開放議

論を再び繰り返すことになってしまっている状況です。 

また、NTT 東西殿は当初、接続事業者の要望や需要が具体的でない等の趣旨（注 1）で、

アンバンドルについて消極的な態度を取り、NTT-NGN が発展期を迎えつつある現時点に至

っても、接続事業者が要望する接続機能が存在せず、追加的な機能の盛り込みは困難であ

るといった主張に転じてきている状況にあり（注 2）、オープンなネットワーク構築に対して、

一貫して否定的な態度（注 3）を取っています。 

このような状況が続けば、取り返しのつかないレベルで競争環境の後退を招くことは必至

であることから、可及的速やかに、PSTN と同等以上の NTT-NGN のアンバンドル化を推進

し、早急に公正競争環境確保のための取り組みを加速化すべきと考えます。 

 

＜NGN におけるアンバンドル要件＞ 

現在の第一種指定電気通信設備に係るアンバンドル要件は、当初、接続を前提としない

独占的なネットワークを如何にアンバンドルさせるかという観点で整理されてきたものと認識

しています。そのため、現状のアンバンドル要件は特異な歴史的経緯を有する PSTN という

ネットワークをベースに考えられたものであり、これを新規のネットワークたる NTT-NGN に

そのまま当てはめる蓋然性は存在しないものと考えます。寧ろ、当初からオープンであるべ

きネットワークを構築する観点で、アンバンドル要件を再整理することが適当であると考えま

す。 

具体的には、前述のとおり、NTT-NGN が PSTN に代わるものであることを踏まえ、最低

限、PSTN と同等レベルのアンバンドルを基本メニューとして確保することを第一の要件とす

べきです。また、NTT-NGN はボトルネック設備と密接に関連したオープンであるべきネット

ワークであるとの認識に改めて立った上で、アンバンドルの考え方について、恣意的な解釈

がなされないよう、下記の内容に沿って、現在の三要件の解釈について、答申等において再

整理を行うことが必要と考えます。 

■ 今般の答申（案）においては、創意工夫で新たなサービスを生み

出すことが期待されている NGN の特性や、PSTN からのマイグレー

ションの動向も踏まえ、NGN における公正競争環境を整備し、ブロ

ードバンドの普及促進を図る観点から、今後必要となる機能の取扱

いに関し、NGN の段階的発展に対応したアンバンドルの考え方を

整理したところである。 

   アンバンドルは、他事業者が多様な接続を実現するためのもので

あり、アンバンドル以前、すなわち他の設備・機能とバンドルされて

いた時より接続料は低減することとなり、それが利用者料金の低減

や多様なサービス提供に繋がれば、電気通信市場における競争促

進にも資することから、積極的に推進すべきものとされている。 

以上を踏まえて NGN のオープン化の検討がなされることにより、

NGN における公正競争環境が整備されることが期待される。  

なお、答申（案）においても、マイグレーションの進展に適切に対

応し、競争環境を一層整備する観点から、その他にも考慮すべき適

切な要素があれば時宜に応じた追加・見直しを行っていくことが望

ましいとしており、御意見については、今後の参考とさせていただき

たい。 
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①「具体的な要望があること」について 

- NTT 東西殿からの開示情報が限られている状況下であることを考慮すれば、接続事業者

から出される個別のアンバンドル要望については、全て「具体的な要望」とみなすこと 

②「技術的に可能であること」について 

- 現時点で設備への機能具備がなされていない場合であっても、市場における類似設備に

おいて当該機能が一般的に具備される機能と認められる場合、「技術的に可能」とみなす

こと 

- 第一種指定電気通信設備として、当然具備しておくべき基本的機能を有さない機器を大

量に導入した場合等、NTT 東西殿の技術的・政策的判断に起因して対応が困難なケース

については、「技術的に不可能」と認めないこと 

- 現時点で技術的に可能でない場合であっても、段階的な設備更改や需要拡大等に伴う設

備の追加等を経て対応可能となる場合、「技術的に可能」とみなすこと 

- 技術的可能性の判断においては、過去の整理（注 4）に則り、接続事業者にその証明をさ

せるのでなく、NTT 東西殿が実現不可能であることを一定期間内に証明できない場合、技

術的に可能であると整理することを基本とすること 

③「過度な経済的負担がないことに留意」について 

- 現時点で設備への機能具備がなされていない場合であっても、市場における類似設備に

おいて当該機能が一般的に具備される機能と認められる場合、「過度な経済的負担がな

い」とみなすこと 

- 第一種指定電気通信設備として、当然具備しておくべき基本的機能を有さない機器を大

量に導入した場合等、NTT 東西殿の技術的・政策的判断に起因して対応が困難なケース

については、「過度な経済的負担がある」と認めないこと 

- 既存設備の改修について、相当程度の経済的負担が生じたとしても、設備更改や需要拡

大等に伴う設備の追加等のタイミングで経済的負担を軽減する機能具備が実現できる可

能性に留意すること 

- 接続事業者から経済的負担を軽減するための実現方法の提案があった場合には、NTT

東西殿は真摯にその検討を行うこと 

 

注 1 「ＮＴＴ東西のＮＧＮが接続することとなる他通信事業者の次世代ネットワークについて

は、その内容が現時点では明らかになっておらず、接続のあり方を具体的に論じることが

できる状況にないと考えます。」（平成 19 年 10 月 26 日｢次世代ネットワークの接続ルー

ルの在り方に関する提案募集」に対する NTT 東西殿意見より抜粋）  

2 「ＮＧＮでＧＣ接続や同一光回線上でラインシェアリングを実現するためには、事業者振分

け装置の開発・設置やオペレーション装置の開発に多額のコストがかかり、低廉な料金で

のサービス提供に支障を来たす。」（平成 23 年 6 月 21 日「競争政策委員会」における
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NTT 東西殿ヒアリング資料より抜粋） 

3 別添資料１（平成 23 年 11 月 2 日 接続委員会 弊社共資料「分岐単位接続料設定につ

いて」より 再掲）参照。 

4 「特定事業者が実現不可能であることを一定期間内に示せない場合には、技術的に可能

とみなす」（平成 8 年 12 月 19 日「接続の基本的ルールの在り方について（答申）」より抜

粋） 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－４８ アンバンドルの考え方の柱に、「設備競争への影響等に十分に留意」を追加すべ

き。答申（案）にある既存の３つのアンバンドルの考え方を柔軟化するかのような措置は、設

備競争への影響が懸念されることから、不適切であり、少なくとも現行の考え方を堅持すべ

き。 

考え方３－４８ 

■ 固定通信市場には、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能であり、

現に、ＰＳＴＮ・メタル回線中心の時代と異なり、自ら設備を構築し競争している地域アクセス

系事業者やＣＡＴＶ事業者が多く存在しております。 また、ＮＴＴ東西殿に対して、モバイル事

業者以上の強い接続規制が課せられ、多様な接続メニューの設定、厳正な接続料水準の妥

当性検証等が行われております。 

このように、「設備事業者による設備競争」と「ＮＴＴ東西殿による設備開放」の両方が進展

している固定通信市場においては、地域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の「設備事業

者」、「ＮＴＴ東西殿」、「接続事業者」の３者間の公平性担保が重要です。 

その点、「「光の道」構想実現に向けて-取りまとめ-」においても、「設備競争とサービス競

争のバランスの観点から、接続事業者が設備投資のリスクを応分に負担するとともに、技術

革新や新サービスの迅速な提供への阻害要因とならないような配慮を行うこと等により、設

備競争への影響等に十分に留意することが適当である」とされております。 

そのため、アンバンドルの考え方の柱に、「設備競争への影響等に十分に留意」を追加す

べきであります。具体的には、「設備競争とのバランスを考慮した適度なアンバンドル」や「地

域アクセス系事業者やＣＡＴＶ事業者等の設備事業者の投資インセンティブを阻害すること

のないような、適正に設備コスト等を反映した接続料設定」が必要です。 

一方、本答申案にある既存の３つのアンバンドルの考え方を柔軟化するかのような措置

は、設備競争への影響が懸念されることから、不適切であり、少なくとも現行の考え方を堅

持すべきと考えます。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 答申（案）に示したとおり、通信ネットワークというインフラを用いて

サービスを提供することを特性とする電気通信分野において競争促

進を図るにあたっては、インフラを設置して事業を展開する事業者

間の設備競争とインフラを利用して事業を展開する事業者も含めた

サービス競争のバランスをとりながら具体的な方策を検討すること

が常に必要となる。 

今般の答申（案）においては、「NGN の段階的発展に対応したア

ンバンドル」の考え方を整理したものであり、一種指定設備に係るア

ンバンドルの考え方そのものについては何ら変更するものではな

い。また、「設備競争とサービス競争のバランス」といった高次の判

断要素については、アンバンドルの各考え方を個別具体的な機能

へ当てはめる際の前提として考慮されるべきものである。 

 

意見３－４９ アンバンドルされる機能については、国際標準の動向や、市場環境や競争環境

の変化を踏まえた慎重な検討が必要。NGN 等の更なるアンバンドルについても、このような

委員会等の場ではなく、まずは事業者間で具体的に要望を提示いただいた上で、個別に協

議を行うべき。 

考え方３－４９ 

■ ④アンバンドルの考え方について ■ 答申（案）の「① 具体的要望があること」で示した例は、「PSTN を
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ＩＰ網は、固定・移動を問わず、全世界において、事業者が導入済みもしくは導入中です。

また、ＮＴＴのＮＧＮはＱｏＳ機能を具備したＩＰ網であり、国際標準に沿ったものです。国内外

のベンダーも国際標準に則った通信設備や機器を製造・供給しているため、一部の事業者

の都合への対応は困難であり、ＰＳＴＮを前提として「同様の機能がＮＧＮでも具備されるべ

き」といった要望では、国際標準化することは困難と思われます。仮に製造した場合は割高

な製品となって、そのコストがユーザ料金に反映され、利用者利便が損なわれることになる

と考えられます。したがって、国際標準の動向や前述の市場環境や競争環境の変化を踏ま

えた慎重な検討が必要であると考えます。 

なお、ＮＴＴグループは、これまでもＮＧＮ連絡会議やＩＰｖ６インターネット接続方式に関す

る協議等においてインタフェース開示や方式検討等を事業者間で行ってまいりましたが、ＮＧ

Ｎ等の更なるアンバンドルについても、このような委員会等の場ではなく、まずは事業者間で

具体的に要望をご提示いただいた上で、個別に協議を行うべきであり、その結果、条件等が

整えば、要望事業者の費用負担を前提に機能の開発等を行うことになります。 

（NTT 持株） 

前提として「同様の機能が NGN でも具備されるべき」といった要望」

を全てアンバンドルの考えに反映させるということを意味するもので

はない。むしろ、「PSTN（及びアクセス回線）においてアンバンドルさ

れている機能で、NGN へのマイグレーション後も NTT において提

供予定のユーザサービスを実現するために必要と認められる機能」

や、競争環境の異なる NGN において必ずしもその全てを実現すべ

きとまではいえないとしつつ、「PSTN においてアンバンドルされてい

る機能で、NGN へのマイグレーションに伴い PSTN で実現していた

公正競争環境が著しく損なわれる場合」といった NTT 自身のサービ

ス継続の判断や、公正競争の著しい阻害を前提としたケース等を

想定している。このため、上記事例に照らした機能のアンバンドルを

実施することは、公益の観点から必要であり、当該機能の国際標準

化が進められないとの理由のみをもって直ちに否定されるべきもの

ではないと考えられる。 

 

意見３－５０ 「具体的な要望があること」 については、要望を持つ事業者が、要望内容を具体

化することが必要。「技術的に可能であること」については、開発等による機能提供が技術的

に可能である場合でも、その機能等が国際標準化されていない技術によるものであれば、当

社 NGN の「ガラパゴス化」を招くのでアンバンドルすべきでない。「過度に経済的な負担がな

いことに留意」については、アンバンドルの実現に必要となる開発コスト等についても、実際

にかかったコストに基づき、原則として要望事業者から速やかに回収すべきもの。いずれに

せよ、アンバンドルの要否については、個々の機能について、その必要性や市場環境等を

総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべき。 

考え方３－５０ 

■ アンバンドルについて、三つの要件の考え方を整理されていますが、それぞれについて、

以下の観点が必要と考えます。 

 

①「具体的な要望があること」 について、「「利用ニーズ」という意味での「具体的な要望」は

競争事業者から示されることが適当である」とありますが、冒頭申し上げたとおり、まず

は、ご要望される事業者が、どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういっ

た接続形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化していただくことが必

要と考えます。 

②「技術的に可能であること」について、「現時点では技術的に可能でない場合であっても、

その後の段階的な設備更改を経て対応可能となることがあるという点も留意」とあります

が、多くの場合、設備更改だけで新たな機能が具備される訳ではなく、実現のため機能開

発が必要となるものであり、また、理論的には開発等を行うことによって機能提供そのも

のは技術的に可能である場合でも、その機能・装置自体が国際標準化されていない技術

■ 考え方３－４７に同じ。 

なお、アンバンドルの要否については、今後必要となるものと想

定される機能はネットワークの段階的発展に応じて多種多様なもの

となると考えられることから、今般整理された考え方の個々の機能

への当てはめは、これまでどおり、個別具体的に行うことが適当で

ある。 
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によるものであれば、当社のＮＧＮの「ガラパゴス化」を招くこととなるため、少なくともその

ような開発を伴うアンバンドルは実施すべきでないと考えます。 

③「過度に経済的な負担がないことに留意」について、「新たな機能のアンバンドルを行った

としても、NTT 東西が追加的コストについて当該機能を利用する接続事業者から適切に

回収できる場合には、「過度な経済的な負担」に当たるとは必ずしもいえない」とあります

が、接続料は、実績原価方式に基づき、実際にかかったコストを当該機能を利用する事業

者から速やかに回収することが基本であると考えており、アンバンドルの実現に必要とな

る開発コスト等についても、実際にかかったコストに基づき、原則として要望事業者から速

やかに回収すべきものであると考えます。 

なお、今後どのように利用され、どれだけの需要が出るか分からない全く新しい機能の回

収方法として、加入光ファイバのように、ある程度の実績が積み上がっており、一定程度の

予測が可能であることから採用している将来原価方式を例示としているのは不適切であると

考えます。 

また、システム改修費用は、エリア拡大とは関係なく、開発時点から発生することから、シ

ステム改修費用の回収方法の例示としてエリア拡大を用いることは不適切であると考えま

す。 

 

・ いずれにしても、アンバンドルの要否については、個々の機能について、その必要性や市場

環境・サービス動向等を総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべきものと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ アンバンドルについて、三つの要件の考え方を整理されていますが、それぞれについて、

以下の観点が必要と考えます。 

 

①「具体的な要望があること」 について、「「利用ニーズ」という意味での「具体的な要望」は

競争事業者から示されることが適当である」とありますが、冒頭申し上げたとおり、まず

は、ご要望される事業者が、どのようなサービスを提供するのか、そのためにはどういっ

た接続形態でどのような機能が必要なのか等、ご要望内容を具体化していただくことが必

要と考えます。 

②「技術的に可能であること」について、「現時点では技術的に可能でない場合であっても、

その後の段階的な設備更改を経て対応可能となることがあるという点も留意」とあります

が、多くの場合、設備更改だけで新たな機能が具備される訳ではなく、実現のため機能開

発が必要となるものであり、また、理論的には開発等を行うことによって機能提供そのも

のは技術的に可能である場合でも、その機能・装置自体が国際標準化されていない技術

によるものであれば、当社のＮＧＮの「ガラパゴス化」を招くこととなるため、少なくともその

ような開発を伴うアンバンドルは実施すべきでないと考えます。 
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③「過度に経済的な負担がないことに留意」について、「新たな機能のアンバンドルを行った

としても、NTT 東西が追加的コストについて当該機能を利用する接続事業者から適切に

回収できる場合には、「過度な経済的な負担」に当たるとは必ずしもいえない」とあります

が、接続料は、実績原価方式に基づき、実際にかかったコストを当該機能を利用する事業

者から速やかに回収することが基本であると考えており、アンバンドルの実現に必要とな

る開発コスト等についても、実際にかかったコストに基づき、原則として要望事業者から速

やかに回収すべきものであると考えます。 

なお、今後どのように利用され、どれだけの需要が出るか分からない全く新しい機能の回

収方法として、加入光ファイバのように、ある程度の実績が積み上がっており、一定程度の

予測が可能であることから採用している将来原価方式を例示としているのは不適切であると

考えます。 

また、システム改修費用は、エリア拡大とは関係なく、開発時点から発生することから、シ

ステム改修費用の回収方法の例示としてエリア拡大を用いることは不適切であると考えま

す。 

 

・ いずれにしても、アンバンドルの要否については、個々の機能について、その必要性や市場

環境・サービス動向等を総合的に勘案した上で、個別に検討・判断すべきものと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

６ ネットワークの移行に伴う事業者間協議の在り方 （１）事業者間協議における透明性向上 

意   見 考 え 方 

意見３－５１ 「協議のプロセス、接続料の課金方法、事業計画等に係る聴取範囲の明確化」

等の整理を行い、後は事業者間協議に委ねるだけでは、非指定事業者の接続料の適正性

の十分な向上を期待することは困難であるため、適正な接続料設定に向けたガイドラインの

策定等の措置を講じ、速やかに固定電話事業者の接続料について透明性を確保し、適正性

を検証する仕組みを設けるべき。 

考え方３－５１ 

■ ２００９年１０月の「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」答

申において、一部の固定事業者がひかり電話網の接続料よりも不当に高い接続料を設定

し、事業者間取引のバランスが損なわれる、いわゆる「逆ざや問題」については「（二種指定

制度の運用ガイドライン制定に伴う動向を注視した上で）固定通信市場を含め、段階的に対

応することが適当」とされ、また、「競争セーフガード制度の運用に関する意見募集（2010 年

度）」に対する総務省殿の考え方では、「非指定事業者の積極的な対応により現行の接続料

の適正性の向上が期待されるところである」、「総務省においては、関係事業者による今後

の取組状況を注視すること」とされております。 

・ しかしながら、一部の固定電話事業者の設定する接続料がひかり電話接続料よりも高額と

■ 答申（案）においては、接続料算定に係る事業者間協議の透明性

向上に向けて、「できる限り透明性の高い手法により事業者間で考

え方を共有できるよう必要な取組を行うことが適当」としているところ

であり、頂いた御意見については今後の検討に際し参考とさせてい

ただきたい。 
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なる逆ざや問題が発生し、さらにその影響額は年々拡大している状況にあり、当社として

は、当該接続料の妥当性を判断すべく、協議等で具体的な算定根拠の提示を再三求めてお

りますが、当該事業者からは全く応じていただけない状況にあります。 

・ このような状況を踏まえると、答申案にある「協議のプロセス、接続料の課金方法、事業計

画等に係る聴取範囲の明確化」等の整理を行い、後は事業者間協議に委ねるだけでは、非

指定事業者の接続料の適正性の十分な向上を期待することは困難であるため、総務省にお

いては、まずは、適正な接続料設定に向けたガイドラインの策定等の措置を講じていただ

き、速やかに固定電話事業者の接続料について透明性を確保し、適正性を検証する仕組み

を設けていただきたいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ ２００９年１０月の「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」答

申において、一部の固定事業者がひかり電話網の接続料よりも不当に高い接続料を設定

し、事業者間取引のバランスが損なわれる、いわゆる「逆ざや問題」については「（二種指定

制度の運用ガイドライン制定に伴う動向を注視した上で）固定通信市場を含め、段階的に対

応することが適当」とされ、また、「競争セーフガード制度の運用に関する意見募集（2010 年

度）」に対する総務省殿の考え方では、「非指定事業者の積極的な対応により現行の接続料

の適正性の向上が期待されるところである」、「総務省においては、関係事業者による今後

の取組状況を注視すること」とされております。 

・ しかしながら、一部の固定電話事業者の設定する接続料がひかり電話接続料よりも高額と

なる逆ざや問題が発生し、さらにその影響額は年々拡大している状況にあり、当社として

は、当該接続料の妥当性を判断すべく、協議等で具体的な算定根拠の提示を再三求めてお

りますが、当該事業者からは全く応じていただけない状況にあります。 

・ このような状況を踏まえると、答申案にある「協議のプロセス、接続料の課金方法、事業計

画等に係る聴取範囲の明確化」等の整理を行い、後は事業者間協議に委ねるだけでは、非

指定事業者の接続料の適正性の十分な向上を期待することは困難であるため、総務省にお

いては、まずは、適正な接続料設定に向けたガイドラインの策定等の措置を講じていただ

き、速やかに固定電話事業者の接続料について透明性を確保し、適正性を検証する仕組み

を設けていただきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－５２ 接続料については、原則として、相互に理解が得られるよう、一義的には事業者

間協議で解決を図ることが適当。協議難航の際には、指定設備設置事業者以外の事業者の

接続料に関しては、「第三者検証スキーム」を確立することで、透明性確保や算定根拠の妥

当性検証を行うことが可能。 

考え方３－５２ 

■ 接続料については、原則として、相互に理解が得られるよう、一義的には事業者間協議で

解決を図ることが適当ですが、協議難航の際には、既存の仕組みである電気通信紛争処理

■ 答申（案）に示したとおり、今後 PSTN から IP 網へのマイグレーシ

ョンが進む中、IP 網同士の直接接続が増加すると想定され、事業
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委員会殿における紛争解決のためのスキームを活用することで対処可能と考えます。なお、

接続料が認可または届出対象となっていない指定電気通信設備を設置する事業者以外の

事業者の接続料に関しては、第二種指定電気通信設備制度（以下、「二種指定制度」とい

う。）の見直しの箇所にて後述する「第三者検証スキーム」を確立することで、透明性確保や

算定根拠の妥当性検証を行うことが可能と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

者間協議の不調は、結果として IP 網同士の直接接続を阻害する要

因となり得ることから、ネットワーク事業者間の接続を円滑化し、ブ

ロードバンド普及促進を図る観点から、とりわけ接続料算定に係る

事業者間協議の透明性を向上させることが必要である。この点は、

固定通信・移動通信の別、指定・非指定の別を問わず妥当するもの

であり、累次の接続ルールを踏まえつつ、紛争処理や第三者検証

以前の通常の事業者間協議段階に着目して対応すべき課題である

と考えられる。 

 

 

６ ネットワークの移行に伴う事業者間協議の在り方 （２）固定電話発携帯電話着通話サービスに係る料金設定の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－５３ ユーザ利便の向上の観点から、携帯電話事業者自らが、固定発・携帯着通話に

係るユーザ料金の格差を是正し、料金の低廉化を図る、あるいは、ユーザ自身が利用する

料金を認識出来るようにすることについて検討していくことが必要。 

考え方３－５３ 

■ ユーザ料金については、当該料金を設定している事業者自らが、ネットワークコストや市場

環境等に基づき決定するものと考えますが、現時点、携帯電話事業者が料金設定している

加入電話発のユーザ料金については、 

① 着信先事業者によっては、当社が設定する場合の料金に比べ、同じ接続形態にも係わ

らず３分間で２倍以上の料金となっている 

② 各携帯電話事業者間の料金を見比べた場合、３分７０円から１２０円となっており、発信

側のお客様はどの料金が適用されるか分からない 

といった状況となっております。 

・ こうしたことから、当社としては、お客様利便の向上の観点から、携帯電話事業者自らが、こ

のような料金格差を是正し、料金の低廉化を図っていただく、あるいは、お客様自身が利用

する料金を認識出来るようにするについて検討していく必要があると考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ ユーザ料金については、当該料金を設定している事業者自らが、ネットワークコストや市場

環境等に基づき決定するものと考えますが、現時点、携帯電話事業者が料金設定している

加入電話発のユーザ料金については、 

① 着信先事業者によっては、当社が設定する場合の料金に比べ、同じ接続形態にも係わ

らず３分間で２倍以上の料金となっている 

② 各携帯電話事業者間の料金を見比べた場合、３分７０円から１２０円となっており、発信

側のお客様はどの料金が適用されるか分からない 

■ 答申（案）に示したとおり、着信側事業者が設定する通話料金は

割高であり、ユーザにとって適用される通話料金が分からないとい

う指摘について、携帯電話事業者（着信）側が設定する通話料が、

ＮＴＴ東西（発信側）の設定するものと比べ、多くの時間帯で依然一

定程度上回っていることも踏まえ、料金体系の違いについて事業者

や国から利用者に周知するよう努めるとともに、これまでの整理が

今後もそのまま妥当するかという点も含め、現状の料金設定の在り

方について関係事業者間において必要な見直しを行うことが適当で

ある。 
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といった状況となっております。 

・ こうしたことから、当社としては、お客様利便の向上の観点から、携帯電話事業者自らが、こ

のような料金格差を是正し、料金の低廉化を図っていただく、あるいは、お客様自身が利用

する料金を認識出来るようにするについて検討していく必要があると考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－５４ 固定発携帯着通話のユーザ料金については、中継事業者も含めた健全な競争

環境が整えられており、料金設定を行う事業者の見直しをせまられる特段の事情は存しな

い。また、仮に、固定事業者が料金を設定することとした場合、料金設定を行うことが可能な

事業者数の減少により、かえってユーザ利便性低下に繋がる可能性がある。当社と固定事

業者の料金は、必ずしも大きな開きがあるとは言えないが、今後、よりお客様に使い勝手の

良い料金を目指し、見直しを図っていく。 

考え方３－５４ 

■ ◆中継事業者も含めた健全な競争環境が整えられており、料金設定を行う事業者の見直

しをせまられる特段の事情は存しない。 

・ 固定発携帯着通話のユーザ料金については、「料金設定の在り方に関する研究会報告

書」（2003 年 6 月）において、「携帯電話事業者のほか、中継事業者も料金を設定できると

することにより、複数事業者が料金設定を行うこととなり、競争が促進され、料金低廉化・

多様化に資すると考えられる」ことや、「発側利用者が自身の判断により、どの事業者の

提示する料金を支払うかを選択することができること」等を勘案し、「中継接続を導入し、

中継事業者も料金設定を行うことが適当」との整理が図られたものです。 

・ 発信利用者の判断で料金を選択し得る中継接続の仕組みからは、どの料金が適用され

るか分からないといった問題点も解消し得ることに加え、携帯事業者のみならず、中継事

業者も含めた健全な競争環境が整えられていることを踏まえると、現時点で料金設定を行

う事業者の見直しをせまられる特段の事情は存しないものと考えます。 

◆仮に、固定事業者が料金を設定することとした場合、料金設定を行うことが可能な事業者

数の減少により、かえってユーザ利便性低下に繋がる可能性がある。 

・ 仮に選択中継呼に加えて、現在、携帯事業者が料金設定を行う通話についても固定事業

者が料金を設定することとした場合には、自ら料金設定を行うことを前提に事業展開を行

ってきた携帯事業者の経営に急激な変化が生じるとともに、料金設定を行うことが可能な

事業者数の減少により、仕組みとして、現在よりも競争原理が働きにくくなることが懸念さ

れ、将来的にはかえってユーザ利便性の低下に繋がる可能性があるものと考えます。 

◆当社と固定事業者の料金は、必ずしも大きな開きがあるとは言えないが、今後、よりお客

様に使い勝手の良い料金を目指し、見直しを図っていく所存。 

・ また、携帯事業者の設定する料金が発側事業者が設定する場合の料金と比べて割高と

の指摘については、当社と固定事業者の料金について平均通話時間で比較した場合に

は必ずしも大きな開きがあるとは言い切れないと考えます（参考８）。 また、現在でも当社

は携帯事業者の中で最も安い料金水準ですが、今後もよりお客様に使い勝手の良い料

■ 考え方３－５３に同じ。 
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金を目指し、見直しを図っていく所存です。 

（NTT ドコモ） 

意見３－５５ 固定電話発携帯電話着料金の問題については、基本的には、過去の制度的整

理に基づく競争を継続することで対処可能であると認識。寧ろ、NTT 東西の 0AB-JIP 電話

サービスについて、事業者選択機能の追加を検討する等により、IP 網への移行後において

も中継電話市場相当の競争環境を維持すべき。 

考え方３－５５ 

■ 固定電話発携帯電話着料金の問題については、長期にわたる議論や大臣裁定等を踏ま

え、選択中継サービスの導入や発側事業者への料金設定権の移行等がなされた結果、競

争が加速度的に進展しました。従って、基本的には、過去の制度的整理に基づく競争を継続

することで対処可能であると認識しています。 

寧ろ、現在、料金設定権の問題について対処が必要な領域は、NTT 東西殿の 0AB-JIP

電話サービスであると考えます。前述のとおり、0AB-JIP 電話サービスにおいて中継電話サ

ービスが提供されていない状態のまま、NTT-NGN への移行が進展し、光 IP 電話を含む固

定電話市場において NTT 東西殿の独占化が進行しています。このことを踏まえ、NTT 東西

殿の 0AB-JIP 電話サービスにおける事業者選択機能の追加を検討する等により、IP 網へ

の移行後においても中継電話市場相当の競争環境を維持すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 固定電話発携帯電話着料金については、考え方３－５３に同じ。 

IP 網への移行後も中継電話市場相当の競争環境を維持すべき

という点については、答申（案）に示したとおり、NGN において提供

される 0AB-JIP 電話については距離に依存しない料金体系となっ

ているなど PSTN とは異なる競争環境となっており、また、今後 IP

網同士の直接接続に向けて事業者間の検討が進められているとこ

ろであることを踏まえ、まずは、ユーザニーズや NGN における電話

サービスの実現に向けたオープン化等の状況を踏まえた上で、IP

網への移行期の競争環境整備の在り方を検討することが適当であ

る。 

 

意見３－５６ 料金設定権の在り方は一義的には事業者間の協議に委ねられるべき。固定発・

ＰＨＳ事業者着の料金についても検討範囲に含めることも必要であり、答申（案）は「携帯・Ｐ

ＨＳ事業者」と修正すべき。電気通信番号政策委員会において、070 番号帯の携帯電話へ

の割当てと PHS との MNP が同時並行的に議論されているが、これらが実現すると識別性

が完全になくなり、ユーザからの料金が分かりづらい問題が固定発・PHS 事業者着について

も携帯電話着と同様に発生しうるという点についても利用者利便の観点から認識が必要。 

考え方３－５６ 

■ 固定発・携帯着の料金設定権については、当社としても、料金水準については、利用動向

やトラフィックに鑑み今後検討する予定ですが、料金設定権のあり方は一義的には事業者

間の協議に委ねられるものであると考えます。 

また、割高と指摘されている固定発・携帯着の通話料については、固定事業者殿の多くが

選択中継サービスにて、割安な料金等を設定しサービスを展開していることから、昨今の携

帯電話の接続料金の低廉化がもたらした効果も一方ではあったものと考えます。 

他方で、固定発・ＰＨＳ事業者着の料金についても検討範囲に含めることも必要と考えま

す。固定発・ＰＨＳ着の通話料金は４２円～１３６．５円/３分と携帯電話とほぼ同水準であり

且つ、料金設定権はＰＨＳ事業者側である事を踏まえれば、携帯電話への着信のみが問題

であるという答申（案）は、バランスを欠いたものであり、「携帯・ＰＨＳ事業者」と修正すべきと

考えます。 

また、現在、電気通信番号政策委員会にて携帯電話の電気通信番号枯渇対応が議論さ

れており、０７０番号帯の携帯電話への割当てとＰＨＳとのＭＮＰが同時並行的に議論されて

■ 料金設定の在り方については、答申（案）に示したとおり、関係事

業者間において必要な見直しを行うことが適当としている。なお、今

回の答申（案）では、携帯電話事業者（着信側）が設定する通話料

が、NTT 東西（発信側）が設定する通話料と比べ、多くの時間帯で

上回っていることを踏まえ、料金設定の在り方について関係事業者

間において必要な見直しを行うことが適当としたものである。 

 現在、PHS（着信側）が設定する通話料に対して、NTT 東西（発信

側）が設定する通話料はなく、発信者がプレフィックス番号を付した

通話料金との格差は生じていない。このため、NTT 東西が設定する

携帯電話着の通話料と携帯電話事業者が設定する通話料の比較

と同様に、PHS の通話料と比較を行うことはできないため、固定電

話から PHS への通話について、料金設定権が PHS 側にあることを

もって、固定電話発・携帯電話着の通話サービスの料金設定の在り
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いる状況です。ＰＨＳ事業者が設定する４２円～１３６．５円/３分という携帯電話事業者と同

水準の通話料については、０７０番号での識別性でユーザが認識することができていました

が、携帯電話への０７０の割当てとＰＨＳと携帯電話との間のＭＮＰ実現より識別性が完全に

なくなり、ＮＴＴ東西殿が指摘しているユーザからの料金が分かりづらい問題が携帯電話着と

同様に発生しうるという点についても利用者利便の観点から認識が必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

方に PHS 事業者の料金設定の在り方を含めることは必ずしも適当

ではないと考える。 

 

■ 携帯電話への 070 の割当て等による PHS と携帯電話の識別性

や固定電話発の料金差については、現在当審議会（電気通信番号

政策委員会）で検討を行っており、今後とりまとめられる予定の答申

において、適切な対応が図られるものと考えられる。 

   なお、当審議会（ブロードバンド普及促進のための競争政策委員

会）においても、着信側事業者が設定する通話料金は割高であり、

ユーザにとって適用される通料金が分からないという指摘につい

て、携帯電話事業者（着信）側が設定する通話料が、NTT 東西（発

信側）の設定するものと比べ、多くの時間帯で依然一定程度上回っ

ていることも踏まえ、答申（案）に示したとおり、料金体系の違いにつ

いて事業者や国から利用者に周知するよう努めることが適当として

いる。 
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第３章 モバイル市場の競争促進 

意   見 考 え 方 

意見３－５７ 携帯電話と PHS に適用される規制を同等のものとすべく、制度設計の見直し等

を行うべき。 

考え方３－５７ 

■ 「モバイル市場において、事業者間の競争を一層促進し、サービスの多様化と料金の低廉

化を図ることが必要である」(「答申(案)P91」)との認識に賛同致します。なお、モバイル市場

の活性化にあたっては、携帯電話事業及びこれと競争関係にある PHS 事業間の公正競争

確保の観点から、両者に適用される競争ルールを同等のものとするべく、関連する法制度

の見直しを行なっていく必要があると考えます。 

 

  携帯電話事業者と PHS 事業者が提供する音声サービス、データ通信サービスは、利用者

にとって代替性の認められるものであり、両者は競争関係にあるものと考えられます。また、

現在 PHS 事業を展開するウィルコム社の契約数は 400 万件を超えており、携帯電話事業

者の中で 4 番目の契約数を有するイー・アクセス社の契約数を超える水準となっておりま

す。しかしながら、現在、全ての携帯電話事業者は、接続料の算定等にあたり「第二種指定

電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」を踏まえた積極的な対応を行うことが適当

とされている一方、PHS 事業者については同様の競争ルールの適用は行われておりませ

ん。 

 

  このような状況を踏まえ、総務省においては、携帯電話事業者と PHS 事業者間の公正競

争環境を確保する観点から、電気通信事業法及びこれに基づく累次の競争ルールの中で、

携帯電話と PHS に適用される規制を同等のものとするべく、制度設計の見直し等を行うこと

が求められると考えます。 

 

なお、上記ガイドラインへの対応にあたっては、法制度上の位置づけに拠らずとも、PHS 事

業者自らが自発的に取組むことが期待されるものと考えます。 

（NTT コミュニケーションズ） 

■ 答申（案）に示したとおり、PHS については、第二種指定電気通信

設備制度（以下「二種指定設備制度」という。）の創設当時、PHS の

加入者数が携帯電話の加入者総数の 10%以下であったことや、ネッ

トワークの大部分を地域固定網に依存する形態であったことから、

市場への影響の程度に鑑み、第二種指定電気通信設備（以下「二

種指定設備」という。）の対象としなかったものである。上記の事情

は現在においても変わっておらず、現時点において、当時の整理を

変更すべき積極的理由はないと考えられる。 

携帯電話と PHS の関係等については、市場動向を注視しつつ、

必要が生じた場合には制度の見直しを含めて検討することが適当

である。 

 

１ ネットワークレイヤーのオープン化 （１）第二種指定電気通信設備制度の見直し 

意   見 考 え 方 

意見３－５８ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象見直しの考え方に賛同。 考え方３－５８ 

■ 本項にまとめられた二種指定事業者適用対象見直しの考え方に賛同いたします。 

移動体通信事業者（ＭＮＯ）の通信市場に与える影響力は著しく高まっており、通信事業

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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者間における交渉の優位性は二種指定事業者であるかどうかにかかわらず非常に大きな

ものになっています。 

現在の端末シェア率２５％超の閾値による適用では不十分な状況であると考えられます

ので、公正な競争環境構築のため適用対象見直しが適切であると考えます。 

（STNet） 

意見３－５９ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象の拡大は時宜を得た方針。速やかに

必要な省令改正等の措置がなされることを希望。 

考え方３－５９ 

■ ◆二種指定制度適用対象の拡大は時宜を得た方針であり、速やかに必要な省令改正等

の措置をお願いしたい。 

・ 接続料算定等に係る規制については、「着信独占」の考え方に基づき、全事業者に同等

の規制を課すことが原則と考えているところですが、特定の非指定事業者との不透明な

相互接続料格差が拡大傾向にあり、それに伴って多大な接続料収支差が生じている状況

に照らすと、透明かつ公正な接続の推進の観点から、「相当程度低いシェア」の事業者を

除外した上で、二種指定制度適用対象の拡大を図ることは、時宜を得た適切な方針と考

えられ、異論があるものではありません。 

・ また、適用時期が無用に延伸されることとなれば、不透明な相互接続料格差が一層拡大

することを懸念していたところ、「速やかに検討」する必要があるとの方針もご指摘通りと

考えます。 

・ 本答申（案）の内容を答申としていただくとともに、その後も、２０１２年度相互接続料から

の適用に向けて、速やかに必要な省令改正等の措置をお願いしたい。 

（NTT ドコモ） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。答申（案）に示したとおり、

総務省においては、具体的な基準について速やかに検討を行った

上で、省令改正等必要な措置を講じることが適当である。 

 

意見３－６０ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象を見直し、拡大することについて賛

同。新たに指定の対象となることが想定される者の接続料について、総務省において二種

指定ガイドラインに則ったものであるか否かの厳密な検証を行うことが必要。 

考え方３－６０ 

■ 「二種指定設備制度に係る規制の適用対象を見直し、拡大することにより、モバイル市場

における電気通信事業者間の交渉力の不均衡の問題に対応し、公正競争環境を確保する

ことが適当である」(「答申(案)」P96)との考え方に賛同致します。 

なお、「二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」においては、「接続約款

の届出を行う際に、原則として別表第２の様式により、総務省に対して算定根拠を明らかに

することが適当である。なお、接続料の算定根拠が示された場合には、総務省は、当該接続

料の算定がガイドラインに示す考え方に沿ったものであるか否かについて、必要な検証を行

うこととする」とされております。 

既に各社より指摘のある通り、新たに二種指定の対象となることが想定されるソフトバンク

モバイル社の接続料水準は、2010 年度適用分について一定の低減がなされたものの、他

の携帯電話事業者との接続料水準の格差は、むしろ拡大しております。このような状況を踏

まえると、ソフトバンクモバイル社の接続料の透明性を確保するためには、上記ガイドライン

■ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象の拡大について、答申

（案）に賛成の御意見として承る。 

第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン（以下

「二種指定ガイドライン」という。）において、総務省は、二種指定設

備を設置する電気通信事業者（以下「二種指定事業者」という。）か

ら、接続約款の届出が行われた際に、接続料の算定根拠が示され

た場合には、当該接続料の算定が同ガイドラインに示す考え方に

沿ったものであるか必要な検証を行うこととされている。 
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の趣旨に基づき、同社が自らの接続料算定根拠を明らかにし、総務省において同社の接続

料算定がガイドラインに則ったものであるか否かの厳密な検証を行うことは必須であると考

えます。 

（NTT コミュニケーションズ） 

意見３－６１ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象を拡大し、上位３社のモバイル事業者

を適用対象とすることについて賛同。早期に上位３社のモバイル事業者に対して禁止行為

規制を課すことも重要。 

考え方３－６１ 

■ 二種指定設備制度に係る規制の適用対象を拡大し、上位３社のモバイル事業者を二種指

定設備制度の適用対象とすることについて賛同いたします。 

そもそも有限希少な電波の割当てを受けているモバイル事業者には、一定の規制が必要

と考えられるなか、上位３社のモバイル事業者の顧客規模が、固定通信の各市場を凌ぐ規

模に成長している等、突出した存在となっていることから、ＭＶＮＯによる競争促進、ひいて

はモバイル市場を活性化するうえで、上位３社のモバイル事業者を二種指定設備制度の適

用対象とすることは必須の措置であります。 

なお、資本関係のあるモバイル事業者を有する「企業グループ」が、モバイル事業者の顧

客基盤やブランド力をもとに、固定通信をはじめ情報通信市場全体に、市場支配力を拡大し

つつあることを踏まえると、情報通信市場全体での公正競争環境を確保するために、早期に

上位３社のモバイル事業者に対して禁止行為規制を課すことも重要です。 

特に、当該モバイル事業者に対し、自社グループ内固定通信事業者と、他の固定通信事

業者との同等性確保を義務付ける等の措置を講じることが急務であります。 

（ケイ･オプティコム） 

■ 答申（案）に示したとおり、優位な交渉力を持つ電気通信事業者で

あっても、現在の適用基準では二種指定事業者の指定を受けない

場合が存在し得ると考えられるため、二種指定設備制度に係る規

制の適用対象を見直し、拡大することにより、モバイル市場におけ

る電気通信事業者間の交渉力の不均衡の問題に対応し、公正競争

環境を確保することが適当である。また、適用対象を拡大する場合

の具体的な基準については、総務省において速やかに検討を行っ

た上で、省令改正等必要な措置を講じることが適当である。 

なお、上位３社のモバイル事業者に対して禁止行為規制を課すこ

とについては、二種指定設備に一種指定設備のようなボトルネック

性が認められないなかで、モバイル市場において営業収益で相対

的に大きな占有率を占めている等の事業者が市場支配力を濫用し

た場合、電気通信事業者間の公正競争等に及ぼす弊害が著しく大

きく、看過し得ないものとなることに鑑み、このような者を禁止行為

規制に従うべき市場支配力を有する電気通信事業者として指定で

きることとしたものである。このような規制の趣旨に照らし、上位３社

のモバイル事業者に対して適用することは適当ではない。 

意見３－６２ 二種指定設備制度は、基本的に電波の有限希少性に拠るもの。電波の割当を

受けて携帯電話サービスを提供する事業者は、電波という公共財を利用していることから、

全ての MNO に同等の競争ルールが適用されるべき。 

考え方３－６２ 

■ 携帯電話事業者に対する第二種指定電気通信設備制度は、「電波の有限希少性により新

規参入が困難な寡占的な市場において、相対的に多数のシェアを占める者が有する接続協

議における強い交渉力・優位性」に対する規制であり、基本的に電波の有限希少性に拠るも

のです。電波の割当を受けて携帯電話サービスを提供する事業者は、電波という公共財を

利用していることから、すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）には同等の競争ルールが適用さ

れるべきであり、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」等についても

等しく適用されるべきと考えます。 

携帯電話の音声接続料について、NTT ドコモは「第二種指定電気通信設備制度の運用に

関するガイドライン」に従った算定を行い、今年１月に届出した２０１０年度適用接続料では、

■ 二種指定設備制度は、一定以上のシェアを有する電気通信事業

者が、接続協議における交渉上の優位性を背景に、接続における

不当な差別的取扱いや接続協議の長期化等を引き起こすおそれが

あることにかんがみ、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等

を担保する観点から非対称規制として設けられたものであり、優位

な交渉力を持たない事業者まで規律の適用対象とすることは適当

ではない。 
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前年度比約３６％（区域内）もの低減を図っております。一方で、ユーザ数の規模に比べて設

備投資額が少ない携帯電話事業者（二種指定以外の一部の事業者）とは近年、水準格差が

拡大している状況です。 

すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）を同等に規制の対象とすることにより、各事業者の接

続料算定根拠の算定方法の統一や透明性確保が図られ、自ずと水準格差も縮小し、結果と

して利用者料金の格差も是正されるものと考えます。 

（NTT 持株） 

 

■ 携帯電話事業者に対する第二種指定電気通信設備制度は、「電波の有限希少性により

新規参入が困難な寡占的な市場において、相対的に多数のシェアを占める者が有する接

続協議における強い交渉力・優位性」に対する規制であり、基本的に電波の有限希少性に

拠るものです。電波の割当を受けて携帯電話サービスを提供する事業者は、電波という公

共財を利用していることから、すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）には同等の競争ルールが

適用されるべきであり、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」等に

ついても等しく適用されるべきと考えます。 

携帯電話の音声接続料については、第二種指定電気通信事業者と、ユーザ数の規模に

比べて設備投資額が少ない携帯電話事業者（二種指定以外の一部の事業者）の接続料水

準の格差が近年拡大している状況です。すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）を同等に規制

の対象とすることにより、各事業者の接続料算定根拠の算定方法の統一や透明性確保が

図られ、自ずと水準格差も縮小し、結果として利用者料金の格差も是正されるものと考えま

す。 

（NTT 西日本） 

 

■  携帯電話事業者に対する第二種指定電気通信設備制度は、「電波の有限希少性により

新規参入が困難な寡占的な市場において、相対的に多数のシェアを占める者が有する接

続協議における強い交渉力・優位性」に対する規制であり、基本的に電波の有限希少性に

拠るものです。電波の割当を受けて携帯電話サービスを提供する事業者は、電波という公

共財を利用していることから、すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）には同等の競争ルールが

適用されるべきであり、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」等に

ついても等しく適用されるべきと考えます。 

携帯電話の音声接続料については、第二種指定電気通信事業者と、ユーザ数の規模に

比べて設備投資額が少ない携帯電話事業者（二種指定以外の一部の事業者）の接続料水

準の格差が近年拡大している状況です。すべての携帯電話事業者（ＭＮＯ）を同等に規制

の対象とすることにより、各事業者の接続料算定根拠の算定方法の統一や透明性確保が

図られ、自ずと水準格差も縮小し、結果として利用者料金の格差も是正されるものと考えま

す。 
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（NTT 東日本） 

意見３－６３ MVNO を MNO の競争事業者として機能させ、モバイル市場を健全化するため、

電波を使用しているモバイル事業者すべてを二種指定設備制度の適用対象とすべき。 

考え方３－６３ 

■  MVNO が MNO の競争事業者として機能し、寡占状態のモバイル市場を健全化するた

め、二種指定設備制度の適用対象は、シェアの大きさにかかわらず、有限希少性の電波を

使用しているモバイル事業者をすべて対象事業者として指定すべきである。 

イ 二種指定設備制度の適用対象 

有限希少性を持つ電波を使用しているモバイル事業者と、使用していない通信事業者と

の間には、実際にその交渉当事者になっていない人には想像を絶するほどの交渉力の差

が存在する。最終的には総務大臣裁定を経て、接続料金として月額 1,500 万円/10Mbps と

算定された接続料金の交渉にあたり、電波を使用しているモバイル事業者は、月額 2 億円

/10Mbps を超える接続料金を総務大臣に対して主張していたのは、つい４年ほど前のことで

ある。 

また、第二種指定電気通信設備を有しない MNO の MVNO は、MNO のサービスと同一の

サービスを低価格で提供している MVNO サービスがほとんどであるという状況を注視する

必要がある（第二種指定電気通信設備を有している NTT ドコモと、有していない事業者、例

えばイーモバイルや UQ を見たら明らか）。第二種指定電気通信設備を有する MNO の

MVNO からは、多様なサービス、つまり時間単位、データ量単位、通信速度別他、様々なサ

ービスが生まれてきている。これは、接続約款に基づく接続料金及び接続条件に従って接続

すれば、如何なる通信サービスを提供するかは、MVNO が自由に決めることができるからで

ある。 

シェアが比較的小さな MNO が MVNO を利用することで収益の拡大を目指すのは、

MVNO をいわゆる代理店に近い形で自社のサービスの販売促進を図っているものが多い。

MVNO が MNO の競争事業者として機能することこそが、寡占状態のモバイル市場を健全

化するために必須であり、その点から、シェアの大きさによらず、あくまでも有限希少性の電

波を使用しているモバイル事業者を全て第二種指定電気通信設備を持つ事業者として指定

すべきである。 

第二種指定電気通信設備を持つ NTT ドコモから、「二種指定設備制度に規定される接続

に関する規律は、MVNO の参入に向けて極めて有益であり、MNO 間のみならず、MVNO 参

入促進の観点からも、全モバイル事業者への同等の規制適用が必要」との意見が出されて

いるのは、MVNO を反対していた立場から、実際に接続約款を公表し、これによって MVNO

参入が進展した当事者としての意見として、尊重すべき意見である。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

■ 考え方３－６２に同じ。 

なお、答申（案）に示したとおり、端末シェアが相当程度低い MNO

は、むしろ MVNO に自網を利用してもらうことによって収益の拡大

を図るインセンティブが働くものと考えられ、そういった場合まで

MNO が MVNO との関係において優位な交渉力があると認めること

は難しく、シェアの多寡にかかわらずこうした MNO まで直ちに規制

の適用対象とするのは適当ではない。 

意見３－６４ 二種指定設備制度については、MVNO の新規参入及び市場への影響を考える

と、MVNO の促進に留意した制度設計の見直しが必要。 

考え方３－６４ 

■ 第二種指定電気通信設備制度は、MVNO の新規参入及び市場への影響を考えると、 ■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。答申（案）に示したとおり、
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MVNO が促進されることに留意した制度設計の見直しが必要である。 

ア 二種指定設備制度の在り方 

通信事業者同士が相互に有機的に接続することで、新規通信事業者の参入が図られ、同

時に利用者の利便性が向上する。ネットワークという言葉のとおり、相互につながってこそ価

値を生み出すという通信事業の本質を考えた場合、通信事業者間の接続こそ、通信サービ

スを成立させる根幹である。 

一方で、有限希少性を有する電波を使用するモバイル通信事業は、電波免許を持って事

業展開する通信事業者が極めて少数に限られるという宿命があり、電波を使用できる事業

者と他の事業者との間で、接続に関する交渉力に極めて大きな差が生じており、通信事業

者同士の接続が円滑に進展していない背景となっている。 

その意味で、接続協議において強い交渉力を有する電気通信事業者に対して、接続に関

する規律を課す第二種指定電気通信設備制度は、モバイル市場の発展にとって、最も重要

であり、かつ更に充実させていく必要がある制度と言える。 

第二種指定電気通信設備として指定された設備を有するモバイル事業者は、接続料金等

の条件を明示した接続約款を作成し、公表することから、他の通信事業者は、新たに当該二

種指定設備を使用した事業を、予見性をもって計画できることから、モバイル市場への通信

分野あるいは異業種分野からの新規参入を促進することとなる。また、接続約款は総務省

への事前届出が義務づけられており、かつ接続約款に基づかない接続は禁止されているこ

とから、参入事業者にとって透明性が担保されていることも、新規参入を強く促すことにつな

がっている。 

接続約款に基づく本格的な MVNO 事業は、2009 年３月に開始され始めたばかりであり

（レイヤー２接続によるもの）、まだ２年半の歳月しか経っていないが、MVNO 事業者の利用

回線数の急激な増加は、MVNO 事業モデルが潜在顧客に受け入れられている証であり、そ

れは通信サービスの価格の低減化および多様化の結果と言える。 

第二種指定電気通信設備制度の制度創設時には、接続約款に基づく MVNO 事業参入希

望者がいなかったことから、MNO 間の交渉力の差に主眼が置かれた制度設計になっていた

が、MVNO の新規参入および市場への影響の大きさを考えると、この制度の在り方如何に

よって、MVNO が促進されるかどうかに極めて大きな影響を与えることに留意した制度設計

の見直しが必要である。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

二種指定設備制度については、MNO 間の競争促進という制度創設

時の主眼を維持しつつ、MNO と MVNO との関係も踏まえた制度と

して位置付けることが適当である。 

 

意見３－６５ モバイル市場においては、競争上の問題が生じているときに限り、必要最小限の

規制を行うことが適当。二種指定設備制度に係る規制の適用対象を拡大するのであれば、

現行制度において規制対象となっている MNO と、規制対象外である MNO との間で不公平

な状況になっていることに着目すべき。 

考え方３－６５ 

■ 現在の日本のモバイル市場においては、通信事業者のみならず、端末ベンダーやプラット

フォーム事業者等のさまざまなプレーヤーが自由に創意工夫して熾烈な競争を繰り広げて

■ 競争上の問題が生じているときに限り、必要最小限の規制を行う

べきとの御意見については、考え方３－６２に同じ。 
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おり、多種多様なサービスがお客様に提供されています。このように、競争が機能している

場合には競争は市場に委ねることが原則であり、競争上の問題が生じているときに限り、必

要最小限の規制を行うべきです。 

答申案にあるとおり、「二種指定設備制度に係る規制の適用対象を見直し、拡大すること

により、モバイル市場における電気通信事業者間の交渉力の不均衡の問題に対応し、公正

競争環境を確保する」のであれば、市場シェアの推移等、競争環境の変化を踏まえ、現行

制度において規制対象となっているＭＮＯと、指定対象外であるＭＮＯとの間で不公平な状

況となっていることに着目すべきです。 

なお、適用対象を見直す場合の具体的な基準についても、上記の点に鑑みれば、答申案

にあるとおり全ての事業者が規制対象となる「着信ボトルネック規制」の考えを採用すること

は適当ではないものと考えます。 

(KDDI) 

二種指定設備制度の拡大に係る御意見については、答申（案）

に賛成の御意見として承る。 

意見３－６６ 二種指定設備制度を、MNO と MVNO との関係も踏まえた制度として位置付ける

ことについて賛同。モバイル市場においても、設備のボトルネック性やそれに基づく市場支

配力を認定する等、二種指定設備制度自体の考え方を見直す時期にあり、MVNO による競

争のベースとなる接続制度に関して、一種指定設備制度並の接続制度を導入することが必

要。加えて、二種指定設備制度の対象事業者すべてに対して禁止行為規制を適用すべき。 

考え方３－６６ 

■ ブロードバンドの普及促進に向けては、 事業者間競争を「設備競争」と「サービス競争」の

両面から促進することが重要であり、なかでも「設備競争」が、そのベースであると考えてお

ります。 

その点、固定通信は、意欲のある事業者であれば、随時設備競争への参入が可能です

が、携帯電話等のモバイルは、少数の周波数割当て事業者しか設備競争を行えないのが現

状です。  

そもそも、有限希少な周波数は、国民の共有財産であることから、可能な限り、広く、多く

の者で利用することが求められるとも考えられます。  

以上から、有限希少な周波数の利用が前提となるモバイル市場においては、「設備競争」

に加え、「ＭＶＮＯによる競争」が重要になると考えておりますので、二種指定設備制度を、Ｍ

ＮＯとＭＶＮＯとの関係も踏まえた制度として位置付けることについて賛同いたします。 

一方、モバイル市場においては、国の有限希少な電波を利用するという点において、設備

のボトルネック性が存在し、また顧客規模が固定通信の各市場を凌ぐ規模に成長している

等、大手モバイル事業者は既に大きな市場支配力を保持しております。 

また、資本関係のあるモバイル事業者を有する「企業グループ」は、モバイル事業者の顧

客基盤やブランド力をもとに、固定通信をはじめ情報通信市場全体に、市場支配力を拡大し

つつあります。 

そのため、モバイル市場においても、設備のボトルネック性やそれに基づく市場支配力を

認定する等、二種指定設備制度自体の考え方を見直す時期にあります。具体的には、ＭＶ

■ 二種指定設備制度を、MNO と MVNO との関係も踏まえた制度と

して位置づけることについて、答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、電波の割当を受けた事業者のネットワークについて、第一

種指定電気通信設備制度（以下「一種指定設備制度」という。）と同

様のボトルネック性を認めることは、情報通信審議会答申「電気通

信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」（平成

21 年 10 月 16 日）（以下「接続ルール答申」という。）に示したとお

り、モバイル市場には加入者回線を含めて自らネットワークを構築

して全国レベルで事業展開を行う携帯事業者が複数存在し、利用

者・接続事業者双方にとって、ネットワークの代替性が存在している

こと等の理由から、適当ではない。 

二種指定設備制度の対象事業者すべてに禁止行為規制を適用

すべきという御意見については、考え方３－６１に同じ。 
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ＮＯによる競争のベースとなる接続制度に関して、一種指定設備制度並の接続制度を導入

することが必要です。加えて、二種指定設備制度の対象事業者すべてに対して禁止行為規

制を適用すべきであります。 

（ケイ･オプティコム） 

意見３－６７ 着信ボトルネック規制の考え方に基づき全ての MNO に規制を適用する考え方を

採用することは、適当ではないとの答申（案）の認識は適切。二種指定設備制度の適用対象

を上位３社まで拡大する必要があるという認識は適切。 

考え方３－６７ 

■ 二種指定設備制度の適用について 

  二種指定設備制度の適用の範囲について、着信ボトルネック規制の考え方に基づき、電

波の割当を受けるＭＮＯすべてに規制を適用する考え方は、着信市場のあり方や市場支配

力の認定方法の差異を挙げ、わが国の指定電気通信設備制度との整合性の点から採用す

ることは適当ではないという答申（案）での認識は適切であると考えます。 

加えて、着信ボトルネック規制の考え方に基づき全てのＭＮＯに二種指定制度の適用対

象を拡大することは、端末シェアを背景とした交渉力の優位性を持つ事業者に対しての非

対称規制制度そのものを形骸化させることになると考えます。 

したがって、答申（案）に示されている上位３社の寡占化とシェアの拮抗という市場環境の

変化により、端末シェアを背景にしたＭＮＯ間の交渉上の優位性の関係に変化が生じた結

果、二種指定制度の適用対象を上位３社まで拡大する必要があるという認識は適切である

と考えます。 

（イー･アクセス） 

■ 着信ボトルネック規制については、答申（案）に示したとおり、現時

点で採用することは適当ではなく、今後、指定電気通信設備制度全

般について見直しを行う必要が出てきた際に検討を深め、その導入

の適否を判断することが適当である。 

二種指定設備制度の適用の範囲に係る御意見については、考え

方３－６１に同じ。 

意見３－６８ 二種指定設備制度見直しに関連し、閾値の見直しとして１０％という基準値を例

示しているが、当該数値はセーフハーバーとして設定されているものであり、採用すべきで

はない。 

考え方３－６８ 

■ ＜二種指定制度見直し時における具体的閾値について＞ 

二種指定制度の閾値の見直しに関連し、「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指

針」における10%という基準値が答申案に例示されていますが、当該数値は、ある企業が垂

直型企業結合を行う際に、当該企業と水平関係にある事業者に与える影響を判断するため

のセーフハーバーとして設定されているものであることから、セーフハーバーと性質を異に

する二種指定制度の規制根拠とすることや、垂直関係にある携帯電話事業者とMVNO間の

影響を判断するための指標として参照することに適正性・合理性はないものと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、端末シェアが相当程度低い MNO は、む

しろ MVNO に自網を利用してもらうことによって収益の拡大を図る

インセンティブが働くものと考えられ、そういった場合まで MNO が

MVNO との関係において優位な交渉力があると認めることは難し

い。この場合、MVNO に優位な交渉力を認めるまでには至らない

「相当程度のシェア」が具体的にどの程度なのかを検討するに当た

って、例えば競争法上の競争の実質的制限に係る基準等を参考と

することは適当である。 

 

意見３－６９ 非対称規制の更なる明確化を図るべき。携帯事業者間には競争上のハンディキ

ャップが存在し、上位３位までの携帯電話事業者に対して一律の規制を課すことは、これま

で以上に競争環境の悪化を誘引する懸念がある。仮に、携帯電話事業者一律の規制適用

考え方３－６９ 
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の方向で制度見直しを行うのであれば、ハンディキャップの解消も併せて推進する必要があ

る。 

■ ＜二種指定制度の見直しについて＞ 

二種指定制度の見直しにおける弊社共の基本的な考え方については、これまでの「電気

通信事業政策部会」にて実施されてきた提案募集に対する提案書 5 やヒアリングへの提出

資料 6 等で説明させて頂いたとおり、非対称規制のさらなる明確化を図るべきという従前の

考えから変わりはありません。現在の携帯電話市場においては、競争事業者は、依然として

50%近くの市場シェアを有するドミナント事業者との間で競争上の各種ハンディキャップ（保有

周波数帯の差異や旧国営企業というドミナント事業者の経歴等により生じるもの）が存在す

る中、日々激しい競争を強いられている状況にあります。そうした中、競争事業者は各社の

創意工夫や企業努力で僅かながらシェアを拡大しているに過ぎません。答申案においては、

こうした競争環境への十分な配慮無しに、シェア上位 3 位までの携帯電話事業者に対して

一律の規制を課そうとする見直しの方向性が示されていますが、このことは、これまで以上

に競争環境の悪化を誘引する懸念があるものと考えます。仮に、答申案にあるような携帯電

話事業者一律の規制適用の方向で制度見直しを行うのであれば、前述の携帯事業者間に

存在する競争上のハンディキャップの解消についても併せて推進される必要があるものと考

えます。 

 

（ソフトバンクBB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、二種指定設備制度は、一定以上のシェ

アを有する電気通信事業者が、接続協議における交渉上の優位性

を背景に、接続における不当な差別的取扱いや接続協議の長期化

等を引き起こすおそれがあることにかんがみ、接続料等の公平性・

透明性、接続の迅速化等を担保する観点から非対称規制として設

けられたものである。 

携帯電話事業者間に存在する競争上のハンディキャップの解消

に係る御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

 

 

意見３－７０ ＭＮＯ間の競争促進の重要性が指摘されたことに賛同。新規参入・新興事業者 考え方３－７０ 
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であっても公正かつ公平に市場競争出来る環境作りが更に必要。割当周波数が事業者の

競争力と直結しているモバイル市場においては、周波数割当てを最優先課題として捉えるこ

とが必要であり、公平な周波数割当が実現されていない場合には、市場・収益シェアだけで

なく、保有する周波数の質・量を指標とした接続規律・ドミナント規制等を段階的に適用する

ルールに向けて継続的に見直しの検討を行うべき。 

■ 二種指定設備制度の在り方について 

答申（案）で、ＭＮＯ間の競争促進させる重要性を指摘されたことは賛同いたします。２００

７年にモバイル市場に新規参入した当社としては、新規参入・新興事業者であっても、公正

かつ公平に市場競争出来る環境作りが更に必要と考えます。 

特にモバイル事業では割当周波数が事業者の競争力と直結しており、周波数割当を通じ

たＭＮＯ間の公平な競争環境の確保が必須と考えますので、モバイル市場の競争政策の

中心に周波数割当てを最優先課題として据えることが必要と考えます。 

一方で、電波の有限希少性からＭＮＯ間で公平な周波数割当が実現されていない場合

には接続規律やドミナント規制の見直しによりＭＮＯ間の公正な競争環境を確保すべきと考

えます。 

具体的には、市場・収益シェアだけでなく、『保有する周波数の質・量』を指標として、競争

力やドミナンス性に応じた、『ＭＮＯ間の接続・ローミングも含めたアンバンドル規制』『行為

規制』『接続規制（接続約款認可/届出/接続会計等）』を組合せ段階的に適用するルールに

向けて継続的に見直しの検討が行われることが必要と考えます。 

（イー･アクセス） 

■ MNO 間の競争を促進することの重要性については、答申（案）に

賛成の御意見として承る。 

   保有する周波数の質・量を指標として MNO 間に適用するルール

に関する御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

なお、答申（案）に示したとおり、モバイル市場においては、これま

で、二種指定設備制度に基づく接続規制や禁止行為規制の適切な

運用等を通じて競争促進が図られてきたところであり、その見直し

の必要性が生じるかどうかについては、周波数政策等との関係で、

今後の動向を踏まえつつ検討していくことが必要である。 

意見３－７１ 携帯電話事業者間の接続料を巡るあっせん事案の提起を理由に、二種指定設

備制度自体の見直しを直ちに行うと結論づけるべきではない。また、あっせん事案について

は、非指定事業者の接続料を巡る事業者間の問題解決を図る「第三者検証スキーム」を確

立することが適当。 

考え方３－７１ 

■ ＜携帯事業者の接続料を巡る紛争について＞ 

今回の二種指定制度の見直しの背景の一つとして、NTT ドコモ殿と弊社間の接続料を巡

るあっせん手続きが挙げられています。しかしながら、以下の理由から、本あっせん事案が

提起されたことを理由に、二種指定制度自体の見直しを直ちに行うと結論づけることは望ま

しくないと考えます。 

・ 上記あっせん事案は、特定の事業者が特定の事案に関して協議が難航したとの認識の

もと提起した、まさに紛争処理の仕組みで解決すべきものであり、あたかも二種指定制度

の瑕疵であるかのように捉え、紛争回避の目的で当該制度の見直しを図ることは、問題

の所在に対する適切な対処とは言い難いこと 

・ 現に上記あっせん手続きが、解決に向けて進行中であること 

寧ろ、本事案については、二種指定制度の見直しを行うのでなく、既存の事業者間の紛争

処理機能を有効に活用して解決を図ることが可能であると考えます。具体的には、公平・中

■ 答申（案）に示したとおり、優位な交渉力を持つ電気通信事業者で

あっても、現在の適用基準では二種指定事業者の指定を受けない

場合が存在し得ると考えられるため、二種指定設備制度に係る規

制の適用対象を見直し、拡大することにより、モバイル市場におけ

る電気通信事業者間の交渉力の不均衡の問題に対応し、公正競争

環境を確保することが適当である。 

「第三者検証スキーム」に係る御意見については、今後の参考と

させていただきたい。なお、二種指定事業者については、二種指定

ガイドラインにおいて、総務省が、当該接続料の算定が同ガイドライ

ンに示す考え方に沿ったものであるか必要な検証を行うこととされ

ている。 
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立な第三者機関である紛争処理委員会殿に担って頂く機能の一つとして、非指定事業者の

接続料の妥当性を検証するという役割を明確に定義して頂き、非指定事業者の接続料を巡

る事業者間の問題解決を図って頂く「第三者検証スキーム」を確立することが有効であると

考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－７２ 二種指定ガイドラインを速やかに省令化することにより、一種指定設備制度と同

様に算定プロセスを会計上で整理を行い、非対称規制として機能させるべき。 

考え方３－７２ 

■ 二種指定ガイドラインについては速やかに接続会計規則化することにより一種指定設

備制度と同様に算定プロセスを会計上で整理を行い、二種指定制度の適用を受ける事業

者の接続料等の公平性・透明性等を担保するための非対称規制として確りと機能させるこ

とが重要だと考えます。 

（イー･アクセス） 

■ ガイドラインの省令化に関する御意見については、二種指定ガイ

ドラインが昨年策定・公表されたところであり、まずはガイドラインの

考え方を踏まえた事業者の取組状況について注視することが適当

である。 

 

１ ネットワークレイヤーのオープン化  （２） 禁止行為規制の見直し  ア 禁止行為規制の適用基準 

意   見 考 え 方 

意見３－７３ 全ての MNO に対する禁止行為規制の適用の是非について検討すべき。 考え方３－７３ 

■ モバイル通信が、単に通信業界におけるサービスから、広く多岐に渡る産業および国民生

活にとって、必要不可欠なものになっている今日、いわゆるモバイル事業者が持っている影

響力の大きさを、改めて認識する必要がある。 

   市場シェアから禁止行為規制の適用を行うのは、あくまでも通信業界という狭い世界の中

での公正競争を期するための制度としての役割は大きいが、モバイル事業者と直接間接の

取引を行っている企業は、極めて広範な産業分野に渡っており、モバイル事業者がそのよう

な企業に対して、不当な干渉を行っているという声もあちらこちらで聞かれる。 

   このようなモバイル事業者を取り巻く環境変化に対応し、禁止行為規制を、有限希少性を

有する電波を使用しているモバイル事業者全てに適用すべきか否かを検討する時期に来て

いる。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

■ 考え方３－６１に同じ。 

意見３－７４ 禁止行為規制の適用基準を見直し、少なくとも上位 3 社のモバイル事業者に対

して禁止行為規制を課すべき。 

考え方３－７４ 

■ モバイル市場においては、国の有限希少な電波を利用するという点において、設備のボト

ルネック性が存在し、また顧客規模が固定通信の各市場を凌ぐ規模に成長している等、大

手モバイル事業者は既に大きな市場支配力を保持しております。 

   また、資本関係のあるモバイル事業者を有する「企業グループ」は、モバイル事業者の顧

客基盤やブランド力をもとに、固定通信をはじめ情報通信市場全体に、市場支配力を拡大し

つつあります。 

■ 少なくとも上位３位の携帯電話事業者に禁止行為規制を適用す

べきとの意見については、考え方３－６１に同じ。 
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   そのため、禁止行為規制の適用基準を見直し、少なくとも上位３社のモバイル事業者に対

して禁止行為規制を課すべきであります。 

（ケイ・オプティコム） 

意見３－７５ 禁止行為規制は、モバイル通信市場が大きく変容を遂げつつある中、適用対象

事業者の創意工夫に基づく事業展開等に制約を与え、国際競争力やユーザ利便性に支障

を与える可能性があることから、非対称規制として維持する合理性は存しない。 

考え方３－７５ 

■ ◆禁止行為規制は、モバイル通信市場が大きく変容を遂げつつある中、適用対象事業者

の創意工夫に基づく事業展開等に制約を与え、国際競争力やユーザ利便性に支障を与

える可能性があることから、非対称規制として維持する合理性は存しない。 

・前述の「Ⅰ．モバイル市場における競争政策見直しに係る当社の基本的考え方 １．モバイ

ル市場をめぐる競争環境の変化」で述べたとおり、モバイル通信市場は、海外巨大プレイ

ヤーを中心に上位レイヤーと下位レイヤーをキーにした新たな垂直統合モデルが出現する

など、急速にグローバル化が進展し、大きく変容を遂げつつあります。 

・このような状況下において、禁止行為規制が残置されることにより、その適用のあり方によ

っては、適用対象事業者の創意工夫に基づく事業展開やアライアンスを前提としたサービ

ス多様化、グローバル展開等に制約を与え、その結果、国際競争力やユーザ利便性に支

障を与える可能性があるものと考えます（参考９）。 

・以上を踏まえるとともに、当社「市場支配力」も、もはや規制格差を設けるほどの差異があ

ると認められない状況を鑑みると、禁止行為規制を非対称規制として維持する合理性は存

しないと言わざるを得ず、適用を廃止することが適切と考えます。 

（NTT ドコモ） 

■ 答申（案）に示したとおり、現時点においては、禁止行為規制の適

用対象である NTT ドコモの市場シェア等を考慮すれば、その反競

争的行為を禁止することは、公正競争環境の確保にとって引き続き

重要であることから、非対称規制として引き続き維持していくことが

適当である。 

 他方、我が国のモバイル市場において、禁止行為規制が電気通

信事業者の事業提携・事業展開や技術開発等を必要以上に制限

することにより、結果として国際競争力やユーザ利便を損なうことを

防止する観点から、制度の慎重な運用や、適時適切に見直しを行

うことが必要である。また、総務省において、規制の適用にあたり

過剰な萎縮効果が働くことがないよう、運用の一層の透明化を図ら

れる余地がないかという観点から、総務省と公正取引委員会の共

同ガイドラインである「電気通信事業分野における競争の促進に関

する指針」（以下、「共同ガイドライン」という）の見直しに向けた検討

を行うことが適当である。 

 

意見３－７６ 禁止行為等規定適用事業者の選定に当たっては、シェアの数値等のみを判断

基準とするのではなく、総合的に市場の状況を見て適用対象を判断するという、現行の基本

的な考え方を維持すべき。 

考え方３－７６ 

■ 先述のとおり、競争が機能しているモバイル市場においては、競争上の問題があるときに

限り、必要最小限の規制を行うべきです。その点、日本のモバイル市場においては、過半に

近いシェアを長年に渡って維持しており、かつ２位事業者とのシェアの格差も約２０％と大き

く、事業規模も巨大であるなどの理由により圧倒的な市場支配力を持つ事業者が存在して

いることから、そのような事業者に対しては禁止行為規制を適用し、競争を阻害する行為を

未然に抑止する必要があります。 

   どの事業者が市場支配力を有するかは、事業規模やブランド力、競争事業者の状況とい

った市場環境によって決まることから、「競争事業者の規模禁止行為等規定適用事業者指

定ガイドラインの規定の整理・合理化を行うこと等により、基準の明確化を図る」場合は、上

記の視点を踏まえて、単純にシェアの数値等のみを判断基準とするのではなく、総合的に市

場の状況を見て適用対象を判断するという、現行の基本的な考え方を維持すべきと考えま

■ 答申（案）に示したとおり、これまで禁止行為規制の対象となる事

業者の指定にあたっては、中長期的な視点に立ち、総合的な事業

能力に配慮しつつ判断が行われてきたところである。 

総務省においては、御意見に示された内容について検討を行っ

た上で、禁止行為等規定適用事業者指定ガイドラインの見直しに

向けた検討を行うことが適当である。 
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す。 

（KDDI） 

意見３－７７ 禁止行為等規定適用事業者指定ガイドラインの見直しにおいては、不明確となっ

ている事業者に対して厳格に禁止行為規制を適用できるよう見直しをすべき。 

考え方３－７７ 

■ 答申（案）の禁止行為規制の適用基準見直しについて「必ずしも必要とはいえない」という

認識は適切であると考えますが、一方でＫＤＤＩ殿が禁止行為規制の対象とならない点につ

いて、ＫＤＤＩ殿の扱いが不明確であるとして、禁止行為規制の適用対象に関する基本的な

考え方を維持しつつも現行のガイドラインの見直しを行うことが適当としており、ＫＤＤＩ殿が

適用対象でない理由についての記載がありません。当社としては、市場支配力を有する事

業者に対してのドミナント規制を確りと機能させることが、ＭＮＯ間の競争促進につながると

考えておりガイドラインの見直しにおいては、不明確となっている事業者に対して厳格に禁

止行為規制を適用できるよう見直しをすべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ KDDI と禁止行為規制との関係については、答申（案）に示したと

おり、これまで、１位の事業者との市場シェアの格差等に鑑みて適

用対象とされてこなかったところであるが、禁止行為規制の適用対

象について基本的な考え方を維持しつつも、その基準の明確化を

図ることが適当であることから、総務省においては、意見に示され

た内容について検討を行った上で、ガイドラインの見直しに向けた

検討を行うことが適当である。 

 

 

１ ネットワークレイヤーのオープン化 （２）禁止行為規制の見直し イ 禁止行為規制の内容 

意   見 考 え 方 

意見３－７８ 禁止行為規制について、市場や競争状況に応じた適用廃止の余地を明確にす

るとともに、禁止行為規制の適用対象となる事業者の事業運営に対し、過度な制約につな

がらないよう、慎重かつ柔軟な運用をすべき。 

考え方３－７８ 

■ ◆（禁止行為規制を）当面残置せざるを得ない場合も、市場や競争状況に応じた適用廃止

の余地を明確にするとともに、禁止行為規制の適用対象となる事業者の事業運営に対

し、過度な制約につながらないよう、慎重かつ柔軟な運用が必須。 

・適用廃止に至らないまでも、今後、市場や競争状況に応じた適用廃止の余地を明確にする

とともに、答申（案）にある通り、「必要以上に制限することにより、結果として国際競争力や

ユーザ利便性を損なうこととならないよう、制度の慎重な運用や適時適切に見直しを行って

いくことが求められる」とする点については、当社としては時宜を得たものとして、前向きに

捉えていきたいと考えます。 

（NTT ドコモ） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－７９ 現在、禁止行為規制により、特定の電気通信事業者と提携し、柔軟にサービスを

展開することができず、利用者利便の低下及び国際競争力の阻害につながる恐れがある。

よって、NTT 東西のように、現行法では｢市場支配力を有する者｣とされている事業者との間

での連携について、ユーザ利便確保・向上の観点から認められるべき。 

考え方３－７９ 

■ 諸外国においては、MNO が MVNO と提携したり、他の事業者へネットワークを卸提供した

り、戦略的にビジネスを展開する事例が多数存在します。 

ＮＴＴドコモは、現在、禁止行為規制の適用対象となっているため、「差別的取扱いの禁

■ 答申（案）に示したとおり、電気通信事業法第 30 条 3 項 2 号は、

禁止行為等規定適用事業者が特定の電気通信事業者に対し不当

に優先的な取扱い等を行うことを禁じるものであり、不当性が認め
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止」の規制により、ある特定の電気通信事業者と提携して、柔軟にサービスを展開すること

ができず、利用者利便が損なわれる恐れがあります。その結果、国内の産業等の国際競争

力が阻害されることにつながります。 

ＮＴＴドコモと、第一種指定電気通信設備の指定を受けて禁止行為規制の適用対象となっ

ているＮＴＴ東西のように、現行法では｢市場支配力を有する者｣とされている事業者との間で

の連携について、ユーザ利便確保・向上の観点から認められるべきと考えます。このような

ケースが認められない場合、シェアの低い事業者のユーザのみが優遇され、シェアの高い

事業者のユーザの利便は犠牲になるため、多くのユーザの利便を損ねることになります。 

（NTT 持株） 

られない業務提携等まで禁止するものではない。 

   ただし、我が国のモバイル市場において、禁止行為規制が電気

通信事業者の事業提携・事業展開や技術開発等を必要以上に制

限することにより、結果として国際競争力やユーザ利便を損なうこと

を防止する観点から、制度の慎重な運用や、適時適切に見直しを

行うことが必要である。また、総務省において、規制の適用にあたり

過剰な萎縮効果が働くことがないよう、運用の一層の透明化を図ら

れる余地がないかという観点から、共同ガイドラインの見直しに向

けた検討を行うことが適当である。 

   なお、NTT ドコモと NTT 東西の連携と禁止行為規制の関係につ

いては、通常、市場支配的な電気通信事業者同士の連携が競争環

境に与える影響が大きいと考えられること等も踏まえ、利用者利便

性の観点のみならず、公正競争確保の観点から、慎重な判断を要

すると考える。 

意見３－８０ 禁止行為規制の適用が除外される行為類型（ホワイトリスト）についても予め明

確化することで、制度の慎重な運用に資するべき。また、「不当」性が認められる場合に限ら

れる旨を明確化し、さらに電気通信役務提供に限定して適用することについて明確化すべ

き。また、当社の一方的な規律・干渉により当該事業者の事業活動が困難となるような状況

は想定し難いことから一定の市場支配力を有する事業者に対して、また海外の法人に対す

る行為については規制の対象外となる旨を明示すべき。 

考え方３－８０ 

■ ◆共同ガイドライン見直しにあたっては、下記について明確化を図ることが必要。 

①ガイドライン見直しにおいては、禁止される行為（ブラックリスト）以外については、抵触

しない旨明確にする。その旨が明確にし得ないとするのであれば、禁止される行為（ブ

ラックリスト）だけでなく、適用が除外される行為類型（ホワイトリスト）の明確化を図る

こと 

     ②競争会社の事業活動を困難にさせる場合等の「不当性」が認められる場合に限定され

ること 

③電気通信事業者に対しては、事業者間接続条件など電気通信役務提供に限定して適

用すること 

④不当な規律・干渉の禁止に係る行為について、一定の市場支配力を有する事業者や

当社とは取引関係のある端末製造業者等に対する行為は、本規制の対象外とするこ

と 

⑤海外法人は対象外であること 

・共同ガイドラインの見直しにあたっては、以下について明確化する必要があると考えます。 

    ①現行のガイドラインにおいて、市場支配的な電気通信事業者に対して禁じる反競争的

行為をあらかじめ類型化（ブラックリスト）することにより、これらの行為の効果的な未

■ 総務省においては、意見に示された内容について検討を行った上

で、関連ガイドラインの見直しに向けた検討を行うことが適当であ

る。 

   なお、当該検討にあたっては、答申（案）に示したとおり、禁止行

為規制の趣旨に照らし、規制の適用による過剰な萎縮効果が働くこ

と等を防止する観点から、規制対象となる行為について一層の透明

化を図ることが適当であるが、規制対象となる行為の不当性や適用

対象の範囲の解釈にあたっては、ある特定の行為が競争環境に与

える弊害の有無や程度を勘案し、市場支配力の濫用といえるかどう

か等につき判断する必要があり、個別事例ごとの判断を行わざるを

得ない側面が存在することにも留意することが適当である。 
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然防止及び迅速な排除を可能としているところだが、その適用が不明確であると、答

申（案）に指摘されている、適用対象事業者にとって「過剰な萎縮効果が働くこととなれ

ば、結果的には国際競争力やユーザ利便を損なう」おそれにつながる。従って、ガイド

ライン見直しにおいては、禁止される行為（ブラックリスト）以外については、抵触しな

い旨明確にする。その旨が明確にし得ないとするのであれば、適用が除外される行為

類型（ホワイトリスト）についても予め明確化することで、制度の慎重な運用に資するべ

き。 

    ②不当な差別的取扱いの禁止に該当するもの、または不当な規律・干渉の禁止に該当

するものとして示される行為類型については、差別的取扱いや規律・干渉が直ちに規

制の適用対象となるものではなく、自己の競争会社の事業活動を困難にさせるおそれ

がある場合、取引の相手方を競争上著しく有利又は不利にさせるおそれがある場合な

ど「不当」性が認められる場合に限られる旨を明確化すべき。 

   ③電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの禁止に該当する行為については、事

業者間接続条件など電気通信役務提供に限定して適用することについて明確化すべ

き。 

   ④不当な規律・干渉の禁止に該当する行為については、Ｇｏｏｇｌｅ殿、Ａｐｐｌｅ殿等、一定の

市場支配力を有する事業者や、当社とは取引関係のある端末製造業者などは、当社

以外の携帯事業者との取引の選択肢があることに加え、当社の一方的な規律・干渉に

より当該事業者の事業活動が困難となるような状況は想定し難いことから、本規制の

対象外とする旨、明確化すべき。 

   ⑤行為類型の明確化と併せ、海外の法人（日本に法人登記のない電気通信事業者、製造

業者、販売業者、コンテンツプロバイダ等）に対する行為はそもそも規制の対象外であ

る旨、明確化すべき。 
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（NTT ドコモ） 

意見３－８１ 二種指定設備制度における禁止行為規制については、市場シェア 40～50％を

超える事業者に対する規制強化等を検討すべき。 

考え方３－８１ 

■  前項に記載したとおり、モバイル市場は、保有周波数帯の特性の違いや元国営企業とい

う経歴等により、50%近くの市場シェアを有するドミナント事業者が依然として競争上優位性

を保持し、競争ルールが有効に機能していない実情が存在します。その意味では、前述のと

おり、第二種指定制度における禁止行為規制については、緩和の方向ではなく、寧ろ市場シ

ェア 40～50％を超える事業者に対する規制強化等を検討することが適当であると考えま

す。 

   また、答申案にある「電気通信事業分野における競争促進に関する指針」の見直しを行う

場合には、あくまで現行法解釈の明確化という範囲内にとどめ、特定事業者に対する優先

的取り扱いや不利な取り扱い等がなされるような実質的規制緩和に繋がることのないよう、

正当な理由なしに差別的取り扱いを行うことを明確に禁じるべきと考えます。また、併せて、

禁止行為規制における「不当性」が恣意的に判断されることのないよう、十分に配慮すること

も必要と考えます。なお、NTT ドコモ殿と NTT 東西殿による排他的業務提携（子会社等を介

したものを含む）等については、後述する企業連携によるグループドミナンスの発揮等と相ま

■ 考え方３－８０に同じ。 
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って市場への影響が非常に大きいことから、当該指針の見直しに合わせ、明示的に禁止事

項として位置付けるべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－８２ 禁止行為規制における「不当」性は、個々のケースに応じて判断されるべきもの

であり、特定の事例を事前に明確化することは不可能。共同ガイドラインの見直しを行う場

合には、むしろ、禁止行為事業者同士による連携サービスのように、明らかに競争を阻害す

る事例を明確にし、規定すべき。 

考え方３－８２ 

■ また、禁止行為規制の内容については、モバイル市場のみならず、固定系市場において

も、現行規制の下でも連携可能な範囲や態様が広く解釈されると、ＮＴＴグループの市場支

配力が強化され、競争が阻害されるおそれがあることに留意すべきです。例えば、禁止行為

規制の対象事業者が他の企業との連携サービスを提供する場合に、競合他社も同じことが

できる、あるいは参加可能であっても、その連携の方法やユーザに適用する割引条件等に

よっては、競争が阻害される可能性があります。 

   このように、禁止行為の規定要件である「不当」性は、個々のケースに応じて判断される

べきものであることから、「不当」性のない事業提携等の事例を事前に明確化することは不

可能です。「共同ガイドライン」の見直しを行う場合には、むしろ、禁止行為事業者同士によ

る連携サービスのように、明らかに競争を阻害する事例を明確にし、規定すべきと考えま

す。 

（KDDI） 

■ 当社としては、現行の禁止行為規制内容については、市場支配的な事業者に対しての規

制として過重なものとは考えておらず、ましてや柔軟な事業展開や国際展開が出来ないとす

る懸念は当たらないと考えます。従って答申（案）にて、市場支配力を有する事業者に対する

規制として「規制内容を見直すことが必要とまでいえない」という認識は適切であると考えま

す。 

また、共同ガイドラインの見直しにおいて、ＮＴＴドコモ殿については、引き続きＮＴＴ持ち株

会社下での一体的な経営にも留意する必要があり、特に固定電話やＦＴＴＨ市場において市

場支配力を有するＮＴＴ東西殿との排他的な連携については引き続き規制の対象とすべきと

考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方３－８０に同じ。 

 

意見３－８３ 禁止行為規制そのものの見直しに並行して、禁止行為に関する強い調査権限を

総務省に付与すべき。 

考え方３－８３ 

■ また、別の観点では、禁止行為規制そのものの見直しに並行して、禁止行為に関する強い

調査権限を総務省に付与する必要がある。そもそも禁止行為で規定されている規制事項

は、不当に取り扱う、あるいは不当に規律、干渉を行うなど、その不当性が問題であり、これ

は表面的事象からでは判断しづらいという性格を有する。また、不当に扱われた側が証明責

任を負っても、不当行為を書面で伝える事業者がいるわけもなく、口頭で行われているのが

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

なお、電気通信事業法第 166 条に基づき、総務大臣は、同法の

施行に必要な限度において、電気通信事業者に対して立入検査や

報告徴求等を行うことができる。 
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実態であり、このような問題の解明には、立入検査等を含む強い調査権限を持つ機関が必

要となる。 

さらに、禁止行為として指定されていない規制事項、例えば不当廉売のような違法取引に

関しても、調査権限が弱いために、実態が解明されないケースが多い。仮にモバイル事業者

が、そのような不当行為を行っていないとするならば、強い調査権限を与えた組織が調査を

行うことで、むしろその正当性が証明されるとすれば、それは歓迎すべきことであろう。 

2003 年の電気通信事業法改正は、携帯事業者の料金を認可制から届出制に変更した

が、制度設計上は、事前規制から事後規制への転換として説明された。しかし、調査権限が

強化されていない状態では、事後規制と言っても有名無実に近いと言わざるをえない。 

極めて大きな交渉力を持つ少数の通信事業者が存在するモバイル市場において、公正な

競争環境を構築し、維持するためには、調査権限の見直しも極めて重要であることは強く主

張したい。それができない場合には、事後規制が機能しない状況を続けることになるもので

あり、携帯事業者の料金を認可制に戻す必要が出てくる。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

意見３－８４ 禁止行為等規定適用事業者に対し、自社グループ内固定通信事業者と、他の固

定通信事業者との同等性確保を義務付ける等の措置を講じるべき。 

考え方３－８４ 

■ 特に、情報通信市場全体での公正競争環境確保のため、当該モバイル事業者に対し、自

社グループ内固定通信事業者と、他の固定通信事業者との同等性確保を義務付ける等の

措置を講じることが急務であります。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 御意見については、今後の議論の参考とさせていただきたい。 

   なお、電気通信事業法第 30 条第３項第２号は、禁止行為規制対

象事業者がその電気通信業務について、特定の電気通信事業者

に対し不当に優先的な取扱い等を行うことを禁じるものである。 

意見３－８５ 一種指定事業者に対する禁止行為規制の運用やその規制内容の見直しについ

ても、議論すべき。 

考え方３－８５ 

■ モバイル市場にて、国内の通信事業者と海外事業者との提携等も進展していることなど、

大きな環境の変化が進んでいることを踏まえ、携帯電話事業者に課せられている禁止行為

規制に関して、「国際競争力やユーザ利便を損なうこととならないよう、制度の慎重な運用

や、適時適切に見直しを行っていくことが求められる」とされていますが、先述のとおり、固定

通信も含む情報通信市場全体で、固定とモバイルのブロードバンド化、プレイヤーの多様

化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラダイムシフトが急速に進展して

いる実態を踏まえ、一種指定事業者に対する禁止行為規制の運用やその規制内容の見直

しについても、是非議論していただきたいと考えます。 

 （NTT 西日本） 

 

■ モバイル市場にて、国内の通信事業者と海外事業者との提携等も進展していることなど、

大きな環境の変化が進んでいることを踏まえ、携帯電話事業者に課せられている禁止行為

規制に関して、「国際競争力やユーザ利便を損なうこととならないよう、制度の慎重な運用

や、適時適切に見直しを行っていくことが求められる」とされていますが、先述のとおり、固定

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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通信も含む情報通信市場全体で、固定とモバイルのブロードバンド化、プレイヤーの多様

化、市場のグローバル化といった市場環境・競争環境のパラダイムシフトが急速に進展して

いる実態を踏まえ、一種指定事業者に対する禁止行為規制の運用やその規制内容の見直

しについても、是非議論していただきたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

１ ネットワークレイヤーのオープン化 （３）MVNO 事業者の参入促進 

意   見 考 え 方 

意見３－８６ MVNO 参入については、各社の自由な戦略に委ね、事業者間協議で解決を図る

ことを原則とすべき。 

考え方３－８６ 

■ 答申案に示されているとおり、市場には「多種多様な MVNO の参入が進展し、多様なサー

ビスの提供が行われており、平成 23 年度においては MVNO の契約数が年率 34%の増加を

見せている」等、その参入促進効果が認められるところです。この状況を鑑みるに、本件に

ついては、各社の自由な戦略に委ね、事業者間協議で解決を図ることを原則とすべきであ

り、解決すべき課題が出た場合は既存の仕組みである電気通信紛争処理委員会殿におけ

る紛争解決のためのスキームを活用することで対処すべきと考えます。なお、弊社において

は、これまで MVNO との間で協議が難航し、結果、紛争等に至った経緯はありません。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－８７ モバイル市場においては、MVNO による競争が重要。卸電気通信役務と接続の

どちらか一方の形態に限定することは適当ではないとの答申（案）に賛同。また、接続拒否

事由の明確化についても賛同。 

考え方３－８７ 

■ 有限希少な周波数の利用が前提となるモバイル市場においては、ＭＶＮＯによる競争が重

要であります。そのため、無線ブロードバンドの普及促進に向けては、設備競争に配慮しつ

つも、ＭＶＮＯに関し、合理的で透明性の高い、公平な競争条件の整備が必要です。 

その点、多様なＭＶＮＯによる競争を促進する観点から、卸電気通信役務と接続のどちら

か一方の形態に限定することは適当ではないとの答申案に賛同いたします。 

また、不適切なＭＶＮＯの接続請求は、ＭＶＮＯ、更にはモバイル市場の健全な発展を図

るうえで、問題であることから、接続拒否事由を明確化することについても賛同いたします。 

（ケイ･オプティコム） 

■ 卸電気通信役務と接続のどちらか一方の形態に限定することが

現時点では適当ではないことについては、答申（案）に賛成の御意

見として承る。 

   接続拒否事由の明確化に係る御意見については、答申（案）に示

したとおり、モバイル市場の発展という趣旨にそぐわない態様での

接続請求が行われるおそれを踏まえ、これまでの累次の解釈を整

理し、ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関

するガイドライン（以下「MVNO事業化ガイドライン」という。）等にお

いて接続拒否事由の明確化を図ることが望ましい。 

意見３－８８ MVNO 事業化ガイドラインで接続拒否事由を明確化することは、円滑な事業者

間の協議を行う上でも有益。 

考え方３－８８ 

■ ＭＶＮＯガイドラインの見直しについて 

モバイル市場の発展にそぐわない事業者に対して、ＭＶＮＯガイドラインで接続拒否事由

を明確化することは、円滑な事業者間の協議を行う上でも有益であり電気通信事業法の目

■ 接続拒否事由の明確化に係る御意見については、考え方３－８７

に同じ。 
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的に鑑みても適切な認識だと考えます。 

（イー･アクセス） 

意見３－８９ MVNO の参入促進のためには、ドミナント規制を市場支配力に対する規制とする

等の競争政策を検討し、MNO 間の公正な競争環境を構築することが必要。 

考え方３－８９ 

■ ＭＶＮＯの参入促進について 

答申（案）では、現状認識としてＭＶＮＯの参入が進展しているがＭＶＮＯの契約者数は鈍

化傾向であると具体的な問題点に触れ、参入促進策の必要性について記載されています

が、結論として接続拒否事由に係るガイドラインの見直しのみで具体的な参入促進策につい

て記載がない点は見直すべきと考えます。 

ＭＶＮＯの参入促進のためには、ＭＶＮＯガイドラインの見直しといったＭＮＯとＭＶＮＯと

の接続に関する規律だけではなく、ＭＮＯ間で確りと競争が機能することによりコスト削減イ

ンセンティブやネットワークサービスのイノベーションといった成果をＭＶＮＯが選択できる環

境を作りサービス競争の促進を行うべきと考えます。そのためには、まずはＭＮＯ間の競争

を確りと機能させることが重要であり、そのための規制ツールとして、ドミナント規制を市場支

配力に対する規制とするなどの競争政策を検討し、ＭＮＯ間の公正な競争環境を構築するこ

とが必要と考えます。 

（イー･アクセス） 

■ MVNO の参入促進に係る御意見については、今後の参考とさせ

ていただきたい。なお、答申（案）に示したとおり、モバイル市場の活

性化の観点から、引き続き MVNO の参入促進措置は必要であり、

競争政策の在り方についても、市場環境の変化等を踏まえつつ、適

時適切に見直しの検討を行っていくことが適当である。 

 

意見３－９０ 接続義務の規制は、諸外国と同等の規制レベルとすることが必要。MVNO に対

する接続義務は廃止し、あくまでも民民のビジネスベースの契約に委ねるべき。 

考え方３－９０ 

■ 電気通信事業法第３２条の接続義務の規制は、諸外国と比較しても類を見ないほど規制

レベルが高く、接続拒否は極めて困難であると考えます。そのため、海外からの日本へのＭ

ＶＮＯとしての参入は容易である一方、海外では民民のビジネスベースの契約であるため、

海外での日本企業のＭＶＮＯ参入は容易ではありません。その結果、規制の不均衡が生じ

国際競争力の低下を招いていることから、諸外国と同様の規制レベルとし、グローバルな競

争条件を整える必要があると考えます。 

現在、ＭＶＮＯ事業化ガイドラインでは、ＭＶＮＯは、「卸」と「接続」の双方の形態により、Ｍ

ＮＯからネットワークの提供を受けることが可能とされています。しかしＭＶＮＯが望めば、紛

争処理等を通して最終的には接続義務により、「接続」の形態になる実態があることから、Ｍ

ＶＮＯに対する接続義務は廃止し、あくまでも民民のビジネスベースの契約に委ねるべきと

考えます。 

（NTT 持株） 

■ 答申（案）に示したとおり、有限希少な周波数を利用するモバイル

市場において、モバイル市場の活性化のためには、周波数の割当

を受けない MVNO の参入促進は重要である。MVNO にとっては、

卸電気通信役務と接続の双方の形態をケースバイケースで柔軟に

判断する余地があることが進展につながっていると考えられ、

MVNO の参入を促進し、モバイル市場の公正競争を確保する観点

からは、どちらか一方の形態に限定することは、現時点では適当で

はない。 

   

意見３－９１ 接続義務は、MVNO など片務的なものについては、従前の整理である「卸役務」

と位置づけることが適切。仮に接続スキームを残置するとしても、蓋然性を否定し得ない場

合には、接続拒否事由に該当する旨明確にすることが適切。 

考え方３－９１ 

■ 接続義務は、諸外国と比較して突出した厳格な規制であり、ＭＶＮＯなど片務的なものに ■ MVNO など片務的なものは「卸役務」と位置づけるべきとの御意
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ついては、従前の整理である「卸役務」と位置づけることが適切。 

概ね対等なネットワークを保有する電気通信事業者同士の接続とは異なる、ＭＶＮＯなど

片務的なものについて、ＭＮＯに対し、一般的な相互接続と同様に厳格な接続義務を課す

ことは行き過ぎと考えられることから、従前の整理である「卸役務」に位置づけることが適切

と考えます。 

そもそも接続義務は、諸外国と比較して突出した厳格な規制レベルにあり、その片務性

から国際競争力への支障や問題のある事業者のＭＶＮＯ参入要望の顕在化に伴うユーザ

保護への支障が懸念される点については、従来から意見提起させて頂いているところです

（参考１０、１１）。 

仮に接続スキームを残置するとしても、ＭＮＯが片務的に義務を負うことに鑑み、接続拒

否事由の該当性の明確化を図るにあたっては、「不当さ」、「著しさ」を厳格に判断するといっ

た従来のスキームから、蓋然性を否定し得ない場合には、該当する旨明確にすることが適

切。 

答申（案）において、接続と卸役務の「どちらか一方の形態に限定することは、現時点で

は適当ではない」としつつも、「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン等において接続拒否事由の明確

化を図ることが望ましい。」とされたことについては、今後、公正競争の推進が期待できるも

のとして、当社としても前向きに捉えていきたいと考えます。 

「接続拒否事由の明確化を図る」にあたっては、ＭＮＯが片務的に義務を負うことに鑑

み、接続拒否事由の該当性について、緩和する方向での見直しが必要と考えます。 

つまり、「不当に利益を害する」、「著しく経済的に困難」の判定にあたっては、「不当さ」、

「著しさ」を厳格に判断するといった従来のスキームにより、接続前の予めの拒否はほぼ現

実的には不可能といった状況と認識されるところ、今後は、「利益を害する」、もしくは「経済

的に困難」な蓋然性を否定し得ない場合、該当する旨明確にすることで緩和を図ることが適

切と考えます。 

見については、考え方３－９０に同じ。 

   また、接続拒否事由の明確化に係る御意見については、考え方

３－８７に同じ。 
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【参考１０】問題のある事業者からのＭＶＮＯ参入要望の顕在化

◆日本は、相互接続の義務を負う範囲とその規律レベルともに、海外と比較して突出している状況。

パターン１（基本） パターン２ パターン３

内容
概ね対等のネットワーク設備を有
する事業者間接続

ＭＶＮＯや料金設定権等を保有す
る目的での「ワンタッチ的接続」

接続そのものではなくとも関連性があ
る機能

イメー
ジ

相
互
接
続
義
務
の
範
囲

日
本 限定的な事由に該当しない限り、応諾す

る義務

「二種指定ガイドライン」により、通信PF機
能等も相互接続に関連するものとして「注
視すべき機能」と位置づけ（2010年3月）

欧
州

妥当なアクセス要求であれば応じる義務

その「妥当性」の立証は、ケースバイ
ケース

※スペインなど一部の国で、ＭＶＮＯからの妥当なアクセ
ス要求に応じる義務を課す例や、免許付与条件として
義務を課す例はあるが、大多数の国では対象外。
なお、日本においては、厳格な接続義務の他、免許付
与にあたり、特定基地局開設計画の認定要件に、
MVNOへの提供計画を有することが含まれるなど、事
実上、ＭＶＮＯへの提供が必須となっている。

Ａ事業者ＮＷ Ｂ事業者ＮＷ

Ａ事業者ＮＷ サーバ等 サーバ等
通信ＰＦ機能

ex.) 通信PFのオープン化機能
・課金機能・コンテンツ情報料の回収代行機能
・GPS位置情報の継続提供機能
・Eメール転送機能

「MVNOに提供する
役務は、卸電気通
信役務」
（2002年6月MVNOガ
イドライン）

「MNOの設備と接
続して役務を提供
することが可能」
（2007年2月MVNO
ガイドライン改定）

Ａ事業者ＮＷ

B事業者B事業者

対象：厳格な拒否事由立証 対象 ケースバイケースで対象

対象外

対象：妥当性立証はケースバイケース

＜相互接続義務範囲と規律レベルの海外との比較＞

対象外 ※

 
 

c 20 11  NTT  DOCOMO, INC. All Rig hts Reserved .

◆当 社は以 前よ り、 厳格な 接続 義務に 起因 して、 問題 のあ る 事業 者か らのＭ Ｖ ＮＯ 参入 要望が 顕在化 して いるこ とを 問 題提起 し
てき たとこ ろ だ が、当 社に ＭＶ ＮＯ要望 を 行っ た 「フ レ パー ・ネ ット ワー クス」は 、当社 が懸 念して いた と おり、詐 欺を 企て る意 図を

持ってドコ モへ 申し込 みを してい た 事実が 判 明。

【日 本経済 新聞 7月 6日 朝刊記 事】 【毎日新 聞 7月 6日朝刊 記事 】 【東 京新聞 7月 6 日夕刊 記事 】

【参考１１】問題のある事業者からのＭＶＮＯ参入要望の顕在化

 
（NTTドコモ） 
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意見３－９２ MVNO への提供形態について、接続と位置づけることが必ずしも適切とは言い

難いビジネスモデルが存在する。また、予期せぬトラヒック増等へ対応しえず、MNO ユーザ

を含めた全体の品質劣化が想定されるケースについては、接続拒否事由に該当するとする

のが妥当。 

考え方３－９２ 

■ 前述のとおり、ＭＶＮＯへの提供形態については、従前の整理である「卸役務」が適切と考

えますが、仮に、卸と接続両制度の併用を引き続き実施するとしても、接続と位置づけること

が必ずしも適切とは言い難いビジネスモデルが存在するものと考えます。 

例えば、サービス制御装置をＭＶＮＯが保有して、それをＭＮＯのネットワークと接続する

場合、ＭＶＮＯ自らの事業やＭＶＮＥ事業展開において、より柔軟性が高まる反面（参考１

２）、以下のような問題が顕在化することから、接続義務の範囲として整理するのは適切で

はないと考えます。 

①予期せぬトラヒック増等へ対応しえず、当社ユーザを含めた全体的な品質劣化が想定

されること。 

②重要通信の確保や番号の効率運用が困難となるなど、「ＭＮＯの責」とはいえない状況

下で義務違反とされる可能性があること。 

③海外巨大プレイヤーの参入が格段と容易となる結果、「ダムパイプ化」により、ＭＮＯの

収益が圧迫され、安定的設備品質の維持が困難となるだけでなく、サービス開発やユ

ーザ値下げなどユーザ利便性にも支障が生じること。 

④ＭＶＮＯは開発・投資リスクを負わずにＭＮＯと同等のサービス展開ができることとなる

が、それが果たして公正競争上問題ないと言い切れるのか疑問が残ること。 

以上より、全ての提供形態について、ＭＶＮＯ側が接続、卸のどちらでも申込みできるとす

る「画一的併用」を前提とした現行の整理は、見直しが必要であり、「義務の範囲」として捉え

ることが適切ではない形態やビジネスモデルについては、柔軟な合意形成や条件設定が可

能な「卸」に位置づけることが現実的かつ合理的と考えます。 

更には、このようなビジネスモデルを接続と位置づけるとした場合でも、予期せぬトラヒッ

ク増等へ対応しえず、全体的な品質劣化が想定されるケースについては、円滑な役務提供

に支障が生じるものとして、そもそも接続拒否事由に該当すると位置づけることが妥当と考

えます。 

■ 接続と位置づけることが適切とは言い難い MVNO への提供形態

が存在するとの御意見については、考え方３－９０に同じ。なお、予

期せぬトラヒック増等へ対応しえず、全体的な品質劣化が想定され

るケースについては、接続拒否事由の明確化に係る今後の検討の

参考とさせていただきたい。 
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ドコモ網

◎

SIM書込み

交換機

MVNO側網

交換機

ドコモSIM貸与

SIM

ドコモ電話番号
ドコモIMSI 書込

【現 状】 【今後ありうるビジネスモデル】

ドコモ電話番号
ドコモIMSI 登録

米国MNO 欧州MNO

HLRHLR
米国IMSI・

電話番号 取得 欧州IMSI・
電話番号 取得

【シナリオ①】

MVNO事業者の
「グローバルMVNO化」

SIM

海外巨大プレイヤー
のマルチSIM

ドコモ網

HLR

◎

SIM書込み

交換機

MVNO側網

交換機

独自調達SIM

SIM

ドコモ電話番号
MVNOのIMSI 書込

電話番号帯の
一括払出

番号管理
当局

IMSI 取得

【シナリオ②】

海外巨大プレイヤーとの
協業・連携

HLR HLR

◆MVNO事業者が自社でHLR（Home Location Register）を保有することで、「IMSIの独自取得」 「SIMの独自調達・
独自作成」が可能となる。

◆これに伴い、MVNO事業者がMVNEとして、海外巨大プレイヤーやグローバルMVNO等と格段に協業し易くなる
ことに伴い、当社の「ダムパイプ化」が進展する可能性。

【参考１２】 HLRへの新規接続要求を契機とした「ダムパイプ化」の進展

 
 

（NTTドコモ） 

意見３－９３ 厳格な接続義務や禁止行為規制に起因し、MNO の成すすべのないまま、「ダム

パイプ化」が進展する状況は問題。ＴＰＰ交渉、ＩＣＴ通商原則合意等、グローバルな参入促

進を前提とした枠組み検討が進められつつある状況下において、海外との片務的規制の存

在は国益に支障を及ぼしかねないおそれがあることから、参加国間の制度的調和を図るこ

とが一層求められる。「ダムパイプ化」が急速に進展する結果、設備や品質維持に支障が生

考え方３－９３ 
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じ、ユーザ利便性や国際競争力に重大な支障が生じる。その懸念の解消を踏まえたガイドラ

イン見直し、更には競争政策見直しに反映すべき。 

■ ◆厳格な接続義務や禁止行為規制に起因し、ＭＮＯの成すすべのないまま、「ダムパイプ

化」が進展する状況は問題。 

・ 諸外国と比較しても突出した厳格な接続義務や、諸外国には例がない非対称規制として

の「禁止行為規制」といった規制に起因し、ＭＮＯとして、成すすべのないまま、「ダムパイ

プ化」が進展する状況は問題と考えます。 

 

◆ＴＰＰ交渉、ＩＣＴ通商原則合意等、グローバルな参入促進を前提とした枠組み検討が進め

られつつある状況下において、海外との片務的規制の存在は国益に支障を及ぼしかねな

いおそれがあることから、参加国間の制度的調和を図ることが一層求められる。 

 

◆「ダムパイプ化」が急速に進展する結果、設備や品質維持に支障が生じ、ユーザ利便性

や国際競争力に重大な支障が生じる。その懸念の解消を踏まえたガイドライン見直し、更

には競争政策見直しに反映すべき。 

・ 一部報道によると、Ｇｏｏｇｌｅ殿はMVNO参入を検討中であり、Ａｐｐｌｅ殿もグローバル

MVNOとの連携を視野に端末埋め込み型のSIMを開発中との状況が伝えられているところ

ですが（参考１３～１５）、グローバルMVNOを展開する事業者においても日本市場の参入

を企図している可能性が高いと判断されます。 

・ そもそも日本においては、前述の通り、ＭＮＯに厳格な接続義務が課されているところで

すが、このように海外巨大プレイヤーのＭＶＮＯ参入が「時間の問題」と考えられる中、内

外非差別の原則を踏まえると、これらに対しても拒否はなし得ないものと考えます。 

・ 更にはＴＰＰ交渉、ＩＣＴ通商原則合意等、グローバルな参入促進を前提とした枠組み検討

が進められつつある状況下においては、海外との片務的規制の存在は国益に支障を及

ぼしかねないおそれがあることから、参加国間の制度的調和を図ることが一層求められま

す。 

・ 海外との制度的調和が図られない場合、日本のＭＮＯは海外巨大プレイヤーにとっての

単なる「ネットワーク部材」の提供者として、「ダムパイプ化」が世界に先駆けて急速に進展

する結果、設備や品質維持に支障が生じ、ユーザ利便性に多大な影響を及ぼすばかり

か、国際競争力に重大な支障が生じることにつながります（参考１６、１７）。 

・ この点、答申（案）において、「（「ダムパイプ化」が）必ずしも我が国の現在の制度が大き

な原因となっているものではない」としている点は、適切なものとは言い難いと考えます。 

・ その上で、答申（案）において、「規制の差異が我が国の電気通信事業者に不利益をもた

らすことのないよう留意する必要がある。」としていることについては、適切な政策判断とし

て、ガイドライン見直しにおいて十分考慮すべきであり、今後の競争政策見直しに反映さ

せるべきと考えます。 

■ 答申（案）に示したとおり、我が国においては、これまで二種指定

設備制度や禁止行為規制等の競争ルールの適切な運用を通じて、

MVNO の参入促進によるモバイル市場の発展が図られてきたとこ

ろであり、必ずしも我が国の現在の制度が「ダムパイプ化」の大きな

原因となっているものではないと考える。 

なお、我が国と外国との規制の差異が我が国の電気通信事業者

に不利益をもたらすことのないよう留意すべきという点については、

答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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（２０１１年９月２３日 Mobile business briefing ＜GSMAの無料ニュースサービス＞より一部抜粋）

スペインの報道機関によると、グーグルはMVNO開始に向けてスペインで試験を行っているとのこと。

Cellular Newsによると、スペインにいるグーグルの従業員には、グーグルブランドのSIMが供給されているという。これ

らは、試験目的でネットワークをまたがって動作するらしく、MVNO試験オペレーションを示す「グーグルES」に接続され

た端末の画像が公表されている。

接続や課金による顧客とのつながりを強化するために、グーグルがMVNOビジネスへの参入を検討しているという報道

はこれが初めてではない。

同社とオラクルとの間のJava知的財産権紛争の一部として公表されたドキュメントによれば、MVNOオペレーション

はアンドロイドの開発時に検討されたが、実現しなかった。

2007年にさかのぼると、グーグルが英国のO2UKと提携しMVNO市場への参入を計画していると示唆されたことが

あった。しかしこの時点では、検索の大手事業者がそのウェブサイトを通じて販売を行うだけだろうと思われていた。

スマートフォン・ユーザのために接続を提供する役割を担えば、グーグルは、顧客との間に課金関係を構築する上で優

位に立てるだろう。これは現在、アンドロイドマーケットに事業者課金サポートを追加することにより進行中である。こ

れによりグーグルは、アップルのiTunes／App Storeの組み合わせに類似した、コンテンツ・アプリケーション用の

シームレスな支払いオプションを提供できるようになるだろう。

（略） グーグルは位置情報を利用した検索やナビゲーション、写真共有を含めた彼らのコアなモバイルインターネッ

トサービスの利用を促進する方法として、魅力的なデータ通信料金を備えたグローバルMVNOを設立しようとしている

可能性がある。

【参考１３】 「グーグル、MVNOへの参入を検討中」との報道

© 2011 NTT DOCOMO, INC. All Rights Reserved.

（２０１０年１０月２８日 eWEEK.com 報道）

AppleがSIMカードメーカーのGemaltoと協力して、iPhone用の特別なSIMカードを開発していると、Gigaom

が10月27日に伝えた。

この埋め込み型SIMカードがあれば、顧客はAppleから直接（店舗でもWebでも）iPhoneを購入して、購入時

に携帯キャリアを選択できる。

AppleがSIMとアクティベーションを提供すれば、顧客はキャリアではなく、Appleに連絡して手続きすること

になる。そうなればキャリアの影響力や、2年契約による売り上げ保証もかなり減じることになる。顧客にとっ

ては選択肢が増え、Appleにとっては売り上げが増える。

「GoogleのNexus Oneと違って、顧客はWebで手続きしなくても、Appleストアに行って実機を確認でき、

Genius Bar（Apple Store内にある技術サポートデスク）でアクティベーションできる」とTechnology Business 

Research（TBRI）のアナリスト、ケン・ハイヤーズ氏は語る。「このやり方は米国でうまくいくと思う。業界を変

えるだろう。今はキャリアが携帯電話の流通を押さえているが、Appleには市場を変える影響力がある」

携帯電話メーカーは従来ソフトメーカーと協力してきたが、Appleは端末とソフトの両方を提供し、支配す

るという手段をとった。今キャリアが演じている役割を受け持つというのは、iPhoneのエコシステムのすべて

の面を支配するというAppleの決定に沿っている。

【参考１４】 「Appleが“ソフトSIM”を研究中、キャリアを排除し市場を変えるか」報道
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（２０１１年１１月３日 Patently Apple報道）

2011年11月3日、米国特許商標庁は、アップルからの特許出願を公表した。これによりアップルが仮想の

SIMカード（Virtual SIM Card）により作動する将来のiPhoneの開発に取り組んでいることが明らかになった。

アップルは、ユーザがSIMカードを必要とすることなくワイヤレス・ネットワーク・サービスを購入できるようにな

ることが望ましいだろうと述べている。

アップルによれば、仮想SIMへの転換は、今までにない薄さの、驚くほどに美しい次世代iPhoneを実現しつ

つセキュリティを改善するとのこと。

出願された特許は、NFCの技術に統合される仮想SIMカードが、将来のiPhoneにどのように使用されるか

を示している。2010年10月、アップルが、ユーザによるキャリア切り替えをサポートする仮想SIMカードの実

験を行っていたことが報道された。また、ユーザが望むあらゆるネットワークを選択するためのキャリア選択

アプリ開発の可能性も報道されていた。

今回公表された特許では、アップルが将来のiOSに、カスタマイズされたSIMカードを導入する計画をよりよく
知ることができる。アップルは、製品を販売するために小売業者や直営店を利用することができ、キャリアとの
関係をなくすことができる。

（２０１１年１１月４日 Telecom News Bulletin 報道）

【参考１５】 「Appleが“仮想SIM”に係る特許を申請」報道
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 MVNOのHLRとの接続が容認される事態になれば、例えば上位レイヤにおいて圧倒的な市場支配力を持つ海外巨大
プレイヤーがMVNO参入したケースを想定すると、以下のとおりドコモのネットワークの「ダムパイプ化」が一気に進展。

 2015年には当社の営業収益は6,500億円の減、2,500万回線が「ダムパイプ化」するものと想定※。

キャリアショップでの
販売なし

端 末

コンテンツ・
アプリケーション

ネットワーク

プラットフォーム

顧客接点
自社ポータルサイトで

通信契約もワンストップ提供

ドコモブランド端末
の

利用なし
独自ブランド端末

独自に
調達したSIM
（マルチSIM）

マルチ
SIM

◎

ドコモのネットワークを利用

交換機

無線
ネットワーク

ドコモＳＩＭの
利用なし

アプリ配信マーケット
ポータルサイト

多様な上位レイヤサービス
（メール、ＳＮＳ等）

ドコモマーケットの
利用なし

SPモードの利用なし 独自のISPサービス

海外巨大プレイヤー
多様なドコモのサー

ビスの利用なし 既に圧倒的な利用者を
抱え、巨大な市場支配
力

既に圧倒的な利用者を抱
え、巨大な市場支配力

HLRとの接続により一
気に進展する懸念

顕在化する可能性

：利用者への（役務等）提供主体

接続

○ＭＮＯと同等の顧客接点の獲得、
顧客情報管理やコンテンツアクセス
制御が可能

○複数のＭＮＯと接続し、１枚のＳＩＭ
でサービス提供が可能。
⇒国際ローミング料金より低廉な料金で

提供可能

自らはエリア構築などの設備投資リス
クを負うことなく、ＭＮＯと同等のサー
ビス展開が可能

HLR

ＨＬＲを保有することで、IMSIを取得し、
ＳＩＭの独自発行が可能

：HLRを所有せずに展開済み、または展開可能
：HLRを所有することで展開可能

・電話番号
（ドコモから借用）

・ＩＭＳＩ
（MVNO独自取得）

【参考１６】海外巨大プレイヤーがHLRを所有してMVNO参入した場合の「ダムパイプ化」の進展

（1）ドコモの無線通信市場（携帯端末）におけるシェアを48％、通信モジュール・M2M市場におけるシェアを46％と仮定（いずれも2011年9月末累計値より）
（2）「2015年までに情報通信市場で起こること」（2010年NRI）を参照

※
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◆「ダムパイプ化」によりドコモが失うと想定される６，５００億円の営業収益は、設備投資額や減価償却費等と
同等規模であり、仮に失うこととなれば事業展開への影響、ユーザ利便への支障が懸念。

「ﾀﾞﾑﾊﾟｲﾌﾟ化」により
ﾄﾞｺﾓが失う
営業収益

６，５００億円

減価償却費
＋

除却費※１

７，３７４億円

設備投資額※１

６，６８５億円

営業利益※１

８，４４７億円

法人税等※１

３，３８０億円

株主配当※２

約２，１００億円

※１ ２０１０年度決算データ

※２ 株主配当については、２０１０年度に支出した額

【参考１７】「ダムパイプ化」によるユーザ利便性への支障

  
（NTTドコモ） 

意見３－９４ MNO のダムパイプ化は、トラヒック問題として捉えることが可能。オフロード対

策、新たな周波数帯等の適正な割り当て、モバイルネットワークの設備共用やローミングに

係るルール整備等をまずは優先的に解決することで対処すべき。 

考え方３－９４ 

■ また、ネットワークレイヤにおけるMNOのダムパイプ化についても本項において触れられて

いますが、本問題は、スマートフォン等の普及に伴い、如何にMNOの安定的なネットワーク

運営を担保するかといったトラヒック問題として捉え直すことも可能であり、データトラヒック等

のオフロード対策、新たな周波数帯域の適正な割り当て及びモバイルネットワークの設備共

用やローミングに係るルール整備等をまずは優先的に解決することで対処すべきと考えま

す。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、いわゆるダムパイプ化は、主として、

MVNO との関係性において、今後、MNO 主導のビジネスモデルに

変化をもたらす可能性に着目したものであり、それによる競争環境

への影響について一定の考え方を整理したものであるが、御指摘

のトラヒック問題については、今後の参考とさせていただきたい。 

なお、モバイルネットワークの設備共用やローミングに係る論点

についての考え方は、第Ⅱ編第４章「４ 鉄塔等の一層のオープン

化」に示したとおり。 

意見３－９５ MVNO の更なる参入促進等のため、これまでの総務大臣裁定や事業法解釈の

重要な部分を電気通信事業法に盛り込むべき。 

考え方３－９５ 

■ MVNOの更なる参入促進、およびMNOとMVNOとの間の問題を未然に防ぐ目的で、これま

で総務大臣裁定や事業法解釈してきた重要な点を、電気通信事業法に盛り込む改正を行う

べきだと考える。 

■ 御意見のとおり、MVNO の参入を促進する観点から、MVNO 事業

化ガイドラインの策定・改定や総務大臣裁定等で法令の適用関係

の明確化が図られてきていることから、現時点で法改正を行う必要
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MVNO事業への新規参入は、近年着実に増加しているが、この契機となったのは、2007

年に改定されたMVNO事業化ガイドラインである。これにより、MNOとMVNOの契約形態とし

ては、卸電気通信役務と接続の双方が可能であると明確化された。電気通信事業者にとっ

て、接続は義務であるのに対し、卸電気通信役務は義務ではないと解釈されているため、

MNOは既得権益を守るためにMVNOからの申し入れを拒否し続けていたからである。接続

によるMVNO事業が可能だと明確になったことで、卸役務および接続の両方でMVNOが増加

する結果をもたらした。 

   その意味では、両方の形態でMVNOが可能と明確化した意義は大きい。しかしながら、新

たな課題として、本来は接続でMVNOを実現したい事業者が、卸役務としてのMVNOへ誘導

されているという問題がある。これは、MNOにとって、卸契約の方が、様々な意味でMNOが

考える規律を課しやすいからだと考えられる。 

   電気通信事業法第３４条において、第二種指定電気通信設備事業者は、接続約款によら

なければ、接続に関する協定等を締結してはならないと明確に規定されているが、実態とし

ては、接続約款によらない契約でMVNOを実現している例の方が多くなっている。接続から

卸への誘導は、MNOにとって、その方が自社に有利であるために行っていることであり、こ

れは直ちに是正される必要がある。 

   なお、この本質的な問題は、電気通信事業法が最後に改定されたタイミング以降に、

MVNOが進展したという事情があり、その間、MVNOガイドラインや紛争処理メカニズムによ

ってMNOとMVNOとは整理されてきた。しかし、MVNOの更なる参入促進、およびMNOと

MVNOとの間の問題を未然に防ぐ目的で、これまで総務大臣裁定や事業法解釈してきた重

要な点を、電気通信事業法に盛り込む改正を行うべきだと考える。 

（テレコムサービス協会 MVNO協議会） 

まではないと考えられる。 

なお、MVNO 事業化ガイドラインにおいては、「MNO が MVNO に

対して合理的な理由なく卸電気通信役務契約の締結に関する協議

を行うよう求め、接続協定の締結に関する協議を行わないこと」等

により、「MVNO の業務の適正な実施に支障が生じ、公共の利益が

著しく阻害されるおそれがあると認められときは、総務大臣による業

務改善命令の対象となる」とされている。 

意見３－９６ 答申（案）中「柔軟な接続料等で接続協定を締結できないというデメリットがある」

との記載は誤りであり、削除を希望。 

考え方３－９６ 

■ 105頁中段下に、「MNOが二種指定事業者の場合には、MNOがあらかじめ届け出た接続   

約款に基づき接続協定を締結できるというメリットがある反面、柔軟な接続料等で接続協定

を締結できないというデメリットがある」とあるが、これは明らかに誤った記述であり、本報告

書から削除していただきたい。MNOがMVNOに対して、卸契約は接続に比べて柔軟な接続

料金や接続条件で提供できると提案すること自体が不合理であるからである。 

   現在、データ通信については、帯域幅料金としての接続料金が接続約款として公表されて

いるが、仮にパケット単価としての接続料金を要望するMVNOが出てきたら、パケット単価と

しての接続料金を算定し、接続約款に追加すれば済む。卸契約ではパケット単価で提供で

きるが、接続料金では提供できないという理由にはならない。 

   また、接続に要する時間が短縮できるという話しも聞くが、物理的には卸契約でも接続で

も全く同じ接続を行うのに、卸契約の方が早く実現できるとしたら、それは明らかな誘導行為

であって、それ自体が問題である。 

■ 接続形態においては、あらかじめ届け出た接続約款に基づき接続

協定を締結しなければならず、例えばボリュームディスカウントを考

慮した料金での接続、新たな接続形態での接続や接続条件の追加

など、接続料及び接続条件を個別の状況を考慮して迅速かつ柔軟

に設定することができないというデメリットがある。答申（案）では、こ

うした点についてメリットとあわせて中立的な記載を行っている。 
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   本報告書において、接続の方が卸役務契約に対して、柔軟な接続協定を締結できないと

いうデメリットがある、と言った、MNOが主張する誤った考え方を記載することは問題であり、

故に当該部分の削除を求めるものである。 

（テレコムサービス協会 MVNO協議会） 

意見３－９７ 接続約款の総務省への事前届出という制度が機能しているか、検証が必要。 考え方３－９７ 

■ 接続約款の総務省への事前届出という制度が機能しているかの検証と必要なら制度面の

見直しが必要である。 

 

データ通信の帯域幅による接続料金は、総務大臣の裁定という手続きを経て、ようやく決

着したものである。裁定の内容としては、守秘義務契約等の措置のもと、携帯事業者は接続

事業者に対して必要な情報をできる限り開示し、その情報をもとに両者が協議し、まずは接

続料金の計算の仕方、即ち接続料算定式を合意する。その上で、携帯事業者は、接続料算

定式に代入する数値を提供し、これによって接続料を算定すべきとの裁定でした。この大臣

裁定の内容どおりに携帯事業者と接続事業者が接続算定式に合意したのは、2008年６月の

ことである。それから２年も経っていない2010年４月からの接続料金は、携帯事業者は接続

事業者に何らの説明もすることなく一方的に接続料算定式を変更したという大問題が発生し

た。大臣裁定の末にようやく合意した接続料算定式を勝手に変更するという由々しき事態と

言わざるをえない。 

   また、当該接続料金は、2011年２月頃に携帯事業者から総務省に届け出が提出されてい

たようだが、届出を受けた総務省は、届け出された接続料金の算定式が変更されてしまって

いるという点を見落としたのではないかとの懸念がある。仮に総務省による見落としでないと

したら、総務省は直ちに、接続約款に関する改善命令を発するべきであり、総務省の見落と

しでないとしたら、接続約款の総務省への事前届出という制度は、実は機能していないとい

うことにもなり、制度面の見直しが必要となる。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

■ 二種指定事業者の接続料の算定が二種指定ガイドラインに示す

考え方に沿ったものであるかについては、同ガイドラインにおいて、

総務省で必要な検証を行うこととされており、総務省においては適

切に対応することが望ましい。 

意見３－９８ 接続・卸に関わらず、MNO による MVNO への網提供は、ユーザ利便の維持・向

上のため、設備競争と基盤インフラの安定運用を損なわないことを前提とすべき。MVNO 事

業化ガイドラインの見直しに当たっては、MNO の投資インセンティブを削ぎひいては MNO

間の設備競争を損なう場合や、MNO 全体の網やユーザへの影響を未然に防止することが

できない接続形態となりユーザ利便の維持や向上に支障をきたすおそれがある場合等を、

接続拒否事由等として明確にすべき。 

考え方３－９８ 

■ ＭＮＯとＭＶＮＯの双方で市場を活性化させるにあたっては、答申案において「モバイル市

場全体の発展の前提となるインフラを構築するＭＮＯの設備投資インセンティブを損なわな

いことに留意しつつ、ＭＮＯ・ＭＶＮＯの双方にとって新たなビジネスモデルの登場を阻害しな

いような適正なオープン化を目指すことが必要」と示されたとおり、健全な設備競争を損なう

ような方法での網提供をＭＮＯに対して事実上義務付けることにならないようにする必要が

■ ユーザ利便の維持や向上に支障をきたすおそれがある場合とし

て御意見において具体的に示された事例については、接続拒否事

由の明確化に係る今後の検討の参考とさせていただきたい。 

なお、MVNO 事業化ガイドラインの趣旨からすれば、MNO におい

て、卸電気通信役務又は接続の業務を適確に遂行するという目的
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あります。即ち、接続・卸に関わらずＭＮＯによるＭＶＮＯへの網提供は、ユーザ利便の維

持・向上のため、設備競争と基盤インフラの安定運用を損なわないことを前提とすべきです。 

「ＭＶＮＯ事業化ガイドライン」の見直しを行う際は、上記の観点から、開発や投資を行わ

なくとも接続によってＭＮＯと同等のビジネスを行うことがＭＶＮＯの形態で可能となることに

より、ＭＮＯの投資インセンティブを削ぎ、ひいてはＭＮＯ間の設備競争を損なう場合、ある

いは、ＭＶＮＯによる網や無線区間の利用状況をＭＮＯが把握して必要に応じた制御を行う

ことができず、ＭＮＯ全体の網やユーザへの影響を未然に防止することができない接続形態

となり、ユーザ利便の維持や向上に支障をきたすおそれがある場合等を、接続拒否事由や

接続に条件をつけることができる事由として明確にすべきと考えます。なお、ＭＮＯからＭＶ

ＮＯへの網提供に際して適切な運用を実現するために必要となる、ＭＶＮＯによる網の利用

計画等の必要な情報を取得することは当然認められるべきです。 

 

＜ユーザ利便の維持や向上に支障をきたすおそれのある具体的な事例＞ 

・異常信号・大量トラフィックが発生し、混信、つながりにくい、または、つながらない等の障害

が生じても、ＭＮＯがネットワークの管理・制御を実施できず、ＭＶＮＯ加入者のみならず、Ｍ

ＮＯ加入者にも影響を与え、ユーザ間の利用の公平性を損なうのみならず、ユーザのネット

ワーク利用に支障をきたすおそれ。  

とりわけ、災害等の緊急時には、適格かつタイムリーなネットワーク全体のコントロールがで

きず、ライフラインとしての機能を確保できずＭＮＯとしての社会的責任を全うできないおそ

れ。 

・トラヒック輻輳が発生している場合やネットワーク容量に余裕がない場合に、ＭＮＯが必要

となるネットワークの増強や設備更改等を行えず、ユーザ全体の利便性の維持に支障をき

たすおそれ。 

・革新的な技術の導入や新しいサービスへの移行を行う場合に、ＭＮＯが必要となる設備更

改等を行えず、ユーザ全体の利便性の向上に支障をきたすおそれ。 

（KDDI） 

のために MVNO から事業計画に係る事項の情報開示を求めたとし

ても、それだけでは当該業務の不当な運営に該当するとはいえず、

ただちに総務大臣の業務改善命令の対象となるものではないと考

えられる。 

意見３－９９ 接続料の原価情報が MNO と MVNO との間でイコールフッティングでない問題

と、会計上の問題の解決を希望。具体的には、月次あるいは四半期ごとに、使用しているネ

ットワークのキャパシティの情報を、MNO から接続事業者に提供することを希望。また、接続

料を四半期決算に反映できないという問題に一刻も早い解決を求める。また、MNO による

接続忌避と理解せざるを得ない状態が継続。 

考え方３－９９ 

■ 接続料が例年２月頃に見直しが行われ、当該接続料は前年の４月に遡って適用となって

おり、原価情報が MNO と MVNO との間でイコールフィッテングでないこと及び会計上の問

題解決を強く望みたい。 

 

   接続料は、例年２月頃に見直しが行われ、接続約款として届けられるが、当該接続料は、

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

  なお、MVNO 事業化ガイドラインにおいては、MVNO が MNO との

間で卸電気通信役務の提供又は接続に係る協議を行う際、例え

ば、「MNO が MVNO に対して、不要な資料の提出を要求し、又は速

やかに回答できるにもかかわらず、いたずらに回答を遅延する」等
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前年の４月に遡って適用となっている。従って、MVNO事業者は、一年の大半を、実は既に

正しくない原価（MNOの接続料は、MVNOの原価となる）に基づいた事業運営を余儀なくされ

ている。一方MNOは、ネットワーク原価の基礎情報は、少なくとも月次で把握している。例え

ば、2010年１月時点の商談を考えた場合、MNOは、2009年の11月とか12月時点の原価基礎

情報を持っているのに対して、MVNOは、2008年３月時点の原価しか知り得ない状況であ

り、22ヶ月、ほぼ２年近くの原価情報の差が生じている。モバイルトラフィックが急増している

今日、22ヶ月の差は、原価としては余りにも大きな開きとなり、イコールフッティングの観点

で、極めて大きな問題となっている。 

   MNOにしてみれば、１年間のネットワーク原価算出には膨大な時間がかかるもので、それ

を短期間に、あるいは四半期ごとに算出することはできないとの反論があるであろうし、その

主張には理解を示すものである。従って、ネットワーク原価の算出自体は１年に１回と従来

のままとして、月次あるいは四半期ごとに、その時点で使用しているネットワークのキャパシ

ティ（Mbps）を、接続事業者には提供することを求めたい。これにより、接続事業者である

MVNOは、凡その原価を推定できる状態になり、イコールフッティングに現実的かつ効果的

に近づくことができる。周波数の免許を持って事業運営しているMNOは、少なくとも月次で自

社ネットワークのキャパシティを把握していないはずもなく、現実的にすぐにできる解決策と

して提示する。 

   また、イコールフッティングという観点以外として、会計上の問題を指摘する。上場企業の

場合、四半期決算が求められ、四半期ごとの適正な会計処理が義務づけられている。しか

し、例年、２月ないし３月になって、前年の４月に遡及適用される接続料は、３月決算の会社

の場合、第１四半期から第３四半期までの３つの四半期決算期を、正しくない接続料で会計

処理せざるをえない状況が続いており、会社法や取引所ルール他の点で、大きな問題を残

している。この点からも、上述の四半期ごとの原価基礎情報の提供は極めて重要である。接

続料を四半期決算に反映できないというこの問題は、グローバルな企業活動を行う企業にと

って、海外及び国内の企業を規律する法律およびルールと相反するものであり、営業展開

および資金調達がグローバルに進展している今日、日本企業の国際競争力に直接影響す

るものであり、一刻も早い解決が求められている。 

   なお、本解決策は、既にモバイル事業者に対して、再三にわたり要望したものの、拒否さ

れ続けているため、ここで改めて提起していることを指摘しておきたい。モバイル事業者が、

MVNO側の上述の指摘は理解しながらも、接続制度としての規程どおりの運用であれば、そ

の義務はないとして拒否している以上、接続制度を見直すことで、イコールフッティングの問

題と会計の問題の解決を強く望みたい。 

さらに、他の協議事項に関しても、MNOによる接続忌避と理解せざるを得ない状態（協議

の遅延や協議を遅延させているとしか思えない説明）が続いていることも、合わせて指摘し

ておく。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

の行為を行うことにより、「MVNO の業務の適正な実施に支障が生

じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認め

られるときは、総務大臣による業務改善命令の対象となる」とされて

いる。 
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意見３－１００ MVNO 事業化ガイドラインにより、MNO が MVNO より聴取できる範囲は極めて

限定的にしか許容されておらず、予期せぬ設備の逼迫や役務の円滑な提供に支障が生じる

ことを懸念。MNO によるトラヒック管理が可能となるよう、必要な情報を聴取可能とした上

で、事前に両者の協議により解決を図るスキームをガイドライン見直しにより明確化すること

が必要。 

考え方３－１００ 

■ ◆ＭＶＮＯ事業化ガイドラインにより、ＭＮＯがＭＶＮＯより聴取できる範囲は極めて限定的

にしか許容されていないことから、予期せぬ設備の逼迫や役務の円滑な提供への支障が

懸念。ＭＮＯによるトラヒック管理が可能となるよう、必要な情報を聴取可能とした上で、事

前に両者の協議により解決を図るスキームをガイドライン見直しにより明確化することが

必要。 

 

・ 現在ＭＶＮＯ事業化ガイドラインにおいて、ＭＮＯがＭＶＮＯより聴取できる範囲は極めて

限定的にしか許容されていません。これは、ＭＮＯの相対的な交渉優位性を踏まえつつ、

不公正な競争状態を未然に防止する観点で策定されたものと思われますが、現在スマー

トフォンの普及に伴う、急激なトラヒック増加、それに対する設備対応が喫緊の課題となる

中、前述①のような事態を想定すると、ＭＶＮＥとして事業展開する場合や大量のトラヒッ

クが発生することが想定されるケースについてまで聴取禁止とすることはかえって設備の

予期せぬ逼迫を招き、役務の円滑な提供に支障が生じるものです。 

・ 従って、ガイドラインにおける聴取の禁止事項は見直しが必要であり、ＭＶＮＯとの接続に

あたり、ＭＮＯが想定し得ないトラヒックの発生等により、ネットワークの品質維持に支障

が生じる懸念を解消するためには、ＭＮＯによるトラヒック管理が可能となるよう、ＭＶＮＯ

から事業計画、需要数、トラヒック予測等、ＭＮＯが必要とする最低限の情報を聴取可能

とした上で、事前に両者の協議により解決を図るスキームをＭＶＮＯ事業化ガイドライン見

直しにより明確化することが必要と考えます。 

（NTTドコモ） 

■ MVNO 事業化ガイドラインにおける聴取可能な範囲が限定的との

御意見については、同ガイドラインにおいて、「ネットワークの輻輳

対策について、電気通信の健全な発達等を図る観点から、MVNO

と MNO との間で十分な協議が行われることが求められる」とされて

いる。また、同ガイドラインの趣旨からすれば、MNO において、卸電

気通信役務又は接続の業務を適確に遂行するという目的のために

MVNO から事業計画に係る事項の情報開示を求めたとしても、それ

だけでは当該業務の不当な運営に該当するとはいえず、ただちに

総務大臣の業務改善命令の対象となるものではないと考えられる。

なお、具体的に聴取可能な内容についてはケースバイケースで判

断されるべき事柄であるものの、例えば、「相互接続点ごとの予想ト

ラフィック」等については、「一般的に聴取に理由があると考えられ

る事項」とされている。ただし、必要に応じ、更なる情報を聴取する

場合には「MNO において、その聴取の合理的な必要性を MVNO に

対して明示することが求められる」とされている。 

   

意見３－１０１ 接続料や卸電気通信役務料金の妥当性・適正性検証、および当該検証に資す

る情報の開示、SIM フリー端末の拡大やソフト SIM の導入による端末のオープン化を要望。

MVNO に係る制度の法制化を視野に検討すべき。周波数割当時に MVNO への開放義務を

課す等の措置を講じるべき。 

考え方３－１０１ 

■ 一方、ＭＶＮＯが競争力のある価格で自由度の高いサービス提供を行う等して、ＭＮＯと競

争を展開していけるよう、次の事項等について、引き続き取組んで頂くことが必要と考えま

す。 

◇接続メニューや卸電気通信役務メニューの多様化（データ通信、音声通信等） 

◇接続料や卸電気通信役務料金の妥当性・適正性検証、および当該検証に資する情報の

開示 

◇ＳＩＭフリー端末の拡大やソフトＳＩＭの導入による端末のオープン化 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

  SIM フリー端末の拡大やソフト SIM の導入による端末のオープン

化については、答申（案）に示したとおり、現時点で制度的な措置に

ついて検討を行うことは時期尚早であるが、引き続き、ＳＩＭロック解

除等の取組の推進を図るなかで、課題の有無等を含め、その動向

を注視していくことが適当である。 
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なお、現状ＭＶＮＯに係る制度自体が、ガイドラインに委ねられている状況のため、 その

実効性に懸念があることから、ＭＶＮＯに係る制度の法制化も視野に検討頂くことも必要と考

えます。 

加えて、２.５ＧＨｚ帯の周波数割当時にＭＶＮＯへの開放が認定基準と設けられ、また２０１

２年に実施の９００ＭＨｚ帯の周波数割当時の認定基準にも同様の措置が予定されているこ

とを踏まえ、既存の周波数割当事業者と新規の周波数割当事業者とのイコールフッティング

の観点から、既存の周波数割当事業者にもＭＶＮＯへの開放義務を課す等の措置を講じる

べきと考えます。 

（ケイ･オプティコム） 

意見３－１０２ 一般加入者に音声定額化が広がっている現状を踏まえると、音声接続料金の

算定ポリシーを見直す時期にきており、音声接続料金の算定についても、最大同時通話数

等、帯域幅課金と同等のポリシーを導入することが重要。 

考え方３－１０２ 

■ 一般加入者に音声定額化が広がっている現状を踏まえ、音声接続料金の算定ポリシーを

見直す時期にきている。また、IPベースのプロトコルで音声サービスの提供が可能であれ

ば、単一MNOでは満たせないニーズをMVNOが吸収し、更なる産業発展につながると考えら

れるため、最大同時通話数等、帯域幅課金と同等のポリシーを導入することが極めて重要

である。 

 

   さらに、データ通信に限らず、例えば、現状の回線交換音声は、秒単位の通信に対して接

続料が定められているが、回線交換音声についても、データ通信の接続料同様、帯域幅に

よる接続料を定めることは可能である。しかし、仮にそれを求めるMVNOがいた場合には、

帯域幅による回線交換音声接続料を要望し、MNOは接続約款を届け出るべきである。近

年、携帯事業者は、自社サービス利用者間での通話無料サービスを提供しており、秒単位

だけの接続料では、MVNOが同様の取り組みを行うのは極めて難しい。このような背景か

ら、帯域幅料金での回線交換音声の提供を求めるMVNOが増加している。これについても、

早期に接続約款として、追加されることが望まれる。 

 

「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」 平成22年3月(策定)、平成

23年5月(最終改定) 

(http://www.soumu.go.jp/main_content/000113463.pdf)では、音声接続料金に関しては総通

信時間、データ接続に関しては帯域幅をベースに需要算定を行い、接続料金を決定するプ

ロセスが提示されている。しかし、定額通話サービスが一般的になってきている。特に、法人

向けサービスでは、オフィスリンク(ドコモ)、KDDIビジネスコールダイレクトなどが提供されて

いる。加えて、昨今では、ソフトバンク・ホワイトプランに加え、Xiカケ・ホーダイ(ドコモ)、だれ

とでも定額(Willcom)など、一般加入者に対しても、音声定額化が拡がっている。このような現

状を踏まえ、音声接続料金の算定ポリシーを見直す時期に来ているのではないかと考える。 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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法人向けサービスでは、例えば、「FOMA内線接続を実現するオフィスリンクシステムの開

発」

(http://www.nttdocomo.co.jp/binary/pdf/corporate/technology/rd/technical_journal/bn/vol

17_4/vol17_4_031jp.pdf)の図2に示されるように、SIPプロトコルを用いてMNO網と法人網の

PBXと接続し、1音声チャネル当り月額\420の接続料で

(http://www.docomo.biz/html/service/officelink/rate.html)音声定額サービスを提供してい

る。このように、標準的なIPベースのプロトコルで音声サービスの提供が可能であれば、法

人からのニーズが高いマルチキャリアへの対応も容易になり、単一MNOでは満たせないニ

ーズをMVNOが吸収し、更なる産業の発展につながると考える。このためにも、まずは、音声

接続料金を見直し、最大同時通話数等、帯域幅課金と同等のポリシーを導入することが極

めて重要である。 

  

   MVNO事業化ガイドラインに基づき、卸電気通信役務に関する標準プランが公表されてい

るが、実際の卸契約との乖離が極めて大きくなっている状況がある。卸契約でのMVNOがま

だ普及していなかった時期には、標準プランの公表が、少なくとも公表している携帯事業者

は、MVNOを受け入れる姿勢はあると解釈でき、その意味での価値はあったが、実際に卸契

約でのMVNOが増加してくるにつれ、標準プランと実態との乖離が目立つようになってきた。

本来の目的である、事業の予見性と透明性という観点から、標準プランの作成、公表を求め

るのではなく、卸役務約款として、実際にそこで記載されている内容で卸契約を受けられるよ

うにすべきである。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

意見３－１０３ フェムトセル基地局は、制度整備及び法の運用の明確化が十分でなく、「みな

し MVNO」の事業機会を著しく損なうので、早急に明確化が必要。 

考え方３－１０３ 

■ フェムトセル基地局は、制度整備及び法の適用の明確化が十分でなく、「みなし MVNO」の

事業機会を著しく損なうので、早急に明確化が必要である。 

 

「MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン(再改定)」平

成14年6月策定、平成19年2月改正、平成20年5月再改定

(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/pdf/080519_1_bt1.pdf)では、電波法第5

章第4節の「無線局の運用の特例」制度を活用して、無線運用サービスを提供する「みなし

MVNO」が規定されている。この制度を適用できるシステムとして、フェムトセルがある。具体

的なサービスとしては、例えば、全国に渡ってマクロ的に高品質な無線通信サービスを提供

するMNOによる対応が難しいと思われる、法人企業内の不感地帯対策、動的なトラヒック変

動への対応など、個別・ミクロ的な領域にきめ細かく対応するMVNO事業が考えられ、MNO

の補完的な領域として有望なものと考えられる。 

また、「フェムトセル基地局の活用に向けた電波法及び電気通信事業法関係法令に関す

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

 



 

163 

る取扱方針」、平成20年4月17日発行(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-

news/2008/pdf/080417_2_bs1.pdf)の「II-2 電気通信事業法関係法令」の項に、電気通信事

業法及び関係省令等については、（１）フェムトセル基地局を携帯電話事業者の設備（事業

用電気通信設備）として携帯電話役務の提供に用いる形態と（２）フェムトセル基地局を利用

者の設備（売切り）とする形態の各々について、以下のとおり制度整備及び法の適用の明確

化を行う。 

という記載がある。これに基づき、以下のガイドラインが発行されている。 

• フェムトセル基地局の活用に係る電波法及び気通信事業法関係関令の適用関係にするガ

イドラン（改定版）、平成20年12月2日(策定)、平成23年3月7日(改

版)http://www.soumu.go.jp/main_content/000105440.pdf 

• フェムトセル基地局を利用した携帯電話サービスを円滑に提供するための運用ガイドライ

ン、平成20年12月10日http://ngnforum.nict.go.jp/pub/fguide.pdf 

しかしながら、これらのガイドラインは、事業者用電気通信設備としてのフェムトセル基地

局を前提としており、利用者の設備としてのフェムトセル基地局に対する制度整備及び法の

適用の明確化は、十分ではない状況と認識している。これは、「みなしMVNO」の事業機会を

著しく損なうものと考える。 

一例として、複数事業者が登録可能なSIMカードと利用者設備のフェムトセル基地局を活

用すれば、従業員の個人携帯電話を活用した効率的な法人内の内線電話サービスが提供

できる。フェムトセル基地局が利用者設備であれば、MVNOが同一筐体かつ同一制御インタ

フェースで複数のMNOに対応する基地局を活用し、利用状況に即して周波数を選択して利

用するなど、効率的な運用を提供することが可能となる。また、ショッピングモール等でモー

ル内での来店客間通信の低廉化のようなサービスを提供することができる。このように、利

用者設備としてフェムト基地局を活用できれば、一つの筐体で、複数MNOが利用する周波数

をMVNOがシングルウィンドで運用するような単一MNOでは実現困難な価値を提供する道が

広がり、MVNOの促進につながるものとなる。このため、「フェムトセル基地局の活用に向け

た電波法及び電気通信事業法関係法令に関する取扱方針」に記載されているとおり、利用

者設備としてのフェムトセル基地局について、制度整備及び法の適用の明確化を早急に進

めることを強く要望する。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

 

２ プラットフォーム・端末レイヤーのオープン化 （１）プラットフォームレイヤーのオープン化 

意   見 考 え 方 

意見３－１０４ プラットフォームレイヤのビジネスモデルの在り方に関しては、原則、市場の環

境に委ねるべき。市場環境を注視する上では、MNO の垂直統合モデルの枠内に収まらない

多様なビジネスモデルが創出されつつある点に着目していくことが必要。 

考え方３－１０４ 
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■ 移動体通信市場におけるプラットフォームレイヤのビジネスモデルの在り方に関しては、

原則、市場の競争に委ね、サービスの多様化や進化を促すことを基本とすべきであり、行政

が過度なルールを課す必要性はないと考えます。 なお、今後市場環境を注視する上で

は、昨今のスマートフォンの急速な増加やそれに伴う新たなアプリケーションの提供・課金

システムの台頭により、MNO の垂直統合モデルの枠内に収まらない多様なビジネスモデル

が創出されつつある点に着目していくことが必要と考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ プラットフォームレイヤーに対するルールの在り方については、答

申（案）に示したとおり、プラットフォームレイヤーのオープン化は、

多様なサービス展開を可能とすることにより、モバイル市場全体の

発展や、ユーザ利便の向上に貢献するものである一方、規制の導

入等については謙抑的かつ慎重に対応することが必要であること

にも留意すべきである。 

サービスプラットフォームの進展状況等を注視する上で注目すべ

き点については、今後の参考とさせていただきたい。 

意見３－１０５ 国内の MNO では SMS のオープン化が遅れている。海外の MNO 並に SMS を

オープン化すべき。 

考え方３－１０５ 

■ 国内の MNO では、SMS(ショートメッセージ）のオープン化が遅れており、コンピュータから

SMS を送る場合に、海外の MNO のサービスを利用せざる負えない状態です。 

国内の一部の MNO で SMS（ショートメッセージ）サービスの提供を始めたものの、他事業

者への SMS が送信できなかったり、送信できるメッセージに制限があり、海外のＳＭＳサー

ビスに比べるとまだまだ使いづらいサービスです。SMS はコンピュータから携帯電話やスマ

ートフォンにメッセージを送るには最適な手段であり、SMS を利用することによりスマートフ

ォン、携帯電話とコンピュータを連携する様々なサービスが考えられます。スマートフォンを

使ったサービスにおける国際競争力を高めるためには、国内の MNO は SMS 機能を海外

の MNO 並に SMS 機能をオープンにしていただきたい。NGN の場合は、ANI としてＳＭＳ機

能が提供され、ユーザに提供されれば BEST です。 

（テレコムサービス協会） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 

なお、SMS 接続機能については、平成 21 年 9 月に携帯電話事

業者間において当該機能の実現に向けた検討に係る基本合意が

なされ、平成 23 年 7 月に同合意を踏まえた携帯電話事業者間の

相互接続がなされたところである。同機能については、二種指定ガ

イドライン上で「注視すべき機能」に位置づけられており、一定期間

協議の状況を注視することが適当である。 

意見３－１０６ プラットフォーム機能や網制御機能を MVNO が自ら保有し、それを活用して、

多様なサービスを提供できるようになることが必要。二種指定ガイドライン上、アンバンドル

に関し「注視すべき機能」と位置づけられている課金機能やコンテンツ情報料の回収代行機

能等の 8 つの機能について、未だアンバンドルされていないことから、更なる開放を希望す

る。 

考え方３－１０６ 

■ プラットフォーム機能や網制御機能（HLRや他の制御ノード機能の保有、課金・請求機能の

多様化など）をMNVOが自ら保有し、それを活用して、多様なサービスを提供できるようにな

ることが必要である。 

 

設備機能の使用制限がMVNO事業者にとってボトルネックになり得る。課金機能やコンテ

ンツ情報料の回収代行機能等のアンバンドル化に「注視すべき機能」（８つ）がまだ未実現状

態にあると考えられるので、更なる開放を強く希望する。 

   2007年のMVNO事業化ガイドライン改定により、MVNO事業は一定の進展を見ました。し

かしながら、MVNOが独自サービスを提供するために必要な要件が未だ整っているとは言え

ない状況が続いており、これが新たな障壁として、MVNOの更なる進展を妨げています。伝

■ プラットフォーム機能等を MVNO が自ら保有し多様なサービスの

提供を可能とすべきとの御意見については、今後の参考とさせてい

ただきたい。 

「注視すべき機能」に関する御意見については、二種指定ガイド

ラインにおいて、「総務省は、判断基準を満たすと考えられる機能に

ついて、まずは「注視すべき機能」に位置付け、一定期間、事業者

間協議の状況を注視することとし、その上で、事業者間協議におけ

る合意形成が困難と判断した場合には、「アンバンドルすることが望

ましい機能」に位置付けるか否かについて、最終的な判断を行う」

旨規定されている。なお、二種指定制度におけるアンバンドル制度
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送路の接続（３GやLTE網とのネットワーク接続）については、接続約款の整備および卸役務

の標準プランの公表など、MVNOガイドラインの直接的な成果が上がっています。しかし、プ

ラットフォーム機能や網制御機能（HLRや他の制御ノード機能の保有、課金・請求機能の多

様化など； 以下”上位レイヤー機能”）をMVNOが自ら保有し、それを活用することで、

MVNO事業者が多様なサービスを提供できるようになることこそが肝要です。 

   伝送路接続によるMVNO事業から、プラットフォーム機能や網制御機能を自らが持つ

MVNO事業へという変化は、従来の接続の考え方、特に電気通信事業法の解釈を変えるも

のではありませんが、モバイル産業の発展や利用者利便性向上の観点から、監督官庁に置

かれては上位レイヤー機能に関するMNOとの接続促進に注視していただくことを強く求めま

す。 

一例として、MVNOが保有するHLR／HSSとMNO網との接続があります。電気通信事業法

上、この物理的接続に「接続」の概念を当てはめることができることは明白です。しかし、電

気通信番号（MSISDN）を直接割り当てられないMVNOが保有するHLR/ HSSに、MNOが割

当て許可を得た電気通信番号を格納・運用することを根拠として「接続」とは認定できないと

のMNO側の意見がありますが、MNO-MVNO間で適切な契約が存在することを前提とすれ

ば、電気通信番号規則上の問題なないと理解できます。 

   また、この接続の場合、まずはMNO網のうち、HLR/HSS以外のネットワーク設備をアンバ

ンドル化の注視すべき機能として認識し、さらにアンバンドル化が望ましい機能として特定し

た上で、これらの前提がMVNOのHLRとMNO網の接続を容易にするという見解があるとして

も、それは単に手法若しくは手続き論の問題であり、このような手順を経なくても、上記物理

的接続が「接続」と認められない理由は電気通信事業法の解釈からは存在しないと考えられ

ます。 

言うまでもなく、MVNOがHLRを保有して運用すると、我が国で開始されていないマルチネ

ットワーク対応やマルチナンバーサービスなど種々のサービスの展開が可能となり、利用者

利便性が向上します。 

このHLR接続を例として、総務省におかれては、MVNOとMNOの接続に関し、単に接続料

関連事項のみならず、接続形態に明らかな自由度があることを明確化していただくことこそ、

MVNOの更なる進展につながります。携帯網は、国際標準が定められ、それに基づいて構

築されているものであり、携帯網を構成する機器類の相互インターフェイスは、仕様が明示

的に定められている。このことは、どの機器部分をMVNOが保有しても、MNOが保有するそ

の他の機器類との接続は、技術的には可能であることを示している。従って、MNOとMVNO

との接続個所および接続形態については、相当な自由度があることは明らか。しかしなが

ら、MNOは、様々な理由を挙げて、MVNOが要望する接続個所および接続形態を拒否しが

ちであるため、この点を、MVNOガイドラインで明らかにしていただきたい。 

設備機能の使用制限がMVNO事業者にとってボトルネックになり得るのは言うまでもない｡ 

例えば､MVNO事業者向けに提供されたSIMのRead/Write及び回線管理機器(ドコモALADIN

の運用に当たっては、競争セーフガード制度（本答申を受けて創設

される公正競争レビュー制度）との連携を図りながら、円滑な接続

の確保に努めることが適当である。 
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等)がキャリア(MNO)系ショップと同様のものであれば､その作業性の特質から､垂直統合事

業モデルへの引戻しを誘引しかねない｡ 

  

   課金機能やコンテンツ情報料の回収代行機能等の8 つの機能をアンバンドルに関する

「注視すべき機能」として位置づけ､このうち、SMS 接続機能については、2011 年7 月より、

各携帯事業者間で接続が実現したとの事だが､MNO間のみのオープン化では不十分であ

り､むしろMVNO事業者からすれば事業モデルの閉鎖性が進んだものと捉える｡その意味で､

「注視すべき機能」の8つ全てが未実現状態である｡例えば､｢GPS 位置情報の継続提供機

能｣は､その精度の低さから事業の予見性が立てられない状態が続いており､その進展が全

く見受けられない｡｢パケット着信機能｣においては､未だに”常時接続”に頼らざるを得ず､周

波数有効利用の観点からは看過出来ないものと考える。 

 

SMS接続 

「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」 平成22年3月(策定)、平成

23年5月(最終改定) 

(http://www.soumu.go.jp/main_content/000113463.pdf)の中に、アンバンドル化に向けた注

視すべき機能の中に、「ＳＭＳ接続機能」が含まれている。実際、2011年7月13日から、MNO

を跨いだSMSの発着信サービスが開始された。 

しかしながら、今後、M2M(Machine to Machine)通信のような人を介さないサービスを提供

するに際し、センターから遠隔の設置された機器(端末)の監視、制御などにSMSを活用する

ことが期待される。SMSを活用するメリットは、待ち受け端末の大幅な省電力化にあり、電池

のコスト低減、運用コストの低減に直結する。グローバルで見ると、SMS 

Forum(http://www.smsforum.net/)がSMPP (Short Message Peer-to-Peer)プロトコル

(http://www.smsforum.net/smppv50.pdf.zip)が策定し、現時点では凍結されており、SMS-

GWとIP網が接続されている。一方、国内では、当協議会が把握している範囲では、SMS-

GWが開放されている事例は確認できておらず、新たなサービス実現に向けたハードルにな

りえる。 

このように、「SMS接続機能」とは、携帯端末同士のSMS発着信のみならず、IP網側と携帯

端末間でのSMS接続機能も含まれるものであり、更なる開放を強く要望する。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

 

２ プラットフォーム・端末レイヤーのオープン化 （２）ＳＩＭロック解除の推進による端末レイヤーのオープン化 

意   見 考 え 方 

意見３－１０７ 利用者が端末とネットワークをそれぞれ自由に選択することができるべき。 考え方３－１０７ 

■ お客様からみれば、端末の機能、ネットワークのつながりやすさや料金等をそれぞれ比較 ■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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検討して、端末や通信事業者を自由に選択できることが望ましいと考えます。 

これに対し、ＳＩＭロックのような仕組みは、お客様にとって使いやすい端末や品質の良いネ

ットワークを利用したいというニーズを阻害するものであり、お客様の利便性の向上や更な

る市場活性化を図る観点から望ましくないことから、お客様が端末とネットワークをそれぞれ

自由に選択できるようにすることが必要と考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ お客様からみれば、端末の機能、ネットワークのつながりやすさや料金等をそれぞれ比較

検討して、端末や通信事業者を自由に選択できることが望ましいと考えます。 

これに対し、ＳＩＭロックのような仕組みは、お客様にとって使いやすい端末や品質の良い

ネットワークを利用したいというニーズを阻害するものであり、お客様の利便性の向上や更

なる市場活性化を図る観点から望ましくないことから、お客様が端末とネットワークをそれぞ

れ自由に選択できるようにすることが必要と考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－１０８ すべてのモバイル事業者に SIM ロック解除を義務付ける等の制度的な措置を

講じるべき。 

考え方３－１０８ 

■  ＭＶＮＯによる競争を促進するうえで、ＳＩＭロック解除は非常に重要であります。 

その点、各モバイル事業者により、ＳＩＭロック解除に関するガイドラインに基づく取組みが

開始されましたが、既にモバイル事業者ごとに、その取組みレベルに違いが生じており、今

後もモバイル事業者各社のスタンスが変化する可能性は低いと考えます。 

そのため、早急にすべてのモバイル事業者に対してＳＩＭロック解除を義務付ける等の制

度的な措置を講じることが必要です。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 答申（案）に示したとおり、利用者利便の確保等の観点から、SIM

ロック解除を推進していくことが適当であるが、「SIM ロック解除に関

するガイドライン」に基づく取組は開始されたばかりであり、現時点

において、SIM ロック解除に向けた事業者等の取組の状況を評価し

た上で制度的な措置について検討を行うことは時期尚早である。し

たがって、総務省においては、引き続き、SIM ロック解除の取組を推

進していくなかで、課題の有無を含め、市場の動向を注視していくこ

とが適当である。 

意見３－１０９ SIM ロック解除を含む移動体端末ビジネスモデルの在り方に関しては、原則、

市場の競争に委ね、サービスの多様化や進化を促すことを基本とすべきであり、行政が過度

なルールを課すべきではない。 

考え方３－１０９ 

■  SIM ロック解除を含む移動体端末のビジネスモデルの在り方に関しては、原則、市場の

競争に委ね、サービスの多様化や進化を促すことを基本とすべきであり、行政が過度なルー

ルを課す必要性はないと考えます。なお、本件に関連して、弊社においては、既に市場のニ

ーズ等を見極めながら、利用者利便の向上のための自主的な取組みを開始しています。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 考え方３－１０８に同じ。 

意見３－１１０ SIM ロック解除のメリット及び SIM ロック解除自体の認知度が低いことを鑑み、

SIM ロック解除ガイドラインの事業者の取組状況についての評価を速やかに行うべき。 

考え方３－１１０ 

■  ＳＩＭロック解除はメディアや利用者からの関心が高い事案にも関わらず、一部事業者に ■ 考え方３－１０８に同じ。 
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よる消極的とも受け取れる取り組みより、利用者からの関心とは逆に、ＳＩＭロック解除のメリ

ットどころかＳＩＭロック解除自体の認知度がほとんど上がっていないと認識しています。 

   答申（案）では、２０１１年４月からのＳＩＭロック解除ガイドラインによるＳＩＭロック解除につ

いて、事業者の取組状況の評価と制度的な措置を時期尚早としていますが、ＳＩＭロック解除

によるユーザーメリットが多いスマートフォンが拡大傾向であるなか、ＳＩＭロック解除によるメ

リットを利用者が享受しづらい状況が続けば、ガイドラインの形骸化、消費者への不利益、

事業者間の競争上の問題につながると考えており、ＳＩＭロック解除ガイドラインの事業者の

取組状況についての評価は速やかに行うべきと考えます。 

   したがって、答申（案）には「制度的な措置について検討を行うことは時期尚早であり（略）

動向を注視」だけではなく、「競争評価等を通じていつを目処にＳＩＭロック解除の評価を行う

のか」を追記すべきと考えます。 

（イー・アクセス） 

意見３－１１１ SIM ロック解除は、有効性・完全性の向上を図り、引き続き推進し、SIM ロック解

除しても、APN 設定（接続先設定）をロックして、SIM ロック解除を形骸化するようなやり方は

激しく糾弾されるべきである。 

考え方３－１１１ 

■ 利用者の多様な選択肢の確保や、電気通信事業者等による柔軟な事業展開を可能とする

観点から、SIM ロック解除については、引き続き推進していくことが適当､とあるが､当

該”SIM ロック解除”の有効性･完全性の向上が図られなければならないと考えます｡それは､

一定の手数料を収受して SIM ロックを解除しても､一部のサービス機能が垂直統合モデル

の一環と同様にロックされた形態で残るという事象があり得るためです｡例えば､SIM ロック

解除しても、APN 設定（接続先設定）をロックすることで、他事業者の SIM を使うと、製品が

持っている本来の機能を使えなくするということが実際に始まっており、”SIM ロック解除”の

形骸化となるものであり､由々しき問題である。 

   SIM ロック解除については、様々な意見が多方面から出された上で、方針として決定した

事項であるにもかかわらず、SIM ロック解除の意義を無効にするこのようなやり方は激しく糾

弾されるべきものであり、それをモバイル事業のリーディングカンパニーが行っているという

現実が、今日のモバイル市場の寡占問題をわかりやすく示している。 

（テレコムサービス協会 MVNO 協議会） 

■ 御意見については、今後の参考とさせていただきたい。 
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第４章 線路敷設基盤の開放による設備競争の促進 

１ 電柱・管路等の使用に関する手続の簡素化・効率化等 

意   見 考 え 方 

意見３－１１２ 電柱の使用不可時の理由及び代替案の提示を早期にルール化すべき。また、

自治体所有の管路についてもオープン化を進めるべき。 

考え方３－１１２ 

■ 電柱・管路等の線路基盤の更なる開放による借りやすさや係る工数及び借用維持管理コ

ストの低減は、設備競争事業者のネットワーク敷設インセンティブに直結することであり、ブ

ロードバンド普及促進の大きな原動力となります。 

本案では電柱の借用における調査回答に際して、当社要望の使用不可時の代替案提示

等について「希望する電気通信事業者による使用を最大限可能とすることに努めるべき」見

解が述べられたことを歓迎いたします。 

ついては、適切なガイドラインの手当てにより、使用不可時の理由及び代替案の提示を早

期にルール化するよう要望いたします。 

加えて簡素化の目的に沿った運用の実現のため、設備保有事業者の統一した運用のご

指導をお願いいたします。 

なお、本案では記載がありませんが、総務省管轄の自治体管路についても同様にオープ

ン化を推し進めていただくことを要望いたします。自治体クラウド等を活用したデータベース

化・手続きの電子化等により設備競争の活性化に資すると考えるため、是非ともご指導をお

願いいたします。 

  今後とも当社主張の手続きのワンストップ化に向け、更なるオープン化の推進をお願いいた

します。 

（ジェイコムグループ） 

■ 電柱の使用不可時の理由の提示については、公益事業者の電

柱・管路等使用に関するガイドライン（以下「電柱・管路ガイドライン」

という。）において、設備保有者は、 

・ 事業者からの設備の使用の申込みを承諾しない場合は、その事

業者に対し、承諾しない理由を書面又は電子メール等の電磁的方

法により通知すること（第３条第２項） 

・ 事業者から設備の使用の申込みを承諾しない理由について、具

体的な内容の説明を求められた場合は、セキュリティーの確保、

経営上の秘密の保持又は顧客情報の保護に支障がない範囲で、

これに応じるものとすること（第３条第４項） 

が既に規定されている。 

使用不可時の代替案の提示については、個別具体的な事案にお

ける使用不可の理由に即して当事者間で代替案を協議することが

適当であり、電柱・管路ガイドラインにおいて、一般的なルールとし

て設備保有者に提示を求めることとすることは適当ではない。 

また、地方公共団体が管理する管路のオープン化については、

一義的には当該地方公共団体の判断により取り組むべきものであ

るが、総務省における電子自治体の推進の取組の中で、手続の電

子化等について、費用対効果等も踏まえつつ促していくことが適当

である。 

 

１ 電柱・管路等の使用に関する手続の簡素化・効率化等 （１）手続の電子化等の促進 

意   見 考 え 方 

意見３－１１３ 電柱・管路等の使用に関する手続の電子化を促進するとともに、道路占用許可

については、総務省から具体的な要望を国土交通省や地方公共団体に対して伝達する仕組

みを構築することを希望する。 

考え方３－１１３ 

■ 電柱・共架ガイドラインでも設備保有者に対して電柱・管路等の使用に関する手続の簡素

化・効率化を促されておりますが、引き続き、手続の電子化利用の取り組みの促進を行うこ

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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とを希望いたします。 

また、道路占用許可等に係る手続きにおいては、答申案に示されているように、総務省が

事業者の具体的改善要望を国土交通省や地方公共団体に対して伝達する仕組みを構築す

ることを希望いたします。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

意見３－１１４ 線路敷設のための手続の一層の電子化等について、関係者間での協議等を

推進していくべきとする答申（案）の方向性に賛同する。 

考え方３－１１４ 

■ 線路敷設のための手続き簡素化について、開通等に係るリードタイムの短縮化の観点か

ら、一層の電子化等ついて関係者間での協議等を推進していくべきとする答申案の方向性

に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム､ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－１１５ 道路占用許可等の手続に関し、総務省の支援をお願いする。 考え方３－１１５ 

■ 答申案に賛同いたします。 

設備競争を進めるうえで、大きなウエイトを占める道路占用許可等の手続きに関し、個々の 

事業者の取組みだけでは課題解決が困難な場合も想定されますので、引き続き総務省殿の 

支援をお願いいたします。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

意見３－１１６ 道路占用許可等の手続の電子化を推進するとともに、必要書類の書式の統一

化を推進すべく、総務省から各主管省庁に積極的な働きかけをお願いしたい。 

考え方３－１１６ 

■ ・道路管理者が行う占用許可手続きについては、一部の政令指定都市についてはシステ

ム化がなされているものの、その他大半は書類による手続きとなっているため、申請事務作

業の軽減化を図る観点から、申請手続きの電子化を推進していただきたいと考えておりま

す。 

 ・また、現在、各道路管理者や各河川局で申請様式や添付書類の様式が異なっており、申

請事務作業の効率化を図る観点から、統一化を推進していただきたいと考えております。 

 ・なお、上記の実現に向けて、ブロードバンド普及促進を促すものとして、総務省殿からも

積極的に各主管省庁への働きかけをいただけるよう、お願いしたいと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ ・道路管理者が行う占用許可手続きについては、一部の政令指定都市についてはシステ

ム化がなされているものの、その他大半は書類による手続きとなっているため、申請事務作

業の軽減化を図る観点から、申請手続きの電子化を推進していただきたいと考えておりま

す。 

 ・また、現在、各道路管理者や各河川局で申請様式や添付書類の様式が異なっており、申

請事務作業の効率化を図る観点から、統一化を推進していただきたいと考えております。 

■ 答申（案）に示したとおり、総務省における電子自治体の推進の取

組の中で、地方公共団体における道路占用許可申請等の電子化に

ついて、費用対効果等も踏まえつつ促していくべきであるとともに、

総務省において、道路占用許可等に係る必要書類の標準化等に関

する電気通信事業者からの具体的な改善要望を集約し、国土交通

省や地方公共団体に伝達する仕組みを構築することが望ましい。 
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 ・なお、上記の実現に向けて、ブロードバンド普及促進を促すものとして、総務省殿からも

積極的に各主管省庁への働きかけをいただけるよう、お願いしたいと考えます。 

（NTT 東日本） 

 

１ 電柱・管路等の使用に関する手続の簡素化・効率化等 （２）調査回答期間の短縮 

意   見 考 え 方 

意見３－１１７ 調査等の回答期間について、可能な限り短縮化すべきとする答申（案）の方向

性に賛同する。また、設備保有者による手続書類の簡素化を推進すべき。 

考え方３－１１７ 

■ 電柱・管路等の提供可否に係る調査等の回答期間について、可能な限り短縮化すべきと

する答申案の方向性に賛同します。また電気通信事業者からの提出書類に不備や漏れが

多いとの指摘については、当該事業者に対する手続きの改善を促すことに加え設備保有者

による手続き書類の簡略化等を推進していくべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム､ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－１１８ 調査回答期間について、期間短縮と明文化が必要。 考え方３－１１８ 

■ 調査回答期間についてはケースバイケースであることは認識しているところです。 

しかしながら、原則２ヶ月以内の可否回答期間はあまりにも長く、公正な競争とならず、利用 

者の要望に応えることができないと考えます。通常想定される申込みの数の範囲内で、申込 

書を正式受理した後においては原則１ヶ月以内等、期間短縮と明文化が必要と考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

■ 答申（案）に示したとおり、利用者のニーズ等に応じた速やかな光

ファイバ等の敷設を可能とする観点からは、調査回答期間は可能な

限り短縮することが望ましいものであるが、まずは当事者間での協

議を通じ、様々な場合ごとの適切な調査回答期間について、関係者

が共通認識を持つことが必要であり、当面はその状況を注視すべ

きである。 

意見３－１１９ 当社は、既に電柱・管路等の調査回答期間の短縮化に努めているところであ

る。 

考え方３－１１９ 

■ ・当社は、これまでも可能な限り電柱、管路等の調査回答期間の短縮化に努めており、 

- 電柱については、総務省ガイドラインでは 2 ヶ月以内と定めているところ、当社としては

自主的に 1 ヶ月以内と定めて公表、実施 

- 管路については、総務省ガイドラインでは 2 ヶ月以内と定めているところ、当社としては

自主的に、距離が 1km 未満の申込みであれば概ね１ヶ月以内、距離が 1km 以上の申

込みであれば概ね１ヵ月半以内で回答 

しているところです。  

 ・なお、当社は、以上のような電柱・管路等の標準的な調査回答期間について、ホームペ

ージに開示しておりますが、他事業者から具体的にご不明な点等をお申し出いただければ、

ご説明させていただく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ ・当社は、これまでも可能な限り電柱、管路等の調査回答期間の短縮化に努めており、 

■ 電柱・管路ガイドラインにおいては、電柱・管路等の提供の可否に

係る調査回答期間は、原則として２か月以内としているところである

が、答申（案）に示したとおり、他の設備保有者においても、利用者

のニーズ等に応じた速やかな光ファイバ等の敷設を可能とする観

点からは、調査回答期間は可能な限り短縮することが望ましい。 
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- 電柱については、総務省ガイドラインでは 2 ヶ月以内と定めているところ、当社としては

自主的に 1 ヶ月以内と定めて公表、実施 

- 管路については、総務省ガイドラインでは 2 ヶ月以内と定めているところ、当社としては

自主的に、距離が 1km 未満の申込みであれば概ね１ヶ月以内、距離が 1km 以上の申

込みであれば概ね１ヵ月半以内で回答 

しているところです。  

 ・なお、当社は、以上のような電柱・管路等の標準的な調査回答期間について、ホームペ

ージに開示しておりますが、他事業者から具体的にご不明な点等をお申し出いただければ、

ご説明させていただく考えです。 

（NTT 東日本） 

 

１ 電柱・管路等の使用に関する手続の簡素化・効率化等 （３）電柱の強度の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１２０ あらかじめ電気通信事業者の使用を前提とした電柱の強度を求めるのは適当

ではないとされている点には賛同する。 

考え方３－１２０ 

■ ・需要の見えない他事業者の利用分を予め考慮して、当社が設備を構築するのは、トータ

ルコストの増加を招き、お客様への低廉なサービスの提供に支障をきたすことになりかねな

いことから、今回の答申案において「設備保有者にあらかじめ電気通信事業者の使用を前

提とした電柱の強度を求めることは、結果として当該電柱が電気通信事業者に使用されず、

設備保有者に対して本来の設備設置目的を超える費用負担を強いることとなるおそれがあ

ることから、適当ではない」と整理されている点について、賛同いたします。 

  ・なお、当社は、当社電柱の貸出しにあたって、自主的にオープン化に取り組むとともに、事

業者の要請にも応えてきたところです。例えば、新たな添架ポイントの開放（２００５年９月実

施）、Ｗｅｂによる電柱添架申請の受付（２０１０年１２月開始）等に取り組んでおり、今後とも

線路敷設基盤をより利用しやすい環境づくりを進めていく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ ・需要の見えない他事業者の利用分を予め考慮して、当社が設備を構築するのは、トータ

ルコストの増加を招き、お客様への低廉なサービスの提供に支障をきたすことになりかねな

いことから、今回の答申案において「設備保有者にあらかじめ電気通信事業者の使用を前

提とした電柱の強度を求めることは、結果として当該電柱が電気通信事業者に使用されず、

設備保有者に対して本来の設備設置目的を超える費用負担を強いることとなるおそれがあ

ることから、適当ではない」と整理されている点について、賛同いたします。 

  ・なお、当社は、当社電柱の貸出しにあたって、自主的にオープン化に取り組むとともに、事

業者の要請にも応えてきたところです。例えば、新たな添架ポイントの開放（２００５年９月実

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 
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施）、Ｗｅｂによる電柱添架申請の受付（２０１０年１２月開始）等に取り組んでおり、今後とも

線路敷設基盤をより利用しやすい環境づくりを進めていく考えです。 

（NTT 東日本） 

意見３－１２１ 電柱ができるだけ多くの電気通信事業者に対して有効利用されるよう努めるべ

きとする答申（案）の方向性に賛同する。 

考え方３－１２１ 

■ 設備保有者が公益事業特権を持って設置する電柱については、できるだけ多くの電気通

信事業者に対して有効利用されるよう努めるべきとする答申案の方向性に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム､ソフトバンクモバイル） 

■ 基本的に答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－１２２ 強度不足で電柱の使用が不可とされた場合はその根拠を提示すべきである。 考え方３－１２２ 

■ 答申案でも「希望する電気通信事業者による使用を最大限可能とすることに努めるべきで

あり、この点を踏まえた対応を行うことが望ましい。」との認識を示されたことで設備保有者

の更なる対応を希望します。 

また、強度不足で電柱の使用が不可の場合は、強度不足の算出根拠や電柱の使用を可

能とする方法・時期・概算費用などを提示すべきと考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

■ 電柱・管路ガイドラインにおいては、事業者から設備の使用の申

込みを承諾しない理由について、具体的な内容の説明を求められ

た場合は、セキュリティーの確保、経営上の秘密の保持又は顧客情

報の保護に支障がない範囲で、これに応じるものとすること（第３条

第４項）とされており、設備保有者は、この点を踏まえた対応が求め

られる。 

 

２ マンション向け光屋内配線の開放 

意   見 考 え 方 

意見３－１２３ マンション向け光屋内配線については、FTTH 市場における公正な競争環境を

構築する観点から、早期に一種指定設備の対象とすることが必要。 

考え方３－１２３ 

■ 答申(案)では、マンション向け光屋内配線については、法的位置付けを変更する状況まで

には至っていないとの考え方が示されておりますが、ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西殿の市

場シェアが７４．４％と独占化傾向にあることを鑑みれば、当該設備は接続事業者がサービ

ス競争を展開する上で必要不可欠と考えられます。 

従って、マンション向け光屋内配線については、ＦＴＴＨ市場における公正な競争環境を構

築する観点から、早期に一種指定設備の対象とする必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に示したとおり、マンション向け光屋内配線の 3 種類の

設置形態のうち光ファイバ回線を用いて各利用者宅まで屋内配線

を敷設する方式である光配線方式の割合は約 17%（NTT 東日本）、

約 16%（NTT 西日本）に留まっており、NTT 東西の FTTH シェアとマ

ンション向け屋内配線のシェアは依然連動しているとはいえず、光

屋内配線の法的位置づけを変えるまでには至っていないと考えら

れることから、一種指定設備として指定する必要性については、引

き続き状況を注視していくことが適当である。 

 

意見３－１２４ 接続ルール答申時と状況に変わりはないことから、マンション向け屋内配線を

一種指定設備にする必要はない。相互転用の実施に向けて、KDDI との協議において、具体

的な課題を整理するとともに、課題の検証を行うため、KDDI から個別物件を提示いただき、

トライアルを実施する。 

考え方３－１２４ 

■ マンション向け屋内配線については、「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの

在り方について」答申(２００９年１０月)において「ＮＴＴ東西自らでなく、マンションの管理組合

■ マンション向け屋内配線の一種指定設備化については、考え方３

－１２３に同じ。 
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やデベロッパーが設置する場合など多様な形態が存在すること、さらに、ＮＴＴ東西の局舎か

らマンション共用部までの回線敷設と、マンション向け屋内配線の敷設は別々に行うことが

一般的であることから、戸建て向けの場合と異なり、ＮＴＴ東西と接続事業者の間の工事回

数の同等性確保を考慮する必要はないと考えられることから、マンション向け屋内配線は一

種指定設備に該当すると整理する必要はない」旨示されており、現段階においてもその状況

に変わりはないことから、マンション向け屋内配線を第一種指定電気通信設備にする必要は

ないと考えます。 

・ なお、「マンション向け FTTH の場合、マンション一棟ごとに一の事業者が契約を獲得する場

合が多く」とありますが、現在では、新築分譲時においてお客様が複数の事業者のサービス

を選択できるマルチキャリア化など、マンション一棟に対して複数の事業者が契約を獲得す

る事例が多くなってきております。 

 

・ なお、ＫＤＤＩ殿とは、以前より集合住宅における光屋内配線の相互転用に向けた協議を行っ

ており、当社から、マンション光屋内配線は事業者間相互の転用が前提であり、また転用条

件等の整理にあたっては具体的な物件の事情を踏まえることが必要であるとの考え方をお

示しし、合意をいただいております。 

・ 現在、当社から以下の物件の提示を依頼しており、具体的な物件の提示をもとに、具体的な

条件の整理を進めていきたいと考えております。 

① ＫＤＤＩ殿が光屋内配線を敷設した物件 

② 当社が光屋内配線を敷設し、ＫＤＤＩ殿が転用を希望する物件 

（NTT 西日本） 

 

■ マンション向け屋内配線については、「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの

在り方について」答申(２００９年１０月)において「ＮＴＴ東西自らでなく、マンションの管理組合

やデベロッパーが設置する場合など多様な形態が存在すること、さらに、ＮＴＴ東西の局舎か

らマンション共用部までの回線敷設と、マンション向け屋内配線の敷設は別々に行うことが

一般的であることから、戸建て向けの場合と異なり、ＮＴＴ東西と接続事業者の間の工事回

数の同等性確保を考慮する必要はないと考えられることから、マンション向け屋内配線は一

種指定設備に該当すると整理する必要はない」旨示されており、現段階においてもその状況

に変わりはないことから、マンション向け屋内配線を第一種指定電気通信設備にする必要は

ないと考えます。 

・ なお、「マンション向け FTTH の場合、マンション一棟ごとに一の事業者が契約を獲得する場

合が多く」とありますが、現在では、新築分譲時においてお客様が複数の事業者のサービス

を選択できるマルチキャリア化など、マンション一棟に対して複数の事業者が契約を獲得す

る事例が多くなってきております。 

 

転用ルールの整備については、マンションの設備設置形態は千

差万別であり、具体的な要望内容を整理する必要があることから、

総務省においては、現在 NTT 東日本と KDDI の間で行われている

具体的なマンションにおける相互転用協議を注視するとともに、転

用ルールに係る具体的内容が速やかに整理されるよう、事業者間

協議の一層の促進を図ることが適当である。 
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・ なお、ＫＤＤＩ殿とは、以前より集合住宅における光屋内配線の相互転用に向けた協議を行っ

ており、その協議において、当社から、相互転用の実施に向けた基本的な考え方として以下

の①から④をお示ししたところ、ＫＤＤＩ殿においても、これらの条件をベースに具体的なケー

スにおいて詳細を検討していくことでよいとの合意をいただいております。 

① 費用負担は転用する設備の残存価額（２０１０年９月２８日に認可を受けた既設光屋内

配線を転用する場合の工事費に係る「既設設備負担額」と同じ考え方で算出する額）をご

負担いただくこと 

② 転用設備は転用される側から転用する側へ資産譲渡すること 

③ 転用工事は、転用する側が工事を実施することが最も効率的と考えていること 

また、工事の実施にあたっては安全性確保等が必要と考えていること 

④ その他円滑な相互転用の実施にあたっては申込方法、設備管理方法等について双方で

意識を合わせた上で整備しておく必要があること  

・ これらを踏まえて、まずは個別物件でトライアルすることとし、昨年１０月にＫＤＤＩ殿にて物件

を選定の上、ご提示いただくことで双方合意しましたが、現時点で、未だＫＤＤＩ殿から物件の

提示がない状況です。 

・ 今後、相互転用の実施に向けて、当社とＫＤＤＩ殿との協議において、様々な設備形態毎に

想定される具体的な課題を整理するとともに、課題の検証を行うため、ＫＤＤＩ殿から個別物

件を提示いただき、トライアルを実施する考えです。 

（NTT 東日本） 

意見３－１２５ 新規に建設するマンションやビルについては、MDF 室内に複数事業者の回線

終端装置の設置スペースを確保可能とすると共に、NTT 東西が設置した「棟内の「パッチパ

ネル～光屋内配線～光コンセント」を指定設備化するなど、通信事業者が敷設した屋内配線

を他の事業者もユーザ単位で再利用可能となるようルールを整備し、ユーザが事業者を選

択できるようにすべき。 

考え方３－１２５ 

■ 屋内配線を光ファイバで提供する集合住宅やビル向けのＦＴＴＨサービスについては、ボト

ルネック設備を保有する市場支配的な事業者であるＮＴＴ東・西がマンションデベロッパーや

ビルオーナー等と提携して棟内の光屋内配線を敷設し、排他的にサービス提供する事例が

増加しており、マンションやビル内のユーザが、競争事業者のＦＴＴＨサービスに切り替えるこ

とが事実上不可能になるという問題が生じています。 

今後、新規に建設するマンションやビルについては、ＭＤＦ室内に複数事業者の回線終端

装置の設置スペースを確保可能とすると共に、ＮＴＴ東・西が設置した棟内の「パッチパネル

～光屋内配線～光コンセント」をユーザ単位で競争事業者に転用できるよう指定設備化して

開放を義務化するなど、集合住宅やビル向けに通信事業者が敷設した屋内配線を他の事

業者もユーザ単位で再利用可能となるようルールを整備し、ユーザが事業者を選択できるよ

うにすべきと考えます。 

（KDDI） 

■ 転用ルールの整備については、考え方３－１２４に同じ。 
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意見３－１２６ 現在の NTT 東日本と KDDI の間における相互転用協議内容について、適切な

タイミングで総務省及び公開された審議の場に開示し、転用ルールが事業者間での公平性

が担保されたものになるよう要望。 

考え方３－１２６ 

■ 現在の NTT 東日本と KDDI の間における相互転用協議内容について、適切なタイミング

で総務省及び公開された審議の場に開示頂き、転用ルールが事業者間での公平性が担保

されたものになるよう要望いたします。 

（ＵＣＯＭ） 

■ マンション向け屋内配線の転用ルールに関し、「現在 NTT 東日本

と KDDI の間で具体的なマンションにおける相互転用協議を続けて

いる状況であり、これを引き続き注視する」とした答申（案）の趣旨

は、他の事業者による事業者間協議を排除するものではない。マン

ションの設備設置形態は千差万別であり、転用ルールの整理に当

たっては、具体的な要望内容を整理する必要があることから、他の

事業者においても具体的な要望があればそれを提示し、ルール化

に向けた協議を行うことが望ましい。また、事業者間協議の結果、

具体的な要望内容を整理され、転用ルール化される際には、2 者間

での適用に留まらず、同様の相互転用を希望する事業者にとって

利用可能となるよう措置することで公平性が確保されることが適当

である。 

意見３－１２７ NTT 東西が設置する屋内配線については、速やかに他の事業者もユーザー

単位で再利用可能とするルール（転用ルール）を整備すべき。また、現在続けられている

NTT 東日本と KDDI のマンションにおける相互転用協議については、2 者間の協定等にとど

まらず他の電気通信事業者に広く適用されるべき。 

考え方３－１２７ 

■ 集合住宅向け FTTH の屋内配線の転用ができない場合、既存事業者による顧客のロック

イン効果が一層高くなり、利用者は他事業者選択ができない等不利益を受けます。 

ＮＴＴ東西が設置する屋内配線は、今後更に増加が予想される状況にある為、速やかに

他の事業者もユーザー単位で再利用可能とするルールを整備すべきと考えます。 

また、現在続けられている NTT 東日本と KDDI のマンションにおける相互転用協議につ

いては、２者間の協定等にとどまらず他の電気通信事業者に広く適用戴きたいと考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

■ 転用ルールの整備については、答申（案）に賛成の御意見として

承る。 

 

■ 相互転用協議に関しては、考え方３－１２６に同じ。 

意見３－１２８ 集合住宅やビル向けの FTTH サービスについては、新設マンションやビルにお

いてユーザ単位で競争事業者への設備転用を可能とする等、追加的ルールを整備の上、戸

建て向け同様、NTT 東西の接続約款への規定を行うべき。なお、これらについては、事業者

間での協議の場に委ねるのみでなく、行政主導でルール整備を図るべき。 

考え方３－１２８ 

■ 集合住宅やビル向けの FTTH サービスについては、従前より NTT 東西殿が排他的に光

屋内配線を設置しており、ユーザが自由に競争事業者のサービスを選択することが困難な

状態です。ユーザ利便の向上のためにも、新設マンションやビルにおいてユーザ単位で競

争争事業者への設備転用を可能とする等、追加的ルールを整備の上、戸建て向け同様、

NTT 東西殿の接続約款への規定を行うべきと考えます。なお、これらについては、事業者間

■ 考え方３－１２６に同じ。 
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での協議の場に委ねるのみでなく、行政主導でルール整備を図るべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

 

３ 地中化エリアへの対応 （１）加入光ファイバの部分的な開放に関するルール整備 

意   見 考 え 方 

意見３－１２９ 加入光ファイバの部分的な開放について、ルール化に向けて解決が必要な課

題を整理すべきとする答申（案）の考え方に賛同。 

考え方３－１２９ 

■ 答申(案)における加入光ファイバの部分的な開放について、ルール化に向けて解決が必

要な課題を整理すべきとする考え方に賛同します。 

ＦＴＴＨ市場における独占事業者であるＮＴＴ東西殿と競争事業者におけるボトルネック設

備利用の同等性を確保する観点から、当該ルールの策定については早期に対応頂く必要

があると考えます。 

（イー・アクセス） 

 

■ 光ファイバの部分的開放は、後発事業者等の事業展開を容易とし、ユーザへの多様なサ

ービス提供に資すると考えられることから、ルール化に向けて、一層の事業者間協議の推進

を求める答申案の方向性に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見３－１３０ 「電柱（クロージャー）～管路～各戸」の部分的な開放についてのルールを整備

すべき。 

考え方３－１３０ 

■ 地中化による無電柱化等が進行している地域でＦＴＴＨサービスを展開する場合には、管

路内に光ファイバを敷設する必要がありますが、各戸・ビルへの引込部の管路径が狭隘で

あり、なおかつ掘削制限の存在により直ちに管路自体を敷設することもできないために競争

事業者が追加的に光ファイバを敷設できない事例が多く発生しています。 

現状の接続ルールにおいては、ＮＴＴ東・西が敷設した光ファイバについて、「ＮＴＴ局舎～

各戸」までひと続きで借りることしかできませんが、競争を促進し、ユーザの選択肢を確保す

る観点から、「電柱（クロージャー）～管路～各戸」の部分的な開放についてのルールを整備

すべきと考えます。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、光ファイバの部分的な開放は、競争事

業者が地中化された地域において追加的に光ファイバを敷設でき

ない場合に、効率的な事業展開を可能とするものであり、設備競争

を促進する効果が期待されることから、ルール化に向けて解決が必

要な課題を整理すべく、事業者間協議を一層進めることが適当であ

る。 

 

 

意見３－１３１ NTT 東西の光ファイバの電柱上からユーザ宅までの区間だけを貸し出すこと

については、課題も想定されるが、要望事業者からの具体的な要望を踏まえて接続条件や

追加費用等について検討していく。なお、他事業者は今後地中化するエリアについては自治

体等による地中化計画に参画すれば、自前でのケーブル敷設が可能。 

考え方３－１３１ 

■ 当社光ファイバの電柱上からお客様宅までの区間だけを貸し出すことについては、要望事

業者からの具体的なご要望を踏まえて接続条件や追加費用等について検討していく考えで

■ 答申（案）に示したとおり、光ファイバの部分的な開放に係る技術

的可能性の整理、必要となるコストの特定などが必要となるため、
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すが、現時点で想定される課題としては、以下のような点があると考えます。 

- 引込線下部について切り離す必要があり、保守や設備管理が困難であること。 

- 柱上にＰＯＩ－ＢＯＸを設置するほか、ＰＯＩ－ＢＯＸと当社クロージャー内の引込線接続端

子の間をつなぐ必要があり、電柱の強度やスペースの不足等により、提供できないケース

があること。 

・ なお、当社は地中化エリアについても、当社が所有する管路については、引き込み部分も

含めて、空きがあれば他事業者へ貸し出しておりますし、他事業者は今後地中化するエリア

については自治体等による地中化計画に参画すれば、自前でのケーブル敷設が可能であ

ると考えております。 

（NTT 西日本） 

 

■ 当社光ファイバの電柱上からお客様宅までの区間だけを貸し出すことについては、要望事

業者からの具体的なご要望を踏まえて接続条件や追加費用等について検討していく考えで

すが、現時点で想定される課題としては、以下のような点があると考えます。 

- 引込線下部について切り離す必要があり、保守や設備管理が困難であること。 

- 柱上にＰＯＩ－ＢＯＸを設置するほか、ＰＯＩ－ＢＯＸと当社クロージャー内の引込線接続端

子の間をつなぐ必要があり、電柱の強度やスペースの不足等により、提供できないケースが

あること。 

・ なお、当社は地中化エリアについても、当社が所有する管路については、引き込み部分も

含めて、空きがあれば他事業者へ貸し出しておりますし、他事業者は今後地中化するエリア

については自治体等による地中化計画に参画すれば、自前でのケーブル敷設が可能であ

ると考えております。 

（NTT 東日本） 

事業者から示された具体的な課題も含め、ルール化に向けて解決

が必要な課題を整理すべく、事業者間協議を一層進めることが適

当である。 

 なお、自治体等の地中化計画策定と競争事業者のエリア展開の

タイミングは必ずしも一致するわけではないと考えられるため、競争

事業者の事業展開の柔軟性を高める観点から、光ファイバの部分

的な開放に係るルール化は、既設の地中化エリアに留まらず今後

の地中化されるエリアであっても必要である。 

 

３ 地中化エリアへの対応 （２）集合住宅・電線共同溝に関する引込管への追い張り 

意   見 考 え 方 

意見３－１３２ 光ファイバ等の追い張り等に係るルール化に向けて、一層の事業者間協議の

推進を求めるとする答申（案）の方向性に賛同する。 

考え方３－１３２ 

■ 光ファイバ等の追い張り等に係るルール化の促進は、後発事業者等の光ファイバ等の引

き込み等を容易とする側面があることから、ルール化に向けて、一層の事業者間協議の推

進を求めるとする答申案の方向性に賛同します。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－１３３ 引込管への追い張りについて、当事者間で技術的検証、ルール作りが必要で

あるが、電線共同溝については、引込管・引込設備の共用に関する制度を設けるべき。 

考え方３－１３３ 

■ 追い張りについては答申案にあるように技術的検証、ルール作りが当事者間で必要であ ■ 答申（案）に示したとおり、集合住宅等に関する引込管への追い張
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ると考えます。 

一方で、電線共同溝などについては整備事業の公共性に鑑み、後発事業者が参入できる

引込管・引込設備の共用に関する制度（スキーム）を設けるべきと考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

りについては、現時点において、どのような技術的条件等を満たせ

ば既設の光ファイバ等に損傷を与えることなく追い張りが可能とな

るかという点について、まずは当事者間の協議を通じ、既設の光フ

ァイバ等に損傷を与えないための技術的条件等について共通認識

を持つことが必要であり、当面はその状況を注視することが適当で

ある。 

電線共同溝の引込管・引込設備についても、道路の区域外に設

置される設備であり、通常は建物所有者や電気通信事業者が所有

するものであることに留意しつつ、まずは当事者間の協議を通じ、

追い張りが可能となるための技術的条件等についての共通認識を

持つことが必要である。 

意見３－１３４ 引込管への光ファイバの追い張りについては早期にルール化等を検討し、手

続の柔軟化を図ることが必要。 

考え方３－１３４ 

■ 引込管への光ファイバの追い張りについては、ＦＴＴＨ市場における独占事業者であるＮＴＴ

東西殿等と後発事業者が同等に設備を構築する上で必要不可欠な運用と考えられるため、

ＦＴＴＨ市場における公正な競争環境を構築する観点から早期にルール化等を検討し、手続

きの柔軟化を図る必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方３－１３３に同じ。 

意見３－１３５ 集合住宅等への引込管について、当社は、総務省ガイドラインに基づき、空き

があれば貸出しを実施しており、また、貸出し条件や技術的条件等について広く公表してい

る。 

考え方３－１３５ 

■ ・集合住宅等への引込管については、建物所有者や当社の管路がありますが、当社にお

いては総務省ガイドラインに基づき、当社管路に空きがあれば貸出しを実施しており、また、

貸出し条件や技術的条件等について定めた「管路等の利用申込み及び契約条件等につい

て」をホームページで広く公表しているところです。 

 ・なお、当社管路の技術的条件等について、他事業者から具体的にご不明な点等をお申し

出いただければ、ご説明させていただく考えです。 

（NTT 西日本） 

 

■ ・集合住宅等への引込管については、建物所有者や当社の管路がありますが、当社にお

いては総務省ガイドラインに基づき、当社管路に空きがあれば貸出しを実施しており、また、

貸出し条件や技術的条件等について定めた「管路等の利用申込み及び契約条件等につい

て」をホームページで広く公表しているところです。 

 ・なお、当社管路の技術的条件等について、他事業者から具体的にご不明な点等をお申し

出いただければ、ご説明させていただく考えです。 

（NTT 東日本） 

■ 集合住宅等に関する引込管に空きがある場合においては、電柱・

管路ガイドラインを踏まえて希望する電気通信事業者への提供を積

極的に行うことが望ましい。 

当該引込管に既に光ファイバ等を入線している場合における追

い張りについては、考え方３－１３３に同じ。 
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４ 鉄塔等の一層のオープン化 （１）鉄塔等の共用に関するルールの在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１３６ 鉄塔等を MNO 自らが建設することを原則とすると確定的に記載することは適

当でなく、鉄塔等の共用について追加的措置を引き続き検討すべき。 

考え方３－１３６ 

■ 答申案に示されている「鉄塔等は（中略）電気通信設備を設置するために使用する工作物

という位置付けである」という理由のみならず、効率的なネットワーク構築による利用者利便

の拡大や環境面（エコロジー）への配慮等の側面からも、広義のネットワークシェアリングは

今後業界として積極的に取り組むべき事項と考えます。従って、「鉄塔等を MNO 自らが建設

することを原則とする」と確定的に記載することは適当でないものと考えます。 

その意味でも、鉄塔等の共用ルールの更なる充実化に向け、「公益事業者の電柱・管路

等使用に関するガイドライン」の対象拡大や共用を前提とした設備構築の義務付け等の追

加的措置を引き続き検討していくべきと考えます。具体的には、上記ガイドラインの対象を電

気事業者、鉄道事業者、その他の公益事業者に拡大することについて、一律否定するので

なく、まずは同ガイドラインにおいて公益事業者との共用の考え方を示す等の取組みから行

うべきと考えます。また、重量制限等により実質的に貸出し不可となるケースが多く存在する

ことも踏まえ、ルーラルエリアにおいて、国・地方自治体による公的支援制度の活用等により

エリア整備を行う設備に対し、貸出しを前提とした設計を義務付ける等の追加的ルール整備

についても引き続き推進すべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、モバイル事業は有限希少な周波数の割

当てを受けて行うものであるため、原則として、自らネットワークを構

築して事業展開を図ることが必要であり、また、鉄塔等の共用を義

務付けた場合、自ら鉄塔等を設置して設備競争を行っている MNO

が不利となり、設備競争を阻害し、電気通信の健全な発達を損なう

懸念がある。 

他方、鉄塔等の共用を促進することが、エリア拡大による利用者

利便の向上に資することとなるとの議論もあるところであり、鉄塔等

の共用を更に促進することが MNO の設備構築インセンティブに与

える影響や、過疎地域等におけるサービス提供エリア拡大の状況

等も十分に踏まえた上で、改めてルールの見直しが必要となった際

に検討を行うべきである。 

 

 

４ 鉄塔等の一層のオープン化 （１）鉄塔等の共用に関するルールの在り方 （イ）電柱・管路ガイドラインの適用対象 

意   見 考 え 方 

意見３－１３７ 賃貸用鉄塔については、電柱・管路ガイドラインの適用対象から明示的に除外

すべき。 

考え方３－１３７ 

■ 自己の電気通信事業用として建設し保有する鉄塔と、賃貸事業用として建設し保有する鉄

塔について、明確な区分なく措置が講じられることは、料金設定を含め本来自由であるべき

鉄塔賃貸事業を推進していくうえでの全ての面で制約となります。  

これは、自由な事業展開や商行為を制限・制約しかねないという根本的な問題を含んでい

ることに加え、鉄塔賃貸事業の縮小によって、オープン化措置の目的に反して、携帯電話基

地局の設置場所の選択肢を狭めることにも繋がると考えます。 

本答申案においては、このような弊社の考え方に一定の理解を示して頂きつつも、将来的

に自らの電気通信事業のために賃貸事業用鉄塔を使用する可能性が排除されないことをも

って、電柱・管路ガイドラインから明示的に除外することについて慎重に対応することが必要

とされております。 

■ 電柱・管路ガイドラインは、あくまでも標準的な取扱方法を取りまと

めたものであり、当事者間の合意に基づいて同ガイドラインに掲げ

る取扱方法と異なる取決めを行うことを妨げるものではない。 

したがって、賃貸用鉄塔について、同ガイドラインに掲げられた貸

与の対価は、あくまでも自ら使用している設備を他者にも使用させ

る場合を念頭に置いたものであり、専ら賃貸事業として行う場合に

まで適用すべきものではないとの考え方等を、鉄塔の使用を希望す

る電気通信事業者に対して十分に説明すること等により、当事者間

の合意に基づいて同ガイドラインに掲げる取扱方法と異なる取決め

を行うことは可能である。 
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この点、弊社としましては、将来の可能性でもって現行が維持されることは不適切と考えま

すので、まずは明示的に除外頂いたうえで、将来仮に、自らの電気通信事業のために使用

することとなった場合、改めて電柱・管路ガイドラインの適用対象に加える等の措置を講じる

べきと考えます。 

そのため、引き続き、賃貸を専らの目的として建設し保有している鉄塔については、電柱・ 

管路ガイドラインの適用対象から明示的に除外頂くことを要望いたします。 

（ケイ・オプティコム) 

 

４ 鉄塔等の一層のオープン化 （２）ローミングに関するルールの在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１３８ 大規模災害時の緊急ローミングの義務化は適当ではないとされた答申（案）に

賛同する。また、緊急通報に限定したローミングは、様々な技術的課題があること等に留意

すべき。 

考え方３－１３８ 

■ ◆有限稀少な電波の割当を受けた事業者はそれぞれ設備を構築することが原則であり、

引き続き、ローミングを義務付けることは適当でないとされたことは適切な整理。 

・携帯事業者にとって、エリア展開は競争状況を左右する重要なファクター（参考１８）であ

り、有限稀少な電波の割当を受けた事業者はそれぞれ設備を構築することが原則である

ことから、「ローミングを義務付けることについては適当でない」とした 2009 年の接続ルー

ル答申の整理を引き続き維持するとしたことは、適切な整理として当社としても賛同する

ところです。 

 

◆トラヒック急増への対策が求められる状況下において、設備競争の重要性が更に増して

いくことに留意が必要との考えに賛同。 

・また、「スマートフォン等の急速な普及に伴い、周波数のひっ迫が今後一層課題」とあり

ますが、当社では、２０１５年度のトラヒック量が２０１１年度の約１２倍へと急増するとの予

測のもと、Xi へのマイグレーションや新周波数の活用などのネットワーク容量の拡大、ヘ

ビーユーザに対する通信速度制御、公衆無線 LAN サービスの活用によるデータオフロー

ドなどの無線アクセス容量対策を実施し、引き続きお客様に安定した通信品質を提供でき

るよう取り組んでいる状況であり、「モバイル分野における設備競争の重要性は更に増し

ていくと考えられることにも留意が必要」とされたことは、的確な指摘であり、当社としても

賛同するところです。 

 

◆大規模災害等の緊急時ローミングは、ネットワークの応急復旧に面的エリアカバーを最優

先する取り組みが求められ、容量的に余裕のある復旧などなし得ない状況下で、想定外の

トラヒック増による輻輳の発生やそもそも容量的に余裕のあるエリアを特定することが困難

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

なお、110 番、119 番等の緊急通報に限定したローミングの実現

に向けて検討を行う際には、接続ルール答申に掲げられた課題や

御指摘のような課題も含めて検討することが適当である。 
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である等の問題があることに加え、方式の違いにより全携帯事業者の取り組みとはなり得な

いことから、答申（案）において、義務化は適当でないとされたことに賛同。 

・大規模災害等の緊急時におけるローミングの実施は、想定外のトラヒック増による輻輳

の発生を招くことから、設備の増強が必要となるものであり、それに伴い面的エリアカバ

ーの遅れや復旧現場の混乱を招く可能性があるものです。 

・今回の震災の復旧の例においても、応急復旧したネットワークは衛星やマイクロエントラ

ンスの活用により容量が少ない場合が多く、加えて山頂などの基地局による大ゾーン方

式によって、従来複数局でカバーしていたエリアを 1 局でカバーするなどの対応を実施す

るなど、故障、損壊した多くの設備について、面的エリアカバーを最優先する取り組みが

求められ、容量的に余裕のある復旧などはなし得ない状況です。 

・また、刻一刻と変化するトラヒック状況を勘案すると、容量的に余裕のあるエリアを特定

することも困難です。 

・更には、方式の違いによりＫＤＤＩ殿とはローミングが実施できないことから、大規模災害

時等の緊急ローミングは全携帯電話事業者の取組みとはなり得ません。 

・以上から、まずは当社をはじめ、各社が平常時から災害に強い設備構築などに前向き

に対応することが求められ、災害発生時には各社の責任のもと自社の設備復旧に全力を

尽くすことが、「国民、被災者」の利益につながる唯一の解決手段であると考えられること

から、答申（案）において、大規模災害等の緊急時におけるローミングは、現時点におい

て義務化を行うことは適当ではないとされたことに賛同するところです。 

 

◆緊急通報に限定したローミングは、国民の生命、安心安全の確保にも資するものとして一

概に否定されるものではなく、実現に向けた協議の場を設けることに異論はないが、緊急機

関から発信者に呼び返しが出来る仕組みが必要となるなど各種課題があることに加え、方

式の違いにより全携帯事業者の取組みとは成り得ないことを踏まえ検討する必要がある。 

・緊急通報に限定したローミングについては、国民の生命、安心安全の確保にも資するも

のと考えられることから、一概に否定されるものではなく、実現に向けた協議の場を設ける

ことに異論はありません。 

但し、検討にあたっては下記を踏まえる必要があります（参考１９）。 

①法令上、緊急機関から発信者に呼び返しが出来る仕組みが必要であることに加え、自

動ローミングに対応した端末の開発、取替移行など各種課題の検討や実施した場合の

有用性の検証などに一定の期間が必要であると考えます。 

②緊急通報に限定したローミングを実現するための開発費のコスト負担をどうするか整理

が必要であると考えます。 

③上記課題に加えて、そもそも方式の違いによりＫＤＤＩ殿とはローミングが実施できない

ことから、全携帯事業者の取組みとはなり得ないという課題もあります。 
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◆１／４以上のユーザは、現在加入しているキャリアおよびキャリア変更を行った際に重視した点として、「エリ

アの広さ」を挙げている。

現在加入キャリア選択時の重視点 キャリア変更時の重視点

9.5%

1.4%

1.9%

4.5%

4.5%

5.8%

6.2%

7.2%

7.4%

7.9%

10.3%

13.6%

14.6%

35.0%

35.3%

35.6%

47.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

通信速度

音声通話料金（相手からかけてきた時に相手が支払う通話料金）

顧客体尾・アフターケア

多彩なサービス（携帯アプリ機能、GPS、国際ローミング等）

料金制度のプランの豊富さ

料金制度のわかりやすさ

通話品質（音質）

機能のシンプルさ

パケット通信料金

端末のデザイン

端末の価格

音声通話料金（自分からかけた時に自分が支払う通話料金）

通話（通信）エリアの広範さ

充実した割引制度（家族割引、指定番号割引等）

事業者ブランド

家族・友人等が使用している事業者

7.9%

1.6%

3.2%

4.0%

5.2%

5.6%

6.0%

7.1%

8.7%

9.1%

9.5%

9.5%

16.7%

16.7%

26.2%

27.4%

32.50%

49.20%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

通信速度

料金制度のプランの豊富さ

多彩なサービス（携帯アプリ機能、GPS、国際ローミング等）

顧客対応・アフターケア

音声通話料金（相手からかけてきた時に相手が支払う通話料金）

通話品質（音質）

機能のシンプルさ

パケット通信料金

携帯電話番号が変わらないこと

端末のデザイン

料金制度のわかりやすさ

端末の価格

事業者ブランド

通話（通信）エリアの広範さ

音声通話料金（自分からかけた時に自分が支払う通話料金）

充実した割引制度（家族割引、指定番号割引等）

家族・友人等が使用している事業者

※ 選択肢17項目から3項目を複数選択。総務省が公募した電気通信サービスモニターに対する
郵送アンケート、2009年11月～12月実施。調査エリアは全国 991サンプル。

（出典）平成21年度電気通信サービスモニターに対する第1回アンケート調査結果（総務省）

【参考１８】携帯電話事業におけるエリアの重要性について
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課題

※ 事業用電気通信設備規則
第36条の6 第2号

第三十五条の六第二号及び第三号の規定は、前項の事業用電気通信回線設備に準用する。
第35条の6 第3号

緊急通報を受信した端末設備から通信の終了を表す信号が送出されない限りその通話を継続する機能又は警察機関等に
送信した電気通信番号による呼び返し若しくはこれに準ずる機能を有すること。

加入者
交換機

加入者
交換機

関門
交換機

関門
交換機

関門
交換機

関門
交換機

加入者
交換機

加入者
交換機

NTT東西網ドコモ網

基地局

ローミングユーザ

１１０番ダイヤル 着信専用

0AJ固定電話

①発番号強制取得

緊急機関からの着信呼
は許容が必須

◆緊急通報の仕組み

＜警察等＞

＜警察等＞

発信 指令台

②呼び返し電話

※ 事業用電気通信設備規則
第36条の6 第2号

第三十五条の六第二号及び第三号の規定は、前項の事業用電気通信回線設備に準用する。
第35条の6 第3号

緊急通報を受信した端末設備から通信の終了を表す信号が送出されない限りその通話を継続する機能又は警察機関等に
送信した電気通信番号による呼び返し若しくはこれに準ずる機能を有すること。

加入者
交換機

加入者
交換機

関門
交換機

関門
交換機

関門
交換機

関門
交換機

加入者
交換機

加入者
交換機

NTT東西網ドコモ網

基地局

ローミングユーザ

１１０番ダイヤル 着信専用

0AJ固定電話

①発番号強制取得

緊急機関からの着信呼
は許容が必須

◆緊急通報の仕組み

＜警察等＞

＜警察等＞

発信 指令台

②呼び返し電話

① 法令上（事業用電気通信設備規則第36条の6 第2号）緊急機関から発信者に呼び返し出来る仕組みが必須で

ある。緊急機関からの呼び返し呼は一般固定電話からの通話であり、当該固定電話からの着信を可能とする場

合、当社の全国ネットワークへの対応を行うための多大な開発費等が必要となる（数十億円規模と想定）

② 上記呼び返し呼にかかる運用においては以下の対応が必要となる。

・ 緊急機関から呼び返しを行う電話番号の報告が必須

・ 上記電話番号を当社ネットワークに設定

・ 電話番号の追加・変更等、維持管理を継続的に実施

③緊急通報を自動ローミングする場合、新たに端末を開発した上でユーザに提供する必要があることから、全ユーザ

に利用可能とするのは現実的に困難と考えられる。

④実現のための開発費コストについて、負担の在り方の整理が必要。

⑤なお、そもそも、方式の違いによりＫＤＤＩ殿とはローミングが実施ができないことから、全携帯電話事業者の取組み

とはなり得えない。

【参考１９】緊急通報ローミングの課題

 
 

（NTT ドコモ） 

意見３－１３９ 平時からの設備競争の促進が非常に重要。また、緊急通報のローミングは社

会的規制の一環として検討されるべきものであり、経済的規制とは異なる法益での整理が

必要。 

考え方３－１３９ 

■ ネットワークインフラの整備が様々な産業の振興等の礎となるばかりではなく、利用者利便

の向上にもつながることから、電気通信事業者の設備投資インセンティブの確保は非常に

重要であり、設備競争の促進こそが経済的規制の最上位概念であるべきと考えます。 

また、東日本大震災では、通信確保の観点から、ネットワークインフラのリダンダンシーの

重要性が再認識されたところであり、平時における設備競争の促進がその点においても求

められていると考えます。 

なお、大規模災害発生時における緊急通報のローミングは社会的規制の一環として検討

されるべきものであり、経済的規制すなわち競争ルールとユーザ保護等の社会的規制は峻

別して検討し、異なる法益での整理が必要と考えます。 

（NTT 持株） 

■ 答申（案）に示したとおり、モバイル事業は有限希少な周波数の割

当てを受けて行う事業であり、電波の有効活用が求められること

や、固定通信事業に比べてネットワーク構築（設備競争）が容易と

考えられることから、原則として自らネットワークを構築して事業展

開を図ることが必要と考えられ、競争政策においては、この点に留

意して設備競争とサービス競争のバランスを図ることが適当であ

る。 

110 番、119 番等の緊急通報に限定したローミングについては、

本審議会のほか、「大規模災害等緊急事態における通信確保の在

り方に関する検討会」においても論点として挙げられており、ユーザ
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保護等の公益的見地からの重要性を踏まえて議論・整理を行った

ものである。 

意見３－１４０ 緊急通報に係るローミングは、具体的な検討の場とスケジュールについて早期

に明確化を図ることが必要。また、災害時等緊急時におけるローミングについても、具体的

なルール化を図っていくことが重要。 

考え方３－１４０ 

■ 緊急通報に係るローミングについて、早期実現に向け取り組むべきとする答申案の方向性

に賛同します。国民の生命・身体の保護の観点から、可及的速やかな当該ローミングの実

現が求められることから、具体的な検討の場とスケジュールについて明確化を図り、来年初

頭より議論の場を設けることが必要と考えます。 

また、本年 3 月に発生した東日本大震災の経験等を踏まえれば、緊急通報に限定しない

災害時等緊急時におけるローミングについても実現に向けて検討を深めることが社会的ニ

ーズとして存在するものと考えます。本件については、想定外のトラヒック増により輻輳の発

生を招く等の指摘もなされているところですが、精緻な分析等無しに、一般論で安易に結論

付けるべきはありません。今後、ローミングの対象エリアや実施のタイミング（被災後の経過

時間により区分）等の場合分けを行い、実現性を仔細に検討の上、具体的なルール化を図

っていくことが重要であると考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 110 番、119 番等の緊急通報に限定したローミングの検討につい

ては、答申を受けて速やかに具体的な検討の場を設けることが適

当である。 

また、大規模災害等の緊急時におけるローミングについては、答

申（案）に示したとおり、当事者間の協議を通じ、課題の解決が図ら

れるものであるかどうかを注視すべきである。 

意見３－１４１ MNO 間のローミング対応については、原則はＭＮＯのビジネス判断に委ねら

れるものと理解する。緊急時におけるローミングについては、技術的課題が存在する上、事

業者間でも連携方法等の課題の整理が必要。 

考え方３－１４１ 

■ ２００９年の接続ルール答申において「ＭＮＯは自らネットワークを構築して事業展開を図る

ことを原則とする以上、両当事者が合意していない場合にまで、積極的にその促進を図るべ

きものとすることについては、慎重に判断することが必要。」と示され、答申案においても「接

続ルールと答申における整理は現時点において変更すべき特段の事情は存在しない」と示

されたとおり、ＭＮＯ間のローミング対応については、設備構築インセンティブに支障を及ぼ

さないことに留意し、原則はＭＮＯのビジネス判断に委ねられるものと理解しています。 

大規模災害時等の緊急時におけるローミングについては、お客様利便性の観点からは望

ましいと理解していますが、当社は他社と通信方式が異なるため、端末・ネットワークの双方

で技術的課題が存在しています。また、ローミングへの実現にあたっては、個人情報を含め

た事業者間の連携方法等、まずは課題の整理が必要と考えます。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、ローミングについては、接続ルール答申

における整理を引き続き維持することが適当であり、両当事者が合

意している場合、競争促進や利用者利便向上等を実現するような

利用形態であれば、MNO による他 MNO 網の利用は許容されるべ

きものである。 

110 番、119 番等の緊急通報に限定したローミングの実現に向け

て検討を行う際には、接続ルール答申に掲げられた課題や御指摘

のような課題も含めて検討することが適当である。 

意見３－１４２ ローミングについては、周波数割当てに起因した競争政策上の課題として、継

続した検討が行われるよう要望する。また、卸電気通信役務等での整理も可能とするなど柔

軟な考え方に立ち、事業者間交渉をサポートするスキームの検討や、接続応諾義務につい

て市場環境に応じた判断を要望する。緊急通報に限定したローミングについて望ましいとし

考え方３－１４２ 
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た認識は適当。 

■ ・周波数割当てを観点とした検討の必要性について 

周波数の割当てを受けたＭＮＯが自ら設備構築し事業展開を図ることは妥当性があるも

のの、その前提となる周波数割当てが競争環境へ与える影響については分析と検証を行う

こと が必要と考えます。 

答申（案）では、「２００９年の接続ルール答申における整理は、現時点において変更すべ

き特段の事情は存在せず、引き続き維持することが適当である」とありますが、以下に挙げ

る「２００９年の接続ルール答申以降の市場における環境変化」及び「新規・新興事業者に対

する競争環境の整備」の２点に基づき、ローミングについては、周波数割当てに起因した競

争政策上の課題として、競争促進や利用者利便の向上が見込まれるよう、競争評価並びに

委員会の枠組みにおいて、継続した検討が行われるよう要望します。 

 ２００９年の接続ルール答申以降の市場における環境変化 

スマートフォンの急激な需要増やＬＴＥの本格展開における高速化によってトラヒック

の急増（直近の１年間でも２倍の増加率）とこの２～３年内の携帯電話事業で利用可能

な周波数供給面での限界が見えていること、 

この状況を背景として、既に割当てられた周波数帯や周波数量に起因して、携帯電話

事業者の競争力の優劣が決まる蓋然性が高いこと 

 新規・新興事業者に対する競争環境の整備 

当社は、２００７年に新規参入した唯一の独立系事業者ですが、ネットワークの展開

と充実度においては、既存大手３社に対して短期間でのキャッチアップは極めて困難な

状況であり、なかでも、割当て周波数帯が有する課題から、全国的なエリアカバーやグ

ローバル端末の調達といったモバイル事業の根幹を成す部分でのディスアドバンテー

ジが存在すること 

 

 ・ネットワーク利用形態について 

答申（案）では、①接続協定+ローミング協定方式、②卸電気通信役務方式、③接続協定

の３方式に類型化されているところですが、従来のローミングと同様の形態であっても、料金

設定権をネットワークの提供を受ける側で有する場合は、卸電気通信役務等での整理も可

能とするなど柔軟な考え方にたって、交渉力の差異にも配意した事業者間交渉をサポートす

るスキームの検討を要望します。 

 

  ・接続応諾義務の考え方について 

２００９年の接続答申では、ＭＮＯによる他ＭＮＯ網の利用が許容されるケースとして以下

の３点が挙げられているところです。この３点については、答申（案）で記載された接続拒否

事由にあたらない参考例とも考えられますが、設備競争を阻害しないことに配意しつつ、競

争促進や利用者利便の向上が見込まれる場合には、接続応諾義務について市場環境に応

■ ローミングと周波数割当てとの関係については、答申（案）に示し

たとおり、スマートフォン等の急速な普及に伴い、周波数のひっ迫が

今後一層課題となることが見込まれる中で、モバイル分野における

設備競争の重要性は更に増していくと考えられるが、御意見につい

ては、今後の参考とさせていただきたい。 

MNO による他 MNO 網の利用形態については、答申（案）の中で

引き続きその考え方を維持することが適当とした接続ルール答申に

おいて、卸電気通信役務方式が存在することについても掲げている

ところである。同方式による場合、ネットワークの提供を受ける電気

通信事業者がエンドユーザに対して電気通信役務の提供及び料金

設定を行うこととなるとともに、事業者間での協議が整わなかった場

合等において、総務大臣の協議命令及び裁定、電気通信紛争処理

委員会の紛争処理等の対象となる。 

接続ルール答申に掲げる接続協定方式に関し、接続拒否事由に

該当しない事例について、市場環境に応じた判断が行われることは

重要であるが、具体的な事例に応じて判断することが適当である。

なお、接続協定方式については、ネットワークを提供する電気通信

事業者の役務提供区間内で完結する発着信に関し、接続協定のみ

ではいわゆるローミングでの実際の提供が困難と考えられることに

留意が必要である。 

緊急通報に限定したローミングについては、答申（案）に賛成の

御意見として承る。 
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じた判断が行なわれることを要望します。 

 
ア 自網で提供するサービスと異なる市場のサービスを提供するために、他ＭＮＯ網を利用

する形態（例：携帯事業者によるＷｉＭＡＸ事業者網の利用） 

イ 新規参入ＭＮＯが、認定開設計画等に基づき、自らのネットワークを全国展開するまでの

間、暫定的に他ＭＮＯ網を利用する形態 

ウ トラフィックの急増により、ネットワーク容量が逼迫している既存ＭＮＯが、新たな周波数

の割当を受けたり、自らのネットワークを増強するまでの間、暫定的に他ＭＮＯ網を利用

する形態 

 

 ・緊急通報に限定したローミング 

 設備改修コストや通報機関との整理が必要ではありますが、国民の生命・身体の安全をよ

り確保する観点では、緊急通報についてのローミングについて望ましいとした認識は適切と

考えます。 

（イー・アクセス） 
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第５章 今後の市場環境の変化等を踏まえた公正競争環境の検証の在り方等 

意   見 考 え 方 

意見３－１４３ 既存の競争セーフガード制度及び競争評価の取組を踏まえつつ、新たな公正

競争環境の検証の仕組みを設けて実施するという考えに賛同する。その際、適切な運用に

留意しつつ、包括的検証の結果として公正競争上の問題があると認定されれば、NTT の在

り方を含めた競争政策全体を見直すべき。 

考え方３－１４３ 

■ 包括的な検証に向けた毎年度の継続的チェックについては、既存の競争セーフガード制度

及び競争評価の取組を踏まえつつ、新たな公正競争環境の検証の仕組みを設けて実施す

るという考えに、賛同します。 

ただし、各検証制度の用途や方法等に特性があることから、検証結果を相互に取り入れ

る際には次項のような留意が必要と考えます。 

 

①ブロードバンド普及促進に向けた取組状況の検証 

ブロードバンドの普及促進状況を検証する観点で「基盤整備率」や「基盤利用率」を定点

観測する際、ＤＳＬやＦＴＴＨのほか、ＣＡＴＶや無線ブロードバンド（ＬＴＥ、ＷｉＭＡＸ等）を指標

に取り入れ包括的に検証することで、正確な分析と評価を行うことが出来ると考えます。 

ただし、競争政策上の観点からブロードバンド市場を検証する際には、これとは別に従来

どおり競争評価で画定している部分市場毎の検証が必要と考えます。 

 

②ＮＴＴ東・西等における規制の遵守状況の検証 

ＮＴＴ東・西利用部門と競争事業者との同等性を確保するため、ＮＴＴ東・西の機能分離や

業務委託先子会社等への監督義務に関する検証のみならず、設備構築情報の扱いの同等

性、開通までの期間の同等性、アンバンドル機能の利用条件の同等性等に関するデータを

収集し、これらを検証基準とすることを、予め、公正競争レビュー制度についてのガイドライ

ン等に規定すべきです。 

 

また、ＮＴＴ東・西等における規制の遵守状況について、グループドミナンス排除の観点か

らも、具体的には以下の検証を行うべきと考えます。 

・ＮＴＴ東・西、ＮＴＴドコモ、グループ会社のサービス同士によるセット割引など、事実上排他

的な連携を行っていないか。 

・ＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモによる同一ブランド・サービス名を用いたサービス提供や営業活

動など、事実上排他的な業務を行っていないか。 

・資本関係のない提携先企業も禁止行為規制の範囲に加え、禁止行為規制を事実上潜脱

していないか。 

■ 基本的に答申（案）に賛成の御意見として承る。 

答申（案）に示したとおり、今年度中にガイドラインを策定した上

で、2012 年度より「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビ

ュー制度」（以下「公正競争レビュー制度」という。）の運用を実施す

べきであり、総務省においては、意見に示された内容について、ガ

イドライン策定に当たっての参考とすることが適当である。 
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・電気通信事業者でないグループ企業も禁止行為規制の範囲に加え、禁止行為規制を事

実上潜脱していないか。 

さらに、「光の道」構想に関する基本方針を受けて、ＮＴＴ東・西の活用業務制度が認可制

から届出制へとの変更がされ行われたところですが、活用業務の提供にあたって規定され

た公正競争条件の実効性が担保された上で、同制度が慎重に運用がなされて市場におけ

るいて公正な競争が確保されているかについて少なくとも四半期ごとに検証を行い、慎重に

運用がなされているか調査・審議を継続的に行うことで、活用業務の検証プロセスの透明性

が確保されるものと考えます。 

 

包括的な検証が行われるまでの３年間、規制の遵守状況、市場の競争状況等に関する検

証を有効なものとするためには、ＮＴＴグループの総合的な市場支配力の存在・行使につい

て、より適切かつ客観的に評価するよう競争評価制度を見直す必要があると考えます。その

上で、透明性を高めた競争セーフガード制度と連携してＮＴＴグループによる反競争的な行

為に対する措置の実効性確保の状況について検証を行い、問題がある場合は改善させると

いうＰＤＣＡサイクルを回すべきと考えます。 

これまでのネットワークプレイヤー中心の分析に加え、上下レイヤーの動向等を勘案する

ことに関しては、幅広く市場を把握するために有意義と考えますが、通信事業者が主導とな

るビジネスモデルのみに着目するのではなく、各モデルについてバランスよく分析していただ

きたいと考えます。 

また、競争評価における戦略的評価のテーマとして、「同一グループに属する事業者間の

連携状況や、ＦＴＴＨ市場における事業者間取引の状況について、分析・評価する」とありま

すが、その際には、市場支配的な禁止行為事業者であるＮＴＴ東・西やＮＴＴドコモを中心とし

た、ＮＴＴグループ各社や実質的な関係事業者との連携状況について専ら分析・評価すべき

です。 

以上を踏まえ、適切な運用によって政策に資するよう、競争評価制度を活用していただき

たいと考えます。 

 

  上述した点に留意して毎年度の継続的チェックを行った上で、３年後に実施される包括的検

証の結果として公正競争上の問題があると認定されれば、ＮＴＴの在り方を含めた競争政策

全体を見直すべきと考えます。 

（KDDI） 

 

１.公正競争の検証の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１４４ 公正競争レビュー制度及び競争評価制度により多角的な視点から検証・評価 考え方３－１４４ 
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を行うとともに、ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会が客観的な検証・検討の

場として機能することを要望する。 

■ 基本的に、答申案に賛同いたします。 

新設される「公正競争レビュー制度」および「競争評価制度」について、より能動的かつ透 

明性の高い形で、多角的な視点から検証・評価頂くことを要望いたします。 

また、引き続き存置される予定の「ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会」が、 

両制度の実効性を担保し、客観的な検証・検討の場として機能頂くことをあわせて要望いたし

ます。 

（ケイ・オプティコム） 

■ 基本的に答申（案）に賛成の御意見として承る。 

 

 

意見３－１４５ 総合的な市場支配力や影響力をチェックするスキームや、競争事業者の申出

により、随時問題の提起と是正策が講じられるような会議体の設置等のスキームが必要。 

考え方３－１４５ 

■ 公正競争環境の検証について、既存の「競争セーフガード制度」および「競争評価の取組」

を踏まえつつ、新たな公正競争環境の検証の仕組みを設定する考えに賛同します。 

新たに創出される「公正競争レビュー制度」においては、特に NTT 東西等における規制の

遵守状況の検証項目について、予めガイドライン等にて規定した上で、ＮＴＴグループが圧倒

的な市場シェア等を利用して不適正な事業運営を行う危険性が高まることのないよう、グル

ープを含めた総合的な市場支配力や影響力をチェックするスキームが必要と考えます。 

また公正競争環境の検証については、競争事業者の申し出により、随時問題の提起と是

正策が講じられるような会議体の設置等のスキームを予め規定して運用することが望ましい

と考えます。 

（日本ケーブルテレビ連盟） 

 

■ 本案について事前規制から事後規制に移る中、検証制度を拡大しルールの枠組みにつな

げることに賛同いたします。 

しかし、動きの速い当業界では、当社の従前からの主張通り将来的には常設の機関によ

る監視が適当と考えます。新サービスの展開や企業連携は随時行われ、かつ不可逆性の

高い特性により時間の経過とともに大きな問題となりうるからです。 

ついては、本案の検証制度について、先ずは事業者等の意見を随時受付け、内容に応じ

臨機にオープンな検討を行う等状況に応じた制度の構築を要望いたします。 

なお、検証制度については特にグループドミナンス排除の観点から、以下の項目のガイド

ライン化をお願いいたします。 

・ 事実上排他的なグループ内各種サービス、特に各ドミナント事業者サービスのセット割

引での連携行為 

・ 事実上排他的な同一ブランドを用いた一体的な営業行為 

・ 資本関係のない緊密な取引先による禁止行為規制の潜脱行為 

・ 放送業への実質参入行為 

■ 答申（案）に示したとおり、今年度中にガイドラインを策定した上

で、2012 年度より公正競争レビュー制度の運用を実施すべきであ

り、総務省においては、意見に示された内容について、ガイドライン

策定に当たっての参考とすることが適当である。 
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（ジェイコムグループ） 

意見３－１４６ 公正競争レビュー制度の実施にあたっては、FTTH 以外のブロードバンドサー

ビスや、コンテンツ・アプリケーション等のサービス、利活用促進など、より広い様々な視点で

の分析も行うべき。 

考え方３－１４６ 

■ 今回の答申案に記された公正競争レビュー制度については、「料金の低廉化や市場シェア

等の動向」等について検証を行う内容とされています。しかし委員会の議論の中で委員から

のご発言もあった通り、「光の道」は光ファイバだけでなく、無線も当然含めて実現されるもの

です。 

「料金の低廉化や市場シェア等の動向」の検証にあたっては、市場環境や競争環境の変

化も踏まえ、光ファイバのみならず無線も含めたブロードバンドサービスを対象とすべきであ

ると考えます。 

また、「料金の低廉化」の検証にあたっては、光ファイバ接続料等の規制料金や固定電

話・携帯電話のＡＲＰＵ等の電気通信役務の料金のみを対象とせず、利用者がブロードバン

ドサービスを介して利用する、コンテンツ・アプリケーション等のサービスの料金までも対象と

し、情報通信市場全体に渡って総合的な見地から検証すべきであると考えます。 

加えて、ブロードバンドの普及促進に向けては、ICT 利活用の促進による需要創造が必要

であり、諸外国と比較して利用が進んでいない電子政府、教育、医療等における政府の取り

組みについても定期的な検証を行うべきと考えます。 

（NTT 持株） 

 

■ ・３年後を目途に行う包括的な検証や今回の答申案に記された公正競争レビュー制度につ

いては、「料金の低廉化や市場シェア等の動向」等について検証を行う内容とされています

が、「光の道」はＦＴＴＨだけでなく、ＣＡＴＶや無線も含めて実現されるものであり、市場環境や

競争環境の変化も踏まえ、「料金の低廉化や市場シェア等の動向」の検証にあたっては、こ

れらブロードバンドサービスを実現する全てのサービスを対象とすべきであると考えます。 

  ・また、「料金の低廉化」の検証にあたっては、光ファイバ接続料等の規制料金や固定電

話・携帯電話のＡＲＰＵ等の電気通信役務の料金のみを対象とせず、利用者がブロードバン

ドサービスを介して利用する、コンテンツ・アプリケーション等のサービスの料金までも対象と

し、情報通信市場全体に渡って総合的な見地から検証すべきであると考えます。 

  ・さらに、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、無線等のブロードバンドサービスそれぞれの参入・普及が進んで

いる、あるいは、進んでいないといった要因については、競争環境の整備という視点だけで

はなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題まで含め多角的に分析するとともに、他の

先進諸国における利活用促進に向けた取組状況を参考に、医療・教育・行政等の分野での

公的アプリケーションをはじめとして、利活用促進の観点から必要なアプリケーションが開

発・導入されたのか、また、通信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプリケーション・コン

テンツプロバイダ、ＩＳＰ等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促進に貢献したのかと

■ 考え方３－１４５に同じ。 
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いった点について、検証を行うべきであると考えます。 

  ・なお、「現在の競争セーフガード制度は、意見公募等の実施により、関係者から広く意見を

集める仕組みとなっている」とありますが、「公正競争レビュー制度」の創設にあたっては、競

争セーフガードにおける、各事業者の根拠に乏しい意見による個別事案の検証結果を基に

して一面的な評価・分析を行うのではなく、具体的な数値や事例に基づき、中立的・客観的

に分析・評価・検証を行うことが必要と考えます。 

 

１．ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について 

（４）公正競争レビューについて 

■ ・今回の答申案に記された公正競争レビュー制度については、「料金の低廉化や市場シェ

ア等の動向」等について検証を行う内容とされていますが、「光の道」はＦＴＴＨだけでなく、Ｃ

ＡＴＶや無線も含めて実現されるものであり、市場環境や競争環境の変化も踏まえ、「料金の

低廉化や市場シェア等の動向」の検証にあたっては、これらブロードバンドサービスを実現

する全てのサービスを対象とすべきであると考えます。 

  ・また、「料金の低廉化」の検証にあたっては、光ファイバ接続料等の規制料金や固定電

話・携帯電話のＡＲＰＵ等の電気通信役務の料金のみを対象とせず、利用者がブロードバン

ドサービスを介して利用する、コンテンツ・アプリケーション等のサービスの料金までも対象と

し、情報通信市場全体に渡って総合的な見地から検証すべきであると考えます。 

  ・さらに、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、無線等のブロードバンドサービスそれぞれの参入・普及が進んで

いる、あるいは、進んでいないといった要因については、競争環境の整備という視点だけで

はなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題まで含め多角的に分析するとともに、他の

先進諸国における利活用促進に向けた取組状況を参考に、医療・教育・行政等の分野での

公的アプリケーションをはじめとして、利活用促進の観点から必要なアプリケーションが開

発・導入されたのか、また、通信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプリケーション・コン

テンツプロバイダ、ＩＳＰ等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促進に貢献したのかと

いった点について、検証を行うべきであると考えます。 

(NTT 西日本) 

 

■ ・３年後を目途に行う包括的な検証や今回の答申案に記された公正競争レビュー制度につ

いては、「料金の低廉化や市場シェア等の動向」等について検証を行う内容とされています

が、「光の道」はＦＴＴＨだけでなく、ＣＡＴＶや無線も含めて実現されるものであり、市場環境や

競争環境の変化も踏まえ、「料金の低廉化や市場シェア等の動向」の検証にあたっては、こ

れらブロードバンドサービスを実現する全てのサービスを対象とすべきであると考えます。 

  ・また、「料金の低廉化」の検証にあたっては、光ファイバ接続料等の規制料金や固定電

話・携帯電話のＡＲＰＵ等の電気通信役務の料金のみを対象とせず、利用者がブロードバン

ドサービスを介して利用する、コンテンツ・アプリケーション等のサービスの料金までも対象と
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し、情報通信市場全体に渡って総合的な見地から検証すべきであると考えます。 

  ・さらに、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、無線等のブロードバンドサービスそれぞれの参入・普及が進んで

いる、あるいは、進んでいないといった要因については、競争環境の整備という視点だけで

はなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題まで含め多角的に分析するとともに、他の

先進諸国における利活用促進に向けた取組状況を参考に、医療・教育・行政等の分野での

公的アプリケーションをはじめとして、利活用促進の観点から必要なアプリケーションが開

発・導入されたのか、また、通信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプリケーション・コン

テンツプロバイダ、ＩＳＰ等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促進に貢献したのかと

いった点について、検証を行うべきであると考えます。 

  ・なお、「現在の競争セーフガード制度は、意見公募等の実施により、関係者から広く意見を

集める仕組みとなっている」とありますが、「公正競争レビュー制度」の創設にあたっては、競

争セーフガードにおける、各事業者の根拠に乏しい意見による個別事案の検証結果を基に

して一面的な評価・分析を行うのではなく、具体的な数値や事例に基づき、中立的・客観的

に分析・評価・検証を行うことが必要と考えます。 

 

１．ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について 

（４）公正競争レビューについて 

■ ・今回の答申案に記された公正競争レビュー制度については、「料金の低廉化や市場シェ

ア等の動向」等について検証を行う内容とされていますが、「光の道」はＦＴＴＨだけでなく、Ｃ

ＡＴＶや無線も含めて実現されるものであり、市場環境や競争環境の変化も踏まえ、「料金の

低廉化や市場シェア等の動向」の検証にあたっては、これらブロードバンドサービスを実現

する全てのサービスを対象とすべきであると考えます。 

  ・また、「料金の低廉化」の検証にあたっては、光ファイバ接続料等の規制料金や固定電

話・携帯電話のＡＲＰＵ等の電気通信役務の料金のみを対象とせず、利用者がブロードバン

ドサービスを介して利用する、コンテンツ・アプリケーション等のサービスの料金までも対象と

し、情報通信市場全体に渡って総合的な見地から検証すべきであると考えます。 

  ・さらに、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、無線等のブロードバンドサービスそれぞれの参入・普及が進んで

いる、あるいは、進んでいないといった要因については、競争環境の整備という視点だけで

はなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題まで含め多角的に分析するとともに、他の

先進諸国における利活用促進に向けた取組状況を参考に、医療・教育・行政等の分野での

公的アプリケーションをはじめとして、利活用促進の観点から必要なアプリケーションが開

発・導入されたのか、また、通信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプリケーション・コン

テンツプロバイダ、ＩＳＰ等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促進に貢献したのかと

いった点について、検証を行うべきであると考えます。 

(NTT 東日本) 

意見３－１４７ 検証体制について、有識者に加え、公正取引委員会・接続事業者等も参画す 考え方３－１４７ 
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る体制を構築すべき。また、公正競争レビュー制度については、サービス競争の進展度合い

について中心的に検証を行うべきであるとともに、競争評価については、中立性・透明性等

確保の観点から制度的見直しが必要。 

■ ＜検証体制＞ 

  「光の道」構想に係る検証体制については、「競争セーフガード制度」（またはその後続制度

である「公正競争レビュー制度」）や「競争評価」等の既存枠組みを活用するのみでなく、「指

標の策定」、「構造・資本分離への移行に備えた措置の検討」、「進捗の検証と追加的措置の

発動」といった総合的役割を担う新たな体制を構築することが適当と考えます。具体的に

は、弊社共が従前より提案しているとおり、法律・経済・技術等を専門とする有識者に加え、

公正取引委員会殿・接続事業者等も参画する体制 7 を構築し、毎年度の継続的チェックや包

括的検証に対応すべきと考えます。 
 

7 別添資料 3（平成 23 年 6 月 14 日 情報通信審議会 電気通信事業政策部会 ブロードバンド普及促進のための競争政

策委員会 弊社共ヒアリング資料より再掲）参照。 
 

 ＜「公正競争レビュー制度」の在り方＞ 

答申案にあるように、「公正競争レビュー制度」が「光の道」構想に係る検証の一定の役割

を担う場合、「①ブロードバンド普及促進に向けた取り組み状況の検証」と「②NTT 東西殿に

おける規制の遵守状況の検証」の 2 つを検証の柱とすることに賛同します。なお、①、②そ

れぞれについて、下記のとおり、具体的な検証項目案等を提案させて頂きます。 

① ブロードバンド普及促進に向けた取り組み状況の検証 

ブロードバンドの進展のためには、料金の低廉化やサービスの多様化等に寄与する

競争促進の視点が重要であることを踏まえれば、普及促進度合いを示す定量的数値の

みならず、競争促進の度合いを測る指標について検証を行うべきと考えます。特に、

2010 年 12 月に公表された『「光の道」構想実現に向けて 取りまとめ』にて、ボトルネッ

ク性を有する加入光ファイバと一体で構築されている NTT-NGN の性質に鑑み、促進が

求められている「サービス競争」の進展度合いについて中心的に検証を行うべきと考え

ます。具体的には下記項目について検証対象に含めるべきと考えます。 

・ ブロードバンドに係る基盤整備率、利用率 

・ ブロードバンドサービスの料金水準、市場シェア 

・ IP 網へのマイグレーションに対する具体的取り組みとその成果 

・ FTTH 市場の事業者間取引市場における競争状況 

- 光ファイバ回線の設備ベースシェアと FTTH 小売サービスシェア 

（ADSL 市場における同種シェアとの比較含む） 

- 光ファイバ回線における卸売回線数に占める調達回線数の割合 

（ADSL 市場との比較含む） 

■ 考え方３－１４５に同じ。 
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・ NTT-NGN におけるオープン化の度合い 

- アンバンドルメニューの内容（1 ユーザ単位の接続メニュー有無等） 

- アンバンドルメニューの数 

- 接続料水準 

（上記 3 項目について、PSTN との比較含む） 

 

② NTT 東西殿における規制の遵守状況の検証 

本項目に関しては、「タスクフォース」の結論を踏まえ、本年 5 月、電気通信事業法の

改正による NTT 東西殿の機能分離等の導入が決められたことに鑑み、当該制度の実

態や成果に係る評価を中心に検証を行うべきと考えます。なお、検証の前提として、機

能分離の実効性を担保するために、「(ⅰ）機能分離の細目について期限付きの達成目

標を NTT 東西殿自らが策定すること」、「(ⅱ)接続事業者等利害関係者の意見も反映し

た評価指標を策定し、評価の結果を定期的に公表すること」が必要と考えます。 

加えて、NTT 東西殿の活用業務についても、届出制への移行に伴い、これまで以上

の厳格な検証が必要になるものと考えます。従って、検証に必要な情報開示について

NTT 東西殿に徹底させるのは勿論のこと、当該業務の運用状況や当該業務が競争環

境に与える影響の変化等について、本制度で十分検証することが必要と考えます。 

なお、「公正競争レビュー制度」で上記検証等を行うにあたっては、中立性・透明性等

確保の観点から、以下に例示するような現状の「競争セーフガード制度」の運用における

課題等を解消するための取り組みが必要と考えます。 

 

・ 競争事業者のみに事案の収集を任せず、総務省殿による能動的な市場環境の実態

調査等を実施すること 

・ 競争事業者のみに事案の挙証責任を負わせることなく、調査権限を有する総務省殿

による能動的な検査を行うこと 

・ 検証結果案に至る調査プロセス等経緯の透明性を向上させること 

・ 総務省殿のみが検証を行うのでなく、監査機関等第三者のチェック機能を働かせるこ

と 

 

「競争セーフガード制度」の運用等に係る弊社共の詳細意見については、「競争セーフガ-

ド制度に基づく検証結果（平成 23 年度）（案）に対する 意見募集」対する弊社共意見書（平

成 23 年 4 月 4 日）を併せて参照願います。 

 

 ＜「競争評価」の在り方＞ 

「公正競争レビュー制度」の運用等に当たり、既存の「競争評価」の仕組みを活用するに

際しては、中立性・透明性等確保の観点から、以下に例示するような制度面の改善が必要と
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考えます。 

 

・ 「光の道」構想の推進等を踏まえ、FTTH市場の評価を重点的に実施すること 

・ 特に、事業者間取引市場に着目し、PSTNの実質的な移行先であるNTT-NGNの開放

レベル等、サービス競争の促進度合いを評価すること 

・ 市場支配力の「存在」自体が市場に対して潜在的な影響を与え、競争阻害要因になり

得ていると考える独占禁止法の考えを踏襲し、市場支配力の「存在」をより重視した上

で評価を実施すること 

・ ルール策定を担う総務省殿とは独立した第三者機関の評価等を取り入れること 

 

「競争評価」に係る弊社共の詳細意見については、「電気通信事業分野における競争状

況の評価 2010（案）」に対する弊社共意見書（平成 23 年 8 月 22 日）を併せて参照願いま

す。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

 

１.公正競争の検証の在り方 (１) 毎年度の継続的なチェックのための新たな公正競争環境検証の仕組み 

意   見 考 え 方 

意見３－１４８ フォローアップの場等を利用して、市場の在るべき姿について継続的に議論を

行い、その結果を公正競争レビュー制度の検証内容や３年後の包括的検証に反映すること

が望ましい。 

考え方３－１４８ 

■ 制度の包括的な検証のために、競争セーフガード制度及び競争評価を連携させた新たな

仕組みを導入することは非常に重要な取組みであり評価します。 

しかしながら、検証の手法の議論に加えて、「今後どのような市場を目指し、そのためにど

のような検証を行う必要があるのか」といった根本的な議論も必要と考えます。 

この点については、昨年度の「光の道」構想にて議論されたところではありますが、今後

の市場環境の変化等を踏まえれば、「光の道」構想における議論の見直し及び発展を随時

図っていくことが必要と考えられるため、例えば、本委員会のフォローアップの場等を利用し

て、市場の在るべき姿については継続的に議論を行い、その結果を公正競争レビュー制度

の検証内容や制度整備３年後の包括的検証に反映することが望ましいと考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に示したとおり、本審議会として、必要なフォローアップ

を行っていくことが求められるものであり、2012 年以降も、ブロード

バンド普及促進のための競争政策委員会を存置した上で、公正競

争レビュー制度に基づく検証の結果等について調査審議すること

が必要である。 

なお、ブロードバンド普及促進のための「基本方針」に掲げられた

包括的検証については、答申（案）に示したとおり、公正競争レビュ

ー制度の運用状況や検証結果を踏まえ、2014 年度の同制度に基

づく検証に併せて実施することが望ましい。 

 

１.公正競争の検証の在り方 (２) ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の創設 

意   見 考 え 方 

意見３－１４９ 公正競争レビュー制度は客観的かつオープンな取組として実施されるべきであ

る。 

考え方３－１４９ 
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■ 公正競争レビュー制度については、今後、検証項目や基準といった検証スキームの詳細

がガイドライン等で規定されるものと考えますが、これらの検討においては、意見募集の実

施や公開の場(審議会、委員会等)で議論を実施するといったオープンな取り組みが必要と

考えます。 

   なお、各検証における意見としては以下の通りとなります。 

 

(イ)ブロードバンド普及促進に向けた取組状況の検証 

答申(案)において具体的に示されている「料金の低廉化」、「市場シェア」、「『光の道』構想

に関する取組み状況」の検証項目について、評価結果を客観的な指標として制度整備３年

後の包括的検証における政策の見直しの有効な判断材料とするためには、予め項目毎に

目標値を設定する必要があると考えます。 

 

(ウ)ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況の検証 

現行の競争セーフガード制度に対しては、「検証スキームの透明性の確保」が公正競争レ

ビュー制度においても必要な観点であると考えます。 

従って、競争政策委員会のフォローアップでは、公正競争レビュー制度の検証結果の調

査審議も行うこととされておりますが、例えば、従来の取組みである意見募集の実施や検証

結果の公表に加えて、意見募集にて各社から集められた事案における検証の進め方を本フ

ォローアップの場でオープンに議論するといった対応が必要と考えます。 

(イー・アクセス) 

■ 考え方３－１４５に同じ。 

また、答申（案）に示したとおり、公正競争レビュー制度において

も、引き続きプロセスの透明性等を確保する仕組みとすることが求

められる。 

 

１.公正競争の検証の在り方 (３) 競争評価の在り方 

意   見 考 え 方 

意見３－１５０ 公正競争レビュー制度の検証においては、競争評価の取組を活用するという

答申(案)の考え方に賛同する。 

考え方３－１５０ 

■ 公正競争レビュー制度の検証においては、競争評価の取組みを活用する答申(案)の考え

方に賛同します。 

答申(案)において、包括的検証では競争ルール全般の見直しを視野に入れた検討を「市

場の水平的・垂直的動向」を踏まえて実施することが示されている点を鑑みれば、競争評価

における「モバイル分野における各レイヤー間の関係」や「同一グループ間に属する事業者

間の連携状況」等の評価にて公正競争レビュー制度の検証を補完することは適切と考えま

す。 

（イー・アクセス） 

■ 答申（案）に賛成の御意見として承る。 

意見３－１５１ 検証に当たっては、市場をより細分化しつつ、事業戦略や参入意欲まで含めた

多角的かつ精緻な分析を行うべき。 

考え方３－１５１ 
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■ ・「競争評価が電気通信事業者の各種データ等を用い市場集中度や市場支配力の有無等

を定量的・定性的に分析するもの」とありますが、ブロードバンド普及促進に向けた取り組み

状況の検証にあたっては、それぞれ参入・普及が進んでいる、あるいは進んでいない要因に

ついて、競争環境の整備という視点だけでなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題ま

で含め多角的に分析する必要があると考えます。 

 ・また、ブロードバンド市場においては、都道府県ごとにさらには市町村ごとに極めて特色

のある競争環境を呈しており、シェアにも大きなバラツキがあります。ブロードバンド市場の

競争状況を正確に把握するためには、こうした地理的特性を踏まえた上で、都道府県や市

町村ごとの市場について詳細な把握・分析を行うこと必要であると考えます。そのうえで、事

業者が参入しているエリアだけでなく、参入が進んでいないエリアについても、なぜ参入が進

まないのか、その要因を分析すべきであると考えます。 

(NTT 西日本) 

 

■ ・「競争評価が電気通信事業者の各種データ等を用い市場集中度や市場支配力の有無等

を定量的・定性的に分析するもの」とありますが、ブロードバンド普及促進に向けた取り組み

状況の検証にあたっては、それぞれ参入・普及が進んでいる、あるいは進んでいない要因に

ついて、競争環境の整備という視点だけでなく、各事業者の事業戦略や参入意欲の問題ま

で含め多角的に分析する必要があると考えます。 

 ・その際、事業者は必ずしも都道府県という単位で市場に参入するとは限らないことから、

競争実態を正確に把握するためには、都道府県別の分析・評価を行うだけではなく、市町村

等、各事業者の参入エリアに合わせて市場をより細分化して把握・分析することが必要であ

ると考えます。そのうえで、事業者が参入しているエリアだけでなく、参入が進んでいないエ

リアについても、なぜ参入が進まないのか、その要因を分析すべきであると考えます。 

（NTT 東日本） 

■ 考え方３－１４５に同じ。 

 

２.今後の市場環境の変化等を踏まえた競争ルールの枠組み 

意   見 考 え 方 

意見３－１５２ ＮＴＴグループをはじめ、市場支配力を有する企業グループのグループドミナン

スに対処すべく、既存のガイドラインや制度を見直すべき。 

考え方３－１５２ 

■ ＩＰ化・ブロードバンド化・モバイル化が進展するなかで、ＮＴＴグループ、更には資本関係の

あるモバイル事業者を有する「企業グループ」のグループドミナンスが、既に進展しておりま

す。このグループドミナンスの問題は、日本の情報通信市場全体の独占化や寡占化を招くも

のであり、競争政策を検討するうえで非常に重要な問題でありますが、本答申案において

は、グループドミナンスへの具体的な対処が十分盛り込まれておりません。 

総合的な市場支配力に着目した規制の導入も含め、グループドミナンスに対する厳正か

■ 答申（案）に示したとおり、NTT グループについては、指定電気通

信設備制度や累次の公正競争要件等の適切な運用に加え、NTT

東西の機能分離等の導入や、本検討を踏まえた競争政策の見直し

を進めていくことにより、引き続き公正競争環境を担保していくこと

が重要である。 

また、2014 年度の公正競争レビュー制度に基づく検証に併せて
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つ包括的な規制制度の導入に向け早急に検討を行うべきであります。 

加えて、既に進行している問題への対処のため、少なくとも次の事項について、直ちに措

置を講じる旨、本答申案に盛り込むべきと考えます。 

 

①ＮＴＴグループのグループドミナンスへの対処 

ＮＴＴグループにおいては、指定電気通信設備制度などの規制を形式的にはクリアしつつ

も、実質的には、持株体制の下、再編の意図に反したＮＴＴグループの一体化が加速してい

ます。 

特に、競争セーフガード制度等において常々競争事業者が指摘しているとおり、次のよう

なＮＴＴグループ連携による排他的な営業行為等が放置されており、既に公正競争環境に深

刻な影響を及ぼしております。 

・代理店、ドコモショップ、子会社でのセット販売 

・ＮＴＴファイナンス等、持株会社配下の会社を通じた連携 

・法人市場における共同営業 

・フレッツテレビによる放送サービスへの事実上の参入 

このように、現行規制に違反することが明白な事例に対しては、現行制度の枠組みの中

で最大限の措置を講じて歯止めをかけることが急務であるため、共同ガイドラインの見直し

や特定関係事業者制度の適用範囲拡大等を実施すべきであります。 

 

②資本関係のあるモバイル事業者を有する「企業グループ」のグループドミナンスへの対処 

モバイル市場においては、国の有限希少な電波を利用するという点において、設備のボト

ルネック性が存在し、また顧客規模が固定通信の各市場を凌ぐ規模に成長している等、大

手モバイル事業者は既に大きな市場支配力を保持しております。 

また、資本関係のあるモバイル事業者を有する「企業グループ」は、モバイル事業者の顧

客基盤やブランド力をもとに、固定通信をはじめ情報通信市場全体に、市場支配力を拡大し

つつあります。 

そのため、モバイル市場においても、設備のボトルネック性やそれに基づく市場支配力を

認定するとともに、二種指定設備制度の対象事業者すべてを禁止行為規制の対象とし、自

社グループ内固定通信事業者と、他の固定通信事業者との同等性確保を義務付ける等の

措置を講じるべきであります。 

（ケイ・オプティコム） 

実施する包括的検証の結果、仮に既存の市場構造や考え方を前

提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められるような

場合には、公正競争レビュー制度により得られた知見等を活用しつ

つ、NTT の在り方のほか、指定電気通信設備制度及び NTT に係

る累次の公正競争要件を中心として構成されている競争ルール全

体の枠組みの見直しについても検討することが適当である。 

その際には、同一グループに属する事業者間連携等の市場動向

の変化に留意することが考えられる。 

意見３－１５３ ガイドラインでグループドミナンスの事例を具体化するとともに、ＮＴＴグループ

全体の市場支配力を検証し、ルールを策定・導入することが必要。 

考え方３－１５３ 

■ 持株会社方式による NTT 再編は、当初よりグループ全体としての市場支配力が強化さ

れ、公正競争が阻害される危険性が指摘されておりました。このために NTT の在り方につ

いては、 

■ 考え方３－１５２に同じ。 
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・ グループ内各社の経営の自主独立性の確保 

・ グループ内各社による相互競争の実現 

・ NCC 等の競争事業者との間の公正競争の推進 

により各自業者がダイナミックな事業展開をすることにより、通信事業全体の活性化を達成

することを基本として検討するべき「IT 革命を推進するための電気通信事業における競争政

策の在り方についての第一次答申～IT 時代の競争促進プログラム～」（H.12.21 電気通信

審議会）とされました。 

にも係わらず、NTT の中期計画では持株会社による一体化が加速されている状況のた

め、総合的な市場支配力に着目した規制等禁止行為規制を強化するべきだったことは当然

のことと考えます。 

しかし、幾度の機会があったにも係わらず、現状は未だ有効な手当てを行ってません。 

この結果、特に固定市場の競争環境は停滞し、「光の道」構想実現の障害にもなっている

と考えます。 

加えて「「光の道」構想実現に向けて とりまとめ」やその工程表に検討が明記された、有

効な方法である当該規制の検討について本案では全く具体化されていない状態です。 

当社は従前より公正競争確保のためにはドミナント規制こそが最重要政策であると主張し

ておりますが、当該規制について先ずは総務省と公正取引委員会が作成した「電気通信事

業分野における競争の促進に関する指針」によるグループドミナンスの事例を具体化し現状

の歯止めを図るとともに、総務省にて責任を持って専門委員会を設置し、他レイヤーへの影

響を含めたＮＴＴグループ全体の市場支配力を検証し、ルールを策定・導入することが必要と

考えますので、速やかな実施を是非ともお願いいたします。 

（ジェイコムグループ） 

意見３－１５４ 公正競争環境の検証結果等を踏まえ、競争の進展が十分に認められない場合

等については、即時にファイアウォール規制の強化等、更なる措置を講じるべき。また、グル

ープドミナンスを抑止可能な追加的ルールについて、速やかに導入すべき。 

考え方３－１５４ 

■ ＜NTT の在り方＞ 

前述の公正競争環境の検証結果等を踏まえ、制度的課題が生じていると認められる場

合、またはブロードバンドの普及促進に向けて競争の進展が十分に認められない場合につ

いては、『「光の道」基本方針』に記載されているとおり、即時に構造分離・資本分離を含めた

ファイアウォール規制の強化等、更なる措置を講じるべきです。なお、これら追加的措置が

必要となった際、円滑な制度移行を可能とするために、アクセス部門と他部門の会計やシス

テムを事前に分離する等の措置について、現時点より検討を開始すべきです。 

また、現状の NTT グループの持株体制下においては、グループ全体として利益を追求す

るインセンティブが働くことは自明であることから、例えば、NTT 東西殿や NTT ドコモ殿に対

する子会社等への監視義務の範囲拡大や特定関係事業者の追加（NTT ドコモ殿や株式会

社エヌ・ティ・ティ・データ殿等）等、グループドミナンスを抑止可能な追加的ルールについて、

■ 考え方３－１５２に同じ。 
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上記の抜本的組織見直し等を待たずに、速やかに導入していくべきと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

意見３－１５５ 客観的な基準に基づく機動的な市場画定と、これを基にした市場支配力の認

定を適時適切に行うべき。他の市場支配力規制の存在をもって、ボトルネック規制を緩和す

る理由とはならない点に留意すべき。 

考え方３－１５５ 

■ ＜指定電気通信設備制度の枠組み＞ 

電気通信市場における垂直的・水平的な構造変化等に伴い、客観的な基準に基づく機動

的な市場画定と、これを基にした市場支配力の認定を適時適切に行うべきと考えます。な

お、市場支配力の認定の基準の一つである「ボトルネック性」については、自由競争によって

勝ち得た結果として生じる市場支配力とは一線を画す特性です。これは、電気通信市場にお

いて極めて決定的な特性であり、他の市場支配力規制の存在をもって、ボトルネック規制

（オープン化義務等）を緩和する理由とはならない点に留意すべきです。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、公正競争レビュー制度において、指定

電気通信設備制度に係る検証を行うことが適当である。 

また、市場支配力に係る規制の在り方については、考え方３－１

５２に同じ。 

意見３－１５６ 公正競争要件や事業領域規制について、撤廃を含めた見直しを図るべき。 考え方３－１５６ 

■ ・ドコモ分社時やＮＴＴ再編成（地域・長距離分離）時のＮＴＴグループに係る累次の公正競

争要件は、当時の競争事業者の事業形態との同等性を確保するために課せられたもので

すが、現在では、事業者の合従連衡が進展し、現にＮＴＴグループ以外の他社は、固定・移

動事業を一体として提供し、料金面でも固定・移動間の無料通話を提供するなど、一体経営

のメリットをフルに活かした経営を行っています。その一方で、ＮＴＴグループは本規制等によ

り経営の自由度に大きな制約を受けており、お客様の利便性の向上に対する要請に機動的

かつ柔軟に対応できず、結果としてＮＴＴグループ各社のお客様の利便性が大きく損なわれ

ている状況にあります。 

 ・このように競争環境は大きく変化しており、累次の公正競争要件は、時代にそぐわない枠

組みとなっているだけでなく、上位レイヤ等も含めた市場全体が大きく拡大していることか

ら、撤廃を含めた見直しを行う必要があると考えます。 

 ・また、ＮＴＴ東西会社の県等域に閉じた事業領域規制は、電話時代の公正競争を確保す

るための規制であり、これも時代にそぐわない枠組みとなっております。再編成時の整理を

見直し、事業領域規制は撤廃すべきと考えます。 

（NTT 西日本） 

 

■ ・ドコモ分社時やＮＴＴ再編成（地域・長距離分離）時のＮＴＴグループに係る累次の公正競

争要件は、当時の競争事業者の事業形態との同等性を確保するために課せられたもので

すが、現在では、事業者の合従連衡が進展し、現にＮＴＴグループ以外の他社は、固定・移

動事業を一体として提供し、料金面でも固定・移動間の無料通話を提供するなど、一体経営

のメリットをフルに活かした経営を行っています。その一方で、ＮＴＴグループは本規制等によ

り経営の自由度に大きな制約を受けており、お客様の利便性の向上に対する要請に機動的

■ 答申（案）に示したとおり、公正競争レビュー制度において、NTT

等に関する累次の公正競争要件の検証を行うことが適当である。 

また、NTT 東西の業務範囲の在り方については、NTT 法におい

て規定されているものであるが、2014 年度の公正競争レビュー制

度に基づく検証に併せて実施する包括的検証の結果、仮に既存の

市場構造や考え方を前提とした競争ルールに制度的課題が生じて

いると認められるような場合には、公正競争レビュー制度により得

られた知見等を活用しつつ、NTT の在り方のほか、指定電気通信

設備制度及び NTT に係る累次の公正競争要件を中心として構成

されている競争ルール全体の枠組みの見直しについても検討する

ことが適当であり、その際に必要に応じて検討すべきものと考え

る。 
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かつ柔軟に対応できず、結果としてＮＴＴグループ各社のお客様の利便性が大きく損なわれ

ている状況にあります。 

 ・このように競争環境は大きく変化しており、累次の公正競争要件は、時代にそぐわない枠

組みとなっているだけでなく、上位レイヤ等も含めた市場全体が大きく拡大していることか

ら、撤廃を含めた見直しを行う必要があると考えます。 

 ・また、ＮＴＴ東西会社の県等域に閉じた事業領域規制は、電話時代の公正競争を確保す

るための規制であり、これも時代にそぐわない枠組みとなっております。再編成時の整理を

見直し、事業領域規制は撤廃すべきと考えます。 

（NTT 東日本） 

意見３－１５７ 競争ルールの枠組みについて検討する際、モバイル系と固定系の垣根を無くし

て一体的に捉えて公平な競争環境の維持を図るという視点や枠組みが必要。 

考え方３－１５７ 

■ ＜該当箇所＞ 

（３）考え方 

「基本方針」において掲げている包括的な検証の結果、仮に既存の市場構造や考え方を

前提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められるような場合には、公正競争レ

ビュー制度により得られた知見等を活用しつつ、NTTの在り方のほか、指定電気通信設備

制度及びNTTに係る累次の公正競争要件を中心として構成されている競争ルール全体の枠

組みの見直しについても検討することが適当である。 

その際には、固定・移動の融合やコアネットワークのIP化、ネットワークレイヤー等におけ

る新たな競争関係の出現といった水平的な市場動向、プラットフォーム・コンテンツ等を含む

電気通信事業を取り巻くレイヤー間の関係や同一企業グループに属する事業者間連携とい

った垂直的な市場動向の変化に留意することが考えられる。 

 

＜意見＞ 

   本項の考え方に賛同しますので、更に検討を進めていただくことを希望します。 

   現在、モバイルデータ通信の世界においてはスマートフォンなどの簡単に高速インターネ

ット接続ができる高機能端末の普及が目覚しく、速度面においても従来数Ｍｂｐｓであったも

のが最大数十Mbpsとなり、固定系ブロードバンドと遜色のないレベルに達しています。 

こうした中で、比較的インターネット利用の少ない層や若年層を中心に、固定系ブロード

バンドを選択せず、通信環境はモバイル（携帯）端末だけで十分であると考える層が急速に

増えており、ブロードバンドサービスの中でもモバイル系サービスと固定系サービスの間の

サービス選択やスイッチングが当たり前のように起こる事態へと市場の状況は急速に変化

してきています。 

一方で、電波という限られた資源の配分を受けて事業を営むモバイル系事業は固定系事

業よりも事業者数が大幅に少ない現状にあります。そこにおいてモバイル系事業者が相対

的に少数であるという交渉に有利な立場を利用して、 

■ 答申（案）に示したとおり、指定電気通信設備制度は、市場の画定

という点については、固定・移動をアプリオリに分けた仕組みであ

り、市場支配力という点については、電気通信設備のシェアに着目

して単独の事業者を単位として認定し、規制内容という点について

は、接続関連規制をベースとして、行為規制やサービス関連規制を

構築しているものであるが、包括的検証の結果、指定電気通信設

備制度の見直しを行う際には、市場動向等を踏まえ、当該仕組み

の適否を検討することが望ましい。 
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・ 同一企業グループ内に持つ固定系サービスと一体となったサービス提供や営業活動を

行うことによって、モバイル事業を持たない固定系事業者を圧迫したり 

・ モバイル系サービスとの連携を求める固定系事業者に対して一方的に自己に有利な取

引条件を押し付ける 

といった事態が懸念されます。 

こうしたことからブロードバンド普及促進のための競争ルールの枠組みについては、これ

までのモバイル系・固定系といった分野別の枠組みに加えて、今後はモバイル系と固定系

の垣根を無くして一体的に捉えて公平な競争環境の維持を図るという新たな視点や枠組み

が必要であると考えます。 

（STNet) 
意見３－１５８ 二種指定設備制度の見直しが必要と判断された場合には、包括的検証を待た

ずに、事業者の市場支配力を総合的に評価し、実効的な規制を課すように見直すことが必

要。 

考え方３－１５８ 

■ 答申(案)においては、制度整備３年後の包括的検証の結果制度的課題が認められた場合

は、指定電気通信制度及びＮＴＴに係る累次の公正競争要件を中心とした競争ルールの見

直しを検討することが適当との考え方が示されておりますが、二種指定制度の見直しも視野

に入れるべきと考えます。 

二種指定制度が非対称規制として、公正競争の促進に機能しているか検証し、結果的に

制度の見直しが必要と判断された場合は、制度整備３年後の包括的検証を待たずに、現在

の端末シェア等による閾値による接続規制だけではなく、事業者の市場支配力を総合的に

評価し、評価に応じた実効的な規制を課すように見直すことが必要と考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 考え方３－１５２及び３－１５７に同じ。 
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第６章 本検討のフォローアップについて 

意   見 考 え 方 

意見３－１５９ 来年度以降の「競争政策委員会」においては、特に「公正競争環境の検証」に

軸足を置き検討を進めることが必要。 

考え方３－１５９ 

■ 政府の「光の道」構想を平成 27 年までという短期間で着実に推進するためには、「タスクフ

ォース」で取りまとめられた基本方針に基づき、「NTT 東西殿における規制の遵守状況」や

「料金の低廉化や市場シェア等の動向」等について、きめ細かな検証を実施し、必要に応じ、

タイムリーな追加的措置を講じることが重要です。その意味では、来年度以降の「競争政策

委員会」においては、特に、答申案第 5 章に示された「公正競争環境の検証」に軸足を置

き、検討を進めて頂く必要があるものと考えます。 

（ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

■ 答申（案）に示したとおり、2012 年以降もブロードバンド普及促進

のための競争政策委員会を存置した上で、公正競争レビュー制度

に基づく検証の結果等について調査審議を行うことが必要である。 

意見３－１６０ 問題があれば直ちに現行規制を見直すことが必要。 考え方３－１６０ 

■ ３年後の包括的な見直しが実施されるからといって、これを待つことなく、公正競争レビュ

ー制度等において、競争ルールの遵守状況について随時検証を行った上で適時適切に調

査・審議し、問題があれば直ちに現行規制を見直すことが必要と考えます。 

（KDDI） 

■ 答申（案）に示したとおり、新たな課題等が生じた場合には、本審

議会として適時適切に検討を行うことが必要であるとともに、総務省

においても、包括的検証の結果を待つことなく速やかに対応すべき

課題があると認められる場合には、当該課題についての検討を行う

ことが適当である。 

意見３－１６１ 公正競争レビュー制度の調査審議については、実施計画を明確にすることが

必要。 

考え方３－１６１ 

■ 答申(案)では、競争政策委員会のフォローアップとして、公正競争レビュー制度の検証結

果等の調査審議を適切なタイミングに実施するとしておりますが、制度整備３年後の包括的

検証において競争ルール全体の枠組みの見直しを視野に入れた検討を行うためには、十分

な課題に対する議論の積み上げが必要になると考えます。 

そのため、公正競争レビュー制度の調査審議については、年間を通した検討スケジュー

ルを作成するなどで、実施計画を明確にする必要があると考えます。 

（イー・アクセス） 

■ 御意見については、本審議会の今後の運営に当たっての参考とさ

せていただきたい。 

 

 


